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資料３－１ 

石川県地域防災計画（地震災害対策編）修正 新旧対照表 

現       行 修   正   案 備 考 

 

 
 
 
                                

石川県地域防災計画 
 

地震災害対策編 
 
 

（令和元年修正） 
 

                 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

                                                                       
                                                                
 
                                                                       

石川県地域防災計画 
 

地震災害対策編 
                  
 

（令和３年修正） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 
 

第 1 章 総則 
 

第１節（略） 

 

第２節 性格及び基本理念 

１（略） 

２基本理念等 

（１）用語 

ア～イ（略） 

ウ 指定公共機関 

災害対策基本法第２条第５号に定める公共機関で、この計画では、次に定

める機関をいう。 

日本郵便株式会社（北陸支社）、日本銀行（金沢支店）、日本赤十字社（石

川県支部）、日本放送協会（金沢放送局）、中日本高速道路株式会社（金沢

支社）、西日本旅客鉄道株式会社（金沢支社）、日本貨物鉄道株式会社（金

沢支店）、西日本電信電話株式会社（金沢支社）、ＫＤＤＩ株式会社（北陸

総支社）、日本通運株式会社（金沢支店）、北陸電力株式会社（石川支店）、

株式会社ＮＴＴドコモ（北陸支社）、エヌ・ティ・ティコミュニケーション

ズ株式会社（北陸営業支店）、ソフトバンク株式会社（地域総務部(北陸)）、

福山通運株式会社（金沢支店）、佐川急便株式会社（北陸支店）、ヤマト運

輸株式会社（金沢主管支店）、イオン株式会社、ユニー株式会社、株式会社

セブン-イレブン・ジャパン、株式会社ローソン、株式会社ファミリーマー

ト、株式会社セブン＆アイ・ホールディングス 

 

 エ～オ（略） 

（２）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 章 総則 
 

第１節（略） 

 

第２節 性格及び基本理念 

１（略） 

２基本理念等 

（１）用語 

ア～イ（略） 

ウ 指定公共機関 

災害対策基本法第２条第５号に定める公共機関で、この計画では、次に定

める機関をいう。 

日本郵便株式会社（北陸支社）、日本銀行（金沢支店）、日本赤十字社（石

川県支部）、日本放送協会（金沢放送局）、中日本高速道路株式会社（金沢

支社）、西日本旅客鉄道株式会社（金沢支社）、日本貨物鉄道株式会社（金

沢支店）、西日本電信電話株式会社（金沢支社）、ＫＤＤＩ株式会社（北陸

総支社）、日本通運株式会社（金沢支店）、北陸電力株式会社（石川支店）

及び北陸電力送配電株式会社（石川支社）、株式会社ＮＴＴドコモ（北陸支

社）、エヌ・ティ・ティコミュニケーションズ株式会社（北陸営業支店）、

ソフトバンク株式会社（地域総務部(北陸)）、福山通運株式会社（金沢支店）、

佐川急便株式会社（北陸支店）、ヤマト運輸株式会社（金沢主管支店）、イ

オン株式会社、ユニー株式会社、株式会社セブン-イレブン・ジャパン、株

式会社ローソン、株式会社ファミリーマート、株式会社セブン＆アイ・ホー

ルディングス 

 エ～オ（略） 

（２）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第３節   県、市町及び防災関係機関の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 

県、市町及び防災関係機関は、それぞれの所掌事務又は業務を通じて石川県の

地域に係る地震防災に寄与すべきものである。それぞれが地震防災に関して処理

すべき事務又は業務の大綱は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節   県、市町及び防災関係機関の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 

県、市町及び防災関係機関は、それぞれの所掌事務又は業務を通じて石川県の

地域に係る地震防災に寄与すべきものである。それぞれが地震防災に関して処理

すべき事務又は業務の大綱は、次のとおりとする。 
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現       行 修   正   案 備 考 

第４節 本県の特質と既往の地震災害 

１（略） 

２ 地質及び地盤等の特性と地震の発生状況 

（１）（略） 

（２）地域分布 

 ア～イ（略） 

図 石川県とその周辺における小さな地震まで含めた最近 10 年間の地震活動 

（2009 年～2018 年、Ｍ２．０以上・深さ３０ｋｍ以浅、金沢地方気象台のデー

タから作成） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）（略） 

 

 

 

第４節 本県の特質と既往の地震災害 

１（略） 

２ 地質及び地盤等の特性と地震の発生状況 

（１）（略） 

（２）地域分布 

 ア～イ（略） 

図 石川県とその周辺における小さな地震まで含めた最近 10 年間の地震活動 

（2010 年～2019 年、Ｍ２．０以上・深さ３０ｋｍ以浅、金沢地方気象台のデー

タから作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

３ 社会的要因とその変化 

地震災害は、自然的条件に起因する災害と社会的条件によってもたらされる

災害が同時複合的に現出するという特徴を持っている。 

被害を拡大する社会的要因としては、主として次のような点が指摘される。 

（１）～（６）（略） 

（新設） 

 

 

 

４～５（略） 

 
第５節（略） 

 

第６節 地震対策に関する調査・研究 

１（略） 

２ 地震被害緊急推定シミュレーションシステムの整備 

（１）目的 

地震災害発生直後の情報空白期に地震被害の概括的状況を推定し、初動体 

制の迅速化を図り、災害対策活動を効果的に推進するため、地震被害緊急推 

定シミュレーションシステムを整備する。 

（２）効果 

ア～エ（略） 

オ データベースを簡単に更新し、経年変化に即応した被害推定を行う。 

カ 簡易版システムを１９市町へ配布し、市町独自の応急対応を行う。 

キ 平常時においては、防災訓練等関係職員の防災教育や防災体制の検討を行 

い、県民の防災意識の啓発に活用する。 

 

第７節～第８節（略） 

 
 
 
 
 
 
 

３ 社会的要因とその変化 

地震災害は、自然的条件に起因する災害と社会的条件によってもたらされる

災害が同時複合的に現出するという特徴を持っている。 

被害を拡大する社会的要因としては、主として次のような点が指摘される。 

（１）～（６）（略） 

（７）新たな感染症への対策 

  令和２年における新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、避難所におけ 

る避難者の過密抑制など感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する 

必要がある。 

４～５（略） 

 

第５節（略） 

 

第６節 地震対策に関する調査・研究 

１（略） 

２ 防災科学研究所のＪ－ＲiＳＱ地震速報の活用 

（１）目的 

地震災害発生直後の情報空白期に地震被害の概括的状況を推定し、初動体 

制の迅速化を図り、災害対策活動を効果的に推進するため、防災科学研究所 

のＪ－ＲiＳＱ地震速報を活用する。 

（２）効果 

ア～エ（略） 

オ 市町においても、Ｊ－ＲiＳＱ地震速報を活用し、市町独自の応急対応を 

行う。 

カ 平常時においては、防災訓練等関係職員の防災教育や防災体制の検討を行 

い、県民の防災意識の啓発に活用する。 

 

第７節～第８節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 
 

第２章 地震災害予防計画 
 

第１節 防災知識の普及 

１～３（略） 

４ 住民に対する防災知識の普及 

（１）普及の方法 

 ア（略） 

 イ 広報媒体等による普及 

 （ア）～（イ）（略） 

 （ウ）防災に関するテキストやマニュアル、ハザードマップ等の印刷物による 

普及 

   防災啓発情報の発信に関する協定 

 

 

 

（エ）～（コ）（略） 

ウ（略） 

（２）（略） 

５～６（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第２章 地震災害予防計画 

 

第１節 防災知識の普及 

１～３（略） 

４ 住民に対する防災知識の普及 

（１）普及の方法 

 ア（略） 

 イ 広報媒体等による普及 

 （ア）～（イ）（略） 

 （ウ）防災に関するテキストやマニュアル、ハザードマップ等の印刷物による 

普及 

（削除） 

 

 

 

（エ）～（コ）（略） 

ウ（略） 

（２）（略） 

５～６（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第２節 県民及び事業者等のとるべき措置 

１（略） 

２ 県民のとるべき措置 

 平素から次のことに留意し、万一の場合に備えておく。 

 

 

３ 事業者等のとるべき措置 

（１）（略） 

第２節 県民及び事業者等のとるべき措置 

１（略） 

２ 県民のとるべき措置 

 平素から次のことに留意し、万一の場合に備えておく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 事業者等のとるべき措置 

（１）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（２）地震発生時には、次の事項に留意し、被害及び混乱の防止に努める。 

 

 

４（略） 

 

第３節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地震発生時には、次の事項に留意し、被害及び混乱の防止に努める。 

４（略） 

 

第３節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 9 - 

現       行 修   正   案 備 考 

第４節 防災ボランティアの活動環境の整備 

１ 基本方針 

  地震等の災害による被害の拡大を防止するため、県、市町及び関係機関の迅

速かつ的確な対応にあわせ、住民による自主的かつきめ細かな対応も必要であ

る。 

  このため、県、市町及び関係機関は、ボランティアの防災活動が安全かつ円

滑に行われるよう活動環境の整備を図るとともに、ボランティアの自主性を尊

重しつつ、日本赤十字社、社会福祉協議会、ボランティア団体、ＮＰＯ、町会

（自治会）、民生委員、防災士、災害ボランティアコーディネーターなどとの

連携強化に努める。 

また、大規模・広域災害発生時においても、ボランティア活動が円滑かつ効

果的に行われるようコーディネート機能の強化を図るとともに、防災ボランテ

ィア活動に対する県民の理解促進のための広報活動に努める。 

 

（新設） 

 

 

 

 

２（略） 

３ 防災ボランティアの受入体制等 

（１）～（３）（略） 

（新設） 

 

 

 

 

４ 防災ボランティアの育成 

（１）県、市町及び関係機関は、平時より積極的に防災ボランティアとして支援

活動を行う上での知識や技術について講習会、研修会を開催するとともに、

地域における防災訓練等においても町会(自治会)、民生委員、防災士など地

域住民と一体となった訓練を実施する。 

（２）県及び市町は、防災ボランティア活動に関する普及啓発を行い、県民や学

生、企業、ＮＰＯ等に積極的に参加を呼びかける。 

（３）～（５）（略） 

第４節 防災ボランティアの活動環境の整備 

１ 基本方針 

（１）地震等の災害による被害の拡大を防止するため、県、市町及び関係機関の

迅速かつ的確な対応にあわせ、住民による自主的かつきめ細かな対応も必要

である。 

   このため、県、市町及び関係機関は、ボランティアの防災活動が安全かつ

円滑に行われるよう活動環境の整備を図るとともに、ボランティアの自主性

を尊重しつつ、日本赤十字社、社会福祉協議会、ＮＰＯ、町会（自治会）、

民生委員、防災士、災害ボランティアコーディネーターなどとの連携強化を

図るとともに、中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援や活動調

整を行う組織）を含めた連携体制の構築を図る。 

   また、大規模・広域災害発生時においても、ボランティア活動が円滑かつ

効果的に行われるようコーディネート機能の強化を図るとともに、防災ボラ

ンティア活動に対する県民の理解促進のための広報活動に努める。 

（２）県及び市町は、行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し、平常時の

登録、研修制度、災害時における防災ボランティア活動の受入れや調整を行

う体制、防災ボランティア活動の拠点の確保、活動上の安全確保、被災者ニ

ーズ等の情報提供方策等について意見交換を行う情報共有会議の整備・強化

を、研修や訓練を通じて推進する。 

２（略） 

３ 防災ボランティアの受入体制等 

（１）～（３）（略） 

（４）災害廃棄物等の撤去等に係る連絡体制の構築等 

   市町は、社会福祉協議会、ＮＰＯ等関係機関との間で、被災家屋からの災

害廃棄物、がれき、土砂の撤去等に係る連絡体制を構築するものとする。ま

た、市町は、地域住民やＮＰＯ・ボランティア等への災害廃棄物の分別・排

出方法等に係る広報・周知を進める。 

４ 防災ボランティアの育成 

（１）県、市町及び関係機関は、平時より積極的に防災ボランティアとして支援

活動を行う上での知識や技術について講習会、研修会を開催するとともに、

地域における防災訓練等においても町会(自治会)、民生委員、防災士、ＮＰ

Ｏ・ボランティアなど地域住民と一体となった訓練を実施する。 

（２）県及び市町は、防災ボランティア活動に関する普及啓発を行い、県民や学

生、企業、ＮＰＯ・ボランティア等に積極的に参加を呼びかける。 

（３）～（５）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 

第５節（略） 

 

第６節 防災体制の整備 

１ 基本方針 

地震災害時における応急、復旧対策を円滑に推進するには、平常時から防災

に係る組織体制の整備、充実に努めるとともに、各対策に必要な機能をできる

限り集約化していくことが必要である。このため、県及び市町は、応急復旧活

動のみならず、予防活動にも活用できる拠点として防災活動施設を整備する。 

また、県、市町及び防災関係機関は、それぞれの機関の防災中枢機能を果た

す施設・設備の充実及び災害に対する安全性の確保、総合的な防災機能を有す

る拠点・街区の整備、推進に努めるとともに、保有する施設・設備について、

代替エネルギーシステムを含め自家発電設備、LPガス災害用バルク、燃料貯蔵

設備等の整備を図り、十分な期間の発電が可能となるような燃料の備蓄等を行

い、平常時から点検、訓練等に努める。 

さらに、地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により

地域の防災力向上を図るため、防災に関する政策・方針決定過程及び防災の現

場における女性や高齢者、障害者などの参画を拡大し、男女共同参画その他の

多様な視点を取り入れた防災体制の確立に努める。 

 

 

２ 県の活動体制 

（１）～（２）（略） 

（３）市町、防災関係機関等との緊急連絡体制等の構築 

 ア～イ（略） 

 （新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

（４）（略） 

 

 

 

第５節（略） 

 

第６節 防災体制の整備 

１ 基本方針 

地震災害時における応急、復旧対策を円滑に推進するには、平常時から防災

に係る組織体制の整備、充実に努めるとともに、各対策に必要な機能をできる

限り集約化していくことが必要である。このため、県及び市町は、応急復旧活

動のみならず、予防活動にも活用できる拠点として防災活動施設を整備する。 

また、県、市町及び防災関係機関は、それぞれの機関の防災中枢機能を果た

す施設・設備の充実及び災害に対する安全性の確保、総合的な防災機能を有す

る拠点・街区の整備、推進に努めるとともに、保有する施設・設備について、

代替エネルギーシステムや電動車の活用を含め自家発電設備、LPガス災害用バ

ルク、燃料貯蔵設備等の整備を図り、十分な期間（最低３日間）の発電が可能

となるような燃料の備蓄等を行い、平常時から点検、訓練等に努める。 

さらに、地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により

地域の防災力向上を図るため、防災に関する政策・方針決定過程及び防災の現

場における女性や高齢者、障害者などの参画を拡大し、男女共同参画その他の

多様な視点を取り入れた防災体制の確立に努めるほか、令和２年における新型 

コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、避難所における避難者の過密抑制など 

感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する。 

２ 県の活動体制 

（１）～（２）（略） 

（３）市町、防災関係機関等との緊急連絡体制等の構築 

 ア～イ（略） 

 ウ 県は、広域行政主体として、地域社会の迅速な復旧を図るため、多様なラ 

イフライン事業者を一堂に会して災害時の連携体制の確認等を行うなど相 

互協力体制を構築しておくよう努める。 

 エ 県は、大規模停電発生時に電源車の配備等、関係省庁、電気事業者等から 

円滑な支援を受けられるよう、あらかじめ、官公庁や避難所など重要施設が 

保有する施設の非常用電源の設置状況、最大燃料備蓄量、燃料確保先、給油 

口規格等を収集・整理し、リスト化を行うよう努める。 

（４）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

ア 県は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応援 

の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生時 

に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものとし、 

協定締結などの連携強化にあたっては、実効性の確保に留意するものとす 

る。なお、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらか 

じめ、民間事業者との間で協定を締結しておくなど、協力体制を構築し、民 

間事業者のノウハウや能力等を活用する。 

 

 イ（略） 

 （新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（６）～（８）（略） 

（９）受援計画の策定等 

   県は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の地方公共団体及び 

防災関係機関から応援が受けることができるよう、受援先の指定、受援に関 

する連絡・要請の手順、災害対策本部との役割分担・連絡調整体制、応援機 

関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制等に 

ついて必要な準備を整えるとともに関係機関との情報の共有に努める。 

（新設） 

 

 

  

（新設） 

 

（１０）～（１３）（略） 

（新設） 

 

 

 

 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

ア 県は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応援 

の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生時 

に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものとし、 

協定締結などの連携強化にあたっては、訓練等を通じて、発災時の連絡先、 

要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。なお、 

民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじめ、民間 

事業者との間で協定を締結しておくなど、協力体制を構築し、民間事業者の 

ノウハウや能力等を活用する。 

イ（略） 

ウ 燃料については、あらかじめ、石油販売業者と、燃料の優先供給について 

協定の締結を推進するとともに、平時から受注機会の増大などに配慮するよ 

う努めるものとする。 

 エ 随意契約の活用による速やかな災害応急対策ができるよう、建設業団体等 

との災害協定の締結を推進するとともに、災害応急対策への協力が期待され 

る建設業団体等の担い手の確保・育成に取り組む。 

（６）～（８）（略） 

（９）受援計画の策定等 

 ア 県は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の地方公共団体及び 

防災関係機関から応援が受けることができるよう、受援先の指定、受援に関 

する連絡・要請の手順、災害対策本部との役割分担・連絡調整体制、応援機 

関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制等に 

ついて必要な準備を整えるとともに関係機関との情報の共有に努める。 

 イ 県は、国や他の地方公共団体等からの応援職員を迅速・的確に受け入れて 

情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内全 

体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務スペ 

ースの確保を行う。 

ウ 県は、訓練等を通じて、応急対策職員派遣制度を活用した応援職員の受け 

入れについて、活用方法の習熟、発災時における円滑な活用の促進に努める。 

（１０）～（１３）（略） 

（１４）事業継続力強化支援計画の策定促進 

  県は、中小企業等による事業継続力強化計画に基づく取組等の防災・減災対

策の普及を促進するため、市町と商工会・商工会議所が連携して行う、事業継

続力強化支援計画の策定を促進する。 
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現       行 修   正   案 備 考 

（新設） 

 

 

 

（１４）災害廃棄物の処理体制の整備 

県は、災害廃棄物等の処理に関する基本方針を策定し、市町等へ周知を図る

とともに、大量の災害廃棄物の発生に備え、国、関係機関等とともに、広域的

な連携体制の整備に努める。 

  また、県は、災害廃棄物に関する情報や中部ブロック協議会の取組等に関し

て、ホームページ等において公開する等、周知に努める。 

（新設） 

 

 

 

 

 

３ 市町の活動体制 

（１）～（３）（略） 

（４）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

 ア（略） 

イ 市町は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応 

援の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生 

時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものと 

し、協定締結などの連携強化にあたっては、実効性の確保に留意するものと 

する。なお、相互応援協定の締結にあたっては、近隣の地方公共団体に加え 

て、大規模な地震災害等による同時被災を避ける観点から、遠方に所在する 

地方公共団体との間の協定締結も考慮する。 

また、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじ 

め、民間事業者との間で協定を締結しておくなど、民間事業者のノウハウや 

能力等を活用する。 

 

 

 

 

 ウ（略） 

（１５）災害発生時の中小企業等の被害状況の把握 

県は、あらかじめ市町、商工会・商工会議所等と連携体制を構築するなど、

災害発生時に中小企業等の被害状況を迅速かつ適切に把握できる体制の整備

に努める。 

（１６）災害廃棄物の処理体制の整備 

県は、災害廃棄物等の処理に関する基本方針を策定し、市町等へ周知を図る

とともに、大量の災害廃棄物の発生に備え、国、関係機関等とともに、広域的

な連携体制の整備に努める。 

  また、県は、災害廃棄物に関する情報や中部ブロック協議会の取組等に関し

て、ホームページ等において公開する等、周知に努める。 

（１７）男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

県は、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害対応について

庁内及び避難所等における連絡調整を行い、また、男女共同参画センターが地

域における防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時における男女共

同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について、防災担当部局と男

女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努める。 

３ 市町の活動体制 

（１）～（３）（略） 

（４）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

 ア（略） 

イ 市町は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応 

援の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生 

時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものと 

し、協定締結などの連携強化にあたっては、訓練等を通じて、発災時の連絡 

先、要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。な 

お、災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な場合に、他の地方公 

共団体からの物資の提供、人員の派遣、廃棄物処理等、相互に連携・協力し 

速やかに災害対応を実施できるよう、相互応援協定の締結に努めるものとす 

る。その際、近隣の地方公共団体に加えて、大規模な地震災害等による同時  

被災を避ける観点から、遠方に所在する地方公共団体との協定締結も考慮す 

る。 

また、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじ 

め、民間事業者との間で協定を締結しておくなど、民間事業者のノウハウや 

能力等を活用する。 

 ウ（略） 



 - 13 - 

現       行 修   正   案 備 考 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（５）（略） 

（６）受援計画の策定等 

 市町は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の地方公共団体及 

び防災関係機関から応援が受けることができるよう、受援先の指定、受援に 

関する連絡・要請の手順、災害対策本部との役割分担・連絡調整体制、応援 

機関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制等 

について必要な準備を整えるとともに関係機関との情報の共有に努める。 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

（７） 罹災証明交付体制の確立 

（略） 

オ 民間の調査要員の確保策について検討すること。 

 

 

 

 

 

（８）～（１２）（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

エ 燃料については、あらかじめ、石油販売業者と、燃料の優先供給について 

協定の締結を推進するとともに、平時から受注機会の増大などに配慮するよ 

う努める。 

 オ 随意契約の活用による速やかな災害応急対策ができるよう、建設業団体等 

との災害協定の締結を推進するとともに、災害応急対策への協力が期待され 

る建設業団体等の担い手の確保・育成に取り組む。 

（５）（略） 

（６）受援計画の策定等 

ア 市町は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の地方公共団体及 

び防災関係機関から応援が受けることができるよう、受援先の指定、受援に 

関する連絡・要請の手順、災害対策本部との役割分担・連絡調整体制、応援 

機関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制等 

について必要な準備を整えるとともに関係機関との情報の共有に努める。 

イ 市町は、国や他の地方公共団体等からの応援職員を迅速・的確に受け入れ 

て情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内 

全体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務ス 

ペースの確保を行う。 

ウ 市町は、訓練等を通じて、応急対策職員派遣制度を活用した応援職員の受 

け入れについて、活用方法の習熟、発災時における円滑な活用の促進に努め 

る。 

（７） 罹災証明交付体制の確立 

（略） 

ア～エ（略） 

オ 民間の調査要員の確保策について検討すること。 

また、市町は、住家被害の調査や罹災証明書の交付の担当部局と応急危険度

判定担当部局とが非常時の情報共有体制についてあらかじめ検討し、必要に応

じて、発災後に応急危険度判定の判定実施計画や判定結果を活用した住家被害

の調査・判定を早期に実施できるよう努める。 

（８）～（１２）（略） 

（１３）事業継続力強化支援計画の策定 

  市町は、中小企業等による事業継続力強化計画に基づく取組等の防災・減災

対策の普及を促進するため、商工会・商工会議所と連携して、事業継続力強化

支援計画の策定に努める。 
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現       行 修   正   案 備 考 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

４（略） 

（新設） 

 

 

 

 

第７節 通信及び放送施設災害予防 

１ 基本方針 

  地震発生時には、通信施設の被害により住民等が災害の各種情報が得られな

くなるおそれがあり、また、防災関係機関相互の情報伝達も確保できなくなる

ことが予想されるので、県、市町及び防災関係機関は、転倒防止対策を含めた

情報通信設備の耐震性の確保に努めるとともに、多ルート化の整備等必要な措

置を講ずる。特に、耐災害性に優れている衛星系ネットワークは、大規模災害

発生時における輻輳の回避に留意しつつ、一体的な整備を図る。 

なお、要配慮者、災害により孤立化する危険のある地域の被災者、在宅での

避難者、応急仮設住宅として供与される賃貸住宅への避難者、所在が把握でき

る広域避難者、帰宅困難者等情報が入手困難な被災者等に対しても、確実に情

報伝達できるよう必要な体制の整備を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

（１４）災害発生時の中小企業等の被害状況の把握 

市町は、あらかじめ商工会・商工会議所等と連携体制を構築するなど、災害

発生時に中小企業等の被害状況を迅速かつ適切に把握できる体制の整備に努

める。 

（１５）男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

市町は、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害対応につい

て庁内及び避難所等における連絡調整を行い、また、男女共同参画センターが

地域における防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時における男女

共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について、防災担当部局と

男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努める。 

４（略） 

５ 人材確保方策 

  県、市町及びライフライン事業者は、発災後の円滑な応急対応、復旧・復興 

のため、災害対応経験者をリスト化するなど、災害時に活用できる人材を確保 

し、即応できる体制の整備に努める。 

 

第７節 通信及び放送施設災害予防 

１ 基本方針 

  地震発生時には、通信施設の被害により住民等が災害の各種情報が得られな

くなるおそれがあり、また、防災関係機関相互の情報伝達も確保できなくなる

ことが予想されるので、県、市町及び防災関係機関は、転倒防止対策を含めた

情報通信設備の耐震性の確保に努めるとともに、多ルート化の整備等必要な措

置を講ずる。特に、地域衛星通信ネットワーク等の耐災害性に優れている衛星

系ネットワークについて、一体的な整備を図る。 

なお、要配慮者、災害により孤立化する危険のある地域の被災者、在宅での

避難者、応急仮設住宅として供与される賃貸住宅への避難者、所在が把握でき

る広域避難者、帰宅困難者等情報が入手困難な被災者等に対しても、確実に情

報伝達できるよう必要な体制の整備を図る。 
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現       行 修   正   案 備 考 

２ 通信用施設設備の整備 

（１）（略） 

（２）市町の整備 

 ア 市町は、住民等に対する災害時の情報の迅速かつ的確な収集、伝達を図る

ため、地域の実情に応じて、防災行政無線（戸別受信機を含む。）、全国瞬

時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭを

含む。）、衛星携帯電話、携帯電話（緊急速報メール機能を含む。）、ソー

シャルメディア、ワンセグ、Ｌアラート（災害情報共有システム）等の多様

な情報伝達手段の整備促進を図り、通信の確保に努める。 

また、ヘリコプター映像等の外部からの被災情報を入手するため、防災行

政無線衛星系（VSAT）の活用を図る。 

さらに、孤立化が懸念される山間地集落等には、衛星携帯電話等の災害に

強い通信機器の配備に努める。 

 

 イ（略） 

（３）～（６）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 通信用施設設備の整備 

（１）（略） 

（２）市町の整備 

 ア 市町は、住民等に対する災害時の情報の迅速かつ的確な収集、伝達を図る

ため、地域の実情に応じて、防災行政無線（戸別受信機を含む。）、全国瞬

時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭを

含む。）、衛星携帯電話、携帯電話（緊急速報メール機能を含む。）、ソー

シャルメディア、ワンセグ、Ｌアラート（災害情報共有システム）等の多様

な情報伝達手段の整備促進を図り、通信の確保に努める。 

また、ＩＰ通信網やケーブルテレビ網等のほか、ヘリコプター映像等の外

部からの被災情報を入手するため、防災行政無線衛星系（VSAT）の活用を図

る。 

さらに、孤立化が懸念される山間地集落等には、衛星携帯電話等の災害に

強い通信機器の配備に努める。 

 イ（略） 

（３）～（６）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 16 - 

現       行 修   正   案 備 考 

３ 石川県総合防災情報システム 

  県は、災害時の災害情報を共有し、的確な意思決定を図るため、県庁内防災

関係課、出先機関、市町、消防本部、国等の防災関係機関（各防災拠点）をネ

ットワークで結んだ「石川県総合防災情報システム」を整備し、災害情報の収

集、伝達に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４（略） 

 

第８節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 石川県総合防災情報システム 

  県は、災害時の災害情報を共有し、的確な意思決定を図るため、県庁内防災

関係課、出先機関、市町、消防本部、国等の防災関係機関（各防災拠点）をネ

ットワークで結んだ「石川県総合防災情報システム」を整備し、災害情報の収

集、伝達に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４（略） 

 

第８節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第９節 水害予防 

１～３（略） 

４ 農業用排水路、ため池等の点検 

  市町又は土地改良区等の管理に係る農業用排水路、ため池等にあっては、そ

れぞれの管理団体が点検を行い所要の予防措置を講ずる。 

  また、市町は、防災重点ため池をはじめ、地震による破損等で決壊した場合

に大きな被害をもたらすおそれのあるため池について、ハザードマップの作成

・周知等により、関係住民に適切な情報提供を図る。 

 

５～７（略） 

８ 避難準備措置の確立 

市町長は、地震に伴う河川、ダム、ため池、海岸等の堤防亀裂、沈下、崩れ 

及び、護岸、水門、樋門等の構造物の破損による水害が発生若しくはそのおそ 

れがあるとき、又は地震発生後の豪雨又は高潮・高波による二次災害が予想さ 

れるときは、その状況に応じて溢水あるいは破堤により直接被害を受けるおそ 

れのある地域の住民、滞在者その他の者に対し速やかに避難準備・高齢者等避 

難開始、避難勧告、避難指示（緊急）を発令するなど、人の生命又は身体を災 

害から保護するための避難準備措置を講ずる。 

また、県は関係市町の長が行う避難勧告若しくは指示（緊急）又は「屋内安 

全確保」の指示の判断を支援するため、関係市町の長に河川の状況等を直接伝 

えるなど、その通知に係る情報提供をする。 

９～１０（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９節 水害予防 

１～３（略） 

４ 農業用排水路、ため池等の点検 

  市町又は土地改良区等の管理に係る農業用排水路、ため池等にあっては、そ

れぞれの管理団体が点検を行い所要の予防措置を講ずる。 

  また、防災重点ため池をはじめ、災害による破損等で決壊した場合に大きな

被害をもたらすおそれのあるため池について、関係者で緊急連絡体制等を整備

するとともに、市町は、ハザードマップの作成・周知等により関係住民に適切

な情報提供を図る。 

５～７（略） 

８ 避難準備措置の確立 

市町長は、地震に伴う河川、ダム、ため池、海岸等の堤防亀裂、沈下、崩れ 

及び、護岸、水門、樋門等の構造物の破損による水害が発生若しくはそのおそ 

れがあるとき、又は地震発生後の豪雨又は高潮・高波による二次災害が予想さ 

れるときは、その状況に応じて溢水あるいは破堤により直接被害を受けるおそ 

れのある地域の住民、滞在者その他の者に対し速やかに高齢者等避難、避難指 

示、緊急安全確保を発令するなど、人の生命又は身体を災害から保護するため

の避難準備措置を講ずる。 

また、県は関係市町の長が行う避難指示等の判断を支援するため、関係市町

の長に河川の状況等を直接伝えるなど、その通知に係る情報提供をする。 

 

９～１０（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第１０節 避難体制の整備 

１ 基本方針 

  市町は、地震に伴う建物倒壊及び出火・延焼、津波等の災害に備えて、災害

の危険が切迫した緊急時において安全が確保される指定緊急避難場所及び被

災者が避難生活を送るための指定避難所並びに避難路について、管理者の同意

を得た上で、必要な数・規模の施設等をあらかじめ指定し、町内会、自主防災

組織等を通じて住民に周知徹底を図るとともに、防災に関する諸活動の推進に

当たり、公共用地の有効活用を図る。 

また、避難所については、救護所及び仮設トイレの設置など生活環境の整備

のほか要配慮者にも配慮した施設等の整備や施設等の耐震性の向上に努める。 

さらに、あらかじめ自助、共助による運営を基本とした避難所運営マニュア

ルを作成し、普及に努める。 

この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避難所を運営でき

るように配慮するよう努める。 

なお、市町は、地域住民等の事前避難が必要と判断される場合には、必要に

応じ、住民等が避難するための施設を開放し、住民等に対し周知徹底を図るも

のとする。 

 

 

 

 

２ 指定緊急避難場所、指定避難所、避難路の指定等 

（略） 

（１）指定緊急避難場所 

ア～オ（略） 

カ 指定緊急避難場所への移動を原則とするものの、避難時の周囲の状況等に

より、指定緊急避難場所への移動を行うことがかえって危険を伴う場合等や

むを得ないと住民等地震が判断する場合は、「近隣の安全な場所」への移動

又は「屋内安全確保」を行うべきこと。 

（２）指定避難所 

 ア～オ（略） 

 

 

 

 

第１０節 避難体制の整備 

１ 基本方針 

  市町は、地震に伴う建物倒壊及び出火・延焼、津波等の災害に備えて、災害

の危険が切迫した緊急時において安全が確保される指定緊急避難場所及び被

災者が避難生活を送るための指定避難所並びに避難路について、管理者の同意

を得た上で、必要な数・規模の施設等をあらかじめ指定し、町内会、自主防災

組織等を通じて住民に周知徹底を図るとともに、防災に関する諸活動の推進に

当たり、公共用地の有効活用を図る。 

また、避難所については、救護所及び仮設トイレの設置など生活環境の整備

のほか要配慮者にも配慮した施設等の整備や施設等の耐震性の向上に努める。 

さらに、あらかじめ自助、共助による運営を基本とした避難所運営マニュア

ルを作成し、普及に努める。 

この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避難所を運営でき

るように配慮するよう努める。 

なお、市町は、地域住民等の事前避難が必要と判断される場合には、必要に

応じ、住民等が避難するための施設を開放し、住民等に対し周知徹底を図るも

のとする。 

また、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の 

有無等に関わらず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情 

等について勘案しながら、あらかじめ受け入れる方策について定めるよう努め 

る。 

２ 指定緊急避難場所、指定避難所、避難路の指定等 

（略） 

（１）指定緊急避難場所 

ア～オ（略） 

（削除） 

 

 

 

（２）指定避難所 

 ア～オ（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 カ 生活必需品等の供給 

   避難所には長時間滞在することも予想されるので、指定された避難所又は

その近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、医薬品等避難生

活に必要な物資等の備蓄に努めること。 

   また、避難所において、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、

マット、簡易ベッド、備蓄倉庫、非常用電源（再生可能エネルギーによる発

電や蓄電池の活用を含む。）、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、

洋式トイレなど高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等の要配慮者にも配慮した

施設・設備や相談等の支援を受けることができる体制の整備に努めること。 

 

  （略） 

 （新設） 

 

 

 

 

キ～シ（略） 

（新設） 

 

 

（３）（略） 

（４）避難勧告・指示（緊急）等の判断基準の策定等 

ア 市町長は、避難勧告等の意思決定を迅速・的確に実施するため、避難勧告 

等の具体的な判断基準を策定するとともに、必要に応じて見直すよう努め

る。また、市町は、首長不在時における発災に備え、避難勧告等発令に係る

代理規程を整備する。 

イ 市町は、躊躇なく避難勧告等を発令できるよう、平常時から災害時におけ 

る優先すべき業務を絞り込むとともに、当該業務を遂行するための役割を分

担するなど、全庁をあげた体制の構築に努める。 

ウ 県は、市町に対し、避難勧告等の発令基準の策定を支援するなど、国とと 

もに、市町の防災体制確保に向けた支援を行う。 

 

 

 

 

 カ 生活必需品等の供給 

   避難所には長時間滞在することも予想されるので、指定された避難所又は

その近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、医薬品、マスク、

消毒液等避難生活に必要な物資等の備蓄に努めること。 

   また、避難所において、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、

マット、簡易ベッド、備蓄倉庫、非常用電源（再生可能エネルギーによる発

電や蓄電池の活用を含む。）、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、

洋式トイレなど高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等の要配慮者にも配慮した

施設・設備や相談等の支援を受けることができる体制の整備し、必要に応じ

指定避難所の電力容量の拡大に努めること。 

  （略） 

  災害時における段ボール製品の調達等に関する協定 

 

 

 

 

キ～シ（略） 

ス 新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、感染症患者が発生 

した場合の対応を含め、平常時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携 

して、必要な場合には、ホテルや旅館等の活用も含めて検討するよう努める。 

（３）（略） 

（４）避難指示等の発令基準の策定等 

ア 市町長は、避難指示等の意思決定を迅速・的確に実施するため、避難指示

等の具体的な発令基準を策定するとともに、必要に応じて見直すよう努め

る。また、市町は、首長不在時における発災に備え、避難指示等発令に係る

代理規程を整備する。 

イ 市町は、躊躇なく避難指示等を発令できるよう、平常時から災害時におけ 

る優先すべき業務を絞り込むとともに、当該業務を遂行するための役割を分

担するなど、全庁をあげた体制の構築に努める。 

ウ 県は、市町に対し、避難指示等の発令基準の策定を支援するなど、国とと 

もに、市町の防災体制確保に向けた支援を行う。 
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現       行 修   正   案 備 考 

３ 二次避難支援体制の整備 

  高齢者や障害者等は一般の避難所では健康の維持・確保が困難な要素が多い

ことから、市町は、地区ごとの福祉避難所の指定など受入・支援体制の整備を

図る。 

  また、県の二次避難支援の指針を踏まえ、二次避難支援マニュアルを作成し、

関係団体との連携により、要配慮者の一般の避難所から福祉避難所への避難、

または、社会福祉施設への緊急入所、もしくは、医療機関への緊急入院を円滑

に行う体制の確保に努める。 

 

４～７（略） 

 

第１１節 要配慮者対策 

１（略） 

２ 在宅の要配慮者への配慮 

（１）～（６）（略） 

（７）福祉避難所の指定 

   市町は、高齢者や障害者等は一般の避難所では健康の維持・確保が困難な

要素が多いことから、地区ごとの福祉避難所の指定を進める。 

 

 

 

 

 

（８）二次避難支援体制の整備 

   県は、市町の二次避難支援（要配慮者を一般の避難所から福祉避難所への

避難、または、社会福祉施設への緊急入所、もしくは、医療機関への緊急入

院の実施）に係る指針を作成するとともに、要配慮者の広域的な受入れや、

介助員等の広域的な供給体制の確保のためのマニュアル（以下、「広域調整

マニュアル」という。）を作成し、関係団体との協力体制の構築を図る。 

   市町は、県の二次避難支援の指針を踏まえ、二次避難支援マニュアルを作

成し、関係団体との連携により、福祉避難所への避難、緊急入所や緊急入院

の必要な要配慮者の受入体制の確保に努める。 

 

 

 

３ 二次避難支援体制の整備 

  高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持・確保が困

難な要素が多いことから、市町は、地区ごとの福祉避難所の指定など受入・支

援体制の整備を図る。 

  また、被災者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サービ

ス面での支援を行う県の災害派遣福祉チームの受け入れや関係団体との連携

により、要配慮者の避難所内の一般避難スペースから福祉避難所への避難、ま

たは、社会福祉施設への緊急入所、もしくは、医療機関への緊急入院を円滑に

行う体制の確保に努める。 

４～７（略） 

 

第１１節 要配慮者対策 

１（略） 

２ 在宅の要配慮者への配慮 

（１）～（６）（略） 

（７）福祉避難所の指定 

   市町は、高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持

・確保が困難な要素が多いことから、地区ごとの福祉避難所の指定を進める。 

ア 要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられていること。 

イ 災害が発生した場合において要配慮者が相談等の支援を受けることが

できる体制が整備されていること。 

ウ 主として要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保さ

れていること。 

（８）二次避難支援体制の整備 

   県は、被災者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サー

ビス面での支援を行う災害派遣福祉チームを派遣する体制を整備し、関係団

体や市町との協力体制の構築を図る。 

   市町は、国の福祉避難所の確保・運営ガイドラインを踏まえ、福祉避難所

マニュアルを作成し、関係団体との連携により、福祉避難所への避難、緊急

入所や緊急入院の必要な要配慮者の受入体制の確保に努める。 
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現       行 修   正   案 備 考 

３ 社会福祉施設等の整備 

（１）（略） 

（２）防災設備等の整備 

社会福祉施設等の管理者は、できるだけ土砂災害等の危険性の少ない場所

に施設を立地するよう努めるものとする。 

また、施設の災害に対する安全性を高めるため、施設の耐震診断、耐震改

修、防災設備の整備等に努めるとともに、電気、水道等の供給停止に備えて、

施設種別を考慮して利用者や職員の生活維持に必要な食料、飲料水、医薬品

等の備蓄及び情報通信手段の確保等を行う。 

また、非常用電源（再生可能エネルギーによる発電や蓄電池の活用を含む）

を備える施設については、その設置場所を工夫する。 

 

４（略） 

 

第１２節 緊急輸送体制の整備 

１～４（略） 

５ 民間事業者等の活用 

（１）（略） 

（２）県及び市町は、物資の調達・輸送に必要となる情報項目・単位の整理によ

る発注方法の標準化、物資の輸送拠点となる施設への非常用電源や非常用通

信設備の設置の推進、緊急通行車両等への優先的な燃料供給等、環境整備に

努める。 

（３）（略） 

 

第１３節 医療体制の整備 

１（略） 

２ 医療救護体制の整備 

（１）～（６）（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

３ 社会福祉施設等の整備 

（１）（略） 

（２）防災設備等の整備 

社会福祉施設等の管理者は、できるだけ土砂災害等の危険性の少ない場所

に施設を立地するよう努めるものとする。 

また、施設の災害に対する安全性を高めるため、施設の耐震診断、耐震改

修、防災設備の整備等に努めるとともに、電気、水道等の供給停止に備えて、

施設種別を考慮して利用者や職員の生活維持に必要な食料、飲料水、医薬品

等の備蓄及び情報通信手段の確保等を行う。 

また、発災後72時間の事業継続が可能となる非常用電源（再生可能エネル

ギーによる発電や蓄電池の活用を含む）を確保するよう努め、その設置場所

を工夫する。 

４（略） 

 

第１２節 緊急輸送体制の整備 

１～４（略） 

５ 民間事業者等の活用 

（１）（略） 

（２）県及び市町は、物資の調達・輸送に必要となる情報項目・単位の整理によ

る発注方法の標準化、物資の輸送拠点となる施設への非常用電源、燃料貯蔵

設備及び非常用通信設備の設置の推進、緊急通行車両等への優先的な燃料供

給等、環境整備に努める。 

（３）（略） 

 

第１３節 医療体制の整備 

１（略） 

２ 医療救護体制の整備 

（１）～（６）（略） 

（７）災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾン 

災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンは、県が災害時

における医療提供体制及び関係団体等との連携を構築する際、県に対して適

宜助言を行う。 
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３ 情報連絡体制 

（１）（略） 

（２）広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）（注１）による連絡体制 

ア  県は、震災時において、医療機関の稼働状況、医師・看護師等スタッフの

状況、ライフラインの確保状況、医薬品等の保有状況などの災害時医療に係

る総合的な情報収集及び提供を行う広域災害・救急医療情報システム（ＥＭ

ＩＳ）が有効に機能するよう体制を整備しておく。 

 イ 広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）に参加する医療機関は、当

該システムに迅速で確実な情報の入力を行うため、複数の担当者を定め、入

力内容や操作などの研修・訓練を定期的に行っておく。 

（注１）広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ） 

（略） 

◯ システム参加機関 

  厚生労働省及び 47 都道府県 

  （石川県内参加機関） 

  医療機関  92、消防本部 11、医師会 10、保健福祉センター等 13 

（略） 

（３）（略） 

４～５（略） 

 

第１４節～第１５節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 情報連絡体制 

（１）（略） 

（２）広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）（注１）による連絡体制 

ア  県は、震災時において、医療機関の稼働状況、医師・看護師等スタッフの

状況、ライフラインの確保状況、医薬品等の保有状況などの災害時医療に係

る総合的な情報収集及び提供を行う広域災害・救急医療情報システム（ＥＭ

ＩＳ）が有効に機能するよう体制を整備しておく。 

 イ 広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）に参加する医療機関は、当

該システムに迅速で確実な情報の入力を行うため、複数の担当者を定め、入

力内容や操作などの研修・訓練を定期的に行っておく。 

（注１）広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ） 

（略） 

◯ システム参加機関 

  厚生労働省及び 47 都道府県 

  （石川県内参加機関） 

  医療機関  152、消防本部 11、医師会 10、保健福祉センター等 13 

（略） 

（３）（略） 

４～５（略） 

 

第１４節～第１５節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 23 - 

現       行 修   正   案 備 考 

第１６節 食料及び生活必需品等の確保 

１ 基本方針 

住宅の被災等による食料及び生活物資の喪失、流通機能の一時的な停止や低 

下等が起こった場合には、被災者への生活救援物資の迅速な供給が必要であ 

る。 

  このため、県及び市町は、大規模な災害が発生した場合の被害及び外部支援 

の時期を想定し、孤立が想定されるなど地域の地理的条件等も踏まえて、発災 

直後から被災者に対して円滑に食料及び生活物資の供給が行われるよう物資 

の備蓄・調達・輸送体制の整備を図る。なお、この際、要配慮者への配慮及び 

食料の質の確保に留意する。 

  また、女性の視点に立った支援物資の備蓄・供給（生理用品など）等の取 

り組みを一層推進する。 

 

 

（略） 

２（略） 

３ 食料及び生活物資の確保 

  県及び市町は、平常時から災害の発生に際して必要となる物資の調達を、次 

により行う。 

（１）県は、市町の備蓄を補完するため、非常食等の備蓄に努める。 

 なお、備蓄食料については、栄養や食事形態など要配慮者に配慮したもの 

となるよう留意する。 

   また、地震被害想定などを参考として、栄養や食事形態など要配慮者に配

慮した、避難者に必要とされる食料等の調達を行うための具体的方法を検討

し、災害発生時に迅速かつ適切に対処できるよう調達体制を整備するととも

に、それらの供給確保に努める。 

   そのため、他の都道府県との災害援助協定の締結、事業者団体等との燃料 

等の物資支援協定の締結、物資搬送体制の構築を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

第１６節 食料及び生活必需品等の確保 

１ 基本方針 

住宅の被災等による食料及び生活物資の喪失、流通機能の一時的な停止や低 

下等が起こった場合には、被災者への生活救援物資の迅速な供給が必要であ 

る。 

  このため、県及び市町は、大規模な災害が発生した場合の被害及び外部支援 

の時期を想定し、孤立が想定されるなど地域の地理的条件や過去の災害等も踏 

まえて、発災直後から被災者に対して円滑に食料、飲料水、生活必需品、燃料、 

ブルーシート、土のう袋その他の物資の供給が行われるよう物資の備蓄・調達 

・輸送体制の整備を図るとともに、物資調達・輸送調整等支援システムを活用 

し、あらかじめ、備蓄物資や物資の拠点の登録に努める。なお、この際、要配 

慮者への配慮及び食料の質の確保に留意する。 

  また、女性の視点に立った支援物資の備蓄・供給（生理用品など）等の取 

り組みを一層推進する。 

（略） 

２（略） 

３ 食料及び生活物資の確保 

県及び市町は、平常時から災害の発生に際して必要となる物資の調達を、次 

により行う。 

（１）県は、市町の備蓄を補完するため、非常食等の備蓄に努める。 

 なお、備蓄食料については、栄養や食事形態など要配慮者に配慮したもの 

となるよう留意する。 

   また、地震被害想定などを参考として、栄養や食事形態など要配慮者に配

慮した、避難者に必要とされる食料等の調達を行うための具体的方法を検討

し、災害発生時に迅速かつ適切に対処できるよう調達体制を整備するととも

に、それらの供給確保に努める。 

   そのため、他の都道府県との災害援助協定の締結、事業者団体等との燃料 

等の物資支援協定の締結、物資搬送体制の構築を図り、平時から、訓練等を 

通じて、物資の備蓄状況や輸送手段の確認を行うとともに、災害協定を締結 

した事業者団体等の発災時の連絡先、要請手続等の確認を行うよう努める。 
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（２）市町は、地震被害想定などを参考として、非常食の備蓄に努める。 

また、備蓄を行うにあたって、大規模な災害が発生した場合には、物資の 

調達や輸送が平常時のようには実施できないという認識に立って、初期の対 

応に十分な量の物資を備蓄するほか、物資の性格に応じ、集中備蓄又は避難 

所の位置を勘案した分散備蓄を行うなどの観点に対しても配慮するととも 

に、要配慮者向けの粉ミルクや柔らかい食品の備蓄、洋式仮設トイレなどの 

避難所生活に必要な物資が適時・適切に配備されるよう、要配慮者に対する 

備蓄物資を拡充する。 

   さらに、非常食の備蓄を補完するとともに、栄養や食事形態など要配慮者 

に配慮した、避難者に必要とされる食料等の調達方法を具体的に検討し、関 

係業界等とあらかじめ協定を締結するなど、災害発生時に迅速かつ適切に対 

処できるようそれらの供給体制を整備する。 

 

 

４～５（略） 

 

第１７節（略） 

 

第１８節 建築物等災害予防 

１（略） 

２ 防災上重要な公共建築物等の災害予防 

地震対策は、迅速かつ的確な情報伝達と適切な行動への指示が要求される。

これらの活動を円滑に進めるため、県及び市町等は、次の公共建築物等につい

ては、非構造部材を含む耐震対策等を推進するとともに、できるだけ、活断層

直近を避けた場所に立地するよう整備する。やむを得ず活断層直近に立地する

場合には、地質調査などに基づき、活断層直上を回避するとともに、建物の構

造の強化及び一層の耐震性、不燃性の確保などに努める。 

また、(2)に掲げる建築物等については、要配慮者にも配慮した構造・設備

の確保を図るとともに、老朽化の兆候が認められる場合には、優先順位をつけ

て計画的に安全確保対策を進める。 

（１）避難誘導、情報伝達及び救助等の防災業務の中心となる公共建築物等 

（２）災害時の緊急救護所、被災者の避難施設等となる学校、社会福祉施設等の

公共建築物等 

 

 

（２）市町は、地震被害想定などを参考として、非常食の備蓄に努める。 

また、備蓄を行うにあたって、大規模な災害が発生した場合には、物資の 

調達や輸送が平常時のようには実施できないという認識に立って、初期の対 

応に十分な量の物資を備蓄するほか、物資の性格に応じ、集中備蓄又は避難 

所の位置を勘案した分散備蓄を行うなどの観点に対しても配慮するととも 

に、要配慮者向けの粉ミルクや柔らかい食品の備蓄、洋式仮設トイレなどの 

避難所生活に必要な物資が適時・適切に配備されるよう、要配慮者に対する 

備蓄物資を拡充する。 

   さらに、非常食の備蓄を補完するとともに、栄養や食事形態など要配慮者 

に配慮した、避難者に必要とされる食料等の調達方法を具体的に検討し、関 

係業界等とあらかじめ協定を締結するなど、災害発生時に迅速かつ適切に対 

処できるようそれらの供給体制を整備し、平時から、訓練等を通じて、物資 

の備蓄状況や輸送手段の確認を行うとともに、災害協定を締結した事業者団 

体等の発災時の連絡先、要請手続等の確認を行うよう努める。 

４～５（略） 

 

第１７節（略） 

 

第１８節 建築物等災害予防 

１（略） 

２ 防災上重要な公共建築物等の災害予防 

地震対策は、迅速かつ的確な情報伝達と適切な行動への指示が要求される。

これらの活動を円滑に進めるため、県及び市町等は、次の公共建築物等につい

ては、非構造部材を含む耐震対策等を推進するとともに、できるだけ、活断層

直近を避けた場所に立地するよう整備する。やむを得ず活断層直近に立地する

場合には、地質調査などに基づき、活断層直上を回避するとともに、建物の構

造の強化及び一層の耐震性、不燃性の確保などに努める。 

また、(2)に掲げる建築物等については、要配慮者にも配慮した構造・設備

の確保を図るとともに、老朽化の兆候が認められる場合には、優先順位をつけ

て計画的に安全確保対策を進める。 

（１）避難誘導、情報伝達及び救助等の防災業務の中心となる公共建築物等 

（２）災害時の緊急救護所、被災者の避難施設等となる学校、社会福祉施設等の

公共建築物等 

さらに、県は平時から、公共建築物等の管理者に対して，あらかじめ，燃料

備蓄の補給状況等，災害に備えた事前の準備状況の確認を行うよう努める。 
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３（略） 

４ 文化財災害予防 

（１）～（３）（略） 

（４）事前対策 

 ア（略） 

イ 耐震対策 

   県教育委員会及び市町教育委員会は、文化財の地震被害からの保護を図る

ため、必要な計画を立てるとともに、所有者、管理者に対して、防災対策の

必要性を啓発する。 

   県教育委員会は、自らが管理する文化財の耐震対策を実施するほか、文化

財の保存管理が万全に行われるように指導、助言する。 

   文化財については、火災による焼失被害を防止するために、消防機関と連

携しながら所要の防火上の措置を講ずる。 

 ウ  民間団体との連携 

   県教育委員会又は市町教育委員会は、文化財保護のため、平常時から、民

間団体等との連携を強化する。 

５～８（略） 

 

第１９節 公共施設災害予防 

１ 基本方針 

  道路、海岸、港湾、漁港、河川、公園、上水道、下水道、電力、電信電話、

鉄道等の公共施設は、住民の日常生活及び社会、経済活動に欠くことのできな

いものであり、また、地震発生後の災害復旧のための重要な使命を担っている。 

このため、地震に強いまちづくりを行うに当たっては、これらの公共施設の耐

震性の強化及び被害軽減のための共同溝等の整備などの諸施策を実施すると

ともに、主要な鉄道、道路、港湾、空港、通信局舎などの交通・通信施設間の

連携強化を図るなど、大規模災害発生時の輸送・通信手段を確保し、地震発生

時の被害を最小限にとどめるよう予防措置に努める。特に、３次医療機関等の

人命に関わる重要施設に対しては、早期に復旧できるよう体制等を強化する。 

 

２（略） 

３ 海岸、港湾、漁港、河川の整備対策 

（１）海岸、港湾、漁港の整備 

 ア～イ（略） 

 

３（略） 

４ 文化財災害予防 

（１）～（３）（略） 

（４）事前対策 

 ア（略） 

イ 耐震対策 

   県教育委員会及び市町又は市町教育委員会は、文化財の地震被害からの保

護を図るため、必要な計画を立てるとともに、所有者、管理者に対して、防

災対策の必要性を啓発する。 

   県教育委員会は、自らが管理する文化財の耐震対策を実施するほか、文化

財の保存管理が万全に行われるように指導、助言する。 

   文化財については、火災による焼失被害を防止するために、消防機関と連

携しながら所要の防火上の措置を講ずる。 

 ウ  民間団体との連携 

   県教育委員会、市町又は市町教育委員会は、文化財保護のため、平常時か

ら、民間団体等との連携を強化する。 

５～８（略） 

 

第１９節 公共施設災害予防 

１ 基本方針 

  道路、海岸、港湾、漁港、河川、公園、上水道、下水道、電力、電信電話、

鉄道等の公共施設は、住民の日常生活及び社会、経済活動に欠くことのできな

いものであり、また、地震発生後の災害復旧のための重要な使命を担っている。 

このため、地震に強いまちづくりを行うに当たっては、これらの公共施設の耐

震性の強化及び被害軽減のための共同溝等の整備などの諸施策を実施すると

ともに、主要な鉄道、道路、港湾、空港、通信局舎などの交通・通信施設間の

連携強化を図るなど、大規模災害発生時の輸送・通信手段を確保し、地震発生

時の被害を最小限にとどめるよう予防措置に努める。特に、３次医療機関等の

人命に関わる重要施設、電気、通信等のライフライン施設については、早期に

復旧できるよう体制等を強化する。 

２（略） 

３ 海岸、港湾、漁港、河川の整備対策 

（１）海岸、港湾、漁港の整備 

 ア～イ（略） 
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（新設） 

 

（２）（略） 

４～５（略） 

６ 電力施設の整備対策 

  電力供給事業者は、地震時における電力の供給を確保するため、電力施設の

耐震性の強化を図るとともに、平常時から電力設備の防護対策に努める。 

 

 

 

 

（１）～（２）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

７ 通信施設の整備対策 

震災時における通信機能の確保は、社会的な混乱の防止、災害対策の迅速か

つ的確な実施の上からも極めて重要であり、電信電話、専用通信、放送等の施

設設備の安全性の確保及び耐震化、耐火並びに多ルート化に努める。 

 

 

 

 

 

（１）～（５）（略） 

８～９（略） 

 

 

 

 

 

 ウ 港湾については，近年の高波災害を踏まえ，耐波性能の照査や既存施設の

補強を推進する。 

（２）（略） 

４～５（略） 

６ 電力施設の整備対策 

  電力供給事業者は、地震時における電力の供給を確保するため、電力施設の

耐震性の強化を図るとともに、平常時から電力設備の防護対策に努める。 

また、県，電力供給事業者及び電気通信事業者は，倒木等により電力供給網

に支障が生じることへの対策として，地域性を踏まえつつ，事前伐採等による

予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた，相互の連携の拡大に努める。

なお，事前伐採等の実施に当たっては，市町との協力に努める。 

（１）～（２）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

７ 通信施設の整備対策 

震災時における通信機能の確保は、社会的な混乱の防止、災害対策の迅速か

つ的確な実施の上からも極めて重要であり、非常用電源の整備等による通信設

備の防災対策、電信電話、専用通信、放送等の安全な設置場所の確保などによ

る施設設備の安全性の確保及び耐震化、耐火並びに多ルート化に努める。 

また、県，電力供給事業者及び電気通信事業者は，倒木等により電力供給網

に支障が生じることへの対策として，地域性を踏まえつつ，事前伐採等による

予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた，相互の連携の拡大に努める。

なお，事前伐採等の実施に当たっては，市町との協力に努める。 

（１）～（５）（略） 

８～９（略） 
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１０農地、農業用施設整備対策 

  農地及び排水機、樋門、ため池、水路等の農業用施設の災害は、一般公共用

施設等にも広く被害を及ぼすおそれがあるため、平素から適切な管理を実施す

るとともに、老朽化施設等の改修、整備に努める。また、農業上の利用がなく

なり、適切な管理が困難なため池については、廃止を進める。 

  市町は、防災重点ため池をはじめ、地震による破損等で決壊した場合に大き

な被害をもたらすおそれのあるため池について、ハザードマップの作成・周知

等により、関係住民に適切な情報提供を図る。 

 

１１（略） 

 

第２０節 地盤災害予防 

１～２（略） 

３ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進 

（１）（略） 

（２）土砂災害特別警戒区域における対策 

県は、「土砂災害防止法」に基づき、土砂災害警戒区域のうち建築物に損

壊が生じ、住民等の身体に著しい危害が生ずるおそれのある区域を、関係市

町長の意見を聴いて土砂災害特別警戒区域としての指定に努める。 

 また、県等は次の措置を講ずる。 

(ア) 住宅分譲地、社会福祉施設等の開発行為に関する許可 

(イ) 建築基準法に基づく建築物の構造規制 

(ウ) 土砂災害時に著しい損壊が生じる建築物に対する移転等の勧告 

(エ) 勧告による移転者への融資、資金の確保 

４（略） 

５ 避難体制の確立 

  市町長は、大雨警報や土砂災害警戒情報が発表された場合、又は地盤災害が 

発生し、若しくは発生するおそれがある場合において、当該地域の住民の生命、

身体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するため必要があると認める

ときは、当該地域の住民、滞在者その他の者に対して速やかに避難準備・高齢

者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）を発令する。避難勧告等の判断基

準やその伝達手段等については、市町地域防災計画にあらかじめ定めておく。 

また、地域の実情に最も適した避難路、避難場所等及び避難誘導方法等を定 

め、これを市町地域防災計画に明示するとともに、広報紙、パンフレット等に

より地域住民に対して周知徹底を図る。 

１０農地、農業用施設整備対策 

  農地及び排水機、樋門、ため池、水路等の農業用施設の災害は、一般公共用

施設等にも広く被害を及ぼすおそれがあるため、平素から適切な管理を実施す

るとともに、老朽化施設等の改修、整備に努める。また、農業上の利用がなく

なり、適切な管理が困難なため池については、廃止を進める。 

  防災重点ため池をはじめ、地震による破損等で決壊した場合に大きな被害を

もたらすおそれのあるため池について、関係者で緊急連絡体制等を整備すると

ともに、市町はハザードマップの作成・周知等により、関係住民に適切な情報

提供を図る。 

１１（略） 

 

第２０節 地盤災害予防 

１～２（略） 

３ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進 

（１）（略） 

（２）土砂災害特別警戒区域における対策 

県は、「土砂災害防止法」に基づき、土砂災害警戒区域のうち建築物に損

壊が生じ、住民等の身体に著しい危害が生ずるおそれのある区域を、関係市

町長の意見を聴いて土砂災害特別警戒区域としての指定に努める。 

 また、県等は次の措置を講ずる。 

(ア) 住宅分譲地、社会福祉施設等の開発行為に関する許可 

(イ) 建築基準法に基づく建築物の構造規制を踏まえた安全確保の推進 

(ウ) 土砂災害時に著しい損壊が生じる建築物に対する移転等の勧告 

(エ) 勧告による移転者への融資、資金の確保 

４（略） 

５ 避難体制の確立 

  市町長は、大雨警報や土砂災害警戒情報が発表された場合、又は地盤災害が 

発生し、若しくは発生するおそれがある場合において、当該地域の住民の生命、

身体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するため必要があると認める

ときは、当該地域の住民、滞在者その他の者に対して速やかに高齢者等避難、

避難指示、緊急安全確保を発令する。避難指示等の発令基準やその伝達手段等

については、市町地域防災計画にあらかじめ定めておく。 

また、地域の実情に最も適した避難路、避難場所等及び避難誘導方法等を定 

め、これを市町地域防災計画に明示するとともに、広報紙、パンフレット等に

より地域住民に対して周知徹底を図る。 
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６ 地盤災害防止施設の整備・促進 

（１）（略） 

（２）治山対策の推進 

   山地災害危険地区等における山地治山、防災林造成の整備を行うととも

に、山地災害危険地区の周知等の総合的な山地災害対策を推進する。 

   特に、流木災害が発生するおそれのある森林について、流木捕捉式治山ダ

ムの設置や間伐等の森林整備などの対策を推進する。 

 

 

（３）（略） 

７（略） 

８ 宅地造成地等災害予防 

（略） 

（１）～（２）（略） 

（３）大規模盛土造成地の耐震化等 

    大規模盛土造成地の位置や規模を示した大規模盛土造成地マップを作成・ 

    公表するよう努めるとともに、所有者等による宅地の耐震化を促進するよう  

努める。 

 
９（略） 

 
第２１節（略） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６ 地盤災害防止施設の整備・促進 

（１）（略） 

（２）治山対策の推進 

   山地災害危険地区等における山地治山、防災林造成の整備を行うととも

に、山地災害危険地区の周知等の総合的な山地災害対策を推進する。 

   特に、流木災害が発生するおそれのある森林について、流木捕捉式治山ダ

ムの設置や間伐等の森林整備などの対策を推進する。また、山腹崩壊等対策

や流木対策等を複合的に組み合わせた治山対策を推進するとともに、住民等

と連携した山地災害危険地区等の定期点検等を実施するものとする。 

（３）（略） 

７（略） 

８ 宅地造成地等災害予防 

（略） 

（１）～（２）（略） 

（３）大規模盛土造成地の耐震化等 

    大規模盛土造成地の位置や規模を示した大規模盛土造成地マップ及び液

状化被害の危険性を示した液状化ハザードマップを作成・公表するよう努め

るとともに、宅地の安全性の把握及び所有者等による宅地の耐震化を促進す

るよう努める。 

９（略） 

 

第２１節（略） 
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第３章 地震災害応急対策計画 
 

第１節 初動体制の確立 

１～７（略） 

８ 災害応急対策の総合調整 

（１）総合調整 

 ア 県は、国が非常災害現地対策本部又は緊急災害現地対策本部を設置した場 

合、相互に連絡調整を図りつつ、応急対策を円滑に実施する。 

 

 

 イ～エ（略） 

（２）（略） 

９ 受援体制の確立 

（略） 

（１）～（５）（略） 

（６）各種団体に対する応援要請 

知事は、災害応急対策を実施するため、必要があると認めるときは、次の応援

協定に基づき、各種団体に対して、応援を要請する。 

ア～カ（略） 

キ 災害時における衛生材料の供給等に関する協定 

（本章第 11 節｢災害医療及び救急医療｣参照） 

   

  

  

ク 災害時における医療機器の供給等に関する協定 

（本章第 11 節｢災害医療及び救急医療｣参照） 

 

 

 

 

ケ 災害時における医療用ガスの供給等に関する協定 

（本章第 11 節「災害医療及び救急医療」参照） 

（略） 

 

 

第３章 地震災害応急対策計画 
 

第１節 初動体制の確立 

１～７（略） 

８ 災害応急対策の総合調整 

（１）総合調整 

 ア 県は、国が非常災害現地対策本部又は緊急災害現地対策本部を設置した場 

合、相互に連絡調整を図りつつ、応急対策を円滑に実施する。 

また、国が現地において連絡会議及び調整会議を開催した場合、応急措置 

状況や被災市町を通じて把握した被災地の状況等を関係省庁等と共有する。 

 イ～エ（略） 

（２）（略） 

９ 受援体制の確立 

（略） 

（１）～（５）（略） 

（６）各種団体に対する応援要請 

知事は、災害応急対策を実施するため、必要があると認めるときは、次の応援

協定に基づき、各種団体に対して、応援を要請する。 

ア～カ（略） 

（削除） 

 

 

 

 

キ 災害時における医療機器及び衛生材料の供給等に関する協定 

（本章第 11 節｢災害医療及び救急医療｣参照） 

 

 

 

 

ケ 災害時における医療用ガスの供給等に関する協定 

（本章第 11 節「災害医療及び救急医療」参照） 

（略） 
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 コ 災害救助犬の出動に関する協定書 

（本章第 13 節「救助・救急活動」参照） 

（略） 

 サ 災害時における交通誘導及び地域安全の確保等の業務に関する協定 

（本章第 16 節「災害警備及び交通規制」参照） 

（略） 

 シ 災害時における棺等葬祭用品の供給および遺体の搬送等に関する協定 

（本章第 17 節「行方不明者の捜索、遺体の収容・埋葬」参照） 

（略） 

 ス 災害時における応急対策工事に関する基本協定 

（本章第 20 節「公共土木施設等の応急対策」参照） 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

ソ～チ（略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

ツ 災害応急対策用貨物自動車による物資の緊急・救護輸送に関する協定書 

（本章第 25 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 

 

 

コ 災害救助犬の出動に関する協定書 

（本章第 13 節「救助・救急活動」参照） 

（略） 

 サ 災害時における交通誘導及び地域安全の確保等の業務に関する協定 

（本章第 16 節「災害警備及び交通規制」参照） 

（略） 

 シ 災害時における棺等葬祭用品の供給および遺体の搬送等に関する協定 

（本章第 17 節「行方不明者の捜索、遺体の収容・埋葬」参照） 

（略） 

 ス 災害時における応急対策工事に関する基本協定 

（本章第 20 節「公共土木施設等の応急対策」参照） 

（略） 

セ 大規模災害時における土木施設調査の協定 

（本章第 20 節「公共土木施設等の応急対策」参照） 

ソ～チ（略） 

 

ツ 大規模災害発生時における炊き出し支援に関する協定 

（本章第 23 節「生活必需品の供給」参照） 

テ 災害時における建築物等の解体・撤去等に関する協定 

（本章第 24 節「障害物の除去」参照） 

 

 

 

 

ト 災害応急対策用貨物自動車による物資の緊急・救護輸送に関する協定書 

（本章第 25 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 
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（新設） 

 

 

 

 

テ 災害時等における海上緊急輸送業務に関する協定 

（本章第 25 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 

 ト 災害応急対策用物資の保管等に関する協定書 

（本章第 25 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 

 ナ 地震等大規模災害時における公共建築物の清掃及び消毒等に関する協定 

（本章第 27 節「防疫、保健衛生活動」参照） 

（略） 

 ニ 災害時の応援業務に関する協定 

（本章第 27 節「防疫、保健衛生活動」参照） 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 ヌ 災害ボランティア活動への支援に関する協定 

（本章第 28 節「ボランティア活動の支援」参照） 

（略） 

 ネ 災害時における応急仮設住宅の建設に関する基本協定 

（本章第 30 節「住宅の応急対策」参照） 

（略） 

 ノ 災害時における民間賃貸住宅等の提供等に関する協定 

（本章第 30 節「住宅の応急対策」参照） 

（略） 

（７）～（８）（略） 

 

 

ナ 災害時におけるタクシー車両による緊急輸送に関する協定 

（本章第 25 節「輸送手段の確保」参照） 

ニ 災害時等における海上緊急輸送業務に関する協定 

（本章第 25 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 

 ヌ 災害応急対策用物資の保管等に関する協定書 

（本章第 25 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 

 ネ 地震等大規模災害時における公共建築物の清掃及び消毒等に関する協定 

（本章第 27 節「防疫、保健衛生活動」参照） 

（略） 

 ノ 災害時の応援業務に関する協定 

（本章第 27 節「防疫、保健衛生活動」参照） 

（略） 

ハ 災害時における被災動物救護活動に関する協定 

（本章第 27 節「防疫、保健衛生活動」参照） 

 

 

 

  

ヒ 災害ボランティア活動への支援に関する協定 

（本章第 28 節「ボランティア活動の支援」参照） 

フ 災害時における応急仮設住宅の建設に関する基本協定 

（本章第 30 節「住宅の応急対策」参照） 

（略） 

 ヘ 災害時における民間賃貸住宅等の提供等に関する協定 

（本章第 30 節「住宅の応急対策」参照） 

（略） 

（７）～（８）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

１０ 広域応援協力体制の確立 

   県及び市町は、大規模な災害等が発生し、県下市町又は他の都道府県等が 

被災した場合には、速やかに必要な応援体制を確立する。なお、職員を派遣 

する場合は、地域や災害の特性等を考慮した職員の選定に努める。 

（１）県 

知事は、県下市町はもとより、広域応援県市、又は他の被災都道府県等に

対し、速やかに広域応援協力が図れるよう次の措置を講ずる。 

ア～ウ（略） 

（新設） 

 

 

 

 

（２）（略） 

１１（略） 

 

第２節 地震情報の発表・伝達 

１（略） 

２ 緊急地震速報（警報）の発表基準等 

ア 緊急地震速報の発表等 

気象庁は、最大震度５弱以上の揺れが予想された場合に、震度４以上が予

想される地域（緊急地震速報で用いる区域（＊））に対し、緊急地震速報（警

報）を発表する。 

金沢地方気象台は、緊急地震速報の利用の心得などの周知・広報に努める。 

また、県及び市町等は、直下型地震では緊急地震速報が間に合わないとい

った技術的な限界があることを正しく理解したうえで、的確に身を守る行動

をとるよう、住民に対し普及啓発を図る。 

 

 

 

 イ（略） 

 

 

 

 

１０ 広域応援協力体制の確立 

   県及び市町は、大規模な災害等が発生し、県下市町又は他の都道府県等が 

被災した場合には、速やかに必要な応援体制を確立する。なお、職員を派遣 

する場合は、地域や災害の特性等を考慮した職員の選定に努める。 

（１）県 

知事は、県下市町はもとより、広域応援県市、又は他の被災都道府県等に

対し、速やかに広域応援協力が図れるよう次の措置を講ずる。 

ア～ウ（略） 

エ 被災地の状況把握 

  県職員は、被災市町に赴いた際には、災害対応の進捗状況等を的確に把 

握するとともに、その状況に応じて、被災市町から積極的に人的支援ニー 

ズを把握し、関係省庁及び都道府県との情報共有を図り、必要な職員の応援 

が迅速に行われるよう努める。 

（２）（略） 

１１（略） 

 

第２節 地震情報の発表・伝達 

１（略） 

２ 緊急地震速報（警報）の発表基準等 

ア 緊急地震速報の発表等 

気象庁は、最大震度５弱以上の揺れが予想された場合に、震度４以上が予

想される地域（緊急地震速報で用いる区域（＊））に対し、緊急地震速報（警

報）を発表する。また、最大震度３以上又はマグニチュード 3.5 以上等と予

想されたときに、緊急地震速報（予報）を発表する。  

なお、緊急地震速報（警報）のうち予想震度が６弱以上のものを特別警報

に位置付けている。 

金沢地方気象台は、緊急地震速報の利用の心得などの周知・広報に努める。 

また、県及び市町等は、直下型地震では緊急地震速報が間に合わないとい

った技術的な限界があることを正しく理解したうえで、的確に身を守る行動

をとるよう、住民に対し普及啓発を図る。 

 イ（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

３ 地震に関する情報の種類と内容 

 

３ 地震情報の種類、発表基準と内容 
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現       行 修   正   案 備 考 
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現       行 修   正   案 備 考 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４～５（略） 

 

第３節 災害情報の収集・伝達 

１～２（略） 

３ 情報収集体制及び伝達系統の確立 

 

 

 

 

 

４ 地震活動に関する解説資料等 

  地震情報以外に、地震活動の状況等をお知らせするために気象庁本庁及び金

沢地方気象台が関係地方公共団体、報道機関等に向けて提供する。 

 

５～６（略） 

 

第３節 災害情報の収集・伝達 

１～２（略） 

３ 情報収集体制及び伝達系統の確立 
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現       行 修   正   案 備 考 

（１）被害規模に関する概括的情報の収集・連絡 

ア 県 

（ア）～（イ）（略） 

（ウ）市町からの情報収集及び119番通報に係る状況の情報 

県は、市町等から情報を収集するとともに、119番通報に係る状況等の

情報を含めて、災害規模に関する概括的情報を把握し、特に、市町が報告

を行うことができなくなったときは、被災地への職員派遣、ヘリコプター

等の機材や各種通信手段の効果的活用等により、あらゆる手段を尽くして

積極的に情報収集を行い、これらの情報を消防庁に報告する。また、必要

に応じ、関係省庁及び関係地方公共団体に連絡する。 

 （エ）（略） 

 イ～ウ（略） 

（２）（略） 

（３）災害情報収集に係る各機関の実施事項等 

ア 県等 

（ア）県（本庁）・県教育委員会 

a～ｃ（略） 

ｄ  被害状況等の情報収集は、市町から行うことを原則とするが、緊急に現 

地の被害状況を把握する必要がある場合は、消防救急無線等を利用し、情 

報を収集する。 

また、区域内の市町において通信手段の途絶等が発生し、被害情報等の 

報告が十分なされていないと判断する場合等にあっては、調査のための職 

員派遣、ヘリコプター等の機材や各種通信手段の効果的活用により、あら 

ゆる手段を尽くして被害情報等の把握に努める。なお、収集した情報は、 

内容に応じて市町に伝達する。 

e （略） 

 （イ）（略） 

イ～エ（略） 

 

 

 

 

 

 

 

（１）被害規模に関する概括的情報の収集・連絡 

 ア 県 

 （ア）～（イ）（略） 

 （ウ）市町からの情報収集及び119番通報に係る状況の情報 

県は、市町等から情報を収集するとともに、119番通報に係る状況等の

情報を含めて、災害規模に関する概括的情報を把握し、特に、市町が報告

を行うことができなくなったときは、被災地への職員派遣、ヘリコプター、

無人航空機等の機材や各種通信手段の効果的活用等により、あらゆる手段

を尽くして積極的に情報収集を行い、これらの情報を消防庁に報告する。

また、必要に応じ、関係省庁及び関係地方公共団体に連絡する。 

 （エ）（略） 

 イ～ウ（略） 

（２）（略） 

（３）災害情報収集に係る各機関の実施事項等 

ア 県等 

（ア）県（本庁）・県教育委員会 

a～ｃ（略） 

ｄ  被害状況等の情報収集は、市町から行うことを原則とするが、緊急に現 

地の被害状況を把握する必要がある場合は、消防救急無線等を利用し、情 

報を収集する。 

また、区域内の市町において通信手段の途絶等が発生し、被害情報等の 

報告が十分なされていないと判断する場合等にあっては、調査のための職 

員派遣、ヘリコプター、無人航空機等の機材や各種通信手段の効果的活用 

により、あらゆる手段を尽くして被害情報等の把握に努める。なお、収集 

した情報は、内容に応じて市町に伝達する。 

e （略） 

 （イ）（略） 

イ～エ（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

オ 関係機関等の協力関係 

   県、市町、指定地方行政機関、指定公共機関及び指定地方公共機関並びに

防災上重要な施設の管理者は、災害事態についての認識を一致させ、迅速な

意思決定を行うために、相互で連絡する手段や体制を確保し、被害状況の調

査及び報告に当たって緊密に連絡をとること、関係機関で連絡調整のための

職員を相互に派遣すること、災害対策本部長の求めに応じて情報の提供、意

見の表明を行うことなどにより、情報共有を図るよう努める。 

   道路等の途絶によるいわゆる孤立集落については、早期解消の必要がある

ことから、国、指定公共機関、県及び市町は、それぞれの所管する道路のほ

か、通信、電気、ガス、上下水道等のライフラインの途絶状況を把握すると

ともに、その復旧状況と併せて、県及び市町に連絡する。また、県及び市町

は、当該地域における備蓄の状況、医療的援助が必要な者など要配慮者の有

無の把握に努める。 

 

 

 カ（略） 

（４）航空機等による被害状況の把握 

 ア 県は、消防防災ヘリコプターの活用により、迅速かつ的確に被害状況等の 

情報収集、伝達活動を行う。（本章第5節「消防防災ヘリコプターの活用等」 

参照） 

 イ（略） 

（５）～（８）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 関係機関等の協力関係 

   県、市町、指定地方行政機関、指定公共機関及び指定地方公共機関並びに

防災上重要な施設の管理者は、災害事態についての認識を一致させ、迅速な

意思決定を行うために、相互で連絡する手段や体制を確保し、被害状況の調

査及び報告に当たって緊密に連絡をとること、関係機関で連絡調整のための

職員を相互に派遣すること、災害対策本部長の求めに応じて情報の提供、意

見の表明を行うことなどにより、情報共有を図るよう努める。 

   道路等の途絶によるいわゆる孤立集落については、早期解消の必要がある

ことから、国、指定公共機関、県及び市町は、それぞれの所管する道路のほ

か、通信サービス、電気、ガス、上下水道等のライフラインの途絶状況を把

握するとともに、その復旧状況と併せて、県及び市町に連絡する。また、県

及び市町は、当該地域における備蓄の状況、医療的援助が必要な者など要配

慮者の有無の把握に努める。 

県及び電気事業者等は、それぞれが所有する電源車、発電機等の現時点の

配備状況等を確認の上、リスト化するよう努める。 

 カ（略） 

（４）航空機による災害状況の把握 

ア 県は、消防防災ヘリコプター及び無人航空機の活用により、迅速かつ的確 

に被害状況等の情報収集・伝達活動を行う。（本章第5節「消防防災ヘリコ 

プターの活用等」参照） 

 イ（略） 

（５）～（８）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

４ 収集すべき情報 

（略） 

（１）～（２）（略） 

（３）速報及び被害状況等の報告様式 

 ア～タ（略） 

 チ 避難勧告・指示（緊急） 

 

 

 

 

 ツ（略） 

 

 災害（事故）緊急報告書（第 報）（略） 

避難勧告等の発令状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 収集すべき情報 

（略） 

（１）～（２）（略） 

（３）速報及び被害状況等の報告様式 

 ア～タ（略） 

 チ 避難指示 

 

 

 

 

 ツ（略） 

 

 災害（事故）緊急報告書（第 報）（略） 

避難指示等の発令状況 
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現       行 修   正   案 備 考 

被害状況即報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）被害状況等の判定基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害状況即報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）被害状況等の判定基準 
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現       行 修   正   案 備 考 

第４節 通信手段の確保 

 

 

 

１（略） 

２ 通信手段の利用方法等 

（略） 

（１）～（２）（略） 

（３）非常通信 

ア（略） 

イ 非常通信協議会 

   知事は、災害対策に必要と認めるときは、北陸地方非常通信協議会（事務

局：北陸総合通信局無線通信部陸上課）に対して、非常通信の取扱いについ

て要請する。なお、災害応急対策機関は、応急対策を円滑迅速に処理するた

め、北陸地方非常通信協議会と緊密な連携に努める。 

 

 ウ～エ（略） 

（４）～（９）（略） 

３（略） 

 

第５節（略） 

 

第６節 災害広報 

１～２（略） 

３ 広報の内容 

（１）（略） 

（２）被災者に対する広報 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 通信手段の確保 

 

 

 

１（略） 

２ 通信手段の利用方法等 

（略） 

（１）～（２）（略） 

（３）非常通信 

ア（略） 

イ 非常通信協議会 

   知事は、災害対策に必要と認めるときは、北陸地方非常通信協議会（事務  

  局：北陸総合通信局無線通信部陸上課）に対して、非常通信の取扱いについ 

て要請する。なお、災害応急対策機関は、応急対策を円滑迅速に処理するた 

め、北陸地方非常通信協議会と緊密に連携し、訓練等を通じて、実効性の確 

保に努める。 

ウ～エ（略） 

（４）～（９）（略） 

３（略） 

 

第５節（略） 

 

第６節 災害広報 

１～２（略） 

３ 広報の内容 

（１）（略） 

（２）被災者に対する広報 
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現       行 修   正   案 備 考 

４ 広報手段等 

（１）（略） 

（２）各種情報提供 

県及び市町は、安否情報、交通情報、各種問い合わせ先等を随時入手した

いというニーズに応えるため、広く報道機関や情報関連会社等の協力を得

て、迅速に的確な情報が提供できるよう努める。 

   また、被災者のおかれている生活環境、居住環境等が多様であることに鑑

み、情報を提供する際に活用する媒体に配慮する。特に、避難所にいる被災

者は情報を得る手段が限られていることから、被災者生活支援に関する情報

については紙媒体でも情報提供を行うなど、適切に情報提供がなされるよう

努める。 

   なお、市町は、やむを得ず避難所に滞在することができない車中避難者を

含む避難所外避難者に対する情報提供にも努める。 

 ア（略） 

 イ インターネットの活用 

（新設） 

 

 

 

 ウ（略） 

 エ 紙媒体の活用 

 オ～ク（略） 

（新設） 

５～７（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７節～第８節（略） 

 

４ 広報手段等 

（１）（略） 

（２）各種情報提供 

県及び市町は、安否情報、交通情報、各種問い合わせ先等を随時入手した

いというニーズに応えるため、広く報道機関や情報関連会社等の協力を得

て、迅速に的確な情報を提供する。 

   また、被災者のおかれている生活環境、居住環境等が多様であることに鑑

み、情報を提供する際に活用する媒体に配慮する。特に、避難所にいる被災

者は情報を得る手段が限られていることから、被災者生活支援に関する情報

については紙媒体でも情報提供を行うなど、適切に情報提供がなされるもの

とする。 

   なお、市町は、やむを得ず避難所に滞在することができない車中避難者を

含む避難所外避難者に対する情報提供にも努める。 

 ア（略） 

 イ インターネットの活用 

   災害に係る情報発信等に関する協定 

 

 

 

 ウ（略） 

 エ 紙媒体の活用（チラシの張り出し、配布） 

 オ～ク（略） 

 ケ 広報車の活用 

５～７（略） 

８ ライフライン情報の提供等 

電気事業者は、停電時にインターネット等を使用できない被災者に対する被 

害情報等の伝達に係る体制の整備に努める。 

  また、電気通信事業者は、通信の仕組みや代替通信手段の提供等について利 

用者への周知に努めるとともに、通信障害が発生した場合の被災者に対する情 

報提供体制の整備を図るものとする。 

  県、市町及びライフライン事業者は、住民等からの問い合わせ等に対応する 

体制について、あらかじめ計画しておくものとする。 

 

第７節～第８節（略） 
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第９節 避難誘導等 

避難誘導のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１（略） 

第９節 避難誘導等 

避難誘導のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１（略） 
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２ 避難の勧告又は指示の実施 

  市町長等は、次の措置を講じる。 

（１）市町長（災害対策基本法第 60 条） 

 ア 震災が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身 

体を震災から保護し、震災の拡大を防止するため特に必要があると認めると 

きは、市町長は、必要と認める地域の居住者等に対し、避難のための立退き 

を勧告し、及び急を要すると認めるときは避難のための立退きを指示すると 

ともに、必要があると認めるときは、その立ち退き先を指示する。市町長は 

これらの指示を行ったときは、速やかに知事に報告する。 

      また、避難の必要がなくなったときは、直ちにその旨を公示し、知事に報

告する。 

イ 震災の発生により、市町長が実施すべき避難の指示を実施できなくなった

場合、知事は、市町長に代わって、当該市町地域防災計画の定めるところに

より避難の指示を実施する。 

なお、知事は、市町長に代わって避難等の指示を実施したとき、又は避難

の必要がなくなったときは、直ちにその旨を公示する。 

（２）警察官、海上保安官（災害対策基本法第 61 条、警察官職務執行法（昭和

22 年法律第 136 号）） 

   前記（１）の市町長による避難のための立退き若しくは「屋内安全確保」

を指示することができないと認めるとき、又は市町長から要求があったと

き警察官又は海上保安官は、必要と認める地域の居住者等に避難のための

立退き又は「屋内安全確保」を指示することができる。 

   なお、避難のための立退きを指示する場合において、必要があると認めら 

れるときはその立退き先を指示する。立退き先を指示したときは、直ちに市 

町長に通知する。   

   また、災害の状況により特に急を要する場合には、警察官は、危害を受け 

るおそれのある者に対して避難等の措置をとる。 

（３）水防管理者（市町長、水防事務組合の長）（水防法（昭和 24 年法律第 193

号）第 21 条） 

溢水又は破堤により著しい危険が切迫していると認められるときは、必要

と認める地域の居住者に対して、避難のための立退きを指示する。 

 

 

 

 

２ 避難の指示の実施 

  市町長等は、次の措置を講じる。 

（１）市町長（災害対策基本法第 60 条） 

 ア 震災が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身 

体を震災から保護し、震災の拡大を防止するため特に必要があると認めると 

きは、市町長は、必要と認める地域の必要と認める居住者等に対し、避難の

ための立退きを指示するとともに、必要があると認めるときは、その立ち退

き先を指示する。市町長はこれらの指示を行ったときは、速やかに知事に報

告する。 

      また、避難の必要がなくなったときは、直ちにその旨を公示し、知事に報

告する。 

イ 震災の発生により、市町長が実施すべき避難の指示を実施できなくなった

場合、知事は、市町長に代わって、当該市町地域防災計画の定めるところに

より避難の指示を実施する。 

なお、知事は、市町長に代わって避難等の指示を実施したとき、又は避難

の必要がなくなったときは、直ちにその旨を公示する。 

（２）警察官、海上保安官（災害対策基本法第 61 条、警察官職務執行法（昭和

22 年法律第 136 号）） 

   前記（１）の市町長による避難のための立退き若しくは「緊急安全確保」

を指示することができないと認めるとき、又は市町長から要求があったと

き警察官又は海上保安官は、必要と認める地域の必要と認める居住者等に

避難のための立退き又は「緊急安全確保」を指示することができる。 

   なお、避難のための立退きを指示する場合において、必要があると認めら 

れるときはその立退き先を指示する。立退き先を指示したときは、直ちに市 

町長に通知する。   

   また、災害の状況により特に急を要する場合には、警察官は、危害を受け 

るおそれのある者に対して避難等の措置をとる。 

（３）水防管理者（市町長、水防事務組合の長）（水防法（昭和 24 年法律第 193

号）第 21 条） 

溢水又は破堤により著しい危険が切迫していると認められるときは、必要

と認める地域の必要と認める居住者等に対して、避難のための立退きを指示

する。 
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現       行 修   正   案 備 考 

（４）知事又はその命を受けた職員（水防法第 21 条）（地すべり等防止法（昭

和 33 年法律第 30 号）第 25 条） 

   溢水又は破堤、あるいは地すべりにより著しく危険が切迫していると認め

られるときは、必要と認める区域の居住者に対して避難のための立退きの指

示をする。 

（５）～（６）（略） 

（７）避難勧告等の発令方法 

     避難勧告等の発令に当たっては、住民が生命に係わる危険な状況であるこ

とを認識できるよう、具体的でわかりやすい内容で発令するよう努める。 

３ 避難の勧告又は指示の内容及びその周知 

（１）避難の勧告又は指示の内容 

     避難の勧告又は指示をする場合、市町長等は、次の内容を明示する。 

（略） 

（２）住民への周知 

      市町長等は、避難の勧告又は指示を行う場合には、地域住民等に対して市

町防災行政無線（戸別受信機を含む。）、全国瞬時警報システム（Ｊ－Ａ

ＬＥＲＴ）、有線放送、広報車、サイレン、ケーブルテレビ、インターネ

ット、携帯電話、Ｌアラート（災害情報共有システム）等多様な情報伝達

手段を使用し、あるいは報道機関等を通じて、迅速かつ安全に避難できる

よう周知徹底を図る。  

      また、市町は、発災時（災害が発生するおそれがある場合を含む。）には、

必要に応じ、避難準備・高齢者等避難開始の発令等とあわせて指定緊急避

難場所等を開放し、住民等に対し周知徹底を図る。 

     なお、避難勧告等が発令された場合の安全確保措置としては、指定緊急避

難場所への移動を原則とするものの、避難時の周囲の状況等により、指定緊

急避難場所への移動を行うことがかえって危険を伴う場合等やむを得ない

と住民等自身が判断する場合は、「近隣の安全な場所」への移動又は「屋内

安全確保」等を行うべきことについて、住民等への周知徹底に努める。 

 

４（略） 

５ 警戒区域設定の周知等 

（１）警戒区域の設定を行った者は、避難の勧告又は指示と同様に、住民への周 

知及び関係機関への連絡を行う。 

（２）（略） 

 

（４）知事又はその命を受けた職員（水防法第 21 条）（地すべり等防止法（昭

和 33 年法律第 30 号）第 25 条） 

   溢水又は破堤、あるいは地すべりにより著しく危険が切迫していると認め

られるときは、必要と認める区域の必要と認める居住者等に対して避難のた

めの立退きの指示をする。 

（５）～（６）（略） 

（７）避難指示等の発令方法 

     避難指示等の発令に当たっては、住民が生命に係わる危険な状況であるこ

とを認識できるよう、具体的でわかりやすい内容で発令するよう努める。 

３ 避難の指示の内容及びその周知 

（１）避難の指示の内容 

     避難の指示をする場合、市町長等は、次の内容を明示する。 

（略） 

（２）住民への周知 

      市町長等は、避難の指示を行う場合には、地域住民等に対して市町防災行

政無線（戸別受信機を含む。）、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、

有線放送、広報車、サイレン、ケーブルテレビ、インターネット、携帯電

話、Ｌアラート（災害情報共有システム）等多様な情報伝達手段を使用し、

あるいは報道機関等を通じて、迅速かつ安全に避難できるよう周知徹底を

図る。  

      また、市町は、発災時（災害が発生するおそれがある場合を含む。）には、

必要に応じ、高齢者等避難の発令等とあわせて指定緊急避難場所等を開放

し、住民等に対し周知徹底を図る。 

     なお、避難指示等が発令された場合の避難行動としては、指定緊急避難場

所、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等への避難を基本とするものの、ハ

ザードマップ等を踏まえ、自宅等で身の安全を確保することができる場合

は、住民自らの判断で「屋内安全確保」を行うことや、避難時の周囲の状況

等により、指定緊急避難場所等への避難がかえって危険を伴う場合は、「緊

急安全確保」を行うべきことについて、住民等への周知徹底に努める。 

４（略） 

５ 警戒区域設定の周知等 

（１）警戒区域の設定を行った者は、避難の指示と同様に、住民への周知及び関

係機関への連絡を行う。 

（２）（略） 
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６ 避難者の誘導 

  避難者の誘導は、警察官、市町の職員等が行うが、誘導に当たっては各地区

又は一集落の単位ごとの集団避難を心掛け、避難路等の安全を確認するととも

に、要配慮者に十分配慮する。 

  また、地域住民も可能な限り積極的に協力する。 

  県及び市町は、災害の実態に応じて、飼養者によるペット動物との同行避難

を呼びかける。 

 

 

７ 避難所の開設及び運営 

（１）市町 

ア 避難所の開設が必要な場合は、市町地域防災計画及び避難所運営マニュア

ルの定めるところにより、地元警察署等と十分連絡を図り、避難所を開設す

る。なお、市町のみでは困難なときは、県に応援を要請する。 

  また、二次災害の発生のおそれのある危険場所等の把握に努めるほか、避

難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶

による孤立が続くと見込まれる場合は、あらかじめ指定避難所に指定されて

いたとしても原則として開設しないものとする。 

 

 

 

イ 避難生活の対象者 

 

 

 

 

ウ 避難所を設置したときは、直ちに次の事項を県に報告する。 

 

エ～ケ（略） 

 

 

 

 

 

 

６ 避難者の誘導 

  避難者の誘導は、警察官、市町の職員等が行うが、誘導に当たっては各地区

又は一集落の単位ごとの集団避難を心掛け、避難路等の安全を確認するととも

に、要配慮者に十分配慮する。市町は、避難誘導に当たっては、避難場所及び

避難路や避難先、土砂災害警戒区域等の所在、災害の概要その他の避難に資す

る情報の提供に努める。 

  また、地域住民も可能な限り積極的に協力する。 

  県及び市町は、災害の実態に応じて、飼養者によるペット動物との同行避難

を呼びかける。 

７ 避難所の開設及び運営 

（１）市町 

ア 避難所の開設が必要な場合は、市町地域防災計画及び避難所運営マニュア

ルの定めるところにより、地元警察署等と十分連絡を図り、あらかじめ施設

の安全性を確認した上で、避難所を開設する。なお、市町のみでは困難なと

きは、県に応援を要請する。 

また、二次災害の発生のおそれのある危険場所等の把握に努めるほか、避

難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶

による孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に指定避難所を設置・維持

することの適否を検討するものとする。 

   被災地において、感染症の発生、拡大が見られる場合は、防災部局と保健

福祉部局が連携して、感染対策として必要な措置を講じるよう努める。 

イ 避難生活の対象者 

 

 

 

 

ウ 避難所を設置したときは、関係機関等による支援が円滑に講じられるよ 

う、直ちに次の事項を県に報告する。 

エ～ケ（略） 
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コ 男女双方の視点の取り入れ 

避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保や避難所の運営におけ

る女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等

に配慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品

・女性用下着の女性による配布、巡回警備や防犯ブザーの配布等による避難

所における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所

の運営に努める。 

 サ～シ（略） 

（新設） 

 

 

 

（２）県 

   県は、市町からの報告により避難所の開設状況を把握するとともに必要に

応じて支援及び調整を行う。 

また、市町から避難所開設について応援の要請を受けたときは、警察に通

知するとともに、被災市町に隣接する市町長に必要な応援等することを指示

をする。 

市町から要配慮者の二次避難に関する応援の要請を受けたときは、「広域

調整マニュアル」に基づき、二次避難の受入先や、介助員となる専門的人材

の確保について、広域的な調整を行う。 

 

８ 広域避難対策 

（１）～（２）（略） 

（３）広域一時滞在 

 ア～ウ（略） 

 エ 市町は、避難所を指定する際に併せて広域一時滞在の用にも供することに

ついても定めるなど、他の市町村からの被災者を受け入れることができる施

設等をあらかじめ決定しておくよう努める。 

（４）（略） 

９～１０（略） 

 

 

 

 

コ 男女双方の視点の取り入れ 

避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保や避難所の運営におけ

る女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等

に配慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品

・女性用下着の女性による配布、巡回警備や防犯ブザーの配布等による避難

所における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所

の運営管理に努める。 

 サ～シ（略） 

 ス ペット動物の飼育場所の確保等 

   市町は、必要に応じて、ペット動物のための避難スペースの確保等に努め

るとともに、ペットの一時預かり等必要な支援を獣医師会や動物取扱業者等

から受けられるよう、連携に努める。 

（２）県 

   県は、市町からの報告により避難所の開設状況を把握するとともに必要に

応じて支援及び調整を行う。その際には、その情報を国に共有するよう努め

る。 

また、市町から避難所開設について応援の要請を受けたときは、警察に通

知するとともに、被災市町に隣接する市町長に必要な応援等することを指示

をする。 

市町から要配慮者の二次避難に関する応援の要請を受けたときは、「広域

調整マニュアル」に基づき、二次避難の受入先や、介助員となる専門的人材

の確保について、広域的な調整を行う。 

８ 広域避難対策 

（１）～（２）（略） 

（３）広域一時滞在 

 ア～ウ（略） 

 エ 市町は、避難所を指定する際に併せて広域一時滞在の用にも供することに

ついても定めるなど、他の市町村からの被災住民を受け入れることができる

施設をあらかじめ決定しておくよう努める。 

（４）（略） 

９～１０（略） 
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第１０節 要配慮者の安全確保 

１～４（略） 

５ 外国人に対する対策 

県及び市町は、災害時、迅速に外国人の安否確認に努めるとともに、外国人

が孤立しないよう各種情報の収集、提供ができる体制の整備等に努める。 

（１）市町は、広報車や防災無線等により、外国語による広報を行い、外国人の

安全かつ迅速な避難誘導に努める。また、相談窓口等を開設し、災害に関す

る外国人のニーズの把握に努める。 

（２）県は、テレビ、ラジオ、インターネット等を活用し、外国語による情報提

供に努める。また、隣接県や国際交流団体、大学等に通訳者、語学ボランテ

ィアの派遣の可否等を確認（言語、人員等）し、必要に応じて派遣要請を行

うとともに、市町へ派遣するなど、支援に努める。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

第１１節 災害医療及び救急医療 

１（略） 

２ 情報収集・提供 

ア 県は、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）、衛星電話、災害時

優先電話、ＭＣＡ無線などにより、医療機関の稼働状況、医師・看護師等ス

タッフの状況、ライフラインの確保状況、医薬品等の保有状況、ＤＭＡＴ及

び医療救護班の活動状況等を把握し、公益社団法人石川県医師会等の医療関

係団体、医療関係機関（大学病院、独立行政法人国立病院機構、公的病院及

び日本赤十字社石川県支部等）への情報提供を行う。 

   なお、住民等への情報提供については、「第６節 災害広報」による。 

 イ 県は、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）、衛星電話、災害時

優先電話、ＭＣＡ無線などにより、ＤＭＡＴ及び医療救護班へ活動に必要な

情報を提供する。 

 広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ） 

 （略） 

 

第１０節 要配慮者の安全確保 

１～４（略） 

５ 外国人に対する対策 

県及び市町は、災害時、迅速に外国人の安否確認に努めるとともに、外国人 

が孤立しないよう各種情報の収集、提供ができる体制の整備等に努める。 

（１）市町は、広報車や防災無線等により、外国語による広報を行い、外国人の 

安全かつ迅速な避難誘導に努める。また、災害多言語支援センターなどの相

談窓口等を開設し、災害に関する外国人のニーズの把握に努める。 

（２）県は、テレビ、ラジオ、インターネット等を活用し、外国語による情報提

供に努める。また、大規模な災害が発生し、多くの外国人が被災することが

見込まれる場合は、石川県災害多言語支援センターを設置し、隣接県や国際

交流団体、大学等に通訳者、語学ボランティアの派遣の可否等を確認（言語、

人員等）のうえ、必要に応じて派遣要請を行うとともに、市町へ派遣するな

ど、支援に努める。 

（３）県は、国が実施する研修を通じて、災害時に行政等から提供される災害や

生活支援等に関する情報を整理し、避難所等にいる外国人被災者のニーズと

のマッチングを行う災害時外国人支援情報コーディネーターの育成を図る

ものとする。 

 

第１１節 災害医療及び救急医療 

１（略） 

２ 情報収集・提供 

ア 県は、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）、衛星電話、災害時

優先電話、ＭＣＡ無線などにより、医療機関の稼働状況、医師・看護師等ス

タッフの状況、ライフラインの確保状況、医薬品等の保有状況、ＤＭＡＴ及

び医療救護班の活動状況等を把握し、公益社団法人石川県医師会等の医療関

係団体、医療関係機関（大学病院、独立行政法人国立病院機構、公的病院及

び日本赤十字社石川県支部等）への情報提供を行う。 

   なお、住民等への情報提供については、「第６節 災害広報」による。 

 イ 県は、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）、衛星電話、災害時

優先電話、ＭＣＡ無線などにより、ＤＭＡＴ及び医療救護班へ活動に必要な

情報を提供する。 

 広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ） 

 （略） 
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 〇 システム参加機関 

 厚生労働省及び 47 都道府県 

 （石川県内参加機関） 

 医療機関  92、消防本部 11、医師会 10、保健福祉センター等 13 

 （略） 

３ ＤＭＡＴ・医療救護班派遣・受入体制 

（１）（略） 

（２）県 

ア（略） 

イ 県は、必要と認める場合、又は市町からの要請があった場合は、ＤＭＡＴ

を派遣するほか、医療救護班を派遣する。 

 

ウ（略） 

エ 医療救護班の派遣 

（ア）災害医療支援室は、地域の医療ニーズを的確に把握し、医療救護班の受

入れ・派遣について、派遣元の医療関係団体と被災地域等との調整を行う。 

 

 

（イ）～（オ）（略） 

オ～カ（略） 

（３）～（５）（略） 

（６）公益社団法人石川県医師会 

 ア  公益社団法人石川県医師会は、県から「災害時の医療救護に関する協定書」

に基づく医療救護班の派遣要請があったときは、被災地外の地区医師会に対

して、医療救護活動等を要請する。 

イ  要請を受けた地区医師会は、医療救護班を派遣し、医療救護活動を行う。 

   

災害時の医療救護に関する協定 

（略） 

（７）～（１０）（略） 

４（略） 

 

 

 

 

 〇 システム参加機関 

 厚生労働省及び 47 都道府県 

 （石川県内参加機関） 

 医療機関  152、消防本部 11、医師会 10、保健福祉センター等 13 

 （略） 

３ ＤＭＡＴ・医療救護班派遣・受入体制 

（１）（略） 

（２）県 

ア（略） 

イ 県は、必要と認める場合、又は市町からの要請があった場合は、ＤＭＡＴ

を派遣するほか、医療救護班を派遣する。その際、災害医療コーディネータ

ー及び災害時小児周産期リエゾンから、適宜助言及び支援を受ける。 

ウ（略） 

エ 医療救護班の派遣 

（ア）災害医療支援室は、地域の医療ニーズを的確に把握し、医療救護班の受

入れ・派遣について、派遣元の医療関係団体と被災地域等との調整を行う。

その際、災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンから、適

宜助言及び支援を受ける。 

（イ）～（オ）（略） 

オ～カ（略） 

（３）～（５）（略） 

（６）公益社団法人石川県医師会 

 ア  公益社団法人石川県医師会は、県から「災害時の医療救護に関する協定書」

に基づく医療救護班（ＪＭＡＴ）の派遣要請があったときは、被災地外の地

区医師会に対して、医療救護活動等を要請する。 

イ  要請を受けた地区医師会は、医療救護班（ＪＭＡＴ）を派遣し、医療救護

活動を行う。 

  災害時の医療救護に関する協定 

（略） 

（７）～（１０）（略） 

４（略） 
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５ 災害時後方医療体制 

 ア 医療施設又は救護所では対応できない重症患者や特殊な医療を要する患

者については、災害拠点病院や大学病院等に搬送し、治療を行う。 

 

 

 イ（略） 

６ 重症患者等の搬送体制 

（１）搬送者及び搬送先の選定 

   搬送に当たっては、負傷の程度、患者の状態等を勘案し、搬送者及び搬送

先の適切な選定に留意して行う。 

 

（２）（略） 

７ 他県等からの傷病者の受入体制 

   県は、国、他県等から傷病者の受入要請があったときは、医療機関や消防

機関等の関係機関と調整の上、石川ＤＭＡＴを派遣するなど、国が選定した

広域搬送拠点における医療の確保を行うとともに、搬送されてきた傷病者の

医療機関への受入調整を行う。 

 

８ 医薬品等及び輸血用血液の供給体制 

（１）～（２）（略） 

（３）県災害対策本部 

 ア 医薬品等 

   市町災害対策本部から医薬品等の要請を受けた場合は、備蓄医薬品等を供

給し、不足する場合は県内医薬品等卸業者に調達を要請する。 

   県内で調達できない場合は、広域応援県市や国に対して緊急輸送を要請す

る。 

 （ア）（略） 

 （イ）災害時における衛生材料の供給等に関する協定 

 

 

 

 

 

 

 

５ 災害時後方医療体制 

 ア 医療施設又は救護所では対応できない重症患者や特殊な医療を要する患

者については、災害拠点病院や大学病院等に搬送し、治療を行う。その際、

災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンから、適宜助言及

び支援を受ける。 

 イ（略） 

６ 重症患者等の搬送体制 

（１）搬送者及び搬送先の選定 

   搬送に当たっては、負傷の程度、患者の状態等を勘案し、搬送者及び搬送

先の適切な選定に留意して行う。その際、災害医療コーディネーター及び災

害時小児周産期リエゾンから、適宜助言及び支援を受ける。 

（２）（略） 

７ 他県等からの傷病者の受入体制 

   県は、国、他県等から傷病者の受入要請があったときは、医療機関や消防

機関等の関係機関と調整の上、石川ＤＭＡＴを派遣するなど、国が選定した

広域搬送拠点における医療の確保を行うとともに、搬送されてきた傷病者の

医療機関への受入調整を行う。その際、災害医療コーディネーター及び災害

時小児周産期リエゾンから、適宜助言及び支援を受ける。 

８ 医薬品等及び輸血用血液の供給体制 

（１）～（２）（略） 

（３）県災害対策本部 

 ア 医薬品等 

   市町災害対策本部から医薬品等の要請を受けた場合は、備蓄医薬品等を供

給し、不足する場合は県内医薬品等卸業者に調達を要請する。 

   県内で調達できない場合は、広域応援県市や国に対して緊急輸送を要請す

る。 

 （ア）（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 



 - 50 - 

現       行 修   正   案 備 考 

 （ウ）災害時における医療機器の供給等に関する協定 

 

 

 

 

 （エ）（略） 

 イ（略） 

９～１２（略） 

 

第１２節～第１４節（略） 

 

第１５節 災害救助法の適用 

１～４（略） 

５ 災害救助法に基づく救助の実施 

（１）～（３）（略） 

（４）知事は、「災害救助法による医療及び助産救助の委託協定書（昭和31年7 

月16日）」による救助が必要と認めた場合、日本赤十字社石川県支部に対し 

て必要事項を要請する。 

６～７（略） 

災害発生からの応急救助までのフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）災害時における医療機器及び衛生材料の供給等に関する協定 

 

 

 

 

 （ウ）（略） 

 イ（略） 

９～１２（略） 

 

第１２節～第１４節（略） 

 

第１５節 災害救助法の適用 

１～４（略） 

５ 災害救助法に基づく救助の実施 

（１）～（３）（略） 

（４）知事は、「災害救助法に基づく業務委託契約書（令和2年12月25日）」に 

よる救助が必要と認めた場合、日本赤十字社石川県支部に対して必要事項を 

要請する。 

６～７（略） 

災害発生からの応急救助までのフロー 
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別紙  災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙  災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準について 
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第１６節 災害警備及び交通規制 

１（略） 

２ 災害警備体制 

（略） 

（１）～（３）（略） 

（４）災害警備対策 

 ア～イ（略） 

 ウ 現場措置等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３（略） 

 

第１６節（略） 

１（略） 

２ 災害警備体制 

（略） 

（１）～（３）（略） 

（４）災害警備対策 

 ア～イ（略） 

 ウ 現場措置等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３（略） 
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第１７節 行方不明者の捜索、遺体の収容・埋葬 

１～２（略） 

３ 遺体の検視（見分）及び処理 

（略） 

（１） 遺体の検視（見分） 

 （略） 

 ア 警察官にあっては、検視規則（昭和 33 年国家公安委員会規則第 3 号）又

は死体取扱規則（昭和 33年国家公安委員会規則第 4号）の規定による。 

イ（略） 

（２）（略） 

４～６（略） 

７ 海上保安部の措置 

（１） 震災、津波により県周辺海域に身元不明者が漂流する事態が発生した場 

合には、所属巡視船艇により捜索を実施する。 

（２）（略） 

８（略） 

 

第１８節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１７節 行方不明者の捜索、遺体の収容・埋葬 

１～２（略） 

３ 遺体の検視（見分）及び処理 

（略） 

（２） 遺体の検視（見分） 

 （略） 

 ア 警察官にあっては、検視規則（昭和 33 年国家公安委員会規則第 3 号）又

は死体取扱規則（平成 25年国家公安委員会規則第 4号）の規定による。 

イ（略） 

（２）（略） 

４～６（略） 

７ 海上保安部の措置 

（１） 震災、津波により県周辺海域に身元不明者が漂流する事態が発生した場 

合には、所属巡視船艇等により捜索を実施する。 

（２）（略） 

８（略） 

 

第１８節（略） 
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第１９節 ライフライン施設の応急対策 

 

 

 

 

１ 基本方針 

  電力施設、通信施設、都市ガス施設、下水道施設のライフライン施設は、災 

害により被害を受けた場合、大きな混乱を招くほか、各種の応急対策上大きな 

障害となるおそれがある。 

  このため、これらの施設管理者及び関係機関は、応急措置を講ずるとともに、 

早期の復旧に努める。 

 また、県及び市町は、情報収集で得た航空写真・画像等については、ライフ

ライン施設等の被害状況の早期把握のため、ライフライン事業者等の要望に応

じ、情報提供に努める。 

 

 

 

２ 電力施設 

  北陸電力株式会社は、被害状況を迅速かつ的確に把握し、事故の拡大を防止 

するとともに、応急復旧工事により電力の供給確保に努める。 

 

（１）～（４）（略） 

（５）県、市町及び防災関係機関との協調 

  被害状況の把握や復旧体制への協力のため、必要に応じて県、市町及び防災 

関係機関へ要員を派遣して連携の緊密化を図る。 

 

 

 

 

 

 

（６）～（７）（略） 

（８）その他、上記以外の事項については、北陸電力株式会社防災業務計画の定 

めるところによる。 

 

第１９節 ライフライン施設の応急対策 

 

 

 

 

１ 基本方針 

  電力施設、通信施設、都市ガス施設、下水道施設のライフライン施設は、地

震により被害を受けた場合、大きな混乱を招くほか、各種の応急対策上大きな 

障害となるおそれがある。 

  このため、これらの施設管理者及び関係機関は、発災後直ちに、専門技術を 

もつ人材を活用して、緊急点検を実施するとともに、これらの被害状況等を把 

握し、応急措置を講ずるとともに、早期の復旧に努める。 

  また、県及び市町は、情報収集で得た航空写真・画像等については、ライフ

ライン施設等の被害状況の早期把握のため、ライフライン事業者等の要望に応

じ、情報提供に努める。 

 さらに、国が開催する現地作業調整会議において、実動部隊の詳細な調整を 

 行い、ライフライン施設の速やかな応急復旧を図る。 

２ 電力施設 

北陸電力株式会社及び北陸電力送配電株式会社は、被害状況を迅速かつ的確

に把握し、事故の拡大を防止するとともに、応急復旧工事により電力の供給確

保に努める。 

（１）～（４）（略） 

（５）県、市町及び防災関係機関との協調 

  被害状況の把握や復旧体制への協力のため、必要に応じて県、市町及び防災 

関係機関へ要員を派遣して連携の緊密化を図る。 

 県は、大規模停電発生時には直ちに、あらかじめリスト化した官公庁や避 

難所など重要施設が保有する施設の非常用電源の設置状況等を踏まえ、これら 

の施設の非常用電源の稼働状況を確認の上、電源の確保が必要な施設の把握を 

行い、電源車等の配備先の候補案を作成するよう努めるものとする。 

  また、県は、国及び電気事業者等と調整を行い、電源車等の配備先を決定し、 

電気事業者等は、電源車等の配備に努める。 

（６）～（７）（略） 

（８）その他、上記以外の事項については、北陸電力株式会社及び北陸電力送配

電株式会社防災業務計画の定めるところによる。 
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３ 通信施設 

 ＮＴＴ西日本は、次の措置を講ずる。 

（１）～（２）（略） 

（新設） 

 

 

（３）応急措置 

（略） 

（４）応急復旧 

（略） 

（５）その他、上記以外の事項については、ＮＴＴ防災業務計画の定めるところ

による。 

４～５（略） 

 

第２０節 公共土木施設等の応急対策 

１（略） 

２ 道路施設 

（１）（略） 

（２）応急復旧 

   被災した道路等が、食料、物資、復旧資材の運搬等に重要な緊急輸送道路

ネットワーク等の路線で緊急に交通を確保しなければならないものについ

ては、次の協定等による協力を得て応急工事を施工する。 

また、必要に応じて無人建設機械の導入・活用を図り、安全かつ迅速な応

急復旧に努める。 

①～③（略） 

（新設） 

 

 

 

（３）（略） 

 

 

 

 

 

３ 通信施設 

 ＮＴＴ西日本は、次の措置を講ずる。 

（１）～（２）（略） 

（３）広報活動 

災害時における通信量の増加を抑制するため、災害時の不要不急な通信は控 

えるよう周知に努める。 

（４）応急措置 

（略） 

（５）応急復旧 

（略） 

（６）その他、上記以外の事項については、ＮＴＴ防災業務計画の定めるところ

による。 

４～５（略） 

 

第２０節 公共土木施設等の応急対策 

１（略） 

２ 道路施設 

（１）（略） 

（２）応急復旧 

   被災した道路等が、食料、物資、復旧資材の運搬等に重要な緊急輸送道路

ネットワーク等の路線で緊急に交通を確保しなければならないものについ

ては、次の協定等による協力を得て応急工事を施工する。 

また、必要に応じて無人建設機械の導入・活用を図り、安全かつ迅速な応

急復旧に努める。 

①～③（略） 

④大規模災害時における土木施設調査の協定 

 

 

 

（３）（略） 
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３ 河川、海岸、港湾、漁港等施設 

（１）（略） 

（２）応急復旧 

 ア（略） 

 イ 港湾等施設の管理者及び海上保安部等は、次の応急対策を実施するととも

に、必要に応じて航行規制等の処置をとる。 

 （ア）～（イ）（略） 

  ①～②（略） 

  （新設） 

 

 

 

４～９（略） 

 

第２１節（略） 

 

第２２節 食料の供給 

 

 

１～２（略） 

３ 主食の供給 

（１）災害救助用米穀の確保 

ア 米穀の引渡し要請 

県及び市町は、米穀の調達・供給を緊急に行う必要が生じた場合には、そ

の供給必要量及び受入れ体制について、北陸農政局と十分な連絡を取りつ

つ、農林水産省生産局に引渡し要請を行う。 

 イ 受託事業体への引渡し指示 

   農林水産省生産局は、県及び市町から米穀の引渡し要請を受けたときは、

受託事業体に対して、知事又は知事が指定する引渡人に災害救助用米穀を引

渡すよう指示する。 

 

 

 

 

３ 河川、海岸、港湾、漁港等施設 

（１）（略） 

（２）応急復旧 

 ア（略） 

 イ 港湾等施設の管理者及び海上保安部等は、次の応急対策を実施するととも

に、必要に応じて航行規制等の処置をとる。 

 （ア）～（イ）（略） 

  ①～②（略） 

  ③大規模災害時における土木施設調査の協定 

 

 

 

４～９（略） 

 

第２１節（略） 

 

第２２節 食料の供給 

 

 

１～２（略） 

３ 主食の供給 

（１）災害救助用米穀の確保 

ア 米穀の引渡し要請 

県及び市町は、米穀の調達・供給を緊急に行う必要が生じた場合には、そ

の供給必要量及び受入れ体制について、北陸農政局と十分な連絡を取りつ

つ、農林水産省政策統括官に引渡し要請を行う。 

 イ 受託事業体への引渡し指示 

   農林水産省政策統括官は、県及び市町から米穀の引渡し要請を受けたとき

は、受託事業体に対して、知事又は知事が指定する引渡人に災害救助用米穀

を引渡すよう指示する。 
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災害等非常時における政府所有米穀の引渡要請の連絡先 

 

 

 

（２）～（３）（略） 

４～６（略） 

 

第２３節 生活必需品の供給 

１～２（略） 

３ 生活必需品等の確保 

（１）必要量の把握 

ア 県及び市町は、被害に対応した必要物資を迅速に供給するよう、必要な品

目ごとに必要量を把握するとともに、調達、確保先との連絡方法、輸送手段、

輸送先（場所）について明確にし、確保する。 

 

 

 イ（略） 

 ウ 県は、被災市町における備蓄物資等が不足するなど災害応急対策を的確に

行うことが困難であると認めるなど、その事態に照らし緊急を要し、被災市

町からの要請を待ついとまがないと認められるときは、要請を待たないで、

被災市町に対する物資を確保し輸送する。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害等非常時における政府所有米穀の引渡要請の連絡先 

 
 
 

（２）～（３）（略） 

４～６（略） 

 

第２３節 生活必需品の供給 

１～２（略） 

３ 生活必需品等の確保 

（１）必要量の把握 

ア 県及び市町は平時から、物資調達・輸送調整等支援システムを用いて備蓄

状況の確認を行うほか、被害に対応した必要物資を迅速に供給するよう、物

資調達・輸送調整等支援システムを活用し情報共有を図り、必要な品目ごと

に必要量を把握するとともに、調達、確保先との連絡方法、輸送手段、輸送

先（場所）について明確にし、確保する。 

 イ（略） 

 ウ 県は、被災市町における備蓄物資等が不足するなど災害応急対策を的確に

行うことが困難であると認めるなど、その事態に照らし緊急を要し、被災市

町からの要請を待ついとまがないと認められるときは、要請を待たないで、

被災市町に対する物資を確保し輸送する。 

   また、被災市町が複数にまたがる場合には、必要に応じ、被災市町への燃

料の優先供給に係る調整に努める。 
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（２）情報の提供 

  県及び市町は、必要に応じて被災者に対し確保状況等の情報を提供する。 

生活必需品の確保に関する協定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

（新設） 

 

 

 

（２）情報の提供 

  県及び市町は、必要に応じて被災者に対し確保状況等の情報を提供する。 

生活必需品の確保に関する協定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

大規模災害発生時における炊き出し支援に関する協定 
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４ 物資の輸送拠点（配送）の確保と運営 

（１）（略） 

（新設） 

 

 

 

（２）県は広域物資輸送拠点を、市町は地域内輸送拠点を速やかに開設するとと 

もに、その周知徹底を図る。 

（３）県は、市町及び防災関係機関は、避難所と物資輸送拠点の情報連絡手段の 

確保及び輸送体制を確保する。 

５（略） 

 

第２４節 障害物の除去 

１～４（略） 

５ 障害物除去の方法 

（１）（略） 

（２）除去作業は、緊急な応急措置の実施上止むを得ない場合のほか、周囲の状

況等を考慮して、事後に支障の起こらないよう配慮して行う。 

 （略） 

 （新設） 

 

 

 

 

６～１０（略） 

 

第２５節 輸送手段の確保 

１～３（略） 

４ 要員、物資輸送車両等の確保 

（１）（略） 

（２）陸路輸送 

（略） 

（新設） 

 

 

４ 物資の輸送拠点（配送）の確保と運営 

（１）（略） 

（２）県及び市町は、あらかじめ物資調達・輸送調整等支援システムに登録され 

ている物資の輸送拠点を速やかに開設できるよう、物資の輸送拠点の管理者 

の連絡先や開設手続を関係者間で共有するなど、速やかな物資支援のための 

準備に努める。 

（３）県は広域物資輸送拠点を、市町は地域内輸送拠点を速やかに開設するとと 

もに、その周知徹底を図る。 

（４）県は、市町及び防災関係機関は、避難所と物資輸送拠点の情報連絡手段の 

確保及び輸送体制を確保する。 

５（略） 

 

第２４節 障害物の除去 

１～４（略） 

５ 障害物除去の方法 

（１）（略） 

（２）除去作業は、緊急な応急措置の実施上止むを得ない場合のほか、周囲の状

況等を考慮して、事後に支障の起こらないよう配慮して行う。 

 （略） 

  災害時における建築物等の解体・撤去等に関する協定 

 

 

 

 

６～１０（略） 

 

第２５節 輸送手段の確保 

１～３（略） 

４ 要員、物資輸送車両等の確保 

（１）（略） 

（２）陸路輸送 

（略） 
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（３）～（７）（略） 

５～６（略） 

 

第２６節（略） 

 

第２７節 防疫、保健衛生活動 

１～３（略） 

４ 防疫用資材の備蓄、調達 

（１）～（２）（略） 

（３）防疫用資材の内容 

   逆性石けん、消毒用エタノール、両性界面活性剤、次亜塩素酸ナトリウム

等の消毒薬、消毒用噴霧器等 

５（略） 

６ ペット動物の保護対策 

（略） 

（１）避難所におけるペット動物の適正な飼育 

県は、避難所を設置する市町、動物愛護ボランティア等と協力して、飼養 

者に同行したペット動物の飼育に関し、飼養者に適正飼育の指導を行い、動

物の愛護及び環境衛生の維持に努める。 

（２）ペット動物の保護 

県は、市町、獣医師会、動物愛護ボランティア等と協力して、負傷又は放 

し飼いのペット動物の保護、その他必要な措置を講ずる。 

   また、広域的な観点から市町における避難所でのペット動物の飼育状況を

把握し、資材の提供等について支援を行う。 

（新設） 

 

 

 

 

 

７（略） 

災害時におけるタクシー車両による緊急輸送に関する協定 

（３）～（７）（略） 

５～６（略） 

 

第２６節（略） 

 

第２７節 防疫、保健衛生活動 

１～３（略） 

４ 防疫用資材の備蓄、調達 

（１）～（２）（略） 

（３）防疫用資材の内容 

   10%塩化ベンザルコニウム（逆性石けん）、消毒用アルコール、次亜塩素

酸ナトリウム等の消毒薬、消毒用噴霧器等 

５（略） 

６ ペット動物の保護対策 

（略） 

（１）避難所におけるペット動物の適正な飼育 

県は、避難所を設置する市町、獣医師会、動物愛護ボランティア等と協力 

して、飼養者に同行したペット動物に関し、飼養者に適正飼育及び動物由来

感染症等の予防の指導を行うなど、動物の愛護及び環境衛生の維持に努め

る。 

（２）ペット動物の保護 

県は、市町、獣医師会、動物愛護ボランティア等と協力して、負傷又は放 

し飼いのペット動物の保護、その他必要な措置を講ずる。 

   また、広域的な観点から市町における避難所でのペット動物の飼育状況を

把握し、資材の提供等について支援を行う。 

災害時における被災動物救護活動に関する協定 

 

 

 

 

７（略） 
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第２８節 ボランティア活動の支援 

１（略） 

２ ボランティアの受け入れ 

（１）～（２）（略） 

（３）ボランティアとの連携・協働 

   ボランティア本部及びボランティア現地本部が設置されたときは、県及び

市町は、社会福祉協議会、地元や外部から被災地入りしているＮＰＯ・ＮＧ

Ｏ等のボランティア団体等と、情報を共有する場を設置するなどし、被災者

のニーズや支援活動の全体像を把握し、連携のとれた支援活動を展開するよ

う努める。 

 

 

 

 

（４）（略） 

３～６（略） 

 

第２９節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２８節 ボランティア活動の支援 

１（略） 

２ ボランティアの受け入れ 

（１）～（２）（略） 

（３）ボランティアとの連携・協働 

   ボランティア本部及びボランティア現地本部が設置されたときは、県及び

市町は、社会福祉協議会、地元や外部から被災地入りしているＮＰＯ等との

連携を図るとともに、中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援や

活動調整を行う組織）を含めた連携体制の構築を図り、情報を共有する場を

設置するなどし、被災者のニーズや支援活動の全体像を把握するものとす

る。また、市町は災害の状況及びボランティアの活動予定を踏まえ、片付け

ごみなどの収集運搬を行うよう努める。これらの取組により、連携のとれた

支援活動を展開するよう努めるとともに、ボランティアの生活環境について

配慮するものとする。 

（４）（略） 

３～６（略） 

 

第２９節（略） 
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第３０節 住宅の応急対策 

１（略） 

２ 実施体制 

（１）～（２）（略） 

（３）応急仮設住宅の建設（民間賃貸住宅の借上げによる設置を含む）及び運営 

管理 

  応急仮設住宅の建設は、市町長が実施する。ただし、災害救助法を適用した

ときは知事が行い、知事から委任されたとき又は知事による救助のいとまがな

いときは、知事の補助機関として市町長が行う。必要戸数の算定にあたっては、

被災者予測人数もあらかじめ考慮し、算定する。 

  県及び市町は、応急仮設住宅の提供に必要な資機材の調達等が適正かつ円滑

に行われるよう、関係業界団体等との連絡調整を行うものとする。 

  また、設置及び運営管理に関しては、安心、安全を確保し、地域コミュニテ

ィ形成や心のケアを含めた健康面に配慮するとともに、女性の参画を推進し、

女性を始めとする生活者の意見の反映や、必要に応じて仮設住宅における家庭

動物の受け入れに配慮するほか、要配慮者に十分配慮し、優先的入居、高齢者、

障害者向け仮設住宅の設置等にも努める。 

  なお、応急仮設住宅を建設する場合には、二次災害に十分配慮する。 

（４）～（５）（略） 

３～４（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３０節 住宅の応急対策 

１（略） 

２ 実施体制 

（１）～（２）（略） 

（３）応急仮設住宅の建設（民間賃貸住宅の借上げによる設置を含む）及び運営 

管理 

  応急仮設住宅の建設は、市町長が実施する。ただし、災害救助法を適用した

ときは知事が行い、知事から委任されたとき又は知事による救助のいとまがな

いときは、知事の補助機関として市町長が行う。必要戸数の算定にあたっては、

被災者予測人数もあらかじめ考慮し、算定する。 

  県及び市町は、応急仮設住宅の提供に必要な資機材の調達等が適正かつ円滑

に行われるよう、関係業界団体等との連絡調整を行うものとする。 

  また、設置及び運営管理に関しては、安心、安全を確保し、地域コミュニテ

ィ形成や心のケアを含めた健康面に配慮するとともに、女性の参画を推進し、

女性を始めとする生活者の意見の反映や、必要に応じて仮設住宅におけるペッ

ト動物の受け入れに配慮するほか、要配慮者に十分配慮し、優先的入居、高齢

者、障害者向け仮設住宅の設置等にも努める。 

  なお、応急仮設住宅を建設する場合には、二次災害に十分配慮する。 

（４）～（５）（略） 

３～４（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第３１節 文教対策  

 

 

１～１１（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２ 文化財対策 

（略） 

（１）応急処置 

 ア（略） 

 イ  文化財に被害が発生した場合は、その所有者又は管理者は、被害状況を速

やかに調査し、その結果を市町教育委員会を経由して県教育委員会に報告す

る。 

 ウ  関係機関は、被災文化財の被害拡大を防ぐため、民間団体の協力を得て、

文化財の搬出、修復・保全、一時保管等の応急措置を講ずる。 

   その際、県教育委員会又は市町教育委員会は、必要に応じて、助言、指導

する。 

 エ（略） 

（２）～（３）（略） 

 

第３２節（略） 

 

 

第３１節 文教対策 

 

 

１～１１（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

１２ 文化財対策 

（略） 

（１）応急処置 

 ア（略） 

 イ  文化財に被害が発生した場合は、その所有者又は管理者は、被害状況を速

やかに調査し、その結果を市町又は市町教育委員会を経由して県教育委員会

に報告する。 

 ウ  関係機関は、被災文化財の被害拡大を防ぐため、民間団体の協力を得て、

文化財の搬出、修復・保全、一時保管等の応急措置を講ずる。 

   その際、県教育委員会、市町又は市町教育委員会は、必要に応じて、助言、

指導する。 

 エ（略） 

（２）～（３）（略） 

 
第３２節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 
 

第４章 復旧・復興計画 
 

第１節～第４節（略） 

 

第５節 被災者の生活確保のための緊急措置 

１～４（略） 

５ 罹災証明の交付 

  市町は、被災者の各種支援措置を早期に実施するため、地震発生後早期にり

災証明の交付体制を確立し、被災者に罹災証明を交付する。 

  このため次の措置を講ずる。 

 

 

 

（１）～（２）（略） 

（新設） 

 

 

 

６～９（略） 

１０ 災害廃棄物の処理等 

（１） 市町等は、事前に策定した災害廃棄物処理計画に基づき、必要に応じて

広域処理を含め、災害廃棄物の処理方法を確立するとともに、仮置き場、最

終処分場を確保し、計画的な収集、運搬及び処分方法を図ることにより、災

害廃棄物の迅速かつ適正な処理を行う。 

   また、一般廃棄物処理施設については、災害廃棄物を処理しつつ、電力供

給や熱供給等の拠点としても活用する。 

 

 

（２）市町は、損壊家屋の解体を実施する場合には、解体業者、産業廃棄物処理

業者、建設業者等と連携した解体体制を整備するとともに、必要に応じて速

やかに他の市町への協力要請を行う。 

 

第６節～第７節（略） 

 
 

第４章 復旧・復興計画 
 

第１節～第４節（略） 

 

第５節 被災者の生活確保のための緊急措置 

１～４（略） 

５ 罹災証明の交付 

  市町は、被災者の各種支援措置を早期に実施するため、地震発生後早期にり

災証明の交付体制を確立し、被災者に罹災証明を交付する。 

  なお、住家等の被害の程度を調査する際、必要に応じて、航空写真、被災者

が撮影した住家の写真、応急危険度判定の判定結果等を活用するなど、適切な

手法により実施するものとする。 

  早期に罹災証明の交付体制を確立するため、次の措置を講ずる。 

（１）～（２）（略） 

（３） 県は、発災後速やかに住家被害の調査や罹災証明書の交付に係る事務の

市町向け説明会を実施するとともに、その実施に当たっては、ビデオ会議シ

ステムを活用し、各市町に映像配信を行うなど、より多くの市町担当者の参

加が可能となるような工夫をするよう努める。 

６～９（略） 

１０ 災害廃棄物の処理等 

（１） 市町等は、事前に策定した災害廃棄物処理計画等に基づき、必要に応じ

て広域処理を含め、災害廃棄物の処理方法を確立するとともに、仮置き場、

最終処分場を確保し、計画的な収集、運搬及び処分方法を図ることにより、

災害廃棄物の適正かつ円滑・迅速な処理を行う。加えて，ボランティア，Ｎ

ＰＯ等の支援を得て災害廃棄物の処理を進める場合には，社会福祉協議会，

ＮＰＯ等と連携し，効率的に搬出を行う。 

   また、一般廃棄物処理施設については、災害廃棄物を処理しつつ、電力供

給や熱供給等の拠点としても活用する。 

（２）市町は、損壊家屋の解体を実施する場合には、解体業者、廃棄物処理業者、

建設業者等と連携した解体体制を整備するとともに、必要に応じて速やかに

他の市町への協力要請を行う。 

 

第６節～第７節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 

 

第５章 複合災害対策 
 

第１節（略） 

 

第２節 災害予防対策 

１ 情報の収集・連絡体制の整備 

（１） 県における通信連絡設備の整備 

ア  県と関係市町、防災関係機関及びオフサイトセンターの間を結ぶ衛星系 

及び地上系防災行政無線施設 

 イ（略） 

（２）（略） 

２～３（略） 

 

第３節～第４節（略） 

 

 

第５章 複合災害対策 
 

第１節（略） 

 

第２節 災害予防対策 

１ 情報の収集・連絡体制の整備 

（１） 県における通信連絡設備の整備 

ア  県と関係市町、防災関係機関及びオフサイトセンターの間を結ぶ衛星系 

防災行政無線施設及びＩＭＳを活用した地上系通信施設 

 イ（略） 

（２）（略） 

２～３（略） 

 

第３節～第４節（略） 
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資料３－２ 

石川県地域防災計画（津波災害対策編）修正 新旧対照表 

現       行 修   正   案 備 考 

 

 
 
 
                                

石川県地域防災計画 
 

津波災害対策編 
 
 

（令和元年修正） 
 
                 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

                                                                       
                                                                
 
                                                                       

石川県地域防災計画 
 

津波災害対策編 
                  
 

（令和３年修正） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 
 

第 1 章 総則 
 

第１節（略） 

 

第２節 性格及び基本理念 

１（略） 

２基本理念等 

（１）用語 

ア～イ（略） 

ウ 指定公共機関 

災害対策基本法第２条第５号に定める公共機関で、この計画では、次に定

める機関をいう。 

日本郵便株式会社（北陸支社）、日本銀行（金沢支店）、日本赤十字社（石

川県支部）、日本放送協会（金沢放送局）、中日本高速道路株式会社（金沢

支社）、西日本旅客鉄道株式会社（金沢支社）、日本貨物鉄道株式会社（金

沢支店）、西日本電信電話株式会社（金沢支社）、ＫＤＤＩ株式会社（北陸

総支社）、日本通運株式会社（金沢支店）、北陸電力株式会社（石川支店）、

株式会社ＮＴＴドコモ（北陸支社）、エヌ・ティ・ティコミュニケーション

ズ株式会社（北陸営業支店）、ソフトバンク株式会社（地域総務部(北陸)）、

福山通運株式会社（金沢支店）、佐川急便株式会社（北陸支店）、ヤマト運

輸株式会社（金沢主管支店）、イオン株式会社、ユニー株式会社、株式会社

セブン-イレブン・ジャパン、株式会社ローソン、株式会社ファミリーマー

ト、株式会社セブン＆アイ・ホールディングス 

 

 エ～オ（略） 

（２）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第 1 章 総則 
 

第１節（略） 

 

第２節 性格及び基本理念 

１（略） 

２基本理念等 

（１）用語 

ア～イ（略） 

ウ 指定公共機関 

災害対策基本法第２条第５号に定める公共機関で、この計画では、次に定

める機関をいう。 

日本郵便株式会社（北陸支社）、日本銀行（金沢支店）、日本赤十字社（石

川県支部）、日本放送協会（金沢放送局）、中日本高速道路株式会社（金沢

支社）、西日本旅客鉄道株式会社（金沢支社）、日本貨物鉄道株式会社（金

沢支店）、西日本電信電話株式会社（金沢支社）、ＫＤＤＩ株式会社（北陸

総支社）、日本通運株式会社（金沢支店）、北陸電力株式会社（石川支店）

及び北陸電力送配電株式会社（石川支社）、株式会社ＮＴＴドコモ（北陸支

社）、エヌ・ティ・ティコミュニケーションズ株式会社（北陸営業支店）、

ソフトバンク株式会社（地域総務部(北陸)）、福山通運株式会社（金沢支店）、

佐川急便株式会社（北陸支店）、ヤマト運輸株式会社（金沢主管支店）、イ

オン株式会社、ユニー株式会社、株式会社セブン-イレブン・ジャパン、株

式会社ローソン、株式会社ファミリーマート、株式会社セブン＆アイ・ホー

ルディングス 

 エ～オ（略） 

（２）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第３節   県、市町及び防災関係機関の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 

県、市町及び防災関係機関は、それぞれの所掌事務又は業務を通じて石川県の

地域に係る津波防災に寄与すべきものである。それぞれが津波防災に関して処理

すべき事務又は業務の大綱は、次のとおりとする。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３節   県、市町及び防災関係機関の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 

県、市町及び防災関係機関は、それぞれの所掌事務又は業務を通じて石川県の

地域に係る津波防災に寄与すべきものである。それぞれが津波防災に関して処理

すべき事務又は業務の大綱は、次のとおりとする。 
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現       行 修   正   案 備 考 

第４節 本県の特質と既往の津波災害 

１（略） 

２ 社会的要因とその変化 

地震・津波災害は、自然的条件に起因する災害と社会的条件によってもたら

される災害が同時複合的に現出するという特徴を持っている。 

被害を拡大する社会的要因としては、主として次のような点が指摘される。 

（１）～（６）（略） 

（新設） 

 

 

 

 

第５節（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第４節 本県の特質と既往の津波災害 

１（略） 

２ 社会的要因とその変化 

地震・津波災害は、自然的条件に起因する災害と社会的条件によってもたら

される災害が同時複合的に現出するという特徴を持っている。 

被害を拡大する社会的要因としては、主として次のような点が指摘される。 

（１）～（６）（略） 

（７）新たな感染症への対策 

  令和２年における新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、避難所におけ 

る避難者の過密抑制など感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する 

必要がある。 

 

第５節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 
 

第２章 津波災害予防計画 
 

第１節 防災知識の普及 

１～４（略） 

５ 住民に対する防災知識の普及 

（１）普及の方法 

 ア（略） 

 イ 広報媒体等による普及 

 （ア）～（イ）（略） 

 （ウ）防災に関するテキストやマニュアル等の印刷物による普及 

   防災啓発情報の発信に関する協定 

 

 

 

（エ）～（シ）（略） 

ウ（略） 

（２）普及の内容 

 ア～イ（略） 

 ウ 津波警報等や避難指示（緊急）等の意味と内容 

 エ～ク（略） 

６～７（略） 

 

第２節 県民及び事業者等のとるべき措置 

１（略） 

２ 県民のとるべき措置 

 
 

第２章 津波災害予防計画 
 

第１節 防災知識の普及 

１～４（略） 

５ 住民に対する防災知識の普及 

（１）普及の方法 

 ア（略） 

 イ 広報媒体等による普及 

 （ア）～（イ）（略） 

 （ウ）防災に関するテキストやマニュアル等の印刷物による普及 

（削除） 

 

 

 

（エ）～（シ）（略） 

ウ（略） 

（２）普及の内容 

 ア～イ（略） 

 ウ 津波警報等や避難指示等の意味と内容 

 エ～ク（略） 

６～７（略） 

 

第２節 県民及び事業者等のとるべき措置 

１（略） 

２ 県民のとるべき措置 
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現       行 修   正   案 備 考 

 平素から次のことに留意し､万一の場合に備えていく。 

 

 

 

（略） 

３ 事業者等のとるべき措置 

（１）（略） 

 平素から次のことに留意し､万一の場合に備えていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

３ 事業者等のとるべき措置 

（１）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（２）津波発生時には、次の事項に留意し、被害及び混乱の防止に努める。 

 

 

 

４（略） 

 

第３節（略） 

 

第４節 防災ボランティアの活動環境の整備 

１ 基本方針 

  津波等の災害による被害の拡大を防止するため、県、市町及び関係機関の迅

速かつ的確な対応にあわせ、住民による自主的かつきめ細かな対応も必要であ

る。 

  このため、県、市町及び関係機関は、ボランティアの防災活動が安全かつ円

滑に行われるよう活動環境の整備を図るとともに、ボランティアの自主性を尊

重しつつ、日本赤十字社、社会福祉協議会、ボランティア団体、ＮＰＯ、町会

（自治会）、民生委員、防災士、災害ボランティアコーディネーターなどとの

連携強化に努める。 

また、大規模・広域災害発生時においても、ボランティア活動が円滑かつ効

果的に行われるようコーディネート機能の強化を図るとともに、防災ボランテ

ィア活動に対する県民の理解促進のための広報活動に努める。 

 

（新設） 

 

 

 

 

２（略） 

（２）津波発生時には、次の事項に留意し、被害及び混乱の防止に努める。 

 

４（略） 

 

第３節（略） 

 

第４節 防災ボランティアの活動環境の整備 

１ 基本方針 

（１）津波等の災害による被害の拡大を防止するため、県、市町及び関係機関の

迅速かつ的確な対応にあわせ、住民による自主的かつきめ細かな対応も必要

である。 

   このため、県、市町及び関係機関は、ボランティアの防災活動が安全かつ

円滑に行われるよう活動環境の整備を図るとともに、ボランティアの自主性

を尊重しつつ、日本赤十字社、社会福祉協議会、ＮＰＯ、町会（自治会）、

民生委員、防災士、災害ボランティアコーディネーターなどとの連携強化を

図るとともに、中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援や活動調

整を行う組織）を含めた連携体制の構築を図る。 

   また、大規模・広域災害発生時においても、ボランティア活動が円滑かつ

効果的に行われるようコーディネート機能の強化を図るとともに、防災ボラ

ンティア活動に対する県民の理解促進のための広報活動に努める。 

（２）県及び市町は、行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し、平常時の

登録、研修制度、災害時における防災ボランティア活動の受入れや調整を行

う体制、防災ボランティア活動の拠点の確保、活動上の安全確保、被災者ニ

ーズ等の情報提供方策等について意見交換を行う情報共有会議の整備・強化

を、研修や訓練を通じて推進する。 

２（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

３ 防災ボランティアの受入体制等 

（１）～（３）（略） 

（新設） 

 

 

 

 

４ 防災ボランティアの育成 

（１）県、市町及び関係機関は、平時より積極的に防災ボランティアとして支援

活動を行う上での知識や技術について講習会、研修会を開催するとともに、

地域における防災訓練等においても町会(自治会)、民生委員、防災士など地

域住民と一体となった訓練を実施する。 

（２）県及び市町は、防災ボランティア活動に関する普及啓発を行い、県民や学

生、企業、ＮＰＯ等に積極的に参加を呼びかける。 

（３）～（５）（略） 

 

第５節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 防災ボランティアの受入体制等 

（１）～（３）（略） 

（４）災害廃棄物等の撤去等に係る連絡体制の構築等 

  市町は、社会福祉協議会、ＮＰＯ等関係機関との間で、被災家屋からの災害

廃棄物、がれき、土砂の撤去等に係る連絡体制を構築するものとする。また、

市町は、地域住民やＮＰＯ・ボランティア等への災害廃棄物の分別・排出方法

等に係る広報・周知を進める。 

４ 防災ボランティアの育成 

（１）県、市町及び関係機関は、平時より積極的に防災ボランティアとして支援

活動を行う上での知識や技術について講習会、研修会を開催するとともに、

地域における防災訓練等においても町会(自治会)、民生委員、防災士、ＮＰ

Ｏ・ボランティアなど地域住民と一体となった訓練を実施する。 

（２）県及び市町は、防災ボランティア活動に関する普及啓発を行い、県民や学

生、企業、ＮＰＯ・ボランティア等に積極的に参加を呼びかける。 

（３）～（５）（略） 

 

第５節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第６節 防災体制の整備 

１ 基本方針 

  津波災害時における応急、復旧対策を円滑に推進するには、平常時から防災

に係る組織体制の整備、充実に努めるとともに、各対策に必要な機能をできる

限り集約化していくことが必要である。このため、県及び市町は、応急復旧活

動のみならず、予防活動にも活用できる拠点として防災活動施設を整備する。 

また、県、市町及び防災関係機関は、それぞれの機関の防災中枢機能を果た

す施設・設備の充実及び災害に対する安全性の確保、総合的な防災機能を有す

る拠点・街区の整備、推進に努めるとともに、保有する施設・設備について、

代替エネルギーシステムの活用を含め自家発電設備、LPガス災害用バルク、燃

料貯蔵設備等の整備を図り、十分な期間の発電が可能となるような燃料の備蓄

等を行い、平常時から点検、訓練等に努める。 

さらに、地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により

地域の防災力向上を図るため、防災に関する政策・方針決定過程及び防災の現

場における女性や高齢者、障害者などの参画を拡大し、男女共同参画その他の

多様な視点を取り入れた防災体制の確立に努める。 

 

 

２ 県の活動体制 

（１）～（２）（略） 

（３）市町、防災関係機関等との緊急連絡体制等の構築 

ア～イ（略） 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

（４）（略） 

 

 

 

 

 

第６節 防災体制の整備 

１ 基本方針 

  津波災害時における応急、復旧対策を円滑に推進するには、平常時から防災

に係る組織体制の整備、充実に努めるとともに、各対策に必要な機能をできる

限り集約化していくことが必要である。このため、県及び市町は、応急復旧活

動のみならず、予防活動にも活用できる拠点として防災活動施設を整備する。 

また、県、市町及び防災関係機関は、それぞれの機関の防災中枢機能を果た

す施設・設備の充実及び災害に対する安全性の確保、総合的な防災機能を有す

る拠点・街区の整備、推進に努めるとともに、保有する施設・設備について、

代替エネルギーシステムや電動車の活用を含め自家発電設備、LPガス災害用バ

ルク、燃料貯蔵設備等の整備を図り、十分な期間（最低３日間）の発電が可能

となるような燃料の備蓄等を行い、平常時から点検、訓練等に努める。 

さらに、地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により

地域の防災力向上を図るため、防災に関する政策・方針決定過程及び防災の現

場における女性や高齢者、障害者などの参画を拡大し、男女共同参画その他の

多様な視点を取り入れた防災体制の確立に努めるほか、令和２年における新型 

コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、避難所における避難者の過密抑制など 

感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する。 

２ 県の活動体制 

（１）～（２）（略） 

（３）市町、防災関係機関等との緊急連絡体制等の構築 

ア～イ（略） 

ウ 県は、広域行政主体として、地域社会の迅速な復旧を図るため、多様なラ 

イフライン事業者を一堂に会して災害時の連携体制の確認等を行うなど相 

互協力体制を構築しておくよう努める。 

 エ 県は、大規模停電発生時に電源車の配備等、関係省庁、電気事業者等から 

円滑な支援を受けられるよう、あらかじめ、官公庁や避難所など重要施設が 

保有する施設の非常用電源の設置状況、最大燃料備蓄量、燃料確保先、給油 

口規格等を収集・整理し、リスト化を行うよう努める。 

（４）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

ア 県は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応援

の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生時

に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものとし、

協定締結などの連携強化にあたっては、実効性の確保に留意するものとす

る。なお、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらか

じめ、民間事業者との間で協定を締結しておくなど、協力体制を構築し、民

間事業者のノウハウや能力等を活用する。 

 

イ（略） 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（６）～（８）（略） 

（９）受援計画の策定等 

 県は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の地方公共団体及び

防災関係機関から応援を受けることができるよう、受援先の指定、受援に関

する連絡・要請の手順、災害対策本部との役割分担・連絡調整体制、応援機

関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制等に

ついて必要な準備を整えるとともに関係機関との情報の共有に努める。 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

（１０）～（１３）（略） 

（新設） 

 

 

 

 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

ア 県は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応援

の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生時

に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものとし、

協定締結などの連携強化にあたっては、訓練等を通じて、発災時の連絡先、

要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。なお、

民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじめ、民間

事業者との間で協定を締結しておくなど、協力体制を構築し、民間事業者の

ノウハウや能力等を活用する。 

イ（略） 

ウ 燃料については、あらかじめ、石油販売業者と、燃料の優先供給について 

協定の締結を推進するとともに、平時から受注機会の増大などに配慮するよ 

う努める。 

 エ 随意契約の活用による速やかな災害応急対策ができるよう、建設業団体等 

との災害協定の締結を推進するとともに、災害応急対策への協力が期待され 

る建設業団体等の担い手の確保・育成に取り組む。 

（６）～（８）（略） 

（９）受援計画の策定等 

ア 県は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の地方公共団体及び

防災関係機関から応援を受けることができるよう、受援先の指定、受援に関

する連絡・要請の手順、災害対策本部との役割分担・連絡調整体制、応援機

関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制等に

ついて必要な準備を整えるとともに関係機関との情報の共有に努める。 

 イ 県は、国や他の地方公共団体等からの応援職員を迅速・的確に受け入れて 

情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内全 

体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務スペ 

ースの確保を行う。 

ウ 県は，訓練等を通じて，応急対策職員派遣制度を活用した応援職員の受け 

入れについて，活用方法の習熟，発災時における円滑な活用の促進に努める。 

（１０）～（１３）（略） 

（１４）事業継続力強化支援計画の策定促進 

  県は、中小企業等による事業継続力強化計画に基づく取組等の防災・減災対

策の普及を促進するため、市町と商工会・商工会議所が連携して行う、事業継

続力強化支援計画の策定を促進する。 
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現       行 修   正   案 備 考 

（新設） 

 

 

 

（１４）災害廃棄物の処理体制の整備 

県は、災害廃棄物等の処理に関する基本方針を策定し、市町等へ周知を図る

とともに、大量の災害廃棄物の発生に備え、国、関係機関等とともに、広域的

な連携体制の整備に努める。 

  また、県は、災害廃棄物に関する情報や中部ブロック協議会の取組等に関し

て、ホームページ等において公開する等、周知に努める。 

（新設） 

 

 

 

 

 

３ 市町の活動体制 

（１）（略） 

（２）国、県との連絡体制等の整備 

市町は、避難勧告又は指示（緊急）を行う際に、国又は県に必要な助言を

求めることができるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくとと

もに、連絡先の共有を徹底しておくなど、必要な準備を整えておく。 

（３）～（４）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１５）災害発生時の中小企業等の被害状況の把握 

県は、あらかじめ市町、商工会・商工会議所等と連携体制を構築するなど、

災害発生時に中小企業等の被害状況を迅速かつ適切に把握できる体制の整備

に努める。 

（１６）災害廃棄物の処理体制の整備 

県は、災害廃棄物等の処理に関する基本方針を策定し、市町等へ周知を図る

とともに、大量の災害廃棄物の発生に備え、国、関係機関等とともに、広域的

な連携体制の整備に努める。 

  また、県は、災害廃棄物に関する情報や中部ブロック協議会の取組等に関し

て、ホームページ等において公開する等、周知に努める。 

（１７）男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

県は、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害対応について

庁内及び避難所等における連絡調整を行い、また、男女共同参画センターが地

域における防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時における男女共

同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について、防災担当部局と男

女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努める。 

３ 市町の活動体制 

（１）（略） 

（２）国、県との連絡体制等の整備 

市町は、避難指示を行う際に、国又は県に必要な助言を求めることができ

るよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、連絡先の共

有を徹底しておくなど、必要な準備を整えておく。 

（３）～（４）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

 ア（略） 

 イ 市町は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応

援の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生

時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものと

し、協定締結などの連携強化にあたっては、実効性の確保に留意するものと

する。なお、相互応援協定の締結にあたっては、近隣の地方公共団体に加え

て、大規模な災害等による同時被災を避ける観点から、遠方に所在する地方 

公共団体との間の協定締結も考慮する。 

また、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじ

め、民間事業者との間で協定を締結しておくなど、民間事業者のノウハウや

能力等を活用する。 

 

 

 

 

 ウ（略） 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（６）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

 ア（略） 

イ 市町は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応

援の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生

時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものと

し、協定締結などの連携強化にあたっては、訓練等を通じて、発災時の連絡 

先、要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。な

お、災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な場合に、他の地方公 

共団体からの物資の提供、人員の派遣、廃棄物処理等、相互に連携・協力し 

速やかに災害対応を実施できるよう、相互応援協定の締結に努めるものとす 

る。その際、近隣の地方公共団体に加えて、大規模な災害等による同時被災

を避ける観点から、遠方に所在する地方公共団体との間の協定締結も考慮す

る。 

また、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじ

め、民間事業者との間で協定を締結しておくなど、民間事業者のノウハウや

能力等を活用する。 

 ウ（略） 

エ 燃料については、あらかじめ、石油販売業者と、燃料の優先供給について 

協定の締結を推進するとともに、平時から受注機会の増大などに配慮するよ 

う努める。 

 オ 随意契約の活用による速やかな災害応急対策ができるよう、建設業団体等 

との災害協定の締結を推進するとともに、災害応急対策への協力が期待され 

る建設業団体等の担い手の確保・育成に取り組む。 

（６）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（７）受援計画の策定等 

   市町は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の地方公共団体及

び防災関係機関から応援を受けることができるよう、受援先の指定、受援に

関する連絡・要請の手順、災害対策本部との役割分担・連絡調整体制、応援

機関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制等

について必要な準備を整えるとともに関係機関との情報の共有に努める。 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

（８）～（１３）（略） 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

４（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

（７）受援計画の策定等 

 ア 市町は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の地方公共団体及

び防災関係機関から応援を受けることができるよう、受援先の指定、受援に

関する連絡・要請の手順、災害対策本部との役割分担・連絡調整体制、応援

機関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制等

について必要な準備を整えるとともに関係機関との情報の共有に努める。 

イ 市町は、国や他の地方公共団体等からの応援職員を迅速・的確に受け入れ 

て情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内 

全体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務ス 

ペースの確保を行う。 

ウ 市町は，訓練等を通じて，応急対策職員派遣制度を活用した応援職員の受 

け入れについて，活用方法の習熟，発災時における円滑な活用の促進に努め 

る。 

（８）～（１３）（略） 

（１４）事業継続力強化支援計画の策定 

  市町は、中小企業等による事業継続力強化計画に基づく取組等の防災・減災

対策の普及を促進するため，商工会・商工会議所と連携して、事業継続力強化

支援計画の策定に努める。 

（１５）災害発生時の中小企業等の被害状況の把握 

市町は、あらかじめ商工会・商工会議所等と連携体制を構築するなど、災害

発生時に中小企業等の被害状況を迅速かつ適切に把握できる体制の整備に努

める。 

（１６）男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

市町は、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害対応につい

て庁内及び避難所等における連絡調整を行い、また，男女共同参画センターが

地域における防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時における男女

共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について、防災担当部局と

男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努めるものとする。 

４（略） 

５ 人材確保方策 

  県、市町及びライフライン事業者は、発災後の円滑な応急対応、復旧・復興 

のため、災害対応経験者をリスト化するなど、災害時に活用できる人材を確保 

し、即応できる体制の整備に努める。 
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現       行 修   正   案 備 考 

第７節 通信及び放送施設災害予防 

１ 基本方針 

津波発生時には、通信施設の被害により住民等が災害の各種情報が得られな

くなるおそれがあり、また、防災関係機関相互の情報伝達も確保できなくなる

ことが予想されるので、県、市町及び防災関係機関は、転倒防止対策を含めた

情報通信設備の耐震性、耐浪性の確保に努めるとともに、多ルート化の整備等

必要な措置を講ずる。特に、耐災害性に優れている衛星系ネットワークは、大

規模災害発生時における輻輳の回避に留意しつつ、一体的な整備を図る。 

なお、要配慮者、災害により孤立化する危険のある地域の被災者、在宅での

避難者、応急仮設住宅として供与される賃貸住宅への避難者、所在が把握でき

る広域避難者、帰宅困難者等情報が入手困難な被災者等に対しても、確実に情

報伝達できるよう必要な体制の整備を図る。 

２ 通信用施設設備の整備 

（１）（略） 

（２）市町の整備 

ア 市町は、住民等に対する災害時の情報の迅速かつ的確な収集、伝達を図る

ため、地域の実情に応じて、防災行政無線（戸別受信機を含む。）、全国瞬

時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭを

含む。）、衛星携帯電話、携帯電話（緊急速報メール機能を含む。）、ソー

シャルメディア、ワンセグ、Ｌアラート（災害情報共有システム）等の多様

な情報伝達手段の整備促進を図り、通信の確保に努める。 

また、ヘリコプター映像等の外部からの被災情報を入手するため、防災行

政無線衛星系（VSAT）の活用を図る。 

さらに、孤立化が懸念される山間地集落等には、衛星携帯電話等の災害に

強い通信機器の配備に努める。 

 

 イ（略） 

（３）～（６）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

第７節 通信及び放送施設災害予防 

１ 基本方針 

津波発生時には、通信施設の被害により住民等が災害の各種情報が得られな

くなるおそれがあり、また、防災関係機関相互の情報伝達も確保できなくなる

ことが予想されるので、県、市町及び防災関係機関は、転倒防止対策を含めた

情報通信設備の耐震性、耐浪性の確保に努めるとともに、多ルート化の整備等

必要な措置を講ずる。特に、地域衛星通信ネットワーク等の耐災害性に優れて

いる衛星系ネットワークについて、一体的な整備を図る。 

なお、要配慮者、災害により孤立化する危険のある地域の被災者、在宅での

避難者、応急仮設住宅として供与される賃貸住宅への避難者、所在が把握でき

る広域避難者、帰宅困難者等情報が入手困難な被災者等に対しても、確実に情

報伝達できるよう必要な体制の整備を図る。 

２ 通信用施設設備の整備 

（１）（略） 

（２）市町の整備 

ア 市町は、住民等に対する災害時の情報の迅速かつ的確な収集、伝達を図る

ため、地域の実情に応じて、防災行政無線（戸別受信機を含む。）、全国瞬

時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭを

含む。）、衛星携帯電話、携帯電話（緊急速報メール機能を含む。）、ソー

シャルメディア、ワンセグ、Ｌアラート（災害情報共有システム）等の多様

な情報伝達手段の整備促進を図り、通信の確保に努める。 

また、ＩＰ通信網やケーブルテレビ網等のほか、ヘリコプター映像等の外

部からの被災情報を入手するため、防災行政無線衛星系（VSAT）の活用を図

る。 

さらに、孤立化が懸念される山間地集落等には、衛星携帯電話等の災害に

強い通信機器の配備に努める。 

 イ（略） 

（３）～（６）（略） 

 

 

 

 

 

 

 



 - 15 - 

現       行 修   正   案 備 考 

３ 石川県総合防災情報システム 

  県は、災害時の災害情報を共有し、的確な意思決定を図るため、県庁内防災

関係課、出先機関、市町、消防本部、国等の防災関係機関（各防災拠点）をネ

ットワークで結んだ「石川県総合防災情報システム」を整備し、災害情報の収

集、伝達に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４（略） 

 

第８節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 石川県総合防災情報システム 

  県は、災害時の災害情報を共有し、的確な意思決定を図るため、県庁内防災

関係課、出先機関、市町、消防本部、国等の防災関係機関（各防災拠点）をネ

ットワークで結んだ「石川県総合防災情報システム」を整備し、災害情報の収

集、伝達に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４（略） 

 

第８節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第９節 水害予防 

１～５（略） 

６ 避難準備措置の確立 

  市町長は、津波発生後の豪雨に伴って河川の水位が上昇したとき、若しくは 

高潮・高波により海岸で越波による二次災害が予想されるとき、又は石川県水

防計画に定める指定河川及び指定海岸に水防警報が発せられたときは、その状

況に応じて溢水あるいは破堤により直接被害を受けるおそれのある地域の住

民、滞在者その他の者に対し速やかに避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、

避難指示（緊急）を発令するなど、人の生命又は身体を災害から保護するため 

の避難準備措置を講ずる。 

また、県は、関係市町の長が行う避難勧告若しくは指示（緊急）又は「屋内 

安全確保」の指示の判断を支援するため、関係市町の長に河川の状況等を直接

伝えるなど、その通知に係る情報提供をする。 

７～８（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９節 水害予防 

１～５（略） 

６ 避難準備措置の確立 

  市町長は、津波発生後の豪雨に伴って河川の水位が上昇したとき、若しくは 

高潮・高波により海岸で越波による二次災害が予想されるとき、又は石川県水

防計画に定める指定河川及び指定海岸に水防警報が発せられたときは、その状

況に応じて溢水あるいは破堤により直接被害を受けるおそれのある地域の住

民、滞在者その他の者に対し速やかに高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保

を発令するなど、人の生命又は身体を災害から保護するための避難準備措置を

講ずる。 

また、県は、関係市町の長が行う避難指示等の判断を支援するため、関係市

町の長に河川の状況等を直接伝えるなど、その通知に係る情報提供をする。 

 

７～８（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第１０節 避難体制の整備 

１ 基本方針 

  津波被害の軽減には、早期の避難が最も重要であることから、市町は、最大

クラスの津波の襲来を予測した上で、住民が安全に避難できるよう、地域の実

情を踏まえて災害の危険が切迫した緊急時において安全が確保される指定緊

急避難場所（津波避難ビルを含む。）及び被災者が避難生活を送るための指定

避難所並びに避難路について、管理者の同意を得た上で、必要な数・規模の施

設等をあらかじめ指定し、町内会、自主防災組織等を通じて住民に周知徹底を

図るとともに、防災に関する諸活動の推進に当たり、公共用地の有効活用を図

る。 

また、避難所については、救護所及び仮設トイレの設置など生活環境の整備

のほか要配慮者にも配慮した施設等の整備や施設等の耐震性の向上に努める。 

さらに、あらかじめ自助、共助による運営を基本とした避難所運営マニュア

ルを作成し、普及に努める。 

この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避難所を運営でき

るように配慮するよう努める。 

なお、市町は、地域住民等の事前避難が必要と判断される場合には、必要に

応じ、住民等が避難するための施設を開放し、住民等に対し周知徹底を図るも

のとする。 

 

 

 

 

２ 指定緊急避難場所、指定避難所、避難路の指定等 

（略） 

（１）指定緊急避難場所 

 ア～エ（略） 

 オ 指定緊急避難場所への移動を原則とするものの、避難時の周囲の状況等に

より、指定緊急避難場所への移動を行うことがかえって危険を伴う場合等や

むを得ないと住民等自身が判断する場合は、「近隣の安全な場所」への移動

又は「屋内安全確保」を行うべきこと。 

 （ア）～（ウ）（略） 

 

 

 

第１０節 避難体制の整備 

１ 基本方針 

  津波被害の軽減には、早期の避難が最も重要であることから、市町は、最大

クラスの津波の襲来を予測した上で、住民が安全に避難できるよう、地域の実

情を踏まえて災害の危険が切迫した緊急時において安全が確保される指定緊

急避難場所（津波避難ビルを含む。）及び被災者が避難生活を送るための指定

避難所並びに避難路について、管理者の同意を得た上で、必要な数・規模の施

設等をあらかじめ指定し、町内会、自主防災組織等を通じて住民に周知徹底を

図るとともに、防災に関する諸活動の推進に当たり、公共用地の有効活用を図

る。 

また、避難所については、救護所及び仮設トイレの設置など生活環境の整備

のほか要配慮者にも配慮した施設等の整備や施設等の耐震性の向上に努める。 

さらに、あらかじめ自助、共助による運営を基本とした避難所運営マニュア

ルを作成し、普及に努める。 

この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避難所を運営でき

るように配慮するよう努める。 

なお、市町は、地域住民等の事前避難が必要と判断される場合には、必要に

応じ、住民等が避難するための施設を開放し、住民等に対し周知徹底を図るも

のとする。 

また、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の 

有無等に関わらず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情 

等について勘案しながら、あらかじめ受け入れる方策について定めるよう努め 

る。 

２ 指定緊急避難場所、指定避難所、避難路の指定等 

（略） 

（１）指定緊急避難場所 

ア～エ（略） 

（削除） 

 

 

 

 （ア）～（ウ）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（２）指定避難所 

 ア～オ（略） 

 カ 生活必需品等の供給 

   避難所には長時間滞在することも予想されるので、指定された避難所又は

その近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、医薬品等避難生

活に必要な物資等の備蓄に努めること。 

   また、避難所において、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、

マット、簡易ベッド、備蓄倉庫、非常用電源（再生可能エネルギーによる発

電や蓄電池の活用を含む。）、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、

洋式トイレなど高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等の要配慮者にも配慮した

施設・設備や相談等の支援を受けることができる体制の整備に努めること。 

 

  （略） 

（新設） 

 

 

 

キ～シ（略） 

（新設） 

 

 

（３）（略） 

（４）避難勧告・指示（緊急）等の判断基準の策定等 

ア 市町長は、避難指示（緊急）の意思決定を迅速・的確に実施するため、津

波警報等が発表された場合に直ちに避難指示（緊急）を発令することを基本

とした具体的な避難指示（緊急）の発令基準を設定するとともに、必要に応

じて見直すよう努める。また、市町は、首長不在時における発災に備え、避

難勧告等発令に係る代理規程を整備する。 

イ 市町は、躊躇なく避難勧告等を発令できるよう、平常時から災害時におけ 

る優先すべき業務を絞り込むとともに、当該業務を遂行するための役割を分

担するなど、全庁をあげた体制の構築に努める。 

ウ 県は、市町に対し、避難勧告等の発令基準の策定を支援するなど、国とと

もに、市町の防災体制確保に向けた支援を行う。 

３（略） 

 

（２）指定避難所 

 ア～オ（略） 

 カ 生活必需品等の供給 

   避難所には長時間滞在することも予想されるので、指定された避難所又は

その近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、医薬品、マスク、

消毒液等避難生活に必要な物資等の備蓄に努めること。 

   また、避難所において、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、

マット、簡易ベッド、備蓄倉庫、非常用電源（再生可能エネルギーによる発

電や蓄電池の活用を含む。）、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、

洋式トイレなど高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等の要配慮者にも配慮した

施設・設備や相談等の支援を受けることができる体制を整備し、必要に応じ

指定避難所の電力容量の拡大に努めること。 

  （略） 

  災害時における段ボール製品の調達等に関する協定 

 

 

 

キ～シ（略） 

ス 新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、感染症患者が発生 

した場合の対応を含め、平常時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携 

して、必要な場合には、ホテルや旅館等の活用も含めて検討するよう努める。 

（３）（略） 

（４）避難指示の発令基準の策定等 

ア 市町長は、避難指示の意思決定を迅速・的確に実施するため、津波警報等

が発表された場合に直ちに避難指示を発令することを基本とした具体的な

避難指示の発令基準を設定するとともに、必要に応じて見直すよう努める。

また、市町は、首長不在時における発災に備え、避難指示発令に係る代理規

程を整備する。 

イ 市町は、躊躇なく避難指示を発令できるよう、平常時から災害時におけ 

る優先すべき業務を絞り込むとともに、当該業務を遂行するための役割を分

担するなど、全庁をあげた体制の構築に努める。 

ウ 県は、市町に対し、避難指示の発令基準の策定を支援するなど、国ととも

に、市町の防災体制確保に向けた支援を行う。 

３（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

４ 二次避難支援体制の整備 

  高齢者や障害者等は一般の避難所では健康の維持・確保が困難な要素が多い

ことから、市町は、地区ごとの福祉避難所の指定など受入・支援体制の整備を

図る。 

  また、県の二次避難支援の指針を踏まえ、二次避難支援マニュアルを作成し、

関係団体との連携により、要配慮者の一般の避難所から福祉避難所への避難、

または、社会福祉施設への緊急入所、もしくは、医療機関への緊急入院を円滑

に行う体制の確保に努める。 

 

５～６（略） 

７ 避難誘導体制 

（１）市町等 

 ア 津波による危険が予想される市町は、具体的なシミュレーションや訓練の 

実施等を通じて、また、住民、自主防災組織、消防機関、警察、学校等の多 

様な主体の参画により、避難対象地域、避難場所・避難所、避難路、津波情 

報の収集・伝達の方法、避難勧告・指示（緊急）の具体的な発令基準、避難 

訓練の内容等を記載した、具体的かつ実践的な津波避難計画の策定等を行う 

とともに、その内容の住民等への周知徹底を図る。 

また、ハザードマップの整備、防災教育、防災訓練の充実、避難場所・津 

波避難ビル・避難所や避難路・避難階段の整備・確保等のまちづくりと一体 

となった地域防災力の向上に努める。 

 イ～カ（略） 

（２）～（３）（略） 

８（略） 

 

第１１節 要配慮者対策 

１（略） 

２ 在宅の要配慮者への配慮 

（１）～（６）（略） 

（７）福祉避難所の指定 

   市町は、高齢者や障害者等は一般の避難所では健康の維持・確保が困難な

要素が多いことから、地区ごとの福祉避難所の指定を進める。 

 

 

 

４ 二次避難支援体制の整備 

  高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持・確保が困

難な要素が多いことから、市町は、地区ごとの福祉避難所の指定など受入・支

援体制の整備を図る。 

  また、被災者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サービ

ス面での支援を行う県の災害派遣福祉チームの受け入れや関係団体との連携

により、要配慮者の避難所内の一般避難スペースから福祉避難所への避難、ま

たは、社会福祉施設への緊急入所、もしくは、医療機関への緊急入院を円滑に

行う体制の確保に努める。 

５～６（略） 

７ 避難誘導体制 

（１）市町等 

 ア 津波による危険が予想される市町は、具体的なシミュレーションや訓練の 

実施等を通じて、また、住民、自主防災組織、消防機関、警察、学校等の多 

様な主体の参画により、避難対象地域、避難場所・避難所、避難路、津波情 

報の収集・伝達の方法、避難指示の具体的な発令基準、避難訓練の内容等を

記載した、具体的かつ実践的な津波避難計画の策定等を行うとともに、その

内容の住民等への周知徹底を図る。 

また、ハザードマップの整備、防災教育、防災訓練の充実、避難場所・津 

波避難ビル・避難所や避難路・避難階段の整備・確保等のまちづくりと一体 

となった地域防災力の向上に努める。 

 イ～カ（略） 

（２）～（３）（略） 

８（略） 

 

第１１節 要配慮者対策 

１（略） 

２ 在宅の要配慮者への配慮 

（１）～（６）（略） 

（７）福祉避難所の指定 

   市町は、高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持

・確保が困難な要素が多いことから、地区ごとの福祉避難所の指定を進める。 

ア 要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられていること。 

イ 災害が発生した場合において要配慮者が相談等の支援を受けることが

できる体制が整備されていること。 



 - 20 - 

現       行 修   正   案 備 考 

 

 

（８）二次避難支援体制の整備 

   県は、市町の二次避難支援（要配慮者を一般の避難所から福祉避難所への

避難、または、社会福祉施設への緊急入所、もしくは、医療機関への緊急入

院の実施）に係る指針を作成するとともに、要配慮者の広域的な受入れや、

介助員等の広域的な供給体制の確保のためのマニュアル（以下、「広域調整

マニュアル」という。）を作成し、関係団体との協力体制の構築を図る。 

   市町は、県の二次避難支援の指針を踏まえ、二次避難支援マニュアルを作

成し、関係団体との連携により、福祉避難所への避難、緊急入所や緊急入院

の必要な要配慮者の受入体制の確保に努める。 

（９）（略） 

３ 社会福祉施設等の整備 

（１）（略） 

（２）防災設備等の整備 

社会福祉施設等の管理者は、できるだけ浸水の危険性の低い場所に施設を

立地するよう努めるものとし、やむを得ず浸水のおそれのある場所に立地す

る場合には、施設の災害に対する安全性を高めるため、施設の耐震診断、耐

震改修、耐浪化、防災設備の整備等に努めるとともに、電気、水道等の供給

停止に備えて、施設種別を考慮して利用者や職員の生活維持に必要な食料、

飲料水、医薬品等の備蓄及び情報通信手段の確保等を行う。 

また、非常用電源（再生可能エネルギーによる発電や蓄電池の活用を含む）

を備える施設については、その設置場所を工夫する。 

 

（３）（略） 

４（略） 

 

第１２節 緊急輸送体制の整備 

１～４（略） 

５ 民間事業者等の活用 

（１）（略） 

（２）県及び市町は、物資の調達・輸送に必要となる情報項目・単位の整理によ

る発注方法の標準化、物資の輸送拠点となる施設への非常用電源や非常用通

信設備の設置の推進、緊急通行車両等への優先的な燃料供給等、環境整備に

努める。 

ウ 主として要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保さ

れていること。 

（８）二次避難支援体制の整備 

   県は、被災者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サー

ビス面での支援を行う災害派遣福祉チームを派遣する体制を整備し、関係団

体や市町との協力体制の構築を図る。 

   市町は、国の福祉避難所の確保・運営ガイドラインを踏まえ、福祉避難所

マニュアルを作成し、関係団体との連携により、福祉避難所への避難、緊急

入所や緊急入院の必要な要配慮者の受入体制の確保に努める。 

 

 

（９）（略） 

３ 社会福祉施設等の整備 

（１）（略） 

（２）防災設備等の整備 

社会福祉施設等の管理者は、できるだけ浸水の危険性の低い場所に施設を

立地するよう努めるものとし、やむを得ず浸水のおそれのある場所に立地す

る場合には、施設の災害に対する安全性を高めるため、施設の耐震診断、耐

震改修、耐浪化、防災設備の整備等に努めるとともに、電気、水道等の供給

停止に備えて、施設種別を考慮して利用者や職員の生活維持に必要な食料、

飲料水、医薬品等の備蓄及び情報通信手段の確保等を行う。 

また、発災後72時間の事業継続が可能となる非常用電源（再生可能エネル

ギーによる発電や蓄電池の活用を含む）を確保するよう努め、その設置場所

を工夫する。 

（３）（略） 

４（略） 

 

第１２節 緊急輸送体制の整備 

１～４（略） 

５ 民間事業者等の活用 

（１）（略） 

（２）県及び市町は、物資の調達・輸送に必要となる情報項目・単位の整理によ

る発注方法の標準化、物資の輸送拠点となる施設への非常用電源、燃料貯蔵

設備及び非常用通信設備の設置の推進、緊急通行車両等への優先的な燃料供

給等、環境整備に努める。 
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（３）（略） 

 

第１３節 医療体制の整備 

１（略） 

２ 医療救護体制の整備 

（１）～（６）（略） 

（新設） 

 

 

 

３ 情報連絡体制 

（１）（略） 

（２）広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）（注１）による連絡体制 

ア  県は、震災・津波発生時において、医療機関の稼働状況、医師・看護師等

スタッフの状況、ライフラインの確保状況、医薬品等の保有状況などの災害

時医療に係る総合的な情報収集及び提供を行う広域災害・救急医療情報シス

テム（ＥＭＩＳ）が有効に機能するよう体制を整備しておく。 

 イ 広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）に参加する医療機関は、当

該システムに迅速で確実な情報の入力を行うため、複数の担当者を定め、入

力内容や操作などの研修・訓練を定期的に行っておく。 

（注１）広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ） 

（略） 

◯ システム参加機関 

  厚生労働省及び 47 都道府県 

  （石川県内参加機関） 

  医療機関  92、消防本部 11、医師会 10、保健福祉センター等 13 

（略） 

（３）（略） 

４～５（略） 

 

第１４節～第１５節（略） 

 

 

 

（３）（略） 

 

第１３節 医療体制の整備 

１（略） 

２ 医療救護体制の整備 

（１）～（６）（略） 

（７）災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾン 

災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンは、県が災害時

における医療提供体制及び関係団体等との連携を構築する際、県に対して適

宜助言を行う。 

３ 情報連絡体制 

（１）（略） 

（２）広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）（注１）による連絡体制 

ア  県は、震災・津波発生時において、医療機関の稼働状況、医師・看護師等

スタッフの状況、ライフラインの確保状況、医薬品等の保有状況などの災害

時医療に係る総合的な情報収集及び提供を行う広域災害・救急医療情報シス

テム（ＥＭＩＳ）が有効に機能するよう体制を整備しておく。 

 イ 広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）に参加する医療機関は、当

該システムに迅速で確実な情報の入力を行うため、複数の担当者を定め、入

力内容や操作などの研修・訓練を定期的に行っておく。 

（注１）広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ） 

（略） 

◯ システム参加機関 

  厚生労働省及び 47 都道府県 

  （石川県内参加機関） 

  医療機関  152、消防本部 11、医師会 10、保健福祉センター等 13 

（略） 

（３）（略） 

４～５（略） 

 

第１４節～第１５節（略） 
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第１６節 食料及び生活必需品等の確保 

１ 基本方針 

住宅の被災等による食料及び生活物資の喪失、流通機能の一時的な停止や低

下等が起こった場合には、被災者への生活救援物資の迅速な供給が必要であ

る。 

このため、県及び市町は、大規模な災害が発生した場合の被害及び外部支援

の時期を想定し、孤立が想定されるなど地域の地理的条件等も踏まえて、発災

直後から被災者に対して円滑に食料及び生活物資の供給が行われるよう物資

の備蓄・調達・輸送体制の整備を図る。なおこの際、要配慮者への配慮及び食

料の質の確保に留意する。 

また、女性の視点に立った支援物資の備蓄・供給（生理用品など）等の取り

組みを一層推進する。 

 

 

（略） 

２（略） 

３ 食料及び生活物資の確保 

（１）県は、市町の備蓄を補完するため、非常食等の備蓄に努める。 

なお、備蓄食料については、栄養や食事形態など要配慮者に配慮したもの

となるよう留意する。 

また、地震被害想定などを参考として、栄養や食事形態など要配慮者に配

慮した、避難者に必要とされる食料等の調達を行うための具体的方法を検討

し、災害発生時に迅速かつ適切に対処できるよう調達体制を整備するととも

に、それらの供給確保に努める。 

そのため、他の都道府県との災害援助協定の締結、事業者団体等との燃料

等の物資支援協定の締結、物資搬送体制の構築を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１６節 食料及び生活必需品等の確保 

１ 基本方針 

住宅の被災等による食料及び生活物資の喪失、流通機能の一時的な停止や低

下等が起こった場合には、被災者への生活救援物資の迅速な供給が必要であ

る。 

このため、県及び市町は、大規模な災害が発生した場合の被害及び外部支援 

の時期を想定し、孤立が想定されるなど地域の地理的条件や過去の災害等も踏

まえて、発災直後から被災者に対して円滑に食料、飲料水、生活必需品、燃料、

ブルーシート、土のう袋その他の物資の供給が行われるよう物資の備蓄・調達

・輸送体制の整備を図るとともに、物資調達・輸送調整等支援システムを活用

し、あらかじめ、備蓄物資や物資の拠点の登録に努める。なおこの際、要配慮

者への配慮及び食料の質の確保に留意する。 

また、女性の視点に立った支援物資の備蓄・供給（生理用品など）等の取り

組みを一層推進する。 

（略） 

２（略） 

３ 食料及び生活物資の確保 

（１）県は、市町の備蓄を補完するため、非常食等の備蓄に努める。 

なお、備蓄食料については、栄養や食事形態など要配慮者に配慮したもの

となるよう留意する。 

また、地震被害想定などを参考として、栄養や食事形態など要配慮者に配

慮した、避難者に必要とされる食料等の調達を行うための具体的方法を検討

し、災害発生時に迅速かつ適切に対処できるよう調達体制を整備するととも

に、それらの供給確保に努める。 

そのため、他の都道府県との災害援助協定の締結、事業者団体等との燃料等

の物資支援協定の締結、物資搬送体制の構築を図り、平時から、訓練等を 

通じて、物資の備蓄状況や輸送手段の確認を行うとともに、災害協定を締結 

した事業者団体等の発災時の連絡先、要請手続等の確認を行うよう努める。 
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（２）市町は、地震被害想定などを参考として、非常食の備蓄に努める。 

また、備蓄を行うにあたって、大規模な災害が発生した場合には、物資の

調達や輸送が平常時のようには実施できないという認識に立って、初期の対

応に十分な量の物資を備蓄するほか、物資の性格に応じ、集中備蓄又は避難

所の位置を勘案した分散備蓄を行うなどの観点に対しても配慮するととも

に、要配慮者向けの粉ミルクや柔らかい食品の備蓄、洋式仮設トイレなどの

避難所生活に必要な物資が適時・適切に配備されるよう、要配慮者に対する

備蓄物資を拡充する。 

さらに、非常食の備蓄を補完するとともに、栄養や食事形態など要配慮者

に配慮した、避難者に必要とされる食料等の調達方法を具体的に検討し、関

係業界等とあらかじめ協定を締結するなど、災害発生時に迅速かつ適切に対

処できるようそれらの供給体制を整備する。 

 

 

４～５（略） 

 

第１７節（略） 

 

第１８節 建築物等災害予防 

１（略） 

２ 防災上重要な公共建築物等の災害予防 

津波対策は、迅速かつ的確な情報伝達と適切な行動への指示が要求される。

これらの活動を円滑に進めるため、県及び市町等は、次の公共建築物等につい

ては、一層の耐震性、耐浪性、不燃性の確保を図る。さらに、できるだけ浸水

の危険性の低い場所に立地するよう整備するものとし、やむを得ず浸水地域に

立地する場合は、建物の耐浪化や非常用発電機の設置場所の工夫、情報通信施

設の整備や必要な物資の備蓄などに努める。 

また、(2)に掲げる建築物等については、要配慮者にも配慮した構造・設備

の確保を図る。 

（１）避難誘導、情報伝達及び救助等の防災業務の中心となる公共建築物等 

（２）災害時の緊急救護所、被災者の避難所等となる学校、社会福祉施設等の公

共建築物等 

 

 

３（略） 

（２）市町は、地震被害想定などを参考として、非常食の備蓄に努める。 

また、備蓄を行うにあたって、大規模な災害が発生した場合には、物資の

調達や輸送が平常時のようには実施できないという認識に立って、初期の対

応に十分な量の物資を備蓄するほか、物資の性格に応じ、集中備蓄又は避難

所の位置を勘案した分散備蓄を行うなどの観点に対しても配慮するととも

に、要配慮者向けの粉ミルクや柔らかい食品の備蓄、洋式仮設トイレなどの

避難所生活に必要な物資が適時・適切に配備されるよう、要配慮者に対する

備蓄物資を拡充する。 

さらに、非常食の備蓄を補完するとともに、栄養や食事形態など要配慮者

に配慮した、避難者に必要とされる食料等の調達方法を具体的に検討し、関

係業界等とあらかじめ協定を締結するなど、災害発生時に迅速かつ適切に対

処できるようそれらの供給体制を整備し、平時から、訓練等を通じて、物資 

の備蓄状況や輸送手段の確認を行うとともに、災害協定を締結した事業者団 

体等の発災時の連絡先、要請手続等の確認を行うよう努める。 

４～５（略） 

 

第１７節（略） 

 

第１８節 建築物等災害予防 

１（略） 

２ 防災上重要な公共建築物等の災害予防 

津波対策は、迅速かつ的確な情報伝達と適切な行動への指示が要求される。

これらの活動を円滑に進めるため、県及び市町等は、次の公共建築物等につい

ては、一層の耐震性、耐浪性、不燃性の確保を図る。さらに、できるだけ浸水

の危険性の低い場所に立地するよう整備するものとし、やむを得ず浸水地域に

立地する場合は、建物の耐浪化や非常用発電機の設置場所の工夫、情報通信施

設の整備や必要な物資の備蓄などに努める。 

また、(2)に掲げる建築物等については、要配慮者にも配慮した構造・設備

の確保を図る。 

（１）避難誘導、情報伝達及び救助等の防災業務の中心となる公共建築物等 

（２）災害時の緊急救護所、被災者の避難所等となる学校、社会福祉施設等の公

共建築物等 

さらに、県は平時から、公共建築物等の管理者に対して，あらかじめ，燃料 

備蓄の補給状況等，災害に備えた事前の準備状況の確認を行うよう努める。 

３（略） 
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４ 文化財災害予防 

（１）（略） 

（２）事前対策 

 ア（略） 

イ 津波対策 

   県教育委員会及び市町教育委員会は、文化財の津波被害からの保護を図る

ため、必要な計画を立てるとともに、所有者、管理者に対して、津波対策の

必要性を啓発する。 

   県教育委員会は、自らが管理する文化財の津波対策を実施するほか、文化

財の保存管理が万全に行われるように指導、助言する。 

 ウ  民間団体との連携 

   県教育委員会又は市町教育委員会は、文化財保護のため、平常時から、民

間団体等との連携を強化する。 

５～６（略） 

 
第１９節 公共施設災害予防 

１ 基本方針 

道路、海岸、港湾、漁港、河川、公園、上水道、下水道、電力、電信電話、

鉄道等の公共施設は、住民の日常生活及び社会、経済活動に欠くことのできな

いものであり、また、津波発生後の災害復旧のための重要な使命を担っている。

また、道路、公園等は、緊急時における避難場所としての活用可能性も有して

いる。 

このため、津波に強いまちづくりを行うに当たっては、都市計画等とも連携

し、津波浸水の危険性の低い地域を居住地域とするような土地利用計画や避難

関連施設の計画的整備、公共施設の耐浪化及び被害軽減のための共同溝等の整

備などの諸施策を実施するとともに、交通・通信施設間の連携強化を図るなど、

大規模災害発生時の輸送・通信手段を確保し、津波発生時の被害を最小限にと

どめるよう予防措置に努める。特に、３次医療機関等の人命に関わる重要施設

に対しては、早期に復旧できるよう体制等を強化する。 

 

２（略） 

 

 

 

 

４ 文化財災害予防 

（１）（略） 

（２）事前対策 

 ア（略） 

イ 津波対策 

   県教育委員会及び市町又は市町教育委員会は、文化財の津波被害からの保

護を図るため、必要な計画を立てるとともに、所有者、管理者に対して、津

波対策の必要性を啓発する。 

   県教育委員会は、自らが管理する文化財の津波対策を実施するほか、文化

財の保存管理が万全に行われるように指導、助言する。 

 ウ  民間団体との連携 

   県教育委員会、市町又は市町教育委員会は、文化財保護のため、平常時か

ら、民間団体等との連携を強化する。 

５～６（略） 

 

第１９節 公共施設災害予防 

１ 基本方針 

道路、海岸、港湾、漁港、河川、公園、上水道、下水道、電力、電信電話、

鉄道等の公共施設は、住民の日常生活及び社会、経済活動に欠くことのできな

いものであり、また、津波発生後の災害復旧のための重要な使命を担っている。

また、道路、公園等は、緊急時における避難場所としての活用可能性も有して

いる。 

このため、津波に強いまちづくりを行うに当たっては、都市計画等とも連携

し、津波浸水の危険性の低い地域を居住地域とするような土地利用計画や避難

関連施設の計画的整備、公共施設の耐浪化及び被害軽減のための共同溝等の整

備などの諸施策を実施するとともに、交通・通信施設間の連携強化を図るなど、

大規模災害発生時の輸送・通信手段を確保し、津波発生時の被害を最小限にと

どめるよう予防措置に努める。特に、３次医療機関等の人命に関わる重要施設、

電気、通信等のライフライン施設については、早期に復旧できるよう体制等を

強化する。 

２（略） 
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３ 海岸、港湾、漁港、河川の整備対策 

（１）海岸、港湾、漁港の整備 

 ア～イ（略） 

（新設） 

 

（２）（略） 

４～５（略） 

６ 電力施設の整備対策 

電力供給事業者は、津波災害時における電力の供給を確保するため、電力施

設の耐震性・耐浪性の強化を図るとともに、平常時から電力設備の防護対策に

努める。 

 

 

 

 

（１）～（２）（略） 

７ 通信施設の整備対策 

  津波災害時における通信機能の確保は、社会的な混乱の防止、災害対策の迅

速かつ的確な実施の上からも極めて重要であり、電信電話、専用通信、放送等

の施設設備の安全性の確保及び耐震化、耐浪化、耐火並びに多ルート化に努め

る。 

 

 

 

 

 

（１）～（５）（略） 

８～１１（略） 

 

第２０節（略） 
 
 
 
 
 

３ 海岸、港湾、漁港、河川の整備対策 

（１）海岸、港湾、漁港の整備 

 ア～イ（略） 

 ウ 港湾については、近年の高波災害を踏まえ、耐波性能の照査や既存施設の

補強を推進する。 

（２）（略） 

４～５（略） 

６ 電力施設の整備対策 

電力供給事業者は、津波災害時における電力の供給を確保するため、電力施

設の耐震性・耐浪性の強化を図るとともに、平常時から電力設備の防護対策に

努める。 

また、県、電力供給事業者及び電気通信事業者は、倒木等により電力供給網

に支障が生じることへの対策として、地域性を踏まえつつ、事前伐採等による

予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた、相互の連携の拡大に努める。

なお、事前伐採等の実施に当たっては、市町との協力に努める。 

（１）～（２）（略） 

７ 通信施設の整備対策 

  津波災害時における通信機能の確保は、社会的な混乱の防止、災害対策の迅

速かつ的確な実施の上からも極めて重要であり、非常用電源の整備等による通

信設備の防災対策、電信電話、専用通信、放送等の安全な設置場所の確保など

による施設設備の安全性の確保及び耐震化、耐浪化、耐火並びに多ルート化に

努める。 

また、県、電力供給事業者及び電気通信事業者は、倒木等により電力供給網

に支障が生じることへの対策として、地域性を踏まえつつ、事前伐採等による

予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた、相互の連携の拡大に努める。

なお、事前伐採等の実施に当たっては、市町との協力に努める。 

（１）～（５）（略） 

８～１１（略） 

 

第２０節（略） 
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第３章 津波災害応急対策計画 
 

第１節 初動体制の確立 

１～７（略） 

８ 災害応急対策の総合調整 

（１）総合調整 

ア 県は、国が非常災害現地対策本部又は緊急災害現地対策本部を設置した場

合、相互に連絡調整を図りつつ、応急対策を円滑に実施する。 

 

 

 イ～エ（略） 

（２）（略） 

９ 受援体制の確立 

（略） 

（１）～（５）（略） 

（６）各種団体に対する応援要請 

知事は、災害応急対策を実施するため必要があると認めるとき、次の応援協定

に基づき、各種団体に対して、応援を要請する。 

ア～カ（略） 

キ 災害時における衛生材料の供給等に関する協定 

（本章第 11 節「災害医療及び救急医療」参照） 

 

 

 

ク 災害時における医療機器の供給等に関する協定 

（本章第 11 節「災害医療及び救急医療」参照） 

 

 

 

 

ケ 災害時における医療用ガスの供給等に関する協定 

（本章第 11 節「災害医療及び救急医療」参照） 

（略） 

 
 

第３章 津波災害応急対策計画 
 

第１節 初動体制の確立 

１～７（略） 

８ 災害応急対策の総合調整 

（１）総合調整 

ア 県は、国が非常災害現地対策本部又は緊急災害現地対策本部を設置した場

合、相互に連絡調整を図りつつ、応急対策を円滑に実施する。 

また、国が現地において連絡会議及び調整会議を開催した場合、応急措置 

状況や被災市町を通じて把握した被災地の状況等を関係省庁等と共有する。 

 イ～エ（略） 

（２）（略） 

９ 受援体制の確立 

（略） 

（１）～（５）（略） 

（６）各種団体に対する応援要請 

知事は、災害応急対策を実施するため必要があると認めるとき、次の応援協定

に基づき、各種団体に対して、応援を要請する。 

ア～カ（略） 

（削除） 

 

 

 

 

キ 災害時における医療機器及び衛生材料の供給等に関する協定 

（本章第 11 節「災害医療及び救急医療」参照） 

 

 

 

 

ク 災害時における医療用ガスの供給等に関する協定 

（本章第 11 節「災害医療及び救急医療」参照） 

（略） 
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コ 災害救助犬の出動に関する協定書（本章第 13 節「救助・救急活動」参照） 

（略） 

サ 災害時における交通誘導及び地域安全の確保等の業務に関する協定 

（本章第 16 節「災害警備及び交通規制」参照） 

（略） 

 シ 災害時における棺等葬祭用品の供給および遺体の搬送等に関する協定 

（本章第 17 節「行方不明者の捜索、遺体の収容・埋葬」参照） 

（略） 

 ス 災害時における応急対策工事に関する基本協定 

（本章第 20 節「公共土木施設等の応急対策」参照） 

（略） 

 セ 災害時における応援業務に関する協定 

（本章第 20 節「公共土木施設等の応急対策」参照） 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

ソ～チ（略） 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

ツ 災害応急対策用貨物自動車による物資の緊急・救護輸送等に関する協定書 

（本章第 25 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 

 

ケ 災害救助犬の出動に関する協定書（本章第 13 節「救助・救急活動」参照） 

（略） 

コ 災害時における交通誘導及び地域安全の確保等の業務に関する協定 

（本章第 16 節「災害警備及び交通規制」参照） 

（略） 

 サ 災害時における棺等葬祭用品の供給および遺体の搬送等に関する協定 

（本章第 17 節「行方不明者の捜索、遺体の収容・埋葬」参照） 

（略） 

シ 災害時における応急対策工事に関する基本協定 

（本章第 20 節「公共土木施設等の応急対策」参照） 

（略） 

 ス 災害時における応援業務に関する協定 

（本章第 20 節「公共土木施設等の応急対策」参照） 

（略） 

セ 大規模災害時における土木施設調査の協定 

（本章第 20 節「公共土木施設等の応急対策」参照） 

ソ～チ（略） 

ツ 大規模災害発生時における炊き出し支援に関する協定 

（本章第 23 節「生活必需品の供給」参照） 

テ 災害時における建築物等の解体・撤去等に関する協定 

（本章第 24 節「障害物の除去」参照） 

 

 

 
 

ト 災害応急対策用貨物自動車による物資の緊急・救護輸送等に関する協定書 

（本章第 25 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 
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（新設） 

 

 

 

 

 テ 災害時等における海上緊急輸送業務に関する協定 

（本章第 25 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 

 ト 災害応急対策用物資の保管等に関する協定書 

（本章第 25 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 

 ナ 地震等大規模災害時における公共建築物の清掃及び消毒等に関する協定 

（本章第 27 節「防疫、保健衛生活動」参照） 

（略） 

 ニ 災害時の応援業務に関する協定 

（本章第 27 節「防疫、保健衛生活動」参照） 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 
 

 ヌ 災害ボランティア活動への支援に関する協定 

（本章第 28 節「ボランティア活動の支援」参照） 

（略） 

 ネ 災害時における応急仮設住宅の建設に関する基本協定 

（本章第 30 節「住宅の応急対策」参照） 

（略） 

 ノ 災害時における民間賃貸住宅等の提供等に関する協定 

（本章第 30 節「住宅の応急対策」参照） 

（略） 

（７）～（８）（略） 

 

ナ 災害時におけるタクシー車両による緊急輸送に関する協定 

（本章第 25 節「輸送手段の確保」参照） 

 ニ 災害時等における海上緊急輸送業務に関する協定 

（本章第 25 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 

 ヌ 災害応急対策用物資の保管等に関する協定書 

（本章第 25 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 

 ネ 地震等大規模災害時における公共建築物の清掃及び消毒等に関する協定 

（本章第 27 節「防疫、保健衛生活動」参照） 

（略） 

 ノ 災害時の応援業務に関する協定 

（本章第 27 節「防疫、保健衛生活動」参照） 

（略） 

ハ 災害時における被災動物救護活動に関する協定 

（本章第 27 節「防疫、保健衛生活動」参照） 

 

 

 

  

ヒ 災害ボランティア活動への支援に関する協定 

（本章第 28 節「ボランティア活動の支援」参照） 

（略） 

 フ 災害時における応急仮設住宅の建設に関する基本協定 

（本章第 30 節「住宅の応急対策」参照） 

（略） 

 ヘ 災害時における民間賃貸住宅等の提供等に関する協定 

（本章第 30 節「住宅の応急対策」参照） 

（略） 

（７）～（８）（略） 
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１０ 広域応援協力体制の確立 

県及び市町は、大規模な災害等が発生し、県下市町又は他の都道府県等が

被災した場合には、速やかに必要な応援体制を確立する。なお、職員を派遣

する場合は、地域や災害の特性等を考慮した職員の選定に努める。 

（１）県 

知事は、県下市町はもとより、広域応援県市、又は他の被災都道府県等に

対し、速やかに広域応援協力が図れるよう次の措置を講ずる。 

ア～ウ（略） 

（新設） 

 

 

 

 

（２）（略） 

１１（略） 

 

第２節 大津波警報・津波警報・注意報の発表 

 大津波警報・津波警報・注意報の発表のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１（略） 

１０ 広域応援協力体制の確立 

県及び市町は、大規模な災害等が発生し、県下市町又は他の都道府県等が

被災した場合には、速やかに必要な応援体制を確立する。なお、職員を派遣

する場合は、地域や災害の特性等を考慮した職員の選定に努める。 

（１）県 

知事は、県下市町はもとより、広域応援県市、又は他の被災都道府県等に

対し、速やかに広域応援協力が図れるよう次の措置を講ずる。 

ア～ウ（略） 

エ 被災地の状況把握 

 県職員は、被災市町に赴いた際には、災害対応の進捗状況等を的確に把 

握するとともに、その状況に応じて、被災市町から積極的に人的支援ニー 

ズを把握し、関係省庁及び都道府県との情報共有を図り、必要な職員の応援 

が迅速に行われるよう努める。 

（２）（略） 

１１（略） 

 

第２節 大津波警報・津波警報・注意報の発表 

 大津波警報・津波警報・注意報の発表のフロー 
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現       行 修   正   案 備 考 

２ 警報・注意報等の種類、発表基準等 

県及び市町等は、直下型地震では緊急地震速報が間に合わないといった技術

的な限界があることを正しく理解したうえで、的確に身を守る行動をとるよ

う、住民に対し普及啓発を図る。 

（１）津波警報等の種類及び発表基準等 

ア 大津波警報、津波警報、津波注意報の発表等 

気象庁は、地震が発生した時は地震の規模や位置を速やかに推定し、これ

らをもとに沿岸で予想される津波の高さを求め、地震が発生してから約３分

を目標に大津波警報、津波警報又は津波注意報（以下これらを「津波警報等」

という）を津波予報区単位で発表する。 

津波警報等とともに発表する予想される津波の高さは、通常は５段階の数

値で発表する。ただし、地震の規模がマグニチュード８を超えるような巨大

地震に対しては津波警報等発表の時点では、その海域における最大の津波想

定等をもとに津波警報等を発表する。その場合、最初に発表する大津波警報

や津波警報では、予想される津波の高さを「巨大」や「高い」という言葉を

用いて発表し、非常事態であることを伝える。予想される津波の高さを「巨

大」などの言葉で発表した場合には、その後、地震の規模が精度よく求めら

れた時点で津波警報等を更新し、津波情報では予想される津波の高さも数値

で発表する。 

１（略） 

２ 警報・注意報等の種類、発表基準等 

県及び市町等は、直下型地震では緊急地震速報が間に合わないといった技術

的な限界があることを正しく理解したうえで、的確に身を守る行動をとるよ

う、住民に対し普及啓発を図る。 

（１）津波警報等の種類及び発表基準等 

ア 大津波警報、津波警報、津波注意報の発表等 

気象庁は、地震が発生した時は地震の規模や位置を速やかに推定し、これ

らをもとに沿岸で予想される津波の高さを求め、津波による災害の発生が予

想される場合には、地震が発生してから約３分を目標に大津波警報、津波警

報又は津波注意報（以下これらを「津波警報等」という）を津波予報区単位

で発表する。 

津波警報等とともに発表する予想される津波の高さは、通常は５段階の数

値で発表する。ただし、地震の規模がマグニチュード８を超えるような巨大

地震は地震の規模を数分内に精度よく推定することが困難であることから、

津波警報等発表の時点では、その海域における最大の津波想定等をもとに津

波警報等を発表する。その場合、最初に発表する大津波警報や津波警報では、

予想される津波の高さを「巨大」や「高い」という言葉を用いて発表し、非

常事態であることを伝える。予想される津波の高さを「巨大」などの言葉で

発表した場合には、その後、地震の規模が精度よく求められた時点で津波警

報等を更新し、津波情報では予想される津波の高さも数値で発表する。 
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現       行 修   正   案 備 考 

津波警報等の種類と発表される津波の高さ等 

 

 イ（略） 

（２）津波情報 

 ア（略） 

 

津波警報等の種類と発表される津波の高さ等 

 

 

 イ（略） 

（２）津波情報 

 ア（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 津波情報の種類と発表内容 

 

 

（略） 

（※２）（略） 

イ（略） 

（３）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 津波情報の種類と発表内容 

（略） 

（※３）（略） 

イ（略） 

（３）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

３ 地震及び津波警報等発表の流れ 

 

 

３ 地震及び津波警報等発表の流れ 
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現       行 修   正   案 備 考 

４ 津波に関する予報の伝達 

（１）（略） 

（２）津波警報等の伝達 

 ア 津波警報等伝達系統 

  気象庁が発表した津波警報等は、津波警報等伝達系統図により直ちに関係機

関へ伝達する。 

  津波警報等伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 津波に関する予報の伝達 

（１）（略） 

（２）津波警報等の伝達 

 ア 津波警報等伝達系統 

  気象庁が発表した津波警報等は、津波警報等伝達系統図により直ちに関係機

関へ伝達する。 

  津波警報等伝達系統図 
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現       行 修   正   案 備 考 

５ 津波災害発生直前の対策 

（１）安全な避難誘導 

市町は、大津波警報、津波警報、避難勧告等を住民に周知し、迅速・的確

な避難行動に結びつけるよう、状況に応じたその伝達内容等についてあらか

じめ定めておく。 

また、市町は、大津波警報・津波警報・注意報が発表された場合又は津波 

による浸水が発生すると判断した場合は、速やかに的確な避難勧告・指示（緊

急）を行い、安全かつ効率的な避難誘導を行う。その際、対象者にもれなく

実施し、要配慮者にも配慮したわかりやすい伝達に心がける。さらに、強い

揺れを伴わないいわゆる津波地震や遠地地震に関しては、住民の避難意識が

ない状態で突然津波が押し寄せることのないよう、津波警報等や避難指示

（緊急）等の発表・発令・伝達体制を整える。 

なお、発令基準の策定・見直しに当たっては、災害の危険度を表す情報等

の活用について、それらの情報を取り扱う県や金沢地方気象台等との連携に

努める。 

（２）～（３）（略） 

６（略） 

 

第３節 災害情報の収集・伝達 

１～２（略） 

３ 情報収集体制及び伝達系統の確立 

（１）被害規模に関する概括的情報の収集・連絡 

ア 県 

（ア）市町からの情報収集及び119番通報に係る状況の情報 

県は、市町等から情報を収集するとともに、119番通報に係る状況等の

情報を含めて、災害規模に関する概括的情報を把握し、特に、市町が報告

を行うことができなくなったときは、被災地への職員派遣、ヘリコプター

等の機材や各種通信手段の効果的活用等により、あらゆる手段を尽くして

積極的に情報収集を行い、これらの情報を消防庁に報告する。また、必要

に応じ、関係省庁及び関係地方公共団体に連絡する。 

（イ）（略） 

 イ～ウ（略） 

（２）（略） 

 

 

５ 津波災害発生直前の対策 

（１）安全な避難誘導 

市町は、大津波警報、津波警報、避難指示等を住民に周知し、迅速・的確

な避難行動に結びつけるよう、状況に応じたその伝達内容等についてあらか

じめ定めておく。 

また、市町は、大津波警報・津波警報・注意報が発表された場合又は津波 

による浸水が発生すると判断した場合は、速やかに的確な避難指示を行い、

安全かつ効率的な避難誘導を行う。その際、対象者にもれなく実施し、要配

慮者にも配慮したわかりやすい伝達に心がける。さらに、強い揺れを伴わな

いいわゆる津波地震や遠地地震に関しては、住民の避難意識がない状態で突

然津波が押し寄せることのないよう、津波警報等や避難指示の発表・発令・

伝達体制を整える。 

なお、発令基準の策定・見直しに当たっては、災害の危険度を表す情報等

の活用について、それらの情報を取り扱う県や金沢地方気象台等との連携に

努める。 

（２）～（３）（略） 

６（略） 

 

第３節 災害情報の収集・伝達 

１～２（略） 

３ 情報収集体制及び伝達系統の確立 

（１）被害規模に関する概括的情報の収集・連絡 

ア 県 

（ア）市町からの情報収集及び119番通報に係る状況の情報 

県は、市町等から情報を収集するとともに、119番通報に係る状況等の

情報を含めて、災害規模に関する概括的情報を把握し、特に、市町が報告

を行うことができなくなったときは、被災地への職員派遣、ヘリコプター、

無人航空機等の機材や各種通信手段の効果的活用等により、あらゆる手段

を尽くして積極的に情報収集を行い、これらの情報を消防庁に報告する。

また、必要に応じ、関係省庁及び関係地方公共団体に連絡する。 

（イ）（略） 

 イ～ウ（略） 

（２）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（３）災害情報収集に係る各機関の実施事項等 

ア 県等 

（ア）県（本庁）・県教育委員会 

a～ｃ（略） 

ｄ 被害状況等の情報収集は、市町から行うことを原則とするが、緊急に現

地の被害状況を把握する必要がある場合は、消防救急無線等を利用し、情

報を収集する。 

また、区域内の市町において通信手段の途絶等が発生し、被害情報等の

報告が十分なされていないと判断する場合等にあっては、調査のための職

員派遣、ヘリコプター等の機材や各種通信手段の効果的活用により、あら

ゆる手段を尽くして被害情報等の把握に努める。なお、収集した情報は、

内容に応じて市町に伝達する。 

e （略） 

（イ）（略） 

イ～エ（略） 

オ 関係機関等の協力関係 

   県、市町、指定地方行政機関、指定公共機関及び指定地方公共機関並びに

防災上重要な施設の管理者は、災害事態についての認識を一致させ、迅速な

意思決定を行うために、相互で連絡する手段や体制を確保し、被害状況の調

査及び報告に当たって緊密に連絡をとること、関係機関で連絡調整のための

職員を相互に派遣すること、災害対策本部長の求めに応じて情報の提供、意

見の表明を行うことなどにより、情報共有を図るよう努める。 

   道路等の途絶によるいわゆる孤立集落については、早期解消の必要がある

ことから、国、指定公共機関、県及び市町は、それぞれの所管する道路のほ

か、通信、電気、ガス、上下水道等のライフラインの途絶状況を把握すると

ともに、その復旧状況と併せて、県及び市町に連絡する。また、県及び市町

は、当該地域における備蓄の状況、医療的援助が必要な者など要配慮者の有

無の把握に努める。 

 

 

 カ（略） 

（４）航空機等による被害状況の把握 

 ア 県は、消防防災ヘリコプターの活用により、迅速かつ的確に被害状況等の 

情報収集、伝達活動を行う。（本章第5節「消防防災ヘリコプターの活用等」 

参照） 

（３）災害情報収集に係る各機関の実施事項等 

ア 県等 

（ア）県（本庁）・県教育委員会 

a～ｃ（略） 

ｄ 被害状況等の情報収集は、市町から行うことを原則とするが、緊急に現

地の被害状況を把握する必要がある場合は、消防救急無線等を利用し、情

報を収集する。 

また、区域内の市町において通信手段の途絶等が発生し、被害情報等の

報告が十分なされていないと判断する場合等にあっては、調査のための職

員派遣、ヘリコプター、無人航空機等の機材や各種通信手段の効果的活用

により、あらゆる手段を尽くして被害情報等の把握に努める。なお、収集

した情報は、内容に応じて市町に伝達する。 

e （略） 

（イ）（略） 

イ～エ（略） 

オ 関係機関等の協力関係 

   県、市町、指定地方行政機関、指定公共機関及び指定地方公共機関並びに

防災上重要な施設の管理者は、災害事態についての認識を一致させ、迅速な

意思決定を行うために、相互で連絡する手段や体制を確保し、被害状況の調

査及び報告に当たって緊密に連絡をとること、関係機関で連絡調整のための

職員を相互に派遣すること、災害対策本部長の求めに応じて情報の提供、意

見の表明を行うことなどにより、情報共有を図るよう努める。 

   道路等の途絶によるいわゆる孤立集落については、早期解消の必要がある

ことから、国、指定公共機関、県及び市町は、それぞれの所管する道路のほ

か、通信サービス、電気、ガス、上下水道等のライフラインの途絶状況を把

握するとともに、その復旧状況と併せて、県及び市町に連絡する。また、県

及び市町は、当該地域における備蓄の状況、医療的援助が必要な者など要配

慮者の有無の把握に努める。 

県及び電気事業者等は、それぞれが所有する電源車、発電機等の現時点の

配備状況等を確認の上、リスト化するよう努めるものとする。 

 カ（略） 

（４）航空機による災害状況の把握 

ア 県は、消防防災ヘリコプター及び無人航空機の活用により、迅速かつ的確 

に被害状況等の情報収集・伝達活動を行う。（本章第5節「消防防災ヘリコ 

プターの活用等」参照） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 イ（略） 

（５）～（８）（略） 

４ 収集すべき情報 

（略） 

（１）～（２）（略） 

（３）速報及び被害状況等の報告様式 

ア～タ（略） 

 チ 避難勧告・指示（緊急） 

 

 

 

 

 ツ（略） 

 災害（事故）緊急報告書（第 報）（略） 

 避難勧告等の発令状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ（略） 

（５）～（８）（略） 

４ 収集すべき情報 

（略） 

（１）～（２）（略） 

（３）速報及び被害状況等の報告様式 

 ア～タ（略） 

 チ 避難指示 

 

 

 

 

 ツ（略） 

 災害（事故）緊急報告書（第 報）（略） 

 避難指示等の発令状況 
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現       行 修   正   案 備 考 

被害状況即報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）被害状況等の判定基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害状況即報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）被害状況等の判定基準 
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現       行 修   正   案 備 考 

第４節 通信手段の確保 

 

 

 

１（略） 

２ 通信手段の利用方法等 

（略） 

（１）～（２）（略） 

（３）非常通信 

ア（略） 

イ 非常通信協議会 

   知事は、災害対策に必要と認めるときは、北陸地方非常通信協議会（事務  

  局：北陸総合通信局無線通信部陸上課）に対して、非常通信の取扱いについ 

て要請する。なお、災害応急対策機関は、応急対策を円滑迅速に処理するた 

め、北陸地方非常通信協議会と緊密な連携に努める。 

 

ウ～エ（略） 

（４）～（９）（略） 

３（略） 

 

第５節（略） 

 

第６節 災害広報 

１～２（略） 

３ 広報の内容 

（１）（略） 

 

 

第４節 通信手段の確保 

 

 

 

１（略） 

２ 通信手段の利用方等 

（略） 

（１）～（２）（略） 

（３）非常通信 

ア（略） 

イ 非常通信協議会 

   知事は、災害対策に必要と認めるときは、北陸地方非常通信協議会（事務  

  局：北陸総合通信局無線通信部陸上課）に対して、非常通信の取扱いについ 

て要請する。なお、災害応急対策機関は、応急対策を円滑迅速に処理するた 

め、北陸地方非常通信協議会と緊密に連携し、訓練等を通じて、実効性の確 

保に努める。 

ウ～エ（略） 

（４）～（９）（略） 

３（略） 

 

第５節（略） 

 

第６節 災害広報 

１～２（略） 

３ 広報の内容 

（１）（略） 
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（２）被災者に対する広報 

 

 

４ 広報手段等 

（１）（略） 

（２）各種情報提供 

県及び市町は、安否情報、交通情報、各種問い合わせ先等を随時入手した

いというニーズに応えるため、広く報道機関や情報関連会社等の協力を得

て、迅速に的確な情報が提供できるよう努める。 

   また、被災者のおかれている生活環境、居住環境等が多様であることに鑑

み、情報を提供する際に活用する媒体に配慮する。特に、避難所にいる被災

者は情報を得る手段が限られていることから、被災者生活支援に関する情報

については紙媒体でも情報提供を行うなど、適切に情報提供がなされるよう

努める。 

   なお、市町は、やむを得ず避難所に滞在することができない車中避難者を

含む避難所外避難者に対する情報提供にも努める。 

 ア（略） 

 イ インターネットの活用 

（新設） 

 

 
 

 ウ（略） 

 エ 紙媒体の活用 

 オ～ク（略） 

（新設） 

５～６（略） 

 

（２）被災者に対する広報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 広報手段等 

（１）（略） 

（２）各種情報提供 

県及び市町は、安否情報、交通情報、各種問い合わせ先等を随時入手した

いというニーズに応えるため、広く報道機関や情報関連会社等の協力を得

て、迅速に的確な情報を提供する。 

   また、被災者のおかれている生活環境、居住環境等が多様であることに鑑

み、情報を提供する際に活用する媒体に配慮する。特に、避難所にいる被災

者は情報を得る手段が限られていることから、被災者生活支援に関する情報

については紙媒体でも情報提供を行うなど、適切に情報提供がなされるもの

とする。 

   なお、市町は、やむを得ず避難所に滞在することができない車中避難者を

含む避難所外避難者に対する情報提供にも努める。 

 ア（略） 

 イ インターネットの活用 

   災害に係る情報発信等に関する協定 

 

 

 

 ウ（略） 

 エ 紙媒体の活用（チラシの張り出し、配布） 

 オ～ク（略） 

 ケ 広報車の活用 

５～６（略） 
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７節～第８節（略） 

 

第９節 避難誘導等 

 避難誘導のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ ライフライン情報の提供等 

電気事業者は、停電時にインターネット等を使用できない被災者に対する被 

害情報等の伝達に係る体制の整備に努める。 

  また、電気通信事業者は、通信の仕組みや代替通信手段の提供等について利 

用者への周知に努めるとともに、通信障害が発生した場合の被災者に対する情 

報提供体制の整備を図るものとする。 

  県、市町及びライフライン事業者は、住民等からの問い合わせ等に対応する 

体制について、あらかじめ計画しておくものとする。 

 

第７節～第８節（略） 

 

第９節 避難誘導等 

 避難誘導のフロー 
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１（略） 

２ 避難の勧告又は指示の実施 

  市町長等は、次の措置を講じる。 

（１）市町長（災害対策基本法第６０条） 

ア 震災が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身 

体を震災から保護し、震災の拡大を防止するため特に必要があると認めると 

きは、市町長は、必要と認める地域の居住者等に対し、避難のための立退き 

を勧告し、及び急を要すると認めるときは避難のための立退きを指示すると 

ともに、必要があると認めるときは、その立ち退き先を指示する。市町長は

これらの指示を行ったときは、速やかに知事に報告する。 

また、避難の必要がなくなったときは、直ちにその旨を公示し、知事に報 

告する。 

イ（略） 

（２）警察官、海上保安官（災害対策基本法第６１条、警察官職務執行法（昭和 

２２年法律第１３６号）） 

前記（１）の市町長による避難のための立退き若しくは「屋内安全確保」

を指示することができないと認めるとき、又は市町長から要求があったとき

警察官又は海上保安官は、必要と認める地域の居住者等に避難のための立退

き又は「屋内安全確保」を指示することができる。 

なお、避難のための立退きを指示する場合において、必要があると認めら

れるときはその立退き先を指示する。立退き先を指示したときは、直ちに市

町長に通知する。 

また、災害の状況により特に急を要する場合には、警察官は、危害を受け

るおそれのある者に対して避難等の措置をとる。 

（３）水防管理者（市町長、水防事務組合の長）（水防法（昭和24年法律第193

号）第21条） 

溢水又は破堤により著しい危険が切迫していると認められるときは、必要

と認める地域の居住者に対して、避難のための立退きを指示する。 

 

（４）知事又はその命を埋めた職員（水防法第21条）（地すべり等防止法（昭和

33年法律第30号） 

溢水又は破堤、あるいは地すべりにより著しく危険が切迫していると認め

られるときは、必要と認める区域の居住者に対して避難のための立退きの指

示をする。 

（５）（略） 

１（略） 

２ 避難の指示の実施 

  市町長等は、次の措置を講じる。 

（１）市町長（災害対策基本法第６０条） 

ア 震災が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身 

体を震災から保護し、震災の拡大を防止するため特に必要があると認めると 

きは、市町長は、必要と認める地域の必要と認める居住者等に対し、避難の

ための立退きを指示するとともに、必要があると認めるときは、その立ち退

き先を指示する。市町長はこれらの指示を行ったときは、速やかに知事に報

告する。 

また、避難の必要がなくなったときは、直ちにその旨を公示し、知事に報 

告する。 

イ（略） 

（２）警察官、海上保安官（災害対策基本法第６１条、警察官職務執行法（昭和 

２２年法律第１３６号）） 

前記（１）の市町長による避難のための立退き若しくは「緊急安全確保」

を指示することができないと認めるとき、又は市町長から要求があったとき

警察官又は海上保安官は、必要と認める地域の必要と認める居住者等に避難

のための立退き又は「緊急安全確保」を指示することができる。 

なお、避難のための立退きを指示する場合において、必要があると認めら

れるときはその立退き先を指示する。立退き先を指示したときは、直ちに市

町長に通知する。 

また、災害の状況により特に急を要する場合には、警察官は、危害を受け

るおそれのある者に対して避難等の措置をとる。 

（３）水防管理者（市町長、水防事務組合の長）（水防法（昭和24年法律第193

号）第21条） 

溢水又は破堤により著しい危険が切迫していると認められるときは、必要

と認める地域の必要と認める居住者等に対して、避難のための立退きを指示

する。 

（４）知事又はその命を埋めた職員（水防法第21条）（地すべり等防止法（昭和

33年法律第30号） 

溢水又は破堤、あるいは地すべりにより著しく危険が切迫していると認め

られるときは、必要と認める区域の必要と認める居住者等に対して避難のた

めの立退きの指示をする。 

（５）（略） 
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（６）相互の連絡協力 

（１）から（５）に掲げる者は、それぞれの措置をとった場合は、相互に 

通知､報告するとともに、避難の措置が迅速かつ適切に実施されるよう協力

する。 

また、県及び指定地方行政機関は、市町から求めがあった場合には、避難 

指示（緊急）又は避難勧告の対象地域、判断時期等について助言する。また、

県は、時機を失することなく避難勧告等が発令されるよう、市町に積極的に

助言する。 

（７）避難勧告等の発令方法 

避難勧告等の発令に当たっては、住民が生命に係わる危険な状況であるこ

とを認識できるよう、危険の切迫性に応じて避難勧告等の伝達文の内容を工

夫すること、その対象者を明確にすること、対象者ごとにとるべき避難行動

がわかるように伝達することなど、具体的でわかりやすい内容で発令するよ

う努める。 

なお、避難勧告等の解除に当たっては、十分に安全性の確認に努める。 

３ 避難の勧告又は指示の内容及びその周知 

（１）避難の勧告又は指示の内容 

避難の勧告又は指示をする場合、市町長等は、次の内容を明示する。 

（略） 

（２）住民への周知 

市町長等は、避難の勧告又は指示を行う場合には、地域住民等に対して市 

町防災行政無線（戸別受信機を含む。）、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬ

ＥＲＴ）、有線放送、広報車、サイレン、ケーブルテレビ、インターネット、

携帯電話、Ｌアラート（災害情報共有システム）等多様な情報伝達手段を使

用し、あるいは報道機関等を通じて、迅速かつ安全に避難できるよう周知徹

底を図る。 

また、市町は、発災時（災害が発生するおそれがある場合を含む。）には、

必要に応じ、避難準備・高齢者等避難開始の発令等とあわせて指定緊急避難

場所等を開放し、住民等に対し周知徹底を図る。 

なお、避難勧告等が発令された場合の安全確保措置としては、指定緊急避

難場所への移動を原則とするものの、避難時の周囲の状況等により、指定緊

急避難場所への移動を行うことがかえって危険を伴う場合等やむを得ない

と住民等自身が判断する場合は、「近隣の安全な場所」への移動又は「屋内

安全確保」を行うべきことについて、住民等への周知徹底に努める。 

４（略） 

（６）相互の連絡協力 

（１）から（５）に掲げる者は、それぞれの措置をとった場合は、相互に 

通知､報告するとともに、避難の措置が迅速かつ適切に実施されるよう協力

する。 

また、県及び指定地方行政機関は、市町から求めがあった場合には、避難 

指示の対象地域、判断時期等について助言する。また、県は、時機を失する

ことなく避難指示が発令されるよう、市町に積極的に助言する。 

 

（７）避難指示の発令方法 

避難指示の発令に当たっては、住民が生命に係わる危険な状況であること

を認識できるよう、危険の切迫性に応じて避難指示の伝達文の内容を工夫す

ること、その対象者を明確にすること、対象者ごとにとるべき避難行動がわ

かるように伝達することなど、具体的でわかりやすい内容で発令するよう努

める。 

なお、避難指示の解除に当たっては、十分に安全性の確認に努める。 

３ 避難の指示の内容及びその周知 

（１）避難の指示の内容 

避難の指示をする場合、市町長等は、次の内容を明示する。 

（略） 

（２）住民への周知 

市町長等は、避難の指示を行う場合には、地域住民等に対して市町防災行 

政無線（戸別受信機を含む。）、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、

有線放送、広報車、サイレン、ケーブルテレビ、インターネット、携帯電話、

Ｌアラート（災害情報共有システム）等多様な情報伝達手段を使用し、ある

いは報道機関等を通じて、迅速かつ安全に避難できるよう周知徹底を図る。 

また、市町は、発災時（災害が発生するおそれがある場合を含む。）には、

必要に応じ、高齢者等避難の発令等とあわせて指定緊急避難場所等を開放

し、住民等に対し周知徹底を図る。 

なお、避難指示等が発令された場合の避難行動としては、指定緊急避難場

所、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等への避難を基本とするものの、ハ

ザードマップ等を踏まえ、自宅等で身の安全を確保することができる場合

は、住民自らの判断で「屋内安全確保」を行うことや、避難時の周囲の状況

等により、指定緊急避難場所等への避難がかえって危険を伴う場合は、「緊

急安全確保」を行うべきことについて、住民等への周知徹底に努める。 

４（略） 
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５ 警戒区域設定の周知等 

（１）警戒区域の設定を行った者は、避難の勧告又は指示と同様に、住民への周

知及び関係機関への連絡を行う。 

（２）（略） 

６ 避難者の誘導 

  避難者の誘導は、警察官、市町の職員等が行うが、誘導に当たっては各地区

又は一集落の単位ごとの集団避難を心掛け、避難路等の安全を確認するととも

に、要配慮者に十分配慮する。 

また、地域住民も可能な限り積極的に協力する。 

なお、避難者を誘導する職員等の安全確保についても十分配慮する。 

県及び市町は、災害の実態に応じて、飼養者によるペット動物との同行避難

を呼びかける。 

 

 

７ 避難所の開設及び運営 

（１）市町 

ア 避難所の開設が必要な場合は、市町地域防災計画及び避難所運営マニュア

ルの定めるところにより、地元警察署等と十分連絡を図り、避難所を開設す

る。なお、市町のみでは困難なときは、県に応援を要請する。 

   また、二次災害の発生のおそれのある危険場所等の把握に努めるほか、

避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の

途絶による孤立が続くと見込まれる場合は、あらかじめ指定避難所に指定

されていたとしても原則として開設しないものとする。 
 

 

 

 

イ 避難生活の対象者 

 

 

 

 

ウ 避難所を設置したときは、直ちに次の事項を県に報告する。 

 

エ～ケ（略） 

５ 警戒区域設定の周知等 

（１）警戒区域の設定を行った者は、避難の指示と同様に、住民への周知及び関

係機関への連絡を行う。 

（２）（略） 

６ 避難者の誘導 

  避難者の誘導は、警察官、市町の職員等が行うが、誘導に当たっては各地区

又は一集落の単位ごとの集団避難を心掛け、避難路等の安全を確認するととも

に、要配慮者に十分配慮する。市町は、避難誘導に当たっては、避難場所及び

避難路や避難先、浸水想定区域等の所在、災害の概要その他の避難に資する情

報の提供に努める。 

また、地域住民も可能な限り積極的に協力する。 

なお、避難者を誘導する職員等の安全確保についても十分配慮する。 

県及び市町は、災害の実態に応じて、飼養者によるペット動物との同行避難

を呼びかける。 

７ 避難所の開設及び運営 

（１）市町 

ア 避難所の開設が必要な場合は、市町地域防災計画及び避難所運営マニュア

ルの定めるところにより、地元警察署等と十分連絡を図り、あらかじめ施設

の安全性を確認した上で、避難所を開設する。なお、市町のみでは困難なと

きは、県に応援を要請する。 

  また、二次災害の発生のおそれのある危険場所等の把握に努めるほか、避

難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶

による孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に指定避難所を設置・維持

することの適否を検討するものとする。 

   被災地において、感染症の発生、拡大が見られる場合は、防災部局と保健

福祉部局が連携して、感染対策として必要な措置を講じるよう努める。 
 

イ 避難生活の対象者 

 

 

 

 

ウ 避難所を設置したときは、関係機関等による支援が円滑に講じられるよ 

う、直ちに次の事項を県に報告する。 

エ～ケ（略） 
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コ 男女双方の視点の取り入れ 

避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保や避難所の運営における

女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等に配

慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品・女性

用下着の女性による配布、巡回警備や防犯ブザーの配布等による避難所におけ

る安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所の運営に努

める。 

 サ～シ（略） 

（新設） 

 

 

 

（２）県 

   県は、市町からの報告により避難所の開設状況を把握するとともに必要に

応じて支援及び調整を行う。 

また、市町から避難所開設について応援の要請を受けたときは、警察に通

知するとともに、被災市町に隣接する市町長に必要な応援等することを指示

をする。 

市町から要配慮者の二次避難に関する応援の要請を受けたときは、「広域

調整マニュアル」に基づき、二次避難の受入先や、介助員となる専門的人材

の確保について、広域的な調整を行う。 

 

８ 広域避難対策 

（１）～（２）（略） 

（３）広域一時滞在 

 ア～ウ（略） 

 エ 市町は、避難所を指定する際に併せて広域一時滞在の用にも供することに

ついても定めるなど、他の市町村からの被災者を受け入れることができる施

設等をあらかじめ決定しておくよう努める。 

（４）（略） 

９～１０（略） 

 

 

 

 

コ 男女双方の視点の取り入れ 

避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保や避難所の運営における

女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等に配

慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品・女性

用下着の女性による配布、巡回警備や防犯ブザーの配布等による避難所におけ

る安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所の運営管理

に努める。 

 サ～シ（略） 

ス ペット動物の飼育場所の確保等 

   市町は、必要に応じて、ペット動物のための避難スペースの確保等に努め

るとともに、ペットの一時預かり等必要な支援を獣医師会や動物取扱業者等

から受けられるよう、連携に努める。 

（２）県 

   県は、市町からの報告により避難所の開設状況を把握するとともに必要に

応じて支援及び調整を行う。その際には、その情報を国に共有するよう努め

るものとする。 

また、市町から避難所開設について応援の要請を受けたときは、警察に通

知するとともに、被災市町に隣接する市町長に必要な応援等することを指示

をする。 

市町から要配慮者の二次避難に関する応援の要請を受けたときは、「広域

調整マニュアル」に基づき、二次避難の受入先や、介助員となる専門的人材

の確保について、広域的な調整を行う。 

８ 広域避難対策 

（１）～（２）（略） 

（３）広域一時滞在 

 ア～ウ（略） 

 エ 市町は、避難所を指定する際に併せて広域一時滞在の用にも供することに

ついても定めるなど、他の市町村からの被災住民を受け入れることができる

施設をあらかじめ決定しておくよう努める。 

（４）（略） 

９～１０（略） 
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第１０節 要配慮者の安全確保 

１～４（略） 

５ 外国人に対する対策 

県及び市町は、災害時、迅速に外国人の安否確認に努めるとともに、外国人

が孤立しないよう、各種情報の収集、提供ができる体制の整備等に努める。 

（１）市町は、広報車や防災無線等により、外国語による広報を行い外国人の安

全かつ迅速な避難誘導に努める。また、相談窓口等を開設し、災害に関する

外国人のニーズの把握に努める。 

（２）県は、テレビ、ラジオ、インターネット等を活用し､外国語による情報提

供に努める。また、隣接県や国際交流団体、大学等に通訳者、語学ボランテ

ィアの派遣の可否等を確認（言語、人員等）し、必要に応じて派遣要請を行

うとともに、市町へ派遣するなど、支援に努める。 

 

 

（新設） 

 

 

 

第１１節 災害医療及び救急医療 

１（略） 

２ 情報収集・提供 

ア 県は、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）、衛星電話、災害時

優先電話、ＭＣＡ無線などにより、医療機関の稼働状況、医師・看護師等ス

タッフの状況、ライフラインの確保状況、医薬品等の保有状況、ＤＭＡＴ及

び医療救護班の活動状況等を把握し、公益社団法人石川県医師会等の医療関

係団体、医療関係機関（大学病院、独立行政法人国立病院機構、公的病院及

び日本赤十字社石川県支部等）への情報提供を行う。 

   なお、住民等への情報提供については、「第６節 災害広報」による。 

 イ 県は、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）、衛星電話、災害時

優先電話、ＭＣＡ無線などにより、ＤＭＡＴ及び医療救護班へ活動に必要な

情報を提供する。 

  広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ） 

 （略） 

 

 

第１０節 要配慮者の安全確保 

１～４（略） 

５ 外国人に対する対策 

県及び市町は、災害時、迅速に外国人の安否確認に努めるとともに、外国人

が孤立しないよう、各種情報の収集、提供ができる体制の整備等に努める。 

（１）市町は、広報車や防災無線等により、外国語による広報を行い外国人の安

全かつ迅速な避難誘導に努める。また、災害多言語支援センターなどの相談

窓口等を開設し、災害に関する外国人のニーズの把握に努める。 

（２）県は、テレビ、ラジオ、インターネット等を活用し､外国語による情報提

供に努める。また、大規模な災害が発生し、多くの外国人が被災することが

見込まれる場合は、石川県災害多言語支援センターを設置し、隣接県や国際

交流団体、大学等に通訳者、語学ボランティアの派遣の可否等を確認（言語、

人員等）のうえ、必要に応じて派遣要請を行うとともに、市町へ派遣するな

ど、支援に努める。 

（３）県は、国が実施する研修を通じて、災害時に行政等から提供される災害や

生活支援等に関する情報を整理し、避難所等にいる外国人被災者のニーズと

のマッチングを行う災害時外国人支援情報コーディネーターの育成を図る。 

 

第１１節 災害医療及び救急医療 

１（略） 

２ 情報収集・提供 

ア 県は、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）、衛星電話、災害時

優先電話、ＭＣＡ無線などにより、医療機関の稼働状況、医師・看護師等ス

タッフの状況、ライフラインの確保状況、医薬品等の保有状況、ＤＭＡＴ及

び医療救護班の活動状況等を把握し、公益社団法人石川県医師会等の医療関

係団体、医療関係機関（大学病院、独立行政法人国立病院機構、公的病院及

び日本赤十字社石川県支部等）への情報提供を行う。 

   なお、住民等への情報提供については、「第６節 災害広報」による。 

 イ 県は、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）、衛星電話、災害時

優先電話、ＭＣＡ無線などにより、ＤＭＡＴ及び医療救護班へ活動に必要な

情報を提供する。 

  広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ） 

 （略） 
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 〇 システム参加機関 

 厚生労働省及び 47 都道府県 

 （石川県内参加機関） 

 医療機関  92、消防本部 11、医師会 10、保健福祉センター等 13 

 （略） 

３ ＤＭＡＴ・医療救護班派遣・受入体制 

（１）（略） 

（２）県 

ア（略） 

イ 県は、必要と認める場合、又は市町からの要請があった場合は、ＤＭＡＴ

を派遣するほか、医療救護班を派遣する。 

 

ウ（略） 

エ 医療救護班の派遣 

（ア）災害医療支援室は、地域の医療ニーズを的確に把握し、医療救護班の受

入れ・派遣について、派遣元の医療関係団体と被災地域等との調整を行う。 

 

 

（イ）～（オ）（略） 

オ～カ（略） 

（３）～（５）（略） 

（６）公益社団法人石川県医師会 

 ア  公益社団法人石川県医師会は、県から「災害時の医療救護に関する協定書」

に基づく医療救護班の派遣要請があったときは、被災地外の地区医師会に対

して、医療救護活動等を要請する。 

イ  要請を受けた地区医師会は、医療救護班を派遣し、医療救護活動を行う。 

   

災害時の医療救護に関する協定 

（略） 

（７）～（１０）（略） 

４（略） 

 

 

 

 

 〇 システム参加機関 

 厚生労働省及び 47 都道府県 

 （石川県内参加機関） 

 医療機関  152、消防本部 11、医師会 10、保健福祉センター等 13 

 （略） 

３ ＤＭＡＴ・医療救護班派遣・受入体制 

（１）（略） 

（２）県 

ア（略） 

イ 県は、必要と認める場合、又は市町からの要請があった場合は、ＤＭＡＴ

を派遣するほか、医療救護班を派遣する。その際、災害医療コーディネータ

ー及び災害時小児周産期リエゾンから、適宜助言及び支援を受ける。 

ウ（略） 

エ 医療救護班の派遣 

（ア）災害医療支援室は、地域の医療ニーズを的確に把握し、医療救護班の受

入れ・派遣について、派遣元の医療関係団体と被災地域等との調整を行う。

その際、災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンから、適

宜助言及び支援を受ける。 

（イ）～（オ）（略） 

オ～カ（略） 

（３）～（５）（略） 

（６）公益社団法人石川県医師会 

 ア  公益社団法人石川県医師会は、県から「災害時の医療救護に関する協定書」

に基づく医療救護班（ＪＭＡＴ）の派遣要請があったときは、被災地外の地

区医師会に対して、医療救護活動等を要請する。 

イ  要請を受けた地区医師会は、医療救護班（ＪＭＡＴ）を派遣し、医療救護

活動を行う。 

  災害時の医療救護に関する協定 

（略） 

（７）～（１０）（略） 

４（略） 
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５ 災害時後方医療体制 

 ア 医療施設又は救護所では対応できない重症患者や特殊な医療を要する患

者については、災害拠点病院や大学病院等に搬送し、治療を行う。 

 

 

 イ（略） 

６ 重症患者等の搬送体制 

（１）搬送者及び搬送先の選定 

   搬送に当たっては、負傷の程度、患者の状態等を勘案し、搬送者及び搬送

先の適切な選定に留意して行う。 

 

（２）（略） 

７ 他県等からの傷病者の受入体制 

   県は、国、他県等から傷病者の受入要請があったときは、医療機関や消防

機関等の関係機関と調整の上、石川ＤＭＡＴを派遣するなど、国が選定した

広域搬送拠点における医療の確保を行うとともに、搬送されてきた傷病者の

医療機関への受入調整を行う。 

 

８ 医薬品等及び輸血用血液の供給体制 

（１）～（２）（略） 

（３）県災害対策本部 

 ア 医薬品等 

   市町災害対策本部から医薬品等の要請を受けた場合は、備蓄医薬品等を供

給し、不足する場合は県内医薬品等卸業者に調達を要請する。 

   県内で調達できない場合は、広域応援県市に対して緊急輸送を要請する。 

 （ア）（略） 

 （イ）災害時における衛生材料の供給等に関する協定 

   

 

 

 

 

 

 

 

５ 災害時後方医療体制 

 ア 医療施設又は救護所では対応できない重症患者や特殊な医療を要する患

者については、災害拠点病院や大学病院等に搬送し、治療を行う。その際、

災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンから、適宜助言及

び支援を受ける。 

 イ（略） 

６ 重症患者等の搬送体制 

（１）搬送者及び搬送先の選定 

   搬送に当たっては、負傷の程度、患者の状態等を勘案し、搬送者及び搬送

先の適切な選定に留意して行う。その際、災害医療コーディネーター及び災

害時小児周産期リエゾンから、適宜助言及び支援を受ける。 

（２）（略） 

７ 他県等からの傷病者の受入体制 

   県は、国、他県等から傷病者の受入要請があったときは、医療機関や消防

機関等の関係機関と調整の上、石川ＤＭＡＴを派遣するなど、国が選定した

広域搬送拠点における医療の確保を行うとともに、搬送されてきた傷病者の

医療機関への受入調整を行う。その際、災害医療コーディネーター及び災害

時小児周産期リエゾンから、適宜助言及び支援を受ける。 

８ 医薬品等及び輸血用血液の供給体制 

（１）～（２）（略） 

（３）県災害対策本部 

 ア 医薬品等 

   市町災害対策本部から医薬品等の要請を受けた場合は、備蓄医薬品等を供

給し、不足する場合は県内医薬品等卸業者に調達を要請する。 

   県内で調達できない場合は、広域応援県市に対して緊急輸送を要請する。 

 （ア）（略） 

（削除） 
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 （ウ）災害時における医療機器の供給等に関する協定 

 

 

 

 

（エ）（略） 

イ（略） 

９～１２（略） 

 

第１２節～第１４節（略） 

 

第１５節 災害救助法の適用 

１～４（略） 

５ 災害救助法に基づく救助の実施 

（１）～（３）（略） 

 

（４）知事は、「災害救助法による医療及び助産救助の委託協定書（昭和31年7 

月16日）」による救助が必要と認めた場合、日本赤十字社石川県支部に対し 

て必要事項を要請する。 

６～７（略） 

災害発生からの応急救助までのフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）災害時における医療機器及び衛生材料の供給等に関する協定 

   

 

 

 

（ウ）（略） 

イ（略） 

９～１２（略） 

 
第１２節～第１４節（略） 

 

第１５節 災害救助法の適用 

１～４（略） 

５ 災害救助法に基づく救助の実施 

（１）～（３）（略） 

 

（４）知事は、「災害救助法に基づく業務委託契約書（令和2年12月25日）」に 

よる救助が必要と認めた場合、日本赤十字社石川県支部に対して必要事項を 

要請する。 

６～７（略） 

災害発生からの応急救助までのフロー 
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別紙  災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙  災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 - 51 - 

現       行 修   正   案 備 考 
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第１６節 災害警備及び交通規制 

１（略） 

２ 災害警備体制 

（略） 

（１）～（３）（略） 

（４）災害警備体制 

 ア～イ（略） 

 ウ 現場措置等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３（略） 

 

第１６節（略） 

１（略） 

２ 災害警備体制 

（略） 

（１）～（３）（略） 

（４）災害警備体制 

 ア～イ（略） 

 ウ 現場措置等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３（略） 
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第１７節 行方不明者の捜索、遺体の収容・埋葬 

１～２（略） 

３ 遺体の検視（見分）及び処理 

（略） 

（１） 遺体の検視（見分） 

 （略） 

 ア 警察官にあっては、検視規則（昭和 33 年国家公安委員会規則第 3 号）又

は死体取扱規則（昭和 33年国家公安委員会規則第 4号）の規定による。 

イ（略） 

（２）（略） 

４～６（略） 

７ 海上保安部の措置 

（１） 震災、津波により県周辺海域に身元不明者が漂流する事態が発生した場 

合には、所属巡視船艇により捜索を実施する。 

（２）（略） 

８（略） 

 

第１８節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１７節 行方不明者の捜索、遺体の収容・埋葬 

１～２（略） 

３ 遺体の検視（見分）及び処理 

（略） 

（１） 遺体の検視（見分） 

 （略） 

 ア 警察官にあっては、検視規則（昭和 33 年国家公安委員会規則第 3 号）又

は死体取扱規則（平成 25年国家公安委員会規則第 4号）の規定による。 

イ（略） 

（２）（略） 

４～６（略） 

７ 海上保安部の措置 

（１） 震災、津波により県周辺海域に身元不明者が漂流する事態が発生した場 

合には、所属巡視船艇等により捜索を実施する。 

（２）（略） 

８（略） 

 
第１８節（略） 
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第１９節 ライフライン施設の応急対策 

 

 

 

 

１ 基本方針 

  電力施設、通信施設、都市ガス施設、下水道施設のライフライン施設は、津

波により被害を受けた場合、大きな混乱を招くほか、各種の応急対策上大きな

障害となるおそれがある。 

このため、これらの施設管理者及び関係機関は、応急措置を講ずるとともに、

早期の復旧に努める。 

また、県及び市町は、情報収集で得た航空写真・画像等については、ライフ

ライン施設等の被害状況の早期把握のため、ライフライン事業者等の要望に応

じ、情報提供に努める。 

 

 

 

２ 電力施設 

  北陸電力株式会社は、被害状況を迅速かつ的確に把握し、事故の拡大を防止 

するとともに、応急復旧工事により電力の供給確保に努める。 

 

（１）～（４）（略） 

（５）県、市町及び防災関係機関との協調 

被害状況の把握や復旧体制への協力のため、必要に応じて県、市町及び地域

防災機関へ要員を派遣して連携の緊密化を図る。 

 

 

 

 

 

（６）～（７）（略） 

（８）その他、上記以外の事項については、北陸電力株式会社防災業務計画の定 

めるところによる。 

 

 

第１９節 ライフライン施設の応急対策 

 

 

 

 

１ 基本方針 

  電力施設、通信施設、都市ガス施設、下水道施設のライフライン施設は、津

波により被害を受けた場合、大きな混乱を招くほか、各種の応急対策上大きな

障害となるおそれがある。 

このため、これらの施設管理者及び関係機関は、発災後直ちに、専門技術を 

もつ人材を活用して、緊急点検を実施するとともに、これらの被害状況等を把 

握し、応急措置を講ずるとともに、早期の復旧に努める。 

また、県及び市町は、情報収集で得た航空写真・画像等については、ライフ

ライン施設等の被害状況の早期把握のため、ライフライン事業者等の要望に応

じ、情報提供に努める。 

さらに、国が開催する現地作業調整会議において、実動部隊の詳細な調整を 

行い、ライフライン施設の速やかな応急復旧を図る。 

２ 電力施設 

北陸電力株式会社及び北陸電力送配電株式会社は、被害状況を迅速かつ的確

に把握し、事故の拡大を防止するとともに、応急復旧工事により電力の供給確

保に努める。 

（１）～（４）（略） 

（５）県、市町及び防災関係機関との協調 

被害状況の把握や復旧体制への協力のため、必要に応じて県、市町及び地域

防災機関へ要員を派遣して連携の緊密化を図る。 

県は、大規模停電発生時には直ちに、あらかじめリスト化した官公庁や避 

難所など重要施設が保有する施設の非常用電源の設置状況等を踏まえ、これら 

の施設の非常用電源の稼働状況を確認の上、電源の確保が必要な施設の把握を 

行い、電源車等の配備先の候補案を作成するよう努めるものとする。 

  また、県は、国及び電気事業者等と調整を行い、電源車等の配備先を決定し、 

電気事業者等は、電源車等の配備に努める。 

（６）～（７）（略） 

（８）その他、上記以外の事項については、北陸電力株式会社及び北陸電力送配

電株式会社防災業務計画の定めるところによる。 
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３ 通信施設 

 ＮＴＴ西日本は、次の措置を講ずる。 

（１）～（２）（略） 

（新設） 

 

 

（３）応急措置 

（略） 

（４）応急復旧 

（略） 

（５）その他、上記以外の事項については、ＮＴＴ防災業務計画の定めるところ

による。 

４～５（略） 

 

第２０節 公共土木施設等の応急対策 

１（略） 

２ 道路施設 

（１）（略） 

（２）応急復旧 

被災した道路等が、食料、物資、復旧資材の運搬等に重要な緊急輸送道路

ネットワーク等の路線で緊急に交通を確保しなければならないものについ

ては、次の協定等による協力を得て応急工事を施工する。 

また、必要に応じて無人建設機械の導入・活用を図り、安全かつ迅速な応

急復旧に努める。 

①～③（略） 

（新設） 

 

 

 

（３）（略） 

 

 

 

 

 

３ 通信施設 

 ＮＴＴ西日本は、次の措置を講ずる。 

（１）～（２）（略） 

（３）広報活動 

災害時における通信量の増加を抑制するため、災害時の不要不急な通信は控 

えるよう周知に努める。 

（４）応急措置 

（略） 

（５）応急復旧 

（略） 

（６）その他、上記以外の事項については、ＮＴＴ防災業務計画の定めるところ

による。 

４～５（略） 

 

第２０節 公共土木施設等の応急対策 

１（略） 

２ 道路施設 

（１）（略） 

（２）応急復旧 

被災した道路等が、食料、物資、復旧資材の運搬等に重要な緊急輸送道路

ネットワーク等の路線で緊急に交通を確保しなければならないものについ

ては、次の協定等による協力を得て応急工事を施工する。 

また、必要に応じて無人建設機械の導入・活用を図り、安全かつ迅速な応

急復旧に努める。 

①～③（略） 

④大規模災害時における土木施設調査の協定 

 

 

 

（３）（略） 
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３ 河川、海岸、港湾、漁港等施設 

（１）（略） 

（２）応急復旧 

 ア（略） 

 イ 港湾等施設の管理者及び海上保安部等は、次の応急対策を実施するととも

に、必要に応じて航行規制等の処置をとる。 

 （ア）～（イ）（略） 

  ①～②（略） 

  （新設） 

 

 

 

４～９（略） 

 

第２１節（略） 

 

第２２節 食料の供給 

 

 

１～２（略） 

３ 主食の供給 

（１）災害救助用米穀の確保 

ア 米穀の引渡し要請 

県及び市町は、米穀の調達・供給を緊急に行う必要が生じた場合には、そ

の供給必要量及び受入れ体制について、北陸農政局と十分な連絡を取りつ

つ、農林水産省生産局に引渡し要請を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 河川、海岸、港湾、漁港等施設 

（１）（略） 

（２）応急復旧 

 ア（略） 

 イ 港湾等施設の管理者及び海上保安部等は、次の応急対策を実施するととも

に、必要に応じて航行規制等の処置をとる。 

 （ア）～（イ）（略） 

  ①～②（略） 

  ③大規模災害時における土木施設調査の協定 

 

 

 

４～９（略） 

 
第２１節（略） 

 
第２２節 食料の供給 

 

 

１～２（略） 

３ 主食の供給 

（１）災害救助用米穀の確保 

ア 米穀の引渡し要請 

県及び市町は、米穀の調達・供給を緊急に行う必要が生じた場合には、そ

の供給必要量及び受入れ体制について、北陸農政局と十分な連絡を取りつ

つ、農林水産省政策統括官に引渡し要請を行う。 
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 イ 受託事業体への引渡し指示 

   農林水産省生産局は、県及び市町から米穀の引渡し要請を受けたときは、

受託事業体に対して、知事又は知事が指定する引渡人に災害救助用米穀を引

渡すよう指示する。 

 

災害等非常時における政府所有米穀の引渡要請の連絡先 

 

 
 

（２）～（３）（略） 

４～６（略） 

 

第２３節 生活必需品の供給 

１～２（略） 

３ 生活必需品等の確保 

（１）必要量の把握 

 ア 県及び市町は、被害に対応した必要物資を迅速に供給するよう、必要な品

目ごとに必要量を把握するとともに、調達、確保先との連絡方法、輸送手段、

輸送先（場所）について明確にし、確保する。 

 

 

イ（略） 

ウ 県は、被災市町における備蓄物資等が不足するなど災害応急対策を的確に

行うことが困難であると認めるなど、その事態に照らし緊急を要し、被災市

町からの要請を待ついとまがないと認められるときは、要請を待たないで、

被災市町に対する物資を確保し輸送する。 

 

 

（２）（略） 

 

 

 

 

 イ 受託事業体への引渡し指示 

   農林水産省政策統括官は、県及び市町から米穀の引渡し要請を受けたとき

は、受託事業体に対して、知事又は知事が指定する引渡人に災害救助用米穀

を引渡すよう指示する。 

 

災害等非常時における政府所有米穀の引渡要請の連絡先 

 

 

 

（２）～（３）（略） 

４～６（略） 

 

第２３節 生活必需品の供給 

１～２（略） 

３ 生活必需品等の確保 

（１）必要量の把握 

 ア 県及び市町は平時から、物資調達・輸送調整等支援システムを用いて備蓄

状況の確認を行うほか、被害に対応した必要物資を迅速に供給するよう、物

資調達・輸送調整等支援システムを活用し情報共有を図り、必要な品目ごと

に必要量を把握するとともに、調達、確保先との連絡方法、輸送手段、輸送

先（場所）について明確にし、確保する。 

イ（略） 

ウ 県は、被災市町における備蓄物資等が不足するなど災害応急対策を的確に

行うことが困難であると認めるなど、その事態に照らし緊急を要し、被災市

町からの要請を待ついとまがないと認められるときは、要請を待たないで、

被災市町に対する物資を確保し輸送する。 

  また、被災市町が複数にまたがる場合には、必要に応じ、被災市町への燃

料の優先供給に係る調整に努める。 

（２）（略） 
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生活必需品の確保に関する協定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

生活必需品の確保に関する協定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

大規模災害発生時における炊き出し支援に関する協定 
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４ 物資の輸送拠点（配送）の確保と運営 

（１）（略） 

（新設） 

 

 

 

（２）県は広域物資輸送拠点を、市町は地域内輸送拠点を速やかに開設するとと

もに、その周知徹底を図る。 

（３）県、市町及び防災関係機関は、避難所と物資輸送拠点の情報連絡手段及び

輸送体制を確保する。 

５（略） 

 

第２４節 障害物の除去 

１～４（略） 

５ 障害物除去の方法 

（１）（略） 

（２）除去作業は、緊急な応急措置の実施上止むを得ない場合のほか、周囲の状

況等を考慮して、事後に支障の起こらないよう配慮して行う。 

 （略） 

 （新設） 

 

 

 

 

６～１０（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 物資の輸送拠点（配送）の確保と運営 

（１）（略） 

（２）県及び市町は、あらかじめ物資調達・輸送調整等支援システムに登録され 

ている物資の輸送拠点を速やかに開設できるよう、物資の輸送拠点の管理者 

の連絡先や開設手続を関係者間で共有するなど、速やかな物資支援のための 

準備に努める。 

（３）県は広域物資輸送拠点を、市町は地域内輸送拠点を速やかに開設するとと

もに、その周知徹底を図る。 

（４）県、市町及び防災関係機関は、避難所と物資輸送拠点の情報連絡手段及び

輸送体制を確保する。 

５（略） 

 

第２４節 障害物の除去 

１～４（略） 

５ 障害物除去の方法 

（１）（略） 

（２）除去作業は、緊急な応急措置の実施上止むを得ない場合のほか、周囲の状

況等を考慮して、事後に支障の起こらないよう配慮して行う。 

 （略） 

  災害時における建築物等の解体・撤去等に関する協定 

 

 

 

 

６～１０（略） 
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第２５節 輸送手段の確保 

１～３（略） 

４ 要員、物資輸送車両等の確保 

（１）（略） 

（２）陸路輸送 

（略） 

（新設） 

 

 

 

（３）～（７）（略） 

５～６（略） 

 

第２６節（略） 

 

第２７節 防疫、保健衛生活動 

１～３（略） 

４ 防疫用資材の備蓄、調達 

（１）～（２）（略） 

（３）防疫用資材の内容 

   逆性石けん、消毒用エタノール、両性界面活性剤、次亜塩素酸ナトリウム

等の消毒薬、消毒用噴霧器等 

５（略） 

６ ペット動物の保護対策 

（略） 

（１）避難所におけるペット動物の適正な飼育 

県は、避難所を設置する市町、動物愛護ボランティア等と協力して、飼養 

者に同行したペット動物の飼育に関し、飼養者に適正飼育の指導を行い、動

物の愛護及び環境衛生の維持に努める。 

 

 

 

 

 

 

第２５節 輸送手段の確保 

１～３（略） 

４ 要員、物資輸送車両等の確保 

（１）（略） 

（２）陸路輸送 

（略） 

災害時におけるタクシー車両による緊急輸送に関する協定 

（３）～（７）（略） 

５～６（略） 

 

第２６節（略） 

 

第２７節 防疫、保健衛生活動 

１～３（略） 

４ 防疫用資材の備蓄、調達 

（１）～（２）（略） 

（３）防疫用資材の内容 

   10%塩化ベンザルコニウム（逆性石けん）、消毒用アルコール、次亜塩素

酸ナトリウム等の消毒薬、消毒用噴霧器等 

５（略） 

６ ペット動物の保護対策 

（略） 

（１）避難所におけるペット動物の適正な飼育 

県は、避難所を設置する市町、獣医師会、動物愛護ボランティア等と協力 

して、飼養者に同行したペット動物に関し、飼養者に適正飼育及び動物由来

感染症等の予防の指導を行うなど、動物の愛護及び環境衛生の維持に努め

る。 
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（２）ペット動物の保護 

県は、市町、獣医師会、動物愛護ボランティア等と協力して、負傷又は放 

し飼いのペット動物の保護、その他必要な措置を講ずる。 

   また、広域的な観点から市町における避難所でのペット動物の飼育状況を

把握し、資材の提供等について支援を行う。 

（新設） 

 

 

 

 

７（略） 

 

第２８節 ボランティア活動の支援 

１（略） 

２ ボランティアの受け入れ 

（１）～（２）（略） 

（３）ボランティアとの連携・協働 

   ボランティア本部及びボランティア現地本部が設置されたときは、県及び

市町は、社会福祉協議会、地元や外部から被災地入りしているＮＰＯ・ＮＧ

Ｏ等のボランティア団体等と、情報を共有する場を設置するなどし、被災者

のニーズや支援活動の全体像を把握し、連携のとれた支援活動を展開するよ

う努める。 

 

 

 

 

（４）（略） 

３～６（略） 

 
第２９節（略） 

 
 

 

 

 

（２）ペット動物の保護 

県は、市町、獣医師会、動物愛護ボランティア等と協力して、負傷又は放 

し飼いのペット動物の保護、その他必要な措置を講ずる。 

   また、広域的な観点から市町における避難所でのペット動物の飼育状況を

把握し、資材の提供等について支援を行う。 

災害時における被災動物救護活動に関する協定 

 

 

 

 

７（略） 

 

第２８節 ボランティア活動の支援 

１（略） 

２ ボランティアの受け入れ 

（１）～（２）（略） 

（３）ボランティアとの連携・協働 

   ボランティア本部及びボランティア現地本部が設置されたときは、県及び

市町は、社会福祉協議会、地元や外部から被災地入りしているＮＰＯ等との

連携を図るとともに、中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援や

活動調整を行う組織）を含めた連携体制の構築を図り、情報を共有する場を

設置するなどし、被災者のニーズや支援活動の全体像を把握するものとす

る。また、市町は災害の状況及びボランティアの活動予定を踏まえ、片付け

ごみなどの収集運搬を行うよう努める。これらの取組により、連携のとれた

支援活動を展開するよう努めるとともに、ボランティアの生活環境について

配慮するものとする。 

（４）（略） 

３～６（略） 

 

第２９節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第３０節 住宅の応急対策 

１（略） 

２ 実施体制 

（１）～（２）（略） 

（３）応急仮設住宅の建設（民間賃貸住宅の借上げによる設置を含む）及び運営 

管理 

  応急仮設住宅の建設は、市町長が実施する。ただし、災害救助法を適用した

ときは知事が行い、知事から委任されたとき又は知事による救助のいとまがな

いときは、知事の補助機関として市町長が行う。必要戸数の算定にあたっては、

被災者予測人数もあらかじめ考慮し、算定する。 

  県及び市町は、応急仮設住宅の提供に必要な資機材の調達等が適正かつ円滑

に行われるよう、関係業界団体等との連絡調整を行うものとする。 

  また、設置及び運営管理に関しては、安心、安全を確保し、地域コミュニテ

ィ形成や心のケアを含めた健康面に配慮するとともに、女性の参画を推進し、

女性を始めとする生活者の意見の反映や、必要に応じて仮設住宅における家庭

動物の受け入れに配慮するほか、要配慮者に十分配慮し、優先的入居、高齢者、

障害者向け仮設住宅の設置等にも努める。 

  なお、応急仮設住宅を建設する場合には、二次災害に十分配慮する。 

（４）～（５）（略） 

３～５（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３０節 住宅の応急対策 

１（略） 

２ 実施体制 

（１）～（２）（略） 

（３）応急仮設住宅の建設（民間賃貸住宅の借上げによる設置を含む）及び運営 

管理 

  応急仮設住宅の建設は、市町長が実施する。ただし、災害救助法を適用した

ときは知事が行い、知事から委任されたとき又は知事による救助のいとまがな

いときは、知事の補助機関として市町長が行う。必要戸数の算定にあたっては、

被災者予測人数もあらかじめ考慮し、算定する。 

  県及び市町は、応急仮設住宅の提供に必要な資機材の調達等が適正かつ円滑

に行われるよう、関係業界団体等との連絡調整を行うものとする。 

  また、設置及び運営管理に関しては、安心、安全を確保し、地域コミュニテ

ィ形成や心のケアを含めた健康面に配慮するとともに、女性の参画を推進し、

女性を始めとする生活者の意見の反映や、必要に応じて仮設住宅におけるペッ

ト動物の受け入れに配慮するほか、要配慮者に十分配慮し、優先的入居、高齢

者、障害者向け仮設住宅の設置等にも努める。 

  なお、応急仮設住宅を建設する場合には、二次災害に十分配慮する。 

（４）～（５）（略） 

３～５（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第３１節 文教対策 

 
 
１～１１（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

１２ 文化財対策 

（略） 

（１）応急処置 

 ア（略） 

 イ  文化財に被害が発生した場合は、その所有者又は管理者は、被害状況を速

やかに調査し、その結果を市町教育委員会を経由して県教育委員会に報告す

る。 

 ウ  関係機関は、被災文化財の被害拡大を防ぐため、民間団体の協力を得て、

文化財の搬出、修復・保全、一時保管等の応急措置を講ずる。 

   その際、県教育委員会又は市町教育委員会は、必要に応じて、助言、指導

する。 

 エ（略） 

（２）～（３）（略） 

 
第３２節（略） 

第３１節 文教対策 

 

 

１～１１（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
１２ 文化財対策 

（略） 

（１）応急処置 

 ア（略） 

 イ  文化財に被害が発生した場合は、その所有者又は管理者は、被害状況を速

やかに調査し、その結果を市町又は市町教育委員会を経由して県教育委員会

に報告する。 

 ウ  関係機関は、被災文化財の被害拡大を防ぐため、民間団体の協力を得て、

文化財の搬出、修復・保全、一時保管等の応急措置を講ずる。 

   その際、県教育委員会、市町又は市町教育委員会は、必要に応じて、助言、

指導する。 

 エ（略） 

（２）～（３）（略） 

 
第３２節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 
 

第４章 復旧・復興計画 
 

第１節～第４節（略） 

 

第５節 被災者の生活確保のための緊急措置 

１～４（略） 

５ 罹災証明の交付 

  市町は、被災者の各種支援措置を早期に実施するため、地震発生後早期に罹

災証明の交付体制を確立し、被災者に罹災証明を交付する。 

  このため次の措置を講ずる。 

 

 

 

（１）～（２）（略） 

（新設） 

 

 

 

６～９（略） 

１０ 災害廃棄物の処理等 

（１） 市町等は、事前に策定した災害廃棄物処理計画に基づき、必要に応じて

広域処理を含め、災害廃棄物の処理方法を確立するとともに、仮置き場、最

終処分場を確保し、計画的な収集、運搬及び処分方法を図ることにより、災

害廃棄物の迅速かつ適正な処理を行う。 

   また、一般廃棄物処理施設については、災害廃棄物を処理しつつ、電力供

給や熱供給等の拠点としても活用する。 

 

 

（２）市町は、損壊家屋の解体を実施する場合には、解体業者、産業廃棄物処理

業者、建設業者等と連携した解体体制を整備するとともに、必要に応じて速

やかに他の市町への協力要請を行う。 

 
第６節～第７節（略） 

 
 

第４章 復旧・復興計画 
 

第１節～第４節（略） 

 
第５節 被災者の生活確保のための緊急措置 

１～４（略） 

５ 罹災証明の交付 

  市町は、被災者の各種支援措置を早期に実施するため、地震発生後早期に罹

災証明の交付体制を確立し、被災者に罹災証明を交付する。 

  なお、住家等の被害の程度を調査する際、必要に応じて、航空写真、被災者

が撮影した住家の写真、応急危険度判定の判定結果等を活用するなど、適切な

手法により実施する。 

  早期に罹災証明の交付体制を確立するため、次の措置を講ずる。 

（１）～（２）（略） 

（３） 県は、発災後速やかに住家被害の調査や罹災証明書の交付に係る事務の

市町向け説明会を実施するとともに、その実施に当たっては、ビデオ会議シ

ステムを活用し、各市町に映像配信を行うなど、より多くの市町担当者の参

加が可能となるような工夫をするよう努める。 

６～９（略） 

１０ 災害廃棄物の処理等 

（１） 市町等は、事前に策定した災害廃棄物処理計画等に基づき、必要に応じ

て広域処理を含め、災害廃棄物の処理方法を確立するとともに、仮置き場、

最終処分場を確保し、計画的な収集、運搬及び処分方法を図ることにより、

災害廃棄物の適正かつ円滑・迅速な処理を行う。加えて，ボランティア，Ｎ

ＰＯ等の支援を得て災害廃棄物の処理を進める場合には，社会福祉協議会，

ＮＰＯ等と連携し，効率的に搬出を行う。 

   また、一般廃棄物処理施設については、災害廃棄物を処理しつつ、電力供

給や熱供給等の拠点としても活用する。 

（２）市町は、損壊家屋の解体を実施する場合には、解体業者、廃棄物処理業者、

建設業者等と連携した解体体制を整備するとともに、必要に応じて速やかに

他の市町への協力要請を行う。 

 
第６節～第７節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 
 

第５章 複合災害対策 
 

第１節（略） 

 

第２節 災害予防対策 

１ 情報の収集・連絡体制の整備 

（１） 県における通信連絡設備の整備 

ア  県と関係市町、防災関係機関及びオフサイトセンターの間を結ぶ衛星系 

及び地上系防災行政無線施設 

 イ（略） 

（２）（略） 

２～３（略） 

 

第３節～第４節（略） 

 
 
 

 
 

第５章 複合災害対策 
 

第１節（略） 

 

第２節 災害予防対策 

１ 情報の収集・連絡体制の整備 

（１） 県における通信連絡設備の整備 

ア  県と関係市町、防災関係機関及びオフサイトセンターの間を結ぶ衛星系 

防災行政無線施設及びＩＭＳを活用した地上系通信施設 

 イ（略） 

（２）（略） 

２～３（略） 

 
第３節～第４節（略） 
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資料３－３ 

石川県地域防災計画（一般災害対策編）修正 新旧対照表 

現       行 修   正   案 備 考 

 

 
 
 
                                

石川県地域防災計画 
 

一般災害対策編 
 
 

（令和元年修正） 
 

                 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

                                                                       
                                                                
 
                                                                       

石川県地域防災計画 
 

一般災害対策編 
                  
 

（令和３年修正） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 

 

第１章  総則 
 

第１節（略） 

 

第２節 性格及び基本理念 

１（略） 

２基本理念等 

（１）用語 

ア～イ（略） 

ウ 指定公共機関 

災害対策基本法第２条第５号に定める公共機関で、この計画では、次に定

める機関をいう。 

日本郵便株式会社（北陸支社）、日本銀行（金沢支店）、日本赤十字社（石

川県支部）、日本放送協会（金沢放送局）、中日本高速道路株式会社（金沢

支社）、西日本旅客鉄道株式会社（金沢支社）、日本貨物鉄道株式会社（金

沢支店）、西日本電信電話株式会社（金沢支社）、ＫＤＤＩ株式会社（北陸

総支社）、日本通運株式会社（金沢支店）、北陸電力株式会社（石川支店）、

株式会社ＮＴＴドコモ（北陸支社）、エヌ・ティ・ティコミュニケーション

ズ株式会社（北陸営業支店）、ソフトバンク株式会社（地域総務部(北陸)）、

福山通運株式会社（金沢支店）、佐川急便株式会社（北陸支店）、ヤマト運

輸株式会社（金沢主管支店）、イオン株式会社、ユニー株式会社、株式会社

セブン-イレブン・ジャパン、株式会社ローソン、株式会社ファミリーマー

ト、株式会社セブン＆アイ・ホールディングス 

 

 エ～オ（略） 

（２）（略） 

 

第３節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 総則 
 

第１節（略） 

 

第２節 性格及び基本理念 

１（略） 

２基本理念等 

（１）用語 

ア～イ（略） 

ウ 指定公共機関 

災害対策基本法第２条第５号に定める公共機関で、この計画では、次に定

める機関をいう。 

日本郵便株式会社（北陸支社）、日本銀行（金沢支店）、日本赤十字社（石

川県支部）、日本放送協会（金沢放送局）、中日本高速道路株式会社（金沢

支社）、西日本旅客鉄道株式会社（金沢支社）、日本貨物鉄道株式会社（金

沢支店）、西日本電信電話株式会社（金沢支社）、ＫＤＤＩ株式会社（北陸

総支社）、日本通運株式会社（金沢支店）、北陸電力株式会社（石川支店）

及び北陸電力送配電株式会社（石川支社）、株式会社ＮＴＴドコモ（北陸支

社）、エヌ・ティ・ティコミュニケーションズ株式会社（北陸営業支店）、

ソフトバンク株式会社（地域総務部(北陸)）、福山通運株式会社（金沢支店）、

佐川急便株式会社（北陸支店）、ヤマト運輸株式会社（金沢主管支店）、イ

オン株式会社、ユニー株式会社、株式会社セブン-イレブン・ジャパン、株

式会社ローソン、株式会社ファミリーマート、株式会社セブン＆アイ・ホー

ルディングス 

 エ～オ（略） 

（２）（略） 

 

第３節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第４節   県、市町及び防災関係機関の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 

県、市町及び防災関係機関は、それぞれの所掌事務又は業務を通じて石川県の

地域に係る防災に寄与すべきものである。それぞれが防災に関して処理すべき事

務又は業務の大綱は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節 本県の特質と既往の災害 

１～３（略） 

４ 社会的要因とその変化 

  災害は、自然的条件に起因する災害と社会的条件によってもたらされる災害 

があり、被害を拡大する社会的要因としては、主として次のような点が指摘さ 

れる。 

第４節   県、市町及び防災関係機関の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 

県、市町及び防災関係機関は、それぞれの所掌事務又は業務を通じて石川県の

地域に係る防災に寄与すべきものである。それぞれが防災に関して処理すべき事

務又は業務の大綱は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節（略） 本県の特質と既往の災害 

１～３（略） 

４ 社会的要因とその変化 

  災害は、自然的条件に起因する災害と社会的条件によってもたらされる災害 

があり、被害を拡大する社会的要因としては、主として次のような点が指摘さ 

れる。 
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現       行 修   正   案 備 考 

（１）～（６）（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

第２章 災害予防計画 
 

第１節 防災知識の普及 

１ 基本方針 

  災害対策は人的被害防止を最優先とし、県、市町及び防災関係機関は平素か

ら防災関係職員はもとより、初等教育段階から社会人教育に至るまで、住民一

人ひとりに対し、様々な機会をとらえ、防災知識の普及徹底を図り、もって防

災意識の高揚に資する。 

  また、「自らの身の安全は自らが守る」、「自らの地域は皆で守る」という

自主防災意識を持った災害に強い県民の育成に努める。 

 

 

２（略） 

３ 学校教育における防災教育 

  児童生徒が正しい防災知識を身につけることは、将来の災害に強い県民を育

成する上で重要である。 

  そのため、教育委員会及び学校長は、学校における防災訓練等をより実践的

なものにするとともに、学校の教育活動全体を通じて、継続的な防災教育を推

進する。 

 

  なお、防災教育を含めた安全教育については、各学校で「学校安全計画」、

「危機管理マニュアル」を点検し、教職員の共通理解の下で、学校全体で取り

組みを進める。 

（１）～（２）（略） 

 

 

 

 

（１）～（６）（略） 

（７）新たな感染症への対策 

  令和２年における新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、避難所におけ 

る避難者の過密抑制など感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する 

必要がある。 

 

 

第２章 災害予防計画 
 

第１節 防災知識の普及 

１ 基本方針 

  災害対策は人的被害防止を最優先とし、県、市町及び防災関係機関は平素か

ら防災関係職員はもとより、初等教育段階から社会人教育に至るまで、住民一

人ひとりに対し、様々な機会をとらえ、防災知識の普及徹底を図り、もって防

災意識の高揚に資する。 

  また、「自らの身の安全は自らが守る」、「自らの地域は皆で守る」という

自主防災意識を持った災害に強い県民の育成に努めるとともに、地域の災害リ

スクととるべき避難行動等についての住民の理解を促進するため、住民主体の

取組を支援・強化することにより、地域全体の防災意識の向上を図る。 

２（略） 

３ 学校教育における防災教育 

  児童生徒が正しい防災知識を身につけることは、将来の災害に強い県民を育

成する上で重要である。 

  そのため、教育委員会及び学校長は、学校における防災訓練等をより実践的

なものにするとともに、学校の教育活動全体を通じて、継続的な防災教育を推

進する。特に、水害・土砂災害のリスクがある学校においては、避難訓練と合

わせた防災教育の実施に努める。 

  なお、防災教育を含めた安全教育については、各学校で「学校安全計画」、

「危機管理マニュアル」を点検し、教職員の共通理解の下で、学校全体で取り

組みを進める。 

（１）～（２）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

４ 住民に対する防災知識の普及 

県、市町及び防災関係機関は、防災思想の高揚を図り、自主防災体制の確立

を期するため、住民に対して、防災訓練の実施や防災マップの作成・配布等あ

らゆる機会を利用して防災知識の普及の徹底を図る。なお、防災マップの作成

にあたっては住民も参加する等の工夫をすることにより、災害からの避難に対

する住民等の理解の促進を図るよう努める。 
 

 

 

 

 

 

（１）普及の方法 

 ア（略） 

 イ 広報媒体等による普及 

 （ア）～（イ）（略） 

 （ウ）防災に関するテキストやマニュアル、ハザードマップ等の印刷物による 

普及 

   防災啓発情報の発信に関する協定 

 

 

 

（エ）～（ク）（略） 

ウ（略） 

（２）普及の内容 

ア～オ（略） 

カ 災害危険区域、避難場所等の情報 

（新設） 

 

キ その他災害対策に必要な事項 

５～６（略） 

 

 

 

 

４ 住民に対する防災知識の普及 

県、市町及び防災関係機関は、防災思想の高揚を図り、自主防災体制の確立

を期するため、住民に対して、防災訓練の実施や防災マップの作成・配布等あ

らゆる機会を利用して防災知識の普及の徹底を図り、「自らの命は自らが守

る」という意識を持ち自らの判断で避難行動をとること及び早期避難の重要性

を住民に周知する。なお、防災マップの作成にあたっては住民も参加する等の

工夫をすることにより、災害からの避難に対する住民等の理解の促進を図るよ

う努める。 

また、各地域において、防災リーダーの育成等、自助・共助の取組が適切か

つ継続的に実施されるよう、水害･土砂災害・防災気象情報に関する専門家の

活用を図るほか、防災と福祉の連携により、高齢者に対し、適切な避難行動に

関する理解の促進を図る。 

（１）普及の方法 

 ア（略） 

 イ 広報媒体等による普及 

 （ア）～（イ）（略） 

 （ウ）防災に関するテキストやマニュアル、ハザードマップ等の印刷物による 

普及 

（削除） 

 

 

 

（エ）～（ク）（略） 

ウ（略） 

（２）普及の内容 

ア～オ（略） 

カ 地域の水害・土砂災害リスクや災害時にとるべき行動 

キ 指定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等の避難場所、 

  避難経路の確認 

ク その他災害対策に必要な事項 

５～６（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第２節 県民及び事業者等のとるべき措置 

１（略） 

２ 県民のとるべき措置 

（１）平素から次のことに留意し、災害時に備えておく。 

 

 

 

 

 

第２節 県民及び事業者等のとるべき措置 

１（略） 

２ 県民のとるべき措置 

（１）平素から次のことに留意し、災害時に備えておく。 
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現       行 修   正   案 備 考 

３ 事業者等のとるべき措置 

（２）災害時には、次の事項に留意し、被害の拡大及び混乱の防止に努める。 

 

 

 

 

４（略） 

 

第３節（略） 

 

 

３ 事業者等のとるべき措置 

（２）災害時には、次の事項に留意し、被害の拡大及び混乱の防止に努める。 

 

４（略） 

 

第３節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第４節 防災ボランティアの活動環境の整備 

１ 基本方針 

  災害による被害の拡大を防止するため、県、市町及び関係機関の迅速かつ的

確な対応にあわせ、住民による自主的かつきめ細かな対応も必要である。 

  このため、県、市町及び関係機関は、ボランティアの防災活動が安全かつ円

滑に行われるよう活動環境の整備を図るとともに、ボランティアの自主性を尊

重しつつ、日本赤十字社、社会福祉協議会、ボランティア団体、ＮＰＯ、町会

（自治会）、民生委員、防災士、災害ボランティアコーディネーターなどとの

連携強化に努める。 

また、大規模・広域災害発生時においても、ボランティア活動が円滑かつ効

果的に行われるようコーディネート機能の強化を図るとともに、防災ボランテ

ィア活動に対する県民の理解促進のための広報活動に努める。 

 

（新設） 

 

 

 

 

２（略） 

３ 防災ボランティアの受入体制等 

（１）～（３）（略） 

（新設） 

 

 

 

 

４ 防災ボランティアの育成 

（１）県、市町及び関係機関は、平時より積極的に防災ボランティアとして支援

活動を行う上での知識や技術について講習会、研修会を開催するとともに、

地域における防災訓練等においても町会(自治会)、民生委員、防災士など地

域住民と一体となった訓練を実施する。 

（２）県及び市町は、防災ボランティア活動に関する普及啓発を行い、県民や学

生、企業、ＮＰＯ等に積極的に参加を呼びかける。 

（３）～（５）（略） 

 

第４節 防災ボランティアの活動環境の整備 

１ 基本方針 

（１）災害による被害の拡大を防止するため、県、市町及び関係機関の迅速かつ

的確な対応にあわせ、住民による自主的かつきめ細かな対応も必要である。 

   このため、県、市町及び関係機関は、ボランティアの防災活動が安全かつ

円滑に行われるよう活動環境の整備を図るとともに、ボランティアの自主性

を尊重しつつ、日本赤十字社、社会福祉協議会、ＮＰＯ、町会（自治会）、

民生委員、防災士、災害ボランティアコーディネーターなどとの連携強化を

図るとともに、中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援や活動調

整を行う組織）を含めた連携体制の構築を図る。 

   また、大規模・広域災害発生時においても、ボランティア活動が円滑かつ

効果的に行われるようコーディネート機能の強化を図るとともに、防災ボラ

ンティア活動に対する県民の理解促進のための広報活動に努める。 

（２）県及び市町は、行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し、平常時の

登録、研修制度、災害時における防災ボランティア活動の受入れや調整を行

う体制、防災ボランティア活動の拠点の確保、活動上の安全確保、被災者ニ

ーズ等の情報提供方策等について意見交換を行う情報共有会議の整備・強化

を、研修や訓練を通じて推進する。 

２（略） 

３ 防災ボランティアの受入体制等 

（１）～（３）（略） 

（４）災害廃棄物等の撤去等に係る連絡体制の構築等 

   市町は、社会福祉協議会、ＮＰＯ等関係機関との間で、被災家屋からの災

害廃棄物、がれき、土砂の撤去等に係る連絡体制を構築するものとする。ま

た、市町は、地域住民やＮＰＯ・ボランティア等への災害廃棄物の分別・排

出方法等に係る広報・周知を進める。 

４ 防災ボランティアの育成 

（１）県、市町及び関係機関は、平時より積極的に防災ボランティアとして支援

活動を行う上での知識や技術について講習会、研修会を開催するとともに、

地域における防災訓練等においても町会(自治会)、民生委員、防災士、ＮＰ

Ｏ・ボランティアなど地域住民と一体となった訓練を実施する。 

（２）県及び市町は、防災ボランティア活動に関する普及啓発を行い、県民や学

生、企業、ＮＰＯ・ボランティア等に積極的に参加を呼びかける。 

（３）～（５）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第５節（略） 

 

第６節 防災体制の整備 

１ 基本方針 

  災害時における応急、復旧対策を円滑に推進するには、平常時から防災に係 

る組織体制の整備、充実に努めるとともに、各対策に必要な機能をできる限り 

集約化していくことが必要である。このため、県及び市町は、応急復旧活動の 

みならず、予防活動にも活用できる拠点として防災活動施設を整備する。 

また、県、市町及び防災関係機関は、土砂災害の危険箇所等に配慮しつつ、 

それぞれの機関の防災中枢機能を果たす施設・設備の充実及び浸水対策等の強 

化と、総合的な防災機能を有する拠点・街区の整備、推進に努めるとともに、 

保有する施設・設備について、代替エネルギーシステムの活用を含め自家発電 

設備、LPガス災害用バルク、燃料貯蔵設備等の整備を図り、十分な期間の発電 

が可能となるような燃料の備蓄等を行い、平常時から点検、訓練等に努める。 

さらに、地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により 

地域の防災力向上を図るため、防災に関する政策・方針決定過程及び防災の現 

場における女性や高齢者、障害者などの参画を拡大し、男女共同参画その他の 

多様な視点を取り入れた防災体制の確立に努める。 

 

 

 

２ 県の活動体制 

（１）～（２）（略） 

（３）市町、防災関係機関等との緊急連絡体制等の構築 

 ア～イ（略） 

 （新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

（４）（略） 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

 

第５節（略） 

 

第６節 防災体制の整備  

１ 基本方針 

災害時における応急、復旧対策を円滑に推進するには、平常時から防災に係 

る組織体制の整備、充実に努めるとともに、各対策に必要な機能をできる限り 

集約化していくことが必要である。このため、県及び市町は、応急復旧活動の 

みならず、予防活動にも活用できる拠点として防災活動施設を整備する。 

また、県、市町及び防災関係機関は、洪水浸水想定区域、土砂災害警戒区域 

等に配慮しつつ、それぞれの機関の防災中枢機能を果たす施設・設備の充実及 

び洪水対策等の強化と、総合的な防災機能を有する拠点・街区の整備、推進に 

努めるとともに、保有する施設・設備について、代替エネルギーシステムや電 

動車の活用を含め自家発電設備、LPガス災害用バルク、燃料貯蔵設備等の整備 

を図り、十分な期間（最低３日間）の発電が可能となるような燃料の備蓄等を 

行い、平常時から点検、訓練等に努める。 

さらに、地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により 

地域の防災力向上を図るため、防災に関する政策・方針決定過程及び防災の現 

場における女性や高齢者、障害者などの参画を拡大し、男女共同参画その他の 

多様な視点を取り入れた防災体制の確立に努めるほか、令和２年における新型 

コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、避難所における避難者の過密抑制など 

感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する。 

２ 県の活動体制 

（１）～（２）（略） 

（３）市町、防災関係機関等との緊急連絡体制等の構築 

 ア～イ（略） 

 ウ 県は、広域行政主体として、地域社会の迅速な復旧を図るため、多様なラ 

イフライン事業者を一堂に会して災害時の連携体制の確認等を行うなど相 

互協力体制を構築しておくよう努める。 

 エ 県は，大規模停電発生時に電源車の配備等，関係省庁，電気事業者等から 

円滑な支援を受けられるよう，あらかじめ，官公庁や避難所など重要施設が 

保有する施設の非常用電源の設置状況，最大燃料備蓄量，燃料確保先，給油 

口規格等を収集・整理し，リスト化を行うよう努める。 

（４）（略） 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 
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現       行 修   正   案 備 考 

ア 県は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応援 

の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生時 

に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものとし、 

協定締結などの連携強化にあたっては、実効性の確保に留意するものとす 

る。なお、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらか 

じめ、民間事業者との間で協定を締結しておくなど、協力体制を構築し、民 

間事業者のノウハウや能力等を活用する。 

 

 イ（略） 

 （新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（６）（略） 

（７）受援計画の策定等 

   県は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の地方公共団体及び 

防災関係機関から応援が受けることができるよう、受援先の指定、受援に関 

する連絡・要請の手順、災害対策本部との役割分担・連絡調整体制、応援機 

関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制等に 

ついて必要な準備を整えるとともに関係機関との情報の共有に努める。 

（新設） 

 

 

  

（新設） 

 

（８）～（１０）（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

ア 県は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応援 

の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生時 

に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものとし、 

協定締結などの連携強化にあたっては、訓練等を通じて、発災時の連絡先、 

要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。なお、 

民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじめ、民間 

事業者との間で協定を締結しておくなど、協力体制を構築し、民間事業者の 

ノウハウや能力等を活用する。 

イ（略） 

ウ 燃料については、あらかじめ、石油販売業者と、燃料の優先供給について 

協定の締結を推進するとともに、平時から受注機会の増大などに配慮するよ 

う努める。 

 エ 随意契約の活用による速やかな災害応急対策ができるよう、建設業団体等 

との災害協定の締結を推進するとともに、災害応急対策への協力が期待され 

る建設業団体等の担い手の確保・育成に取り組む。 

（６）（略） 

（７）受援計画の策定等 

 ア 県は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の地方公共団体及び 

防災関係機関から応援が受けることができるよう、受援先の指定、受援に関 

する連絡・要請の手順、災害対策本部との役割分担・連絡調整体制、応援機 

関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制等に 

ついて必要な準備を整えるとともに関係機関との情報の共有に努める。 

 イ 県は、国や他の地方公共団体等からの応援職員を迅速・的確に受け入れて 

情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内全 

体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務スペ 

ースの確保を行う。 

ウ 県は，訓練等を通じて，応急対策職員派遣制度を活用した応援職員の受け 

入れについて，活用方法の習熟，発災時における円滑な活用の促進に努める。 

（８）～（１０）（略） 

（１１）事業継続力強化支援計画の策定促進 

  県は、中小企業等による事業継続力強化計画に基づく取組等の防災・減災対

策の普及を促進するため、市町と商工会・商工会議所が連携して行う、事業継

続力強化支援計画の策定を促進する。 
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現       行 修   正   案 備 考 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

３ 市町の活動体制 

（１）（略） 

（２）国、県との連絡体制等の整備 

市町は、避難勧告又は指示（緊急）及び土砂災害についてはそれらの解除を

行う際に、国又は県に必要な助言を求めることができるよう、連絡調整窓口、

連絡の方法を取り決めておくとともに、連絡先の共有を徹底しておくなど、必

要な準備を整えておく。 

（３）～（４）（略） 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

 ア（略） 

イ 市町は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応 

援の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生 

時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものと 

し、協定締結などの連携強化にあたっては、実効性の確保に留意するものと 

する。なお、相互応援協定の締結にあたっては、近隣の地方公共団体に加え 

て、大規模な風水害等による同時被災を避ける観点から、遠方に所在する地 

方公共団体との間の協定締結も考慮する。 

また、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじ 

め、民間事業者との間で協定を締結しておくなど、民間事業者のノウハウや 

能力等を活用する。 

 

 

 

 ウ（略） 

 

（１２）災害発生時の中小企業等の被害状況の把握 

県は、あらかじめ市町、商工会・商工会議所等と連携体制を構築するなど、

災害発生時に中小企業等の被害状況を迅速かつ適切に把握できる体制の整備

に努める。 

（１３）男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

県は，男女共同参画の視点から，男女共同参画担当部局が災害対応について

庁内及び避難所等における連絡調整を行い，また，男女共同参画センターが地

域における防災活動の推進拠点となるよう，平常時及び災害時における男女共

同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について，防災担当部局と男

女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努める。 

３ 市町の活動体制 

（１）（略） 

（２）国、県との連絡体制等の整備 

市町は、避難指示及び土砂災害についてはそれらの解除を行う際に、国又は

県に必要な助言を求めることができるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り

決めておくとともに、連絡先の共有を徹底しておくなど、必要な準備を整えて

おく。 

（３）～（４）（略） 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

 ア（略） 

イ 市町は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応 

援の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生 

時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものと 

し、協定締結などの連携強化にあたっては、訓練等を通じて、発災時の連絡 

先、要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。な 

お、災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な場合に、他の地方公 

共団体からの物資の提供、人員の派遣、廃棄物処理等、相互に連携・協力し 

速やかに災害対応を実施できるよう、相互応援協定の締結に努める。その際、

近隣の地方公共団体に加えて、大規模な風水害等による同時被災を避ける観

点から、遠方に所在する地方公共団体との協定締結も考慮する。 

また、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじ 

め、民間事業者との間で協定を締結しておくなど、民間事業者のノウハウや 

能力等を活用する。 

 ウ（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（６）受援計画の策定等 

 市町は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の地方公共団体及 

び防災関係機関から応援が受けることができるよう、受援先の指定、受援に 

関する連絡・要請の手順、災害対策本部との役割分担・連絡調整体制、応援 

機関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制等 

について必要な準備を整えるとともに関係機関との情報の共有に努める。 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

（７）～（１２）（略） 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

４（略） 

エ 燃料については、あらかじめ、石油販売業者と、燃料の優先供給について 

協定の締結を推進するとともに、平時から受注機会の増大などに配慮するよ 

う努める。 

 オ 随意契約の活用による速やかな災害応急対策ができるよう、建設業団体等 

との災害協定の締結を推進するとともに、災害応急対策への協力が期待され 

る建設業団体等の担い手の確保・育成に取り組む。 

（６）受援計画の策定等 

ア 市町は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の地方公共団体及 

び防災関係機関から応援が受けることができるよう、受援先の指定、受援に 

関する連絡・要請の手順、災害対策本部との役割分担・連絡調整体制、応援 

機関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制等 

について必要な準備を整えるとともに関係機関との情報の共有に努める。 

イ 市町は、国や他の地方公共団体等からの応援職員を迅速・的確に受け入れ 

て情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内 

全体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務ス 

ペースの確保を行う。 

ウ 市町は，訓練等を通じて，応急対策職員派遣制度を活用した応援職員の受 

け入れについて，活用方法の習熟，発災時における円滑な活用の促進に努め 

る。 

（７）～（１２）（略） 

（１３）事業継続力強化支援計画の策定 

  市町は、中小企業等による事業継続力強化計画に基づく取組等の防災・減災

対策の普及を促進するため，商工会・商工会議所と連携して，事業継続力強化

支援計画の策定に努める。 

（１４）災害発生時の中小企業等の被害状況の把握 

市町は、あらかじめ商工会・商工会議所等と連携体制を構築するなど、災害

発生時に中小企業等の被害状況を迅速かつ適切に把握できる体制の整備に努

める。 

（１５）男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

市町は、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害対応につい

て庁内及び避難所等における連絡調整を行い、また、男女共同参画センターが

地域における防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時における男女

共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について、防災担当部局と

男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努める。 

４（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（新設） 

 

 

 

 

第７節（略） 

 

第８節 通信及び放送施設災害予防 

１ 基本方針 

災害発生時には、通信施設の被害により住民等が災害の各種情報が得られな 

くなるおそれがあり、また、防災関係機関相互間の情報伝達も確保できなくな 

ることが予想されるので、県、市町及び防災関係機関は、情報通信設備の安全 

性の確保に努めるとともに、多ルート化の整備等必要な措置を講ずる。特に、 

耐災害性に優れている衛星系ネットワークは、大規模災害発生時における輻輳 

の回避に留意しつつ、一体的な整備を図る。 

なお、要配慮者、災害により孤立化する危険のある地域の被災者、在宅での 

避難者、応急仮設住宅として供与される賃貸住宅への避難者、所在が把握でき 

る広域避難者、帰宅困難者、要配慮者利用施設や地下街等の施設管理者等情報 

が入手困難な被災者等に対しても、確実に情報伝達できるよう必要な体制の整 

備を図る。 

（略） 

２ 通信用施設設備の整備 

（１）（略） 

（２）市町の整備 

ア 市町は、住民等に対する災害時の情報の迅速かつ的確な収集、伝達を図る 

ため、地域の実情に応じて、防災行政無線（戸別受信機を含む。）、全国瞬 

時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭを 

含む。）、衛星携帯電話、携帯電話（緊急速報メール機能を含む。）、ソー 

シャルメディア、ワンセグ、Ｌアラート（災害情報共有システム）等の多様 

な情報伝達手段の整備促進を図り、通信の確保に努める。 

   また、ヘリコプター映像等の外部からの被災情報を入手するため、防災行 

政無線衛星系（VSAT）の活用を図る。 

   さらに、孤立化が懸念される山間地集落等には、衛星携帯電話等の災害に 

強い通信機器の配備に努める。 

 

５ 人材確保方策 

  県、市町及びライフライン事業者は、発災後の円滑な応急対応、復旧・復興 

のため、災害対応経験者をリスト化するなど、災害時に活用できる人材を確保 

し、即応できる体制の整備に努める。 

 

第７節（略） 

 

第８節 通信及び放送施設災害予防 

１ 基本方針 

災害発生時には、通信施設の被害により住民等が災害の各種情報が得られな 

くなるおそれがあり、また、防災関係機関相互間の情報伝達も確保できなくな 

ることが予想されるので、県、市町及び防災関係機関は、情報通信設備の安全 

性の確保に努めるとともに、多ルート化の整備等必要な措置を講ずる。特に、 

地域衛星通信ネットワーク等の耐災害性に優れている衛星系ネットワークに 

ついて、一体的な整備を図る。 

なお、要配慮者、災害により孤立化する危険のある地域の被災者、在宅での 

避難者、応急仮設住宅として供与される賃貸住宅への避難者、所在が把握でき 

る広域避難者、帰宅困難者、要配慮者利用施設や地下街等の施設管理者等情報 

が入手困難な被災者等に対しても、確実に情報伝達できるよう必要な体制の整 

備を図る。 

（略） 

２ 通信用施設設備の整備 

（１）（略） 

（２）市町の整備 

ア 市町は、住民等に対する災害時の情報の迅速かつ的確な収集、伝達を図る 

ため、地域の実情に応じて、防災行政無線（戸別受信機を含む。）、全国瞬 

時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、テレビ、ラジオ（コミュニティＦＭを 

含む。）、衛星携帯電話、携帯電話（緊急速報メール機能を含む。）、ソー 

シャルメディア、ワンセグ、Ｌアラート（災害情報共有システム）等の多様 

な情報伝達手段の整備促進を図り、通信の確保に努める。 

   また、ＩＰ通信網やケーブルテレビ網等のほか、ヘリコプター映像等の外

部からの被災情報を入手するため、防災行政無線衛星系（VSAT）の活用を図

る。 

   さらに、孤立化が懸念される山間地集落等には、衛星携帯電話等の災害に 

強い通信機器の配備に努める。 
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現       行 修   正   案 備 考 

イ（略） 

（３）～（５）（略） 

３ 石川県総合防災情報システム 

  県は、災害時の災害情報を共有し、的確な意思決定を図るため、県庁内防災

関係課、出先機関、市町、消防本部、国等の防災関係機関（各防災拠点）をネ

ットワークで結んだ「石川県総合防災情報システム」を整備し、災害情報の収

集、伝達に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ（略） 

（３）～（５）（略） 

３ 石川県総合防災情報システム 

  県は、災害時の災害情報を共有し、的確な意思決定を図るため、県庁内防災

関係課、出先機関、市町、消防本部、国等の防災関係機関（各防災拠点）をネ

ットワークで結んだ「石川県総合防災情報システム」を整備し、災害情報の収

集、伝達に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第９節 水害予防 

１ 基本方針 

  水害を予防するため、治山治水事業の促進、多目的ダムによる総合開発、河

川・海岸管理の強化及び水防体制の充実強化等に努める。 

  また、豪雨又は高潮・高波に伴う河川、ダム、ため池、海岸等の堤防亀裂、

沈下、崩れの発生、更には護岸、水門、樋門等の構造物の破損は、水害となっ

て後背地に被害を及ぼすこととなるので、石川県水防計画の定めに準じて所要

の警戒措置をとる。 

  さらに、国土交通大臣及び知事が組織する大規模氾濫減災協議会等を活用

し、国、地方公共団体、河川管理者、水防管理者等の多様な関係者で、密接な

連携体制を構築する。 

 

 

２～３（略） 

４ 農業用排水路、ため池等の点検 

  市町又は土地改良区等の管理に係る農業用排水路、ため池等にあっては、そ

れぞれの管理団体が点検を行い所要の予防措置を講ずる。 

  また、市町は、防災重点ため池をはじめ、災害による破損等で決壊した場合

に大きな被害をもたらすおそれのあるため池について、ハザードマップの作成

・周知等により、関係住民に適切な情報提供を図る。 

 

５～７（略） 

８ 避難準備措置の確立 

（１）避難準備措置 

   市町長は、豪雨に伴って河川の水位が上昇したとき、若しくは高潮・高波

により海岸で越波が予想されるとき、又は石川県水防計画に定める指定河川

及び指定海岸に水防警報が発せられたときは、その状況に応じて溢水あるい

は破堤により直接被害を受けるおそれのある地域の住民、滞在者その他の者

に対し速やかに避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）

を発令するなど、人の生命又は身体を災害から保護するための避難準備措置

を講ずる。 

また、県は関係市町の長が行う避難勧告若しくは指示（緊急）又は「屋内

安全確保」の指示の判断を支援するため、関係市町の長に河川の状況等を直

接伝えるなど、その通知に係る情報提供をする。 

（２）～（３）（略） 

第９節 水害予防 

１ 基本方針 

  水害を予防するため、治山治水事業の促進、多目的ダムによる総合開発、河

川・海岸管理の強化及び水防体制の充実強化等に努める。 

  また、豪雨又は高潮・高波に伴う河川、ダム、ため池、海岸等の堤防亀裂、

沈下、崩れの発生、更には護岸、水門、樋門等の構造物の破損は、水害となっ

て後背地に被害を及ぼすこととなるので、石川県水防計画の定めに準じて所要

の警戒措置をとる。 

  さらに、複合的な災害にも多層的に備え、社会全体で被害を防止・軽減させ

るためのハード・ソフト対策を総合的かつ一体的に推進することを目的とし

て、国土交通大臣及び知事が組織する大規模氾濫減災協議会等を活用し、国、

地方公共団体、河川管理者、水防管理者に加え、公共交通事業者、利水ダム管

理者等の多様な関係者で、密接な連携体制を構築する。 

２～３（略） 

４ 農業用排水路、ため池等の点検 

  市町又は土地改良区等の管理に係る農業用排水路、ため池等にあっては、そ

れぞれの管理団体が点検を行い所要の予防措置を講ずる。 

  また、防災重点ため池をはじめ、災害による破損等で決壊した場合に大きな

被害をもたらすおそれのあるため池について、関係者で緊急連絡体制等を整備

するとともに、市町は、ハザードマップの作成・周知等により、関係住民に適

切な情報提供を図る。 

５～７（略） 

８ 避難準備措置の確立 

（１）避難準備措置 

   市町長は、豪雨に伴って河川の水位が上昇したとき、若しくは高潮・高波

により海岸で越波が予想されるとき、又は石川県水防計画に定める指定河川

及び指定海岸に水防警報が発せられたときは、その状況に応じて溢水あるい

は破堤により直接被害を受けるおそれのある地域の住民、滞在者その他の者

に対し速やかに高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保を発令するなど、人

の生命又は身体を災害から保護するための避難準備措置を講ずる。 

また、県は関係市町の長が行う避難指示等の判断を支援するため、関係市

町の長に河川の状況等を直接伝えるなど、その通知に係る情報提供をする。 

 

 

（２）～（３）（略） 
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（４）洪水ハザードマップの作成 

   洪水浸水想定区域をその区域に含む市町は、国及び県からの洪水浸水想定 

区域に関する情報に基づいて県の「洪水等避難計画作成支援マニュアル」等 

を活用し、地域の実情に応じた「避難計画」等をあらかじめ作成するととも 

に、市町地域防災計画に定められた、上記(3)の事項について示した洪水ハ 

ザードマップ等を作成し、住民に周知するものとする。その際、河川近傍や 

浸水深の大きい区域については「早期の立退き避難が必要な区域」として明 

示することに努める。 

   また、洪水予報河川、水位周知河川以外の氾濫のおそれがある中小河川に 

ついても市町は、県の「洪水等避難計画作成支援マニュアル」を活用し、簡 

易浸水想定区域図及び避難計画等の作成に努める。 

   なお、避難計画の作成にあたっては、避難時の周囲の状況等により、屋内

に留まっていた方が安全な場合等やむを得ないときは、「屋内安全確保」を

講ずべきことにも留意するとともに、水害と土砂災害、複数河川の氾濫、台

風等による高潮と河川洪水との同時発生等、複合的な災害が発生することを

考慮するよう努める。 

 

 

 

 

 

 

（５）企業防災の促進 

 ア（略） 

 イ 浸水想定区域や土砂災害警戒区域内に位置し、市町地域防災計画に名称及

び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、防災体制に

関する事項、避難誘導に関する事項、避難の確保を図るための施設の整備に

関する事項、防災教育・訓練に関する事項、水防法に基づき設置した自衛水

防組織の業務に関する事項等の計画を作成し、当該計画に基づき、避難誘導

等の訓練を実施するものとする。また、作成した計画及び自衛水防組織の構

成員等について市町長に報告する。 

 ウ（略） 

９～１０（略） 

 

 

（４）洪水ハザードマップの作成 

   洪水浸水想定区域をその区域に含む市町は、国及び県からの洪水浸水想定 

区域に関する情報に基づいて県の「洪水等避難計画作成支援マニュアル」等 

を活用し、地域の実情に応じた「避難計画」等をあらかじめ作成するととも 

に、市町地域防災計画に定められた、上記(3)の事項について示した洪水ハ 

ザードマップ等を作成し、住民に周知するものとする。なお、ハザードマッ 

プ等の配布又は回覧に際しては、居住する地域の災害リスクや住宅の条件等 

を考慮したうえでとるべき行動や適切な避難先を判断できるよう周知に努 

めるとともに、安全な場所にいる人まで避難場所に行く必要がないこと、避 

難先として安全な親戚・知人宅等も選択肢としてあること、警戒レベル４で 

「危険な場所から全員避難」すべきこと等の避難に関する情報の意味の理解 

の促進に努める。その際、河川近傍や浸水深の大きい区域については「早期

の立退き避難が必要な区域」として明示するとともに、避難時に活用する道

路において冠水が想定されていないか住民等に確認を促すよう努める。 

   また、洪水予報河川、水位周知河川以外の氾濫のおそれがある中小河川に 

ついても市町は、県の「洪水等避難計画作成支援マニュアル」を活用し、簡 

易浸水想定区域図及び避難計画等の作成に努める。 

   なお、避難計画の作成にあたっては、避難時の周囲の状況等により、屋内

に留まっていた方が安全な場合等やむを得ないときは、「屋内安全確保」を

講ずべきことにも留意するとともに、水害と土砂災害、複数河川の氾濫、台

風等による高潮と河川洪水との同時発生等、複合的な災害が発生することを

考慮するよう努める。 

（５）企業防災の促進 

 ア（略） 

 イ 浸水想定区域や土砂災害警戒区域内に位置し、市町地域防災計画に名称及

び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、防災体制に

関する事項、避難誘導に関する事項、避難の確保を図るための施設の整備に

関する事項、防災教育・訓練に関する事項、水防法に基づき設置した自衛水

防組織の業務に関する事項等の計画を作成し、当該計画に基づき、避難誘導

等の訓練を実施するものとする。また、作成した計画、自衛水防組織の構成

員等及び訓練の結果について市町長に報告する。 

 ウ（略） 

９～１０（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第１０節 風害予防 

１～２（略） 

３ 小型船舶の事前避難措置 

  小型船舶の事前避難措置は、それぞれ当該船舶の所有者が実施するものと

し、台風情報によりあらかじめ危険の察知されるときは、遭難防止のため出港

を見合わせる等、所要の措置を講ずる。 

  漁業協同組合は、出漁中の事故防止のため警報等発令時における出漁漁船の

帰港等について、事前に組合員と申し合わせを行い、自主避難体制に基づき、

無線電話による警告、標識による警告等所要の措置を講ずる。 

  海上保安部は、航行船舶に対して、周知可能な方法によって警告を行うほか、

必要に応じて小型船舶の出漁海域に直接巡視船艇を派遣して避難勧告を行う。 

４～７（略） 

（新設） 

 

 

 

第１１節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０節 風害予防 

１～２（略） 

３ 小型船舶の事前避難措置 

  小型船舶の事前避難措置は、それぞれ当該船舶の所有者が実施するものと

し、台風情報によりあらかじめ危険の察知されるときは、遭難防止のため出港

を見合わせる等、所要の措置を講ずる。 

  漁業協同組合は、出漁中の事故防止のため警報等発令時における出漁漁船の

帰港等について、事前に組合員と申し合わせを行い、自主避難体制に基づき、

無線電話による警告、標識による警告等所要の措置を講ずる。 

  海上保安部は、航行船舶に対して、周知可能な方法によって警告を行う。 

 

４～７（略） 

８ 高潮による港湾の被害の防除措置 

港湾管理者は、港湾における高潮リスクを低減するため、タイムラインの考

え方を取り入れた防災対策を推進する。 

 

第１１節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第１２節 避難体制の整備 

１ 基本方針 

市町は、建物の倒壊及び出火、炎症等の災害に備えて、災害の危険が切迫し 

た緊急時において安全が確保されている指定緊急避難場所及び被災者が避難 

生活を送るための指定避難所並びに避難路について、管理者の同意を得た上 

で、必要な数・規模の施設等をあらかじめ指定し、町内会、自主防災組織等を 

通じて住民に周知徹底を図るとともに、防災に関する諸活動の推進に当たり、 

公共用地の有効活用を図る。 

  また、避難所については、救護所及び仮設トイレの設置など生活環境の整備 

のほか要配慮者にも配慮した施設等の整備に努める。 

 さらに、あらかじめ自助、共助による運営を基本とした避難所運営マニュア 

ルを作成し、普及に努める。 

  この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避難所を運営でき 

るように配慮するよう努める。 

  なお、市町は、地域住民等の事前避難が必要と判断される場合には、必要に 

応じ、住民等が避難するための施設を開放し、住民等に対し周知徹底を図る 

ものとする。 

   

 

 

 

２ 指定緊急避難場所、指定避難所、避難路の指定等 

（略） 

（１）指定緊急避難場所 

ア～ウ（略） 

エ 指定緊急避難場所への移動を原則とするものの、避難時の周囲の状況によ

り、指定緊急避難場所への移動を行うことがかえって危険を伴う場合等やむ

を得ないと住民等自身が判断する場合は、「近隣の安全な場所」への移動又

は「屋内安全確保」を行うべきこと。 

（２）指定避難所 

 ア～オ（略） 

 カ 生活必需品等の供給 

   避難所には長時間滞在することも予想されるので、指定された避難所又は

その近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、医薬品等避難生

活に必要な物資等の備蓄に努めること。 

第１２節 避難体制の整備 

１ 基本方針 

市町は、建物の倒壊及び出火、炎症等の災害に備えて、災害の危険が切迫し 

た緊急時において安全が確保されている指定緊急避難場所及び被災者が避難 

生活を送るための指定避難所並びに避難路について、管理者の同意を得た上 

で、必要な数・規模の施設等をあらかじめ指定し、町内会、自主防災組織等を 

通じて住民に周知徹底を図るとともに、防災に関する諸活動の推進に当たり、 

公共用地の有効活用を図る。 

  また、避難所については、救護所及び仮設トイレの設置など生活環境の整備 

のほか要配慮者にも配慮した施設等の整備に努める。 

 さらに、あらかじめ自助、共助による運営を基本とした避難所運営マニュア 

ルを作成し、普及に努める。 

  この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避難所を運営でき 

るように配慮するよう努める。 

  なお、市町は、地域住民等の事前避難が必要と判断される場合には、必要に 

応じ、住民等が避難するための施設を開放し、住民等に対し周知徹底を図る 

ものとする。 

  また、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の 

有無等に関わらず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情 

等について勘案しながら、あらかじめ受け入れる方策について定めるよう努め 

る。 

２ 指定緊急避難場所、指定避難所、避難路の指定等 

（略） 

（１）指定緊急避難場所 

 ア～ウ 

（削除） 

 

 

 

（２）指定避難所 

 ア～オ（略） 

 カ 生活必需品等の供給 

   避難所には長時間滞在することも予想されるので、指定された避難所又は

その近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、医薬品、マスク、

消毒液等避難生活に必要な物資等の備蓄に努めること。 
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現       行 修   正   案 備 考 

   また、避難所において、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、

マット、簡易ベッド、備蓄倉庫、非常用電源（再生可能エネルギーによる発

電や蓄電池の活用を含む。）、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、

洋式トイレなど高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等の要配慮者にも配慮した

施設・設備や相談等の支援を受けることができる体制の整備に努めること。 

 

  （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 キ～シ（略） 

（新設） 

 

 

（３）（略） 

（４）避難勧告・指示（緊急）等の判断基準の策定等 

 ア 市町は、洪水等に対する住民の警戒避難体制として、洪水予報河川、水位

周知河川及び水位周知下水道については、水位情報、堤防等の施設に係る情

報、台風情報、洪水警報等により具体的な避難勧告等の発令基準を設定する

ものとする。それら以外の河川等についても、氾濫により居住者や地下空間、

施設等の利用者に命の危険を及ぼすと判断したものについては、同様に具体

的な避難勧告等の発令基準を策定することとする。また、避難勧告等の発令

対象区域については、細分化しすぎるとかえって居住者等にとってわかりに

くい場合が多いことから、立退き避難が必要な区域を示して勧告したり、屋

内での安全確保措置の区域を示して勧告したりするのではなく、命を脅かす

洪水等のおそれのある範囲をまとめて発令できるよう、発令範囲をあらかじ

め具体的に設定するとともに、必要に応じて見直すよう努めるものとする。

県は、これらの基準及び範囲の設定及び見直しについて、国とともに、必要

な助言等を行うものとする。さらに、市町は、首長不在時における発災に備

え、避難勧告等発令に係る代理規程を整備する。 

イ 市町は、躊躇なく避難勧告等を発令できるよう、平常時から災害時におけ 

る優先すべき業務を絞り込むとともに、当該業務を遂行するための役割を分

担するなど、全庁をあげた体制の構築に努める。 

   また、避難所において、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、

マット、簡易ベッド、備蓄倉庫、非常用電源（再生可能エネルギーによる発

電や蓄電池の活用を含む。）、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、

洋式トイレなど高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等の要配慮者にも配慮した

施設・設備や相談等の支援を受けることができる体制を整備し、必要に応じ

指定避難所の電力容量の拡大に努めること。 

  （略） 

  災害時における段ボール製品の調達等に関する協定 

 

 

 

 

 キ～シ（略） 

 ス 新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、感染症患者が発生 

した場合の対応を含め、平常時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携 

して、必要な場合には、ホテルや旅館等の活用も含めて検討するよう努める。 

（３）（略） 

（４）避難情報の発令基準の策定等 

 ア 市町は、洪水等に対する住民の警戒避難体制として、洪水予報河川、水位

周知河川及び水位周知下水道については、水位情報、堤防等の施設に係る情

報、台風情報、洪水警報等により具体的な避難指示等の発令基準を設定する

ものとする。それら以外の河川等についても、氾濫により居住者や地下空間、

施設等の利用者に命の危険を及ぼすと判断したものについては、洪水警報の

危険度分布等により具体的な避難指示等の発令基準を策定することとする。

また、安全な場所にいる人まで指定緊急避難場所等へ避難した場合、混雑や

交通渋滞が発生するおそれ等があることから、災害リスクのある区域に絞っ

て避難指示等の発令対象区域を設定するとともに、必要に応じて見直すもの

とする。県は、市町に対し、これらの基準及び範囲の設定及び見直しについ

て、国とともに、必要な助言等を行うものとする。さらに、市町は、首長不

在時における発災に備え、避難指示等発令に係る代理規程を整備する。 

 

 

イ 市町は、躊躇なく避難指示等を発令できるよう、平常時から災害時におけ 

る優先すべき業務を絞り込むとともに、当該業務を遂行するための役割を分

担するなど、全庁をあげた体制の構築に努める。 
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（新設） 

 

 

３ 二次避難支援体制の整備 

  高齢者や障害者等は一般の避難所では健康の維持・確保が困難な要素が多い

ことから、市町は、地区ごとの福祉避難所の指定など受入・支援体制の整備を

図る。 

  また、県の二次避難支援の指針を踏まえ、二次避難支援マニュアルを作成し、

関係団体との連携により、要配慮者の一般の避難所から福祉避難所への避難、

または、社会福祉施設への緊急入所、もしくは、医療機関への緊急入院を円滑

に行う体制の確保に努める。 

 

４～７（略） 

 

第１３節 要配慮者対策 

１（略） 

２ 在宅の要配慮者への配慮 

（１）～（５）（略） 

（６）福祉避難所の指定 

   市町は、高齢者や障害者等は一般の避難所では健康の維持・確保が困難な

要素が多いことから、地区ごとの福祉避難所の指定を進める。 

 

 

 

 

 

（７）二次避難支援体制の整備 

   県は、市町の二次避難支援（要配慮者を一般の避難所から福祉避難所への

避難、または、社会福祉施設への緊急入所、もしくは、医療機関への緊急入

院の実施）に係る指針を作成するとともに、要配慮者の広域的な受入れや、

介助員等の広域的な供給体制の確保のためのマニュアル（以下、「広域調整

マニュアル」という。）を作成し、関係団体との協力体制の構築を図る。 

   市町は、県の二次避難支援の指針を踏まえ、二次避難支援マニュアルを作

成し、関係団体との連携により、福祉避難所への避難、緊急入所や緊急入院

の必要な要配慮者の受入体制の確保に努める。 

（５）災害未然防止活動 

   港湾管理者は，走錨等に起因する事故の可能性がある避難港において，船

舶の避難水域を確保するため，必要に応じて，防波堤の整備を行う。 

３ 二次避難支援体制の整備 

  高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持・確保が困

難な要素が多いことから、市町は、地区ごとの福祉避難所の指定など受入・支

援体制の整備を図る。 

 また、被災者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サービス

面での支援を行う県の災害派遣福祉チームの受け入れや関係団体との連携に

より、要配慮者の避難所内の一般避難スペースから福祉避難所への避難、また

は、社会福祉施設への緊急入所、もしくは、医療機関への緊急入院を円滑に行

う体制の確保に努める。 

４～７（略） 

 

第１３節 要配慮者対策 

１（略） 

２ 在宅の要配慮者への配慮 

（１）～（５）（略） 

（６）福祉避難所の指定 

   市町は、高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持

・確保が困難な要素が多いことから、地区ごとの福祉避難所の指定を進める。 

ア 要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられていること。 

イ 災害が発生した場合において要配慮者が相談等の支援を受けることが

できる体制が整備されていること。 

ウ 主として要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保さ

れていること。 

（７）二次避難支援体制の整備 

   県は、被災者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サー

ビス面での支援を行う災害派遣福祉チームを派遣する体制を整備し、関係団

体や市町との協力体制の構築を図る。 

   市町は、国の福祉避難所の確保・運営ガイドラインを踏まえ、福祉避難所

マニュアルを作成し、関係団体との連携により、福祉避難所への避難、緊急

入所や緊急入院の必要な要配慮者の受入体制の確保に努める。 
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３ 社会福祉施設等の整備 

（１）（略） 

（２）防災設備等の整備 

   社会福祉施設等の管理者は、できるだけ土砂災害等の危険性の少ない場所 

に施設を立地するよう努めるものとする。 

   また、施設の災害に対する安全性を高めるため、施設の防災設備の整備等 

に努めるとともに、電気、水道等の供給停止に備えて、施設種別を考慮して 

利用者や職員の生活維持に必要な食料、飲料水、医薬品等の備蓄及び情報通 

信手段の確保等を行う。 

   また、非常用電源（再生可能エネルギーによる発電や蓄電池の活用を含む）

を備える施設については、その設置場所を工夫する。 

 

（３）（略） 

４（略） 

第１４節 緊急輸送体制の整備 

１～４（略） 

５ 民間事業者等の活用 

（１）（略） 

（２）県及び市町は、物資の調達・輸送に必要となる情報項目・単位の整理によ 

る発注方法の標準化、物資の輸送拠点となる施設への非常用電源や非常用通

信設備の設置の推進、緊急通行車両等への優先的な燃料供給等、環境整備に

努める。 

（３）（略） 

 

第１５節 医療体制の整備 

１（略） 

２ 医療救護体制の整備 

（１）～（６）（略） 

（新設） 

 

 

 

３ 情報連絡体制 

（１）（略） 

 

３ 社会福祉施設等の整備 

（１）（略） 

（２）防災設備等の整備 

   社会福祉施設等の管理者は、できるだけ土砂災害等の危険性の少ない場所 

に施設を立地するよう努めるものとする。 

   また、施設の災害に対する安全性を高めるため、施設の防災設備の整備等 

に努めるとともに、電気、水道等の供給停止に備えて、施設種別を考慮して 

利用者や職員の生活維持に必要な食料、飲料水、医薬品等の備蓄及び情報通 

信手段の確保等を行う。 

   また、発災後 72 時間の事業継続が可能となる非常用電源（再生可能エネ 

ルギーによる発電や蓄電池の活用を含む）を確保するよう努め、その設置場 

所を工夫する。 

（３）（略） 

４（略） 

第１４節 緊急輸送体制の整備 

１～４（略） 

５ 民間事業者等の活用 

（１）（略） 

（２）県及び市町は、物資の調達・輸送に必要となる情報項目・単位の整理によ 

る発注方法の標準化、物資の輸送拠点となる施設への非常用電源、燃料貯蔵 

設備及び非常用通信設備の設置の推進、緊急通行車両等への優先的な燃料供 

給等、環境整備に努める。 

（３）（略） 

 

第１５節 医療体制の整備 

１（略） 

２ 医療救護体制の整備 

（１）～（６）（略） 

（７）災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾン 

災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンは、県が災害時

における医療提供体制及び関係団体等との連携を構築する際、県に対して適

宜助言を行う。 

３ 情報連絡体制 

（１）（略） 
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（２）広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）（注１）による連絡体制 

ア  県は、災害時において、医療機関の稼働状況、医師・看護師等スタッフの

状況、ライフラインの確保状況、医薬品等の保有状況などの災害時医療に係

る総合的な情報収集及び提供を行う広域災害・救急医療情報システム（ＥＭ

ＩＳ）が有効に機能するよう体制を整備しておく。 

 イ 広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）に参加する医療機関は、当

該システムに迅速で確実な情報の入力を行うため、複数の担当者を定め、入

力内容や操作などの研修・訓練を定期的に行っておく。 

（注１）広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ） 

（略） 

◯ システム参加機関 

  厚生労働省及び 47 都道府県 

  （石川県内参加機関） 

  医療機関  92、消防本部 11、医師会 10、保健福祉センター等 13 

（略） 

（３）（略） 

４～５（略） 

 

第１６節（略） 

 

第１７節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）（注１）による連絡体制 

ア  県は、災害時において、医療機関の稼働状況、医師・看護師等スタッフの

状況、ライフラインの確保状況、医薬品等の保有状況などの災害時医療に係

る総合的な情報収集及び提供を行う広域災害・救急医療情報システム（ＥＭ

ＩＳ）が有効に機能するよう体制を整備しておく。 

 イ 広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）に参加する医療機関は、当

該システムに迅速で確実な情報の入力を行うため、複数の担当者を定め、入

力内容や操作などの研修・訓練を定期的に行っておく。 

（注１）広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ） 

（略） 

◯ システム参加機関 

  厚生労働省及び 47 都道府県 

  （石川県内参加機関） 

  医療機関  152、消防本部 11、医師会 10、保健福祉センター等 13 

（略） 

（３）（略） 

４～５（略） 

 

第１６節（略） 

 

第１７節（略） 
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第１８節 食料及び生活必需品等の確保 

１ 基本方針 

住宅の被災等による食料及び生活物資の喪失、流通機能の一時的な停止や低 

下等が起こった場合には、被災者への生活救援物資の迅速な供給が必要であ 

る。 

  このため、県及び市町は、大規模な災害が発生した場合の被害及び外部支援 

の時期を想定し、孤立が想定されるなど地域の地理的条件等も踏まえて、発災 

直後から被災者に対して円滑に食料及び生活物資の供給が行われるよう物資 

の備蓄・調達・輸送体制の整備を図る。なお、この際、要配慮者への配慮及び 

食料の質の確保に留意する。 

  また、女性の視点に立った支援物資の備蓄・供給（生理用品など）等の取 

り組みを一層推進する。 

 

 

（略） 

２（略） 

３ 食料及び生活物資の確保 

  県及び市町は、平常時から災害の発生に際して必要となる物資の調達を、次 

により行う。 

（１）県は、市町の備蓄を補完するため、非常食等の備蓄に努める。 

 なお、備蓄食料については、栄養や食事形態など要配慮者に配慮したもの 

となるよう留意する。 

   また、栄養や食事形態など要配慮者に配慮した、避難者に必要とされる食 

料等の調達を行うための具体的方法を検討し、災害発生時に迅速かつ適切に 

対処できるよう調達体制を整備するとともに、それらの供給確保に努める。 

   そのため、他の都道府県との災害援助協定の締結、事業者団体等との燃料 

等の物資支援協定の締結、物資搬送体制の構築を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１８節 食料及び生活必需品等の確保 

１ 基本方針 

住宅の被災等による食料及び生活物資の喪失、流通機能の一時的な停止や低 

下等が起こった場合には、被災者への生活救援物資の迅速な供給が必要であ 

る。 

  このため、県及び市町は、大規模な災害が発生した場合の被害及び外部支援 

の時期を想定し、孤立が想定されるなど地域の地理的条件や過去の災害等も踏 

まえて、発災直後から被災者に対して円滑に食料、飲料水、生活必需品、燃料、 

ブルーシート、土のう袋その他の物資の供給が行われるよう物資の備蓄・調達 

・輸送体制の整備を図るとともに、物資調達・輸送調整等支援システムを活用 

し、あらかじめ、備蓄物資や物資の拠点の登録に努める。なお、この際、要配 

慮者への配慮及び食料の質の確保に留意する。 

  また、女性の視点に立った支援物資の備蓄・供給（生理用品など）等の取 

り組みを一層推進する。 

（略） 

２（略） 

３ 食料及び生活物資の確保 

  県及び市町は、平常時から災害の発生に際して必要となる物資の調達を、次 

により行う。 

（１）県は、市町の備蓄を補完するため、非常食等の備蓄に努める。 

 なお、備蓄食料については、栄養や食事形態など要配慮者に配慮したもの 

となるよう留意する。 

   また、栄養や食事形態など要配慮者に配慮した、避難者に必要とされる食 

料等の調達を行うための具体的方法を検討し、災害発生時に迅速かつ適切に 

対処できるよう調達体制を整備するとともに、それらの供給確保に努める。 

   そのため、他の都道府県との災害援助協定の締結、事業者団体等との燃料 

等の物資支援協定の締結、物資搬送体制の構築を図り、平時から、訓練等を 

通じて、物資の備蓄状況や輸送手段の確認を行うとともに、災害協定を締結 

した事業者団体等の発災時の連絡先、要請手続等の確認を行うよう努める。 

 

 

 

 

 

 



 - 24 - 

現       行 修   正   案 備 考 

（２）市町は、非常食の備蓄に努める。 

また、備蓄を行うにあたって、大規模な災害が発生した場合には、物資の 

調達や輸送が平常時のようには実施できないという認識に立って、初期の対 

応に十分な量の物資を備蓄するほか、物資の性格に応じ、集中備蓄又は避難 

所の位置を勘案した分散備蓄を行うなどの観点に対しても配慮するととも 

に、要配慮者向けの粉ミルクや柔らかい食品の備蓄、洋式仮設トイレなどの 

避難所生活に必要な物資が適時・適切に配備されるよう、要配慮者に対する 

備蓄物資を拡充する。 

   さらに、非常食の備蓄を補完するとともに、栄養や食事形態など要配慮者 

に配慮した、避難者に必要とされる食料等の調達方法を具体的に検討し、関 

係業界等とあらかじめ協定を締結するなど、災害発生時に迅速かつ適切に対 

処できるようそれらの供給体制を整備する。 

 

 

４～５（略） 

 

第１９節～第２２節（略） 

 

第２３節 建築物等災害予防 

１（略） 

２ 防災上重要な公共建築物等の災害予防 

  災害対策は、迅速かつ的確な情報伝達と適切な行動への指示が要求される。

これらの活動を円滑に進めるため、県及び市町等は、次の公共建築物等につい

ては、一層の不燃性や浸水対策等の強化を図る。 

また、（２）に掲げる建築物等については、要配慮者にも配慮した構造、設 

備の確保を図る。 

（１）避難誘導、情報伝達及び救助等の防災業務の中心となる公共建築物等 

（２）災害時の緊急救護所、被災者の避難施設等となる学校、社会福祉施設等の 

公共建築物等 

 

 

 

３（略） 

４ 文化財災害予防 

（１）～（３）（略） 

（２）市町は、非常食の備蓄に努める。 

また、備蓄を行うにあたって、大規模な災害が発生した場合には、物資の 

調達や輸送が平常時のようには実施できないという認識に立って、初期の対 

応に十分な量の物資を備蓄するほか、物資の性格に応じ、集中備蓄又は避難 

所の位置を勘案した分散備蓄を行うなどの観点に対しても配慮するととも 

に、要配慮者向けの粉ミルクや柔らかい食品の備蓄、洋式仮設トイレなどの 

避難所生活に必要な物資が適時・適切に配備されるよう、要配慮者に対する 

備蓄物資を拡充する。 

   さらに、非常食の備蓄を補完するとともに、栄養や食事形態など要配慮者 

に配慮した、避難者に必要とされる食料等の調達方法を具体的に検討し、関 

係業界等とあらかじめ協定を締結するなど、災害発生時に迅速かつ適切に対 

処できるようそれらの供給体制を整備し、平時から、訓練等を通じて、物資 

の備蓄状況や輸送手段の確認を行うとともに、災害協定を締結した事業者団 

体等の発災時の連絡先、要請手続等の確認を行うよう努める。 

４～５（略） 

 

第１９節～第２２節（略） 

 

第２３節 建築物等災害予防 

１（略） 

２ 防災上重要な公共建築物等の災害予防 

  災害対策は、迅速かつ的確な情報伝達と適切な行動への指示が要求される。

これらの活動を円滑に進めるため、県及び市町等は、次の公共建築物等につい

ては、一層の不燃性や浸水対策等の強化を図る。 

また、（２）に掲げる建築物等については、要配慮者にも配慮した構造、設 

備の確保を図る。 

（１）避難誘導、情報伝達及び救助等の防災業務の中心となる公共建築物等 

（２）災害時の緊急救護所、被災者の避難施設等となる学校、社会福祉施設等の 

公共建築物等 

県は、大規模な災害発生のおそれがある場合には、公共建築物等の管理者に

対して、あらかじめ、燃料備蓄の補給状況等、災害に備えた事前の準備状況の

確認を行うよう努める。 

３（略） 

４ 文化財災害予防 

（１）～（３）（略） 
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（４）事前対策 

ア（略） 

イ 防災対策の意識啓発と予防対策 

   県教育委員会及び市町教育委員会は、文化財の災害からの保護を図るた

め、必要な計画を立てるとともに、所有者、管理者に対して、防災対策の必

要性を啓発する。 

   県教育委員会は、自らが管理する文化財の防災対策をとるほか、文化財の

保存管理が万全に行われるように指導、助言する。 

   文化財については、火災による焼失被害を防止するために、消防機関と連

携しながら所要の防火上の措置を講ずる。 

 ウ  民間団体との連携 

   県教育委員会又は市町教育委員会は、文化財保護のため、平常時から、民

間団体等との連携を強化する。 

 

第２４節 公共施設災害予防 

１ 基本方針 

  道路、海岸、港湾、漁港、河川、公園、上水道、下水道、電力、電信電話、 

鉄道等の公共施設は、住民の日常生活及び社会、経済活動に欠くことのできな 

いものであり、また、災害発生後の災害復旧のための重要な使命を担っている。 

  このため、災害に強いまちづくりを行うに当たっては、これら公共施設の強 

化及び被害軽減のための諸施策を実施するとともに、主要な鉄道、道路、港湾、 

空港、通信局舎などの交通・通信施設間の連携強化を図るなど、大規模災害発 

生時の輸送・通信手段を確保し、災害時の被害を最小限にとどめるよう予防措 

置に努める。特に、３次医療機関等の人命に関わる重要施設に対しては、早期 

に復旧できるよう体制等を強化する。 

２（略） 

３ 海岸、港湾、漁港、河川の整備対策 

（１）海岸、港湾、漁港の整備 

 ア～ウ（略） 

（新設） 

 

（２）（略） 

４～５（略） 

 

 

（４）事前対策 

ア（略） 

イ 防災対策の意識啓発と予防対策 

   県教育委員会及び市町又は市町教育委員会は、文化財の災害からの保護を

図るため、必要な計画を立てるとともに、所有者、管理者に対して、防災対

策の必要性を啓発する。 

   県教育委員会は、自らが管理する文化財の防災対策をとるほか、文化財の

保存管理が万全に行われるように指導、助言する。 

   文化財については、火災による焼失被害を防止するために、消防機関と連

携しながら所要の防火上の措置を講ずる。 

 ウ  民間団体との連携 

   県教育委員会、市町又は市町教育委員会は、文化財保護のため、平常時か

ら、民間団体等との連携を強化する。 

 

第２４節 公共施設災害予防 

１ 基本方針 

  道路、海岸、港湾、漁港、河川、公園、上水道、下水道、電力、電信電話、 

鉄道等の公共施設は、住民の日常生活及び社会、経済活動に欠くことのできな 

いものであり、また、災害発生後の災害復旧のための重要な使命を担っている。 

  このため、災害に強いまちづくりを行うに当たっては、これら公共施設の強 

化及び被害軽減のための諸施策を実施するとともに、主要な鉄道、道路、港湾、 

空港、通信局舎などの交通・通信施設間の連携強化を図るなど、大規模災害発 

生時の輸送・通信手段を確保し、災害時の被害を最小限にとどめるよう予防措 

置に努める。特に、３次医療機関等の人命に関わる重要施設、電気、通信等の 

ライフライン施設については、早期に復旧できるよう体制等を強化する。 

２（略） 

３ 海岸、港湾、漁港、河川の整備対策 

（１）海岸、港湾、漁港の整備 

 ア～ウ（略） 

 エ 港湾については、近年の高波災害を踏まえ、耐波性能の照査や既存施設の

補強を推進する。 

（２）（略） 

４～５（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

６ 電力施設の整備対策 

  電力供給事業者は、災害時における電力の供給を確保するため、電力施設の

強化を図るとともに、平常時から電力設備の防護対策に努める。 

 

 

 

 

（１）～（２）（略） 

７ 通信施設の整備対策 

災害時における通信機能の確保は、社会的な混乱の防止、災害対策を迅速か 

つ的確に実施する上からも極めて重要であり、電信電話、専用通信、放送等の

安全な設置場所の確保などによる施設設備の安全性の確保及び耐火並びに多

ルート化に努める。 

 

 

 

 

（１）～（５）（略） 

８ 農地、農業用施設整備対策 

  農地及び排水機、樋門、ため池、水路等の農業用施設の災害は、一般公共用

施設等にも広く被害を及ぼすおそれがあるため、平素から適切な管理を実施す

るとともに、老朽化施設等の改修、整備に努める。また、農業上の利用がなく

なり、適切な管理が困難なため池については、廃止を進める。 

  市町は、防災重点ため池をはじめ、災害による破損等で決壊した場合に大き

な被害をもたらすおそれのあるため池について、ハザードマップの作成・周知

等により、関係住民に適切な情報提供を図る。 

 

９（略） 

 

 

 

 

 

 

 

６ 電力施設の整備対策 

  電力供給事業者は、災害時における電力の供給を確保するため、電力施設の

強化を図るとともに、平常時から電力設備の防護対策に努める。 

  また、県、電力供給事業者及び電気通信事業者は、倒木等により電力供給網

に支障が生じることへの対策として、地域性を踏まえつつ、事前伐採等による

予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた、相互の連携の拡大に努める。

なお、事前伐採等の実施に当たっては、市町との協力に努める。 

（１）～（２）（略） 

７ 通信施設の整備対策 

災害時における通信機能の確保は、社会的な混乱の防止、災害対策を迅速か 

つ的確に実施する上からも極めて重要であり、非常用電源の整備等による通信 

設備の防災対策、電信電話、専用通信、放送等の安全な設置場所の確保などに 

よる施設設備の安全性の確保及び耐火並びに多ルート化に努める。 

また、県、電力供給事業者及び電気通信事業者は、倒木等により電力供給網

に支障が生じることへの対策として、地域性を踏まえつつ、事前伐採等による

予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた、相互の連携の拡大に努める。

なお、事前伐採等の実施に当たっては、市町との協力に努める。 

（１）～（５）（略） 

８ 農地、農業用施設整備対策 

農地及び排水機、樋門、ため池、水路等の農業用施設の災害は、一般公共用

施設等にも広く被害を及ぼすおそれがあるため、平素から適切な管理を実施す

るとともに、老朽化施設等の改修、整備に努める。また、農業上の利用がなく

なり、適切な管理が困難なため池については、廃止を進める。 

  防災重点ため池をはじめ、災害による破損等で決壊した場合に大きな被害を

もたらすおそれのあるため池について、関係者で緊急連絡体制等を整備すると

ともに、市町はハザードマップの作成・周知等により、関係住民に適切な情報

提供を図る。 

９（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第２５節 地盤災害予防 

１～２（略） 

３ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防災対策の推進 

（１）～（２）（略） 

（３）土砂災害特別警戒区域における対策 

県は、「土砂災害防止法」に基づき、土砂災害警戒区域のうち建築物に損

壊が生じ、住民等の身体に著しい危害が生ずるおそれのある区域を、関係市

町長の意見を聴いて土砂災害特別警戒区域としての指定に努める。 

 また、県等は次の措置を講ずる。 

(ア) 住宅分譲地、社会福祉施設等の開発行為に関する許可 

(イ) 建築基準法に基づく建築物の構造規制 

(ウ) 土砂災害時に著しい損壊が生じる建築物に対する移転等の勧告 

(エ) 勧告による移転者への融資、資金の確保 

４ 警戒体制の確立 

（１）（略） 

（２） 県は、土砂災害から人命・身体を保護するため、大雨による土砂災害発 

生の危険性が高まった時に、市町長が防災活動や住民等への避難勧告発令等 

の対応を適時適切に行えるように支援するとともに、住民自らの避難を支援 

するため、金沢地方気象台と共同で土砂災害警戒情報を発表し、その旨を県 

から関係する市町長へ通知するとともに一般へ周知する。 

      なお、土砂災害警戒情報は、大雨警報発表後に発表され、土砂災害の危 

険性が最も高いことを示し、避難勧告等の判断に資する情報として位置付け 

られている。 

（３）～（４）（略） 

５ 避難体制の確立 

  市町長は、大雨警報や土砂災害警戒情報が発表された場合、又は地盤災害が

発生し、若しくは発生するおそれがある場合において、当該地域の住民の生命、

身体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するため必要があると認める

ときは、当該地域の住民、滞在者その他の者に対して速やかに避難準備・高齢

者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）を発令する。避難勧告等の判断基

準やその伝達手段等については、市町地域防災計画にあらかじめ定めておく。 

また、地域の実情に最も適した避難路、避難場所等及び避難誘導方法等を定 

め、これを市町地域防災計画に明示するとともに、広報紙、パンフレット等

により地域住民に対して周知徹底を図る。 

 

第２５節 地盤災害予防 

１～２（略） 

３ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防災対策の推進 

（１）～（２）（略） 

（３）土砂災害特別警戒区域における対策 

県は、「土砂災害防止法」に基づき、土砂災害警戒区域のうち建築物に損

壊が生じ、住民等の身体に著しい危害が生ずるおそれのある区域を、関係市

町長の意見を聴いて土砂災害特別警戒区域としての指定に努める。 

 また、県等は次の措置を講ずる。 

(ア) 住宅分譲地、社会福祉施設等の開発行為に関する許可 

(イ) 建築基準法に基づく建築物の構造規制を踏まえた安全確保の推進 

(ウ) 土砂災害時に著しい損壊が生じる建築物に対する移転等の勧告 

(エ) 勧告による移転者への融資、資金の確保 

４ 警戒体制の確立 

（１）（略） 

（２） 県は、土砂災害から人命・身体を保護するため、大雨による土砂災害発 

生の危険性が高まった時に、金沢地方気象台と共同で土砂災害警戒情報を 

警戒レベル４相当情報として発表し、市町長が防災活動や住民等への避難 

指示発令等の対応を適時適切に行えるよう、関係する市町長へ通知すると 

ともに、住民の自発的な避難判断等を促すため一般へ周知する。 

      なお、土砂災害警戒情報は、大雨警報発表後に発表され、土砂災害の危 

険性が最も高いことを示し、避難指示の判断に資する警戒レベル４相当情

報として位置付けられている。 

（３）～（４）（略） 

５ 避難体制の確立 

  市町長は、大雨警報や土砂災害警戒情報が発表された場合、又は地盤災害が

発生し、若しくは発生するおそれがある場合において、当該地域の住民の生命、

身体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するため必要があると認める

ときは、当該地域の住民、滞在者その他の者に対して速やかに高齢者等避難、

避難指示、緊急安全確保を発令する。避難指示等の発令基準やその伝達手段等

については、市町地域防災計画にあらかじめ定めておく。 

また、地域の実情に最も適した避難路、避難場所等及び避難誘導方法等を定 

め、これを市町地域防災計画に明示するとともに、広報紙、パンフレット等

により地域住民に対して周知徹底を図る。 
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現       行 修   正   案 備 考 

６ 地盤災害防止施設の整備、促進 

（１）（略） 

（２）治山対策の推進 

   山地災害危険地区等における山地治山、防災林造成の整備を行うととも

に、山地災害危険地区の周知等の総合的な山地災害対策を推進する。 

   特に、流木災害が発生するおそれのある森林について、流木捕捉式治山ダ

ムの設置や間伐等の森林整備などの対策を推進する。 

 

 

（３）土石流防止工事の促進 

   土石流は、豪雨により生じた山崩れの際の崩落土石が多量の水分を含んで

渓流を流下し、下流に被害をもたらす現象である。県は、下流の人家、公共

施設の多い重要渓流から順次砂防堰堤及び流路工事等を行い、土石流の防止

に努める。特に、土砂・流木による被害の危険性が高い中小河川においては、

土砂・流木捕捉効果の高い透過型砂防堰堤等の整備に努める。 
 
 
（４）（略） 

７～８（略） 

 
第２６節～第２７節（略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６ 地盤災害防止施設の整備、促進 

（１）（略） 

（２）治山対策の推進 

   山地災害危険地区等における山地治山、防災林造成の整備を行うととも

に、山地災害危険地区の周知等の総合的な山地災害対策を推進する。 

   特に、流木災害が発生するおそれのある森林について、流木捕捉式治山ダ

ムの設置や間伐等の森林整備などの対策を推進する。また、山腹崩壊等対策

や流木対策等を複合的に組み合わせた治山対策を推進するとともに、住民等

と連携した山地災害危険地区等の定期点検等を実施する。 

（３）土石流防止工事の促進 

   土石流は、豪雨により生じた山崩れの際の崩落土石が多量の水分を含んで

渓流を流下し、下流に被害をもたらす現象である。県は、下流の人家、公共

施設の多い重要渓流から順次砂防堰堤及び流路工事等を行い、土石流の防止

に努める。特に、土砂・流木による被害の危険性が高い中小河川においては、

土砂・流木捕捉効果の高い透過型砂防堰堤等の整備に努めるとともに、土砂

・洪水氾濫による被害の危険性が高い河川において，砂防堰堤，遊砂地等の

整備に努める。 
（４）（略） 

７～８（略） 

 

第２６節～第２７節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 
 

第３章 災害応急対策計画 
 

第１節 初動体制の確立 

１～７（略） 

８ 災害応急対策の総合調整 

（１）総合調整 

 ア 県は、国が非常災害現地対策本部又は緊急災害現地対策本部を設置した場 

合、相互に連絡調整を図りつつ、応急対策を円滑に実施する。 

 

 

 イ～エ（略） 

（２）（略） 

９ 受援体制の確立 

（略） 

（１）～（５）（略） 

（６）各種団体に対する応援要請 

知事は、災害応急対策を実施するため、必要があると認めるときは、次の応援

協定に基づき、各種団体に対して、応援を要請する。 

ア～カ（略） 

キ 災害時における衛生材料の供給等に関する協定 

（本章第 14 節「災害医療及び救急医療」参照） 

 

 

 

ク 災害時における医療機器の供給等に関する協定 

（本章第 14 節「災害医療及び救急医療」参照） 

 

 

 

 

ケ 災害時における医療用ガスの供給等に関する協定 

（本章第 14 節「災害医療及び救急医療」参照） 

（略） 

 

 

第３章 災害応急対策計画 
 

第１節 初動体制の確立 

１～７（略） 

８ 災害応急対策の総合調整 

（１）総合調整 

 ア 県は、国が非常災害現地対策本部又は緊急災害現地対策本部を設置した場 

合、相互に連絡調整を図りつつ、応急対策を円滑に実施する。 

また、国が現地において連絡会議及び調整会議を開催した場合、応急措置 

状況や被災市町を通じて把握した被災地の状況等を関係省庁等と共有する。 

 イ～エ（略） 

（２）（略） 

９ 受援体制の確立 

（略） 

（１）～（５）（略） 

（６）各種団体に対する応援要請 

知事は、災害応急対策を実施するため、必要があると認めるときは、次の応援

協定に基づき、各種団体に対して、応援を要請する。 

ア～カ（略） 

（削除） 

 

 

 

 

キ 災害時における医療機器及び衛生材料の供給等に関する協定 

（本章第 14 節「災害医療及び救急医療」参照） 

 

 

 

 

ク 災害時における医療用ガスの供給等に関する協定 

（本章第 14 節「災害医療及び救急医療」参照） 

（略） 
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コ 災害救助犬の出動に関する協定書（本章第 16 節「救助・救急活動」参照） 

（略） 

 サ 災害時における交通誘導及び地域安全の確保等の業務に関する協定 

（本章第 19 節「災害警備及び交通規制」参照） 

（略） 

 シ 災害時における棺等葬祭用品の供給および遺体の搬送等に関する協定 

（本章第 20 章「行方不明者の捜索、遺体の収容・埋葬」参照） 

（略） 

 ス 災害時における応急対策工事に関する基本協定 

（本章第 22 節「公共土木施設等の応急対策」参照） 

（略） 

 セ 災害時における応援業務に関する協定 

（本章第 22 節「公共土木施設等の応急対策」参照） 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

ソ～チ（略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

ケ 災害救助犬の出動に関する協定書（本章第 16 節「救助・救急活動」参照） 

（略） 

 コ 災害時における交通誘導及び地域安全の確保等の業務に関する協定 

（本章第 19 節「災害警備及び交通規制」参照） 

（略） 

 サ 災害時における棺等葬祭用品の供給および遺体の搬送等に関する協定 

（本章第 20 章「行方不明者の捜索、遺体の収容・埋葬」参照） 

（略） 

 シ 災害時における応急対策工事に関する基本協定 

（本章第 22 節「公共土木施設等の応急対策」参照） 

（略） 

ス 災害時における応援業務に関する協定 

（本章第 22 節「公共土木施設等の応急対策」参照） 

（略） 

セ 大規模災害時における土木施設調査の協定 

（本章第 22 節「公共土木施設等の応急対策」参照） 

ソ～チ（略） 

 

ツ 大規模災害発生時における炊き出し支援に関する協定 

（本章第 25 節「生活必需品の供給」参照） 

テ 災害時における建築物等の解体・撤去等に関する協定 

（本章第 26 節「障害物の除去」参照） 
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 ツ 災害応急対策用貨物自動車による物資の緊急・救護輸送等に関する協定書 

（本章第 27 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

テ 災害時等における海上緊急輸送業務に関する協定書 

（本章第 27 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 

ト 災害応急対策用物資の保管等に関する協定書 

 （本章第 27 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 

ナ 地震等大規模災害時における公共建築物の清掃及び消毒等に関する協定 

（本章第 29 節「防疫、保健衛生活動」参照） 

（略） 

二 災害時の応急業務に関する協定 

（本章第 29 節「防疫、保健衛生活動」参照） 

（略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

ヌ 災害ボランティア活動への支援に関する協定 

（本章第 30 節「ボランティア活動の支援」参照） 

（略） 

 

 

 

 ト 災害応急対策用貨物自動車による物資の緊急・救護輸送等に関する協定書 

（本章第 27 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 

 

ナ 災害時におけるタクシー車両による緊急輸送に関する協定 

（本章第 27 節「輸送手段の確保」参照） 

 

 

 

 

ニ 災害時等における海上緊急輸送業務に関する協定書 

（本章第 27 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 

ヌ 災害応急対策用物資の保管等に関する協定書 

 （本章第 27 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 

ネ 地震等大規模災害時における公共建築物の清掃及び消毒等に関する協定 

（本章第 29 節「防疫、保健衛生活動」参照） 

（略） 

ノ 災害時の応急業務に関する協定 

（本章第 29 節「防疫、保健衛生活動」参照） 

（略） 

 

ハ 災害時における被災動物救護活動に関する協定 

（本章第 29 節「防疫、保健衛生活動」参照） 

 

 

 

  

ヒ 災害ボランティア活動への支援に関する協定 

（本章第 30 節「ボランティア活動の支援」参照） 

（略） 
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 ネ 災害時における応急仮設住宅の建設に関する基本協定 

（本章第 32 節「住宅の応急対策」参照） 

（略） 

 ノ 災害時における民間賃貸住宅等の提供等に関する協定 

（本章第 32 節「住宅の応急対策」参照） 

（略） 

（７）～（８）（略） 

１０ 広域応援協力体制の確立 

   県及び市町は、大規模な災害等が発生し、県下市町又は他の都道府県等が 

被災した場合には、速やかに必要な応援体制を確立する。なお、職員を派遣 

する場合は、地域や災害の特性等を考慮した職員の選定に努める。 

（１）県 

知事は、県下市町はもとより、広域応援県市、又は他の被災都道府県等に

対し、速やかに広域応援協力が図れるよう次の措置を講ずる。 

ア～ウ（略） 

（新設） 

 

 

 

 

（２）（略） 

１１（略） 

 

第２節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フ 災害時における応急仮設住宅の建設に関する基本協定 

（本章第 32 節「住宅の応急対策」参照） 

（略） 

 ヘ 災害時における民間賃貸住宅等の提供等に関する協定 

（本章第 32 節「住宅の応急対策」参照） 

（略） 

（７）～（８）（略） 

１０ 広域応援協力体制の確立 

   県及び市町は、大規模な災害等が発生し、県下市町又は他の都道府県等が 

被災した場合には、速やかに必要な応援体制を確立する。なお、職員を派遣 

する場合は、地域や災害の特性等を考慮した職員の選定に努める。 

（１）県 

知事は、県下市町はもとより、広域応援県市、又は他の被災都道府県等に

対し、速やかに広域応援協力が図れるよう次の措置を講ずる。 

ア～ウ（略） 

エ 被災地の状況把握 

  県職員は、被災市町に赴いた際には、災害対応の進捗状況等を的確に把 

握するとともに、その状況に応じて、被災市町から積極的に人的支援ニー 

ズを把握し、関係省庁及び都道府県との情報共有を図り、必要な職員の応援 

が迅速に行われるよう努める。 

（２）（略） 

１１（略） 

 

第２節（略） 
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第３節 気象業務法に定める予報・注意報・警報等の細分区域及び種類並びに発 

表基準 

１～２（略） 

３ 種類及び発表基準 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 特別警報・警報・注意報 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 気象業務法に定める予報・注意報・警報等の細分区域及び種類並びに発 

表基準 

１～２（略） 

３ 種類及び発表基準 

（１）警戒レベルを用いた防災情報の提供 

   警戒レベルとは、災害発生のおそれの高まりに応じて「居住者等がとるべ

き行動」を５段階に分け、「居住者等がとるべき行動」と「当該行動を居住

者等に促す情報」とを関連付けるものである。 

  「居住者等がとるべき行動」、「行動を居住者等に促す情報」及び「行動を

とる際の判断に参考となる情報（警戒レベル相当情報）」をそれぞれ警戒レ

ベルに対応させることで、出された情報からとるべき行動を直感的に理解で

きるよう、災害の切迫度に応じて、５段階の警戒レベルにより提供する。 

   なお、居住者等には「自らの命は自らが守る」という意識を持ち、避難情

報が発令された場合はもちろんのこと、発令される前であっても行政等が出

す防災気象情報に十分留意し、災害が発生する前に自らの判断で自発的に避

難することが望まれる。 

 

（２） 特別警報・警報・注意報 

（略） 

ア 特別警報・警報・注意報の概要 
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ア 特別警報・警報・注意報の種類と概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 特別警報・警報・注意報の種類と概要 
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※地面現象及び浸水警報・注意報は、その警報及び注意報事項を気象警報及び

気象注意報に含めて行われる。地面現象の特別警報は、大雨特別警報に含め

て「大雨特別警報（土砂災害）」として発表される。 

 （略） 

イ 警報等の基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地面現象及び浸水警報・注意報は、その警報及び注意報事項を気象警報及び

気象注意報に含めて行われる。地面現象の特別警報は、大雨特別警報に含め

て「大雨特別警報（土砂災害）」として発表される。 

 （略） 

ウ 警報等の基準 

警報・注意報の発表基準や 50 年に一度の値は、気象庁において随時見直 

しを行っている。最新の値については気象庁ホームページを参照すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  参考）https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/tokubetsu-keiho/sanko/1-50ame.pdf#page=38 
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石川県警報等の発表基準一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
参考）https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/tokubetsu-keiho/sanko/1-50yuki.pdf#page=6 

 

 
 

 参考）https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/kijun/ishikawa/0_ishikawa.pdf 

 

【警報・注意報基準一覧表の解説】 

（１）本表は、気象・高潮・波浪・洪水に関する警報・注意報の発表基準を一覧

表に示したものである。 
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（２）警報とは、重大な災害が起こるおそれのある旨を警告して行う予報であり、

注意報とは、災害が起こるおそれのある旨を注意して行う予報である。警報

・注意報は、気象要素が本表の基準に達すると予想される市町に対して発表

する。 

（３）波浪の警報・注意報、暴風警報、暴風雪警報、強風注意報、風雪注意報、

濃霧注意報、記録的短時間大雨情報の（）内は基準として用いる気象要素を

示す。なお、一次細分区域及び市町をまとめた地域で取り扱いが異なる場合

は、個々の欄に付記している。 

（４）大雨、洪水、大雪、高潮、波浪の警報・注意報、暴風警報、暴風雪警報、

強風注意報、風雪注意報及び記録的短時間大雨情報では、基準における「...

以上」の「以上」を省略した。また、乾燥注意報、濃霧注意報では、基準に

おける「...以下」の「以下」を省略した。なお、上記以外の注意報では、

基準の表記が多岐にわたるため、省略は行っていない。 

（５）表中において、金沢地方気象台が警報・注意報の本文中で用いる「平地、

山地」等の地域名で基準値を記述する場合がある。 

（６）地震や火山の噴火等、不測の事態により気象災害にかかわる諸条件が変化

し、通常の基準を適用することが適切でない状態となることがある。このよ

うな場合は、非常措置として基準のみにとらわれない警報・注意報の運用を

行うことがある。また、このような状態がある程度長期間継続すると考えら

れる場合には、特定の警報・注意報について、対象地域を必要最小限の範囲

に限定して「暫定基準」を設定し、通常より低い基準で運用することがある。 
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参考）https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/kijun/ishikawa/1_ishikawa.pdf 
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参考）https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/kijun/ishikawa/2_ishikawa.pdf 
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参考）https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/kijun/ishikawa/3_ishikawa.pdf 
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 参考）https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/kijun/ishikawa/4_ishikawa.pdf 
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大雨及び洪水警報・注意報基準表の見方 

 

（別表５）（略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

（別表５）（略） 

 

【大雨、洪水及び高潮警報・注意報基準表（別表１～５）の解説】 

（１）大雨警報・注意報の土壌雨量指数基準及び洪水警報・注意報の流域雨量指

数基準、複合基準のうち基準を設定していないもの、洪水警報・注意報の基準

となる洪水予報指定河川がない場合、高潮警報・注意報で現象が発現せず基準

を設定していない市町については、その欄を“－”で示している。 

（２）大雨警報については、表面雨量指数基準に達すると予想される場合は「大

雨警報（浸水害）」、土壌雨量指数基準に達すると予想される場合は「大雨警報

（土砂災害）」、両基準に達すると予想される場合は「大雨警報（土砂災害、浸

水害）」として発表する。 

（３）大雨警報・注意報の表面雨量指数基準は、市町の域内において単一の値を 

とる。 

（４）大雨警報・注意報の土壌雨量指数基準は 1km 四方毎に設定しているが、

別表１及び３の土壌雨量指数基準には市町の域内における基準の最低値を示

している。 

（５）洪水の欄中、｢○○川流域=10.5｣は、｢○○川流域の流域雨量指数 10.5 以

上｣を意味する。 

（６）洪水警報・注意報の流域雨量指数基準は、各流域のすべての地点に設定し

ているが、別表２及び４の流域雨量指数基準には主要な河川における代表地点

の基準値を示している。欄が空白の場合は、当該市町において主要な河川は存 

在しないことを表している。 

（７）洪水警報・注意報の複合基準は、主要な河川における代表地点の（表面雨

量指数，流域雨量指数）の組み合わせによる基準値を示している。 

（８）洪水の欄中、「指定河川洪水予報による基準」の「○○川［△△］」は、洪

水警報においては「指定河川である○○川に発表された洪水予報において、△

△基準観測点で氾濫警戒情報又は氾濫危険情報の発表基準を満たしている場

合に洪水警報を発表する」ことを、洪水注意報においては、同じく「△△基準

観測点で氾濫注意情報の発表基準を満たしている場合に洪水注意報を発表す

る」ことを意味する。 

（９）高潮警報・注意報の基準の潮位は一般に高さを示す「標高」で表す。 
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（２）～（５）（略） 

（６） 警報級の可能性 

５日先までの警報級の可能性が[高]、[中]の２段階で発表される。当日

から翌日にかけては時間帯を区切って、天気予報の対象地域と同じ発表単

位（石川県加賀など）で、２日先から５日先にかけては日単位で、週間天

気予報の対象地域と同じ発表単位（石川県など）で発表される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）～（６）（略） 

（７） 早期注意情報（警報級の可能性） 

５日先までの警報級の可能性が[高]、[中]の２段階で発表される。当日

から翌日にかけては時間帯を区切って、天気予報と同じ区域（加賀・能登）

で、２日先から５日先にかけては日単位で、週間天気予報と同じ区域（石

川県）で発表される。大雨に関して、明日までの期間に［高］又は［中］

が予想されている場合は、災害への心構えを高める必要があることを示す

警戒レベル１である。 
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４ 水防法に定める水防警報 

（１）河川 

 ア 国土交通大臣又は知事が指定した次の河川については、それぞれ水防警報

を行うものとし、河川ごとにそれぞれ定められた河川国道事務所長又は土木

総合事務所長又は土木事務所長が直接これを発表する。 

 （ア）（略） 

 （イ）知事が水防警報を行う河川及びその区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ（略） 

ウ 警報を発表する場合の具体的な基準は、次のとおりである。 

（ア）（略） 

４ 水防法に定める水防警報 

（１）河川 

 ア 国土交通大臣又は知事が指定した次の河川については、それぞれ水防警報

を行うものとし、河川ごとにそれぞれ定められた河川国道事務所長又は土木

総合事務所長又は土木事務所長が直接これを発表する。 

 （ア）（略） 

 （イ）知事が水防警報を行う河川及びその区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ（略） 

ウ 警報を発表する場合の具体的な基準は、次のとおりである。 

（ア）（略） 
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（イ）知事の指定した河川の水位観測所及び氾濫注意水位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）知事の指定した河川の水位観測所及び氾濫注意水位 
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（２）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（２）（略） 
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５ 水位情報の通知及び周知 

（１） 知事が指定した次の河川（水位周知河川）については、それぞれ水位情

報の通知及び周知を行うものとし、河川ごとにそれぞれ定められた土木総合

事務所長又は土木事務所長が直接これを発表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）水位周知河川における水位情報の発表の基準は、次のとおりである。 

 ア～イ（略） 

 

５ 水位情報の通知及び周知 

（１） 知事が指定した次の河川（水位周知河川）については、それぞれ水位情

報の通知及び周知を行うものとし、河川ごとにそれぞれ定められた土木総合

事務所長又は土木事務所長が直接これを発表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）水位周知河川における水位情報の発表の基準は、次のとおりである。 

 ア～イ（略） 
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 ウ 氾濫発生情報 

   氾濫が発生したときに、当該河川を管内に有する土木総合事務所又は土木 

事務所長が発表する。 

 なお、水位周知河川における水位情報通知の対象水位観測所及び避難判断 

水位等は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ウ 氾濫発生情報 

   氾濫が発生したときに、当該河川を管内に有する土木総合事務所又は土木 

事務所長が発表する。 

 なお、水位周知河川における水位情報通知の対象水位観測所及び避難判断 

水位等は、次のとおりである。 
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６ 水防法及び気象業務法に定める洪水予報 

（略） 

（１）洪水予報の発表基準 

洪水予報は河川の増水やはん濫等に対する水防活動の判断や住民の避難

行動の参考となるように、あらかじめ指定した河川について、区間を決めて

水位を示して発表する警報及び注意報である。手取川・梯川については、金

沢河川国道事務所と金沢地方気象台が共同で下表の標題により発表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）～（４）（略） 

 

 

 

 

 

 

６ 水防法及び気象業務法に定める指定河川洪水予報 

（略） 

（１）洪水予報の発表基準 

河川の増水や氾濫等に対する水防活動の判断や住民の避難行動の参考と

なるように、あらかじめ指定した河川について、区間を決めて水位又は流量

を示して発表される警報及び注意報である。手取川・梯川については、金沢

河川国道事務所と金沢地方気象台が共同で下表の標題により発表する。 

  警戒レベル２～５に相当する。 

指定河川洪水予報の種類、標題と概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）～（４）（略） 
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７ 消防法に定める火災警報及び火災気象通報 

（１）～（３）（略） 

（４）金沢地方気象台が知事に通報する火災気象通報の基準は、以下のとおりで 

ある。 

ア 気象官署（金沢、輪島）における実効湿度が６５％以下で、最小湿度４０ 

％以下になる見込みのとき。 

イ 気象官署（金沢、輪島）における実効湿度が６５％以下で、最小湿度４５ 

％以下になり最大風速が１１ｍ/s以上となる見込みのとき。 

ウ 気象官署（金沢、輪島）における平均風速が１３ｍ/s以上で１時間以上連 

続して吹く見込みのとき。 

ただし、降雨、降雪を伴うときは、通報しないこともある。 

８ 噴火警報等 

（１）～（３）（略） 

（４）降灰予報 

 （略） 

 ア～ウ（略） 

気象庁ホームページ（降灰予報の説明） 

http://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/qvaf/ 

qvaf_guide.html 

（略） 

（５）～（６）（略） 

９ 土砂災害警戒情報 

土砂災害警戒情報は、大雨警報（土砂災害）発表中に、大雨による土砂災害

発生の危険度が更に高まったとき、市町長の避難勧告や住民の自主避難の判断

を支援するため、対象となる市町を特定して警戒を呼びかける情報で、石川県

と金沢地方気象台から共同で発表される。 

なお、これを補足する情報である土砂災害警戒判定メッシュ情報で、実際に

危険度が高まっている場所を確認することができる。 

 

（１）～（３）（略） 

 

 

 

 

 

７ 消防法に定める火災警報及び火災気象通報 

（１）～（３）（略） 

（４）金沢地方気象台が知事に通報する火災気象通報の基準は、「乾燥注意報」 

及び「強風注意報」の発表基準と同一とする。 

 

 

 

 

 

 

 

８ 噴火警報等 

（１）～（３）（略） 

（４）降灰予報 

 （略） 

 ア～ウ（略） 

気象庁ホームページ（降灰予報の説明） 

https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/qvaf/ 

qvaf_guide.html 

（略） 

（５）～（６）（略） 

９ 土砂災害警戒情報 

大雨警報（土砂災害）発表後、命に危険を及ぼす土砂災害がいつ発生しても

おかしくない状況となったときに、市町長の避難指示や住民の自主避難の判断

を支援するため、対象となる市町を特定して警戒を呼びかける情報で、石川県

と金沢地方気象台から共同で発表される。市町内で危険度が高まっている詳細

な領域は大雨警報（土砂災害）の危険度分布（土砂災害警戒判定メッシュ情報）

で、実際に危険度が高まっている場所を確認することができる。避難が必要と

される警戒レベル４に相当。 

（１）～（３）（略） 

 

 

 

 

 

http://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/qvaf/
https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/qvaf/
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（４）補足情報の提供 

   金沢地方気象台及び県は共同して、避難勧告等の発令対象地域を特定する

ための参考情報として、土砂災害警戒情報を補足する情報の提供に努め、土

砂災害の危険度が高まっている市町名の共同発表に加え、県が地区名の情報

を追加して提供する。 

なお、市町は、土砂災害警戒区域等を避難勧告等の発令単位として事前に

設定し、土砂災害警戒情報及び土砂災害警戒情報を補足する情報等を用い、

事前に定めた発令単位と危険度の高まっている領域が重複する区域等に避

難勧告等を適切な範囲に絞り込んで発令できるよう、発令範囲をあらかじめ

具体的に設定するとともに、必要に応じて見直すよう努める。 

 

 

 

 

１０～１１（略） 

 

第４節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）補足情報の提供 

   金沢地方気象台及び県は共同して、避難指示等の発令対象地域を特定する

ための参考情報として、土砂災害警戒情報を補足する情報の提供に努め、土

砂災害の危険度が高まっている市町名の共同発表に加え、県が地区名の情報

を追加して提供する。 

   なお、市町は、土砂災害に対する住民の警戒避難体制として、土砂災害警

戒情報が発表された場合に直ちに避難指示等を発令することを基本とした

具体的な避難指示等の発令基準を設定するとともに、土砂災害警戒区域等を

避難指示等の発令単位として事前に設定し、土砂災害警戒情報及び土砂災害

警戒情報を補足する情報等を用い、事前に定めた発令単位と危険度の高まっ

ている領域が重複する区域等に避難指示等を適切な範囲に絞り込んで発令

できるよう、発令範囲をあらかじめ具体的に設定し、必要に応じて見直すよ

う努める。県は、市町に対し、これらの基準及び範囲の設定及び見直しのほ

か、警戒避難体制の整備・強化について、国とともに、必要な助言等を行う。 

１０～１１（略） 

 

第４節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 53 - 

現       行 修   正   案 備 考 

第５節 災害予警報別の伝達 

１（略） 

２ 気象警報等の伝達 

（１）～（６）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

第５節 災害予警報別の伝達 

１（略） 

２ 気象警報等の伝達 

（１）～（６）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 
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３ 水防警報及び避難判断水位到達情報等の伝達 

  水防警報等の伝達については、次のとおりとする。 

（１）～（４）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 水防警報及び避難判断水位到達情報等の伝達 

  水防警報等の伝達については、次のとおりとする。 

（１）～（４）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 
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４ 洪水予報の伝達 

洪水予報の伝達体制は次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 洪水予報の伝達 

洪水予報の伝達体制は次のとおりとする。 
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５～６（略） 

７ 噴火警報等の伝達 

（略） 

噴火警報等の伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５～６（略） 

７ 噴火警報等の伝達 

（略） 

噴火警報等の伝達系統図 
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８ 土砂災害警戒情報の伝達 

  金沢地方気象台と石川県は、共同して土砂災害警戒情報を作成・発表し、次

のとおり速やかに関係機関へ伝達する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９～１０（略） 

 

 

 

 

 

 

 

８ 土砂災害警戒情報の伝達 

  金沢地方気象台と石川県は、共同して土砂災害警戒情報を参考となる警戒レ

ベルと併せて作成・発表し、次のとおり速やかに関係機関へ伝達する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９～１０（略） 
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１１ 知事、市町長、その他の機関が行う警告等の伝達 

気象警報等により予想される災害に対処するため、知事が発する通知又は

要請のうち市町長及び市町を通じての関係機関への伝達は、気象警報の伝達

体制に準ずることができる。 

   また、関係機関へ直接伝達するものについては、一般の通信施設等による。 

   市町長が予測される災害に対処するため発する警告の伝達体制は、市町地

域防災計画に定めるところによる。知事が発する通知、要請、市町長が発す

る警告について必要がある場合は、放送機関に放送を要請する。この場合に

おける市町長の放送要請は、県を通じて行う。 

 

 

 

 

 

第６節 災害情報の収集・伝達 

１（略） 

２ 情報収集体制及び伝達系統の確立 

（１）被害規模に関する概括的情報の収集・伝達 

 ア 県 

   市町からの情報収集及び 119 番通報に係る状況の情報は、市町等から情報 

を収集するとともに、119番通報に係る状況等の情報を含めて、被害規模に 

関する概括的情報を把握し、特に、市町が報告を行うことができなくなった 

ときは、被災地への職員派遣、ヘリコプター等の機材や各種通信手段の効果 

的活用等により、あらゆる手段を尽くして積極的に情報収集を行い、これら 

の情報を消防庁に報告する。また、必要に応じ、関係省庁及び関係地方公共 

団体に報告する。 

 イ～ウ（略） 

（２）（略） 

（３）災害情報収集に係る各機関の実施事項等 

ア 県等 

（ア）県（本庁）・県教育委員会 

a  危機対策課長は、市町から災害情報等を収集するとともに、県各関係課 

長、県教育委員会教育長、警察本部長及び関係機関からの被害状況を取り 

まとめる。 

 

１１ 知事、市町長、その他の機関が行う警告等の伝達 

(１) 気象警報等により予想される災害に対処するため、知事が発する通知又は

要請のうち市町長及び市町を通じての関係機関への伝達は、気象警報の伝達

体制に準ずることができる。 

   また、関係機関へ直接伝達するものについては、一般の通信施設等による。 

(２) 市町長が予測される災害に対処するため発する警告の伝達体制は、市町地

域防災計画に定めるところによる。 

(３) 知事が発する通知、要請、市町長が発する警告について必要がある場合は、

放送機関に放送を要請する。この場合における市町長の放送要請は、県を通

じて行う。 

(４) 道路管理者は，降雨予測等から通行規制範囲を広域的に想定して，できる

だけ早く通行規制に関する情報を発表する。その際，当該情報が入手しやす

いよう多様な広報媒体を活用し，通行規制に関する情報を広報する。 

 

第６節 災害情報の収集・伝達 

１（略） 

２ 情報収集体制及び伝達系統の確立 

（１）被害規模に関する概括的情報の収集・伝達 

 ア 県 

   市町からの情報収集及び 119 番通報に係る状況の情報は、市町等から情報 

を収集するとともに、119番通報に係る状況等の情報を含めて、被害規模に 

関する概括的情報を把握し、特に、市町が報告を行うことができなくなった 

ときは、被災地への職員派遣、ヘリコプター、無人航空機等の機材や各種通 

信手段の効果的活用等により、あらゆる手段を尽くして積極的に情報収集を 

行い、これらの情報を消防庁に報告する。また、必要に応じ、関係省庁及び 

関係地方公共団体に報告する。 

 イ～ウ（略） 

（２）（略） 

（３）災害情報収集に係る各機関の実施事項等 

ア 県等 

（ア）県（本庁）・県教育委員会 

a  危機対策課長は、市町から災害情報等を収集するとともに、県各関係課 

長、県教育委員会教育長、警察本部長及び関係機関からの被害状況を取り 

まとめる。 
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ｂ  県関係各課長、県教育委員会教育長は、掌握した被害状況を危機対策課 

長に速報するとともに、関係部局にも直ちに連絡する。 

ｃ  危機対策課長は、災害情報等を消防庁に報告するとともに、関係機関に 

連絡する。 

ｄ  被害状況等の情報収集は、市町から行うことを原則とするが、緊急に現 

地の被害状況を把握する必要がある場合は、消防救急無線等を利用し、情 

報を収集する。 

また、区域内の市町において通信手段の途絶等が発生し、被害情報等の 

報告が十分なされていないと判断する場合等にあっては、調査のための職 

員派遣、ヘリコプター等の機材や各種通信手段の効果的活用により、あら 

ゆる手段を尽くして被害情報等の把握に努める。なお、収集した情報は、 

内容に応じて市町に伝達する。 

e （略） 

 （イ）（略） 

イ～エ（略） 

オ 関係機関等の協力関係 

   県、市町、指定地方行政機関、指定公共機関及び指定地方公共機関並びに

防災上重要な施設の管理者は、災害事態についての認識を一致させ、迅速な

意思決定を行うために、相互で連絡する手段や体制を確保し、被害状況の調

査及び報告に当たって緊密に連絡をとること、関係機関で連絡調整のための

職員を相互に派遣すること、災害対策本部長の求めに応じて情報の提供、意

見の表明を行うことなどにより、情報共有を図るよう努める。 

   道路等の途絶によるいわゆる孤立集落については、早期解消の必要がある

ことから、国、指定公共機関、県及び市町は、それぞれの所管する道路のほ

か、通信、電気、ガス、上下水道等のライフラインの途絶状況を把握すると

ともに、その復旧状況と併せて、県及び市町に連絡する。また、県及び市町

は、当該地域における備蓄の状況、医療的援助が必要な者など要配慮者の有

無の把握に努める。 

 

 

 

 カ（略） 

 

 

 

ｂ  県関係各課長、県教育委員会教育長は、掌握した被害状況を危機対策課 

長に速報するとともに、関係部局にも直ちに連絡する。 

ｃ  危機対策課長は、災害情報等を消防庁に報告するとともに、関係機関に 

連絡する。 

ｄ  被害状況等の情報収集は、市町から行うことを原則とするが、緊急に現 

地の被害状況を把握する必要がある場合は、消防救急無線等を利用し、情 

報を収集する。 

また、区域内の市町において通信手段の途絶等が発生し、被害情報等の 

報告が十分なされていないと判断する場合等にあっては、調査のための職 

員派遣、ヘリコプター、無人航空機等の機材や各種通信手段の効果的活用 

により、あらゆる手段を尽くして被害情報等の把握に努める。なお、収集 

した情報は、内容に応じて市町に伝達する。 

e （略） 

 （イ）（略） 

イ～エ（略） 

オ 関係機関等の協力関係 

   県、市町、指定地方行政機関、指定公共機関及び指定地方公共機関並びに

防災上重要な施設の管理者は、災害事態についての認識を一致させ、迅速な

意思決定を行うために、相互で連絡する手段や体制を確保し、被害状況の調

査及び報告に当たって緊密に連絡をとること、関係機関で連絡調整のための

職員を相互に派遣すること、災害対策本部長の求めに応じて情報の提供、意

見の表明を行うことなどにより、情報共有を図るよう努める。 

   道路等の途絶によるいわゆる孤立集落については、早期解消の必要がある

ことから、国、指定公共機関、県及び市町は、それぞれの所管する道路のほ

か、通信サービス、電気、ガス、上下水道等のライフラインの途絶状況を把

握するとともに、その復旧状況と併せて、県及び市町に連絡する。また、県

及び市町は、当該地域における備蓄の状況、医療的援助が必要な者など要配

慮者の有無の把握に努める。 

県及び電気事業者等は、大規模な災害発生のおそれがある場合、それぞれ

が所有する電源車、発電機等の現時点の配備状況等を確認の上、リスト化す

るよう努める。 

 カ（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（４）航空機等による被害状況の把握 

 ア 県は、消防防災ヘリコプターの活用により、迅速かつ的確に被害状況等の 

情報収集、伝達活動を行う。（本章第8節「消防防災ヘリコプターの活用等」 

参照） 

 イ（略） 

（５）～（８）（略） 

３ 収集すべき情報 

（略） 

（１）～（２）（略） 

（３）速報及び被害状況等の報告様式 

ア～タ（略） 

チ 避難勧告・指示（緊急） 

 

 

 

 

 ツ（略） 

 災害（事故）緊急報告書（第 報）（略） 

 避難勧告等の発令状況 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）航空機等による被害状況の把握 

 ア 県は、消防防災ヘリコプター及び無人航空機の活用により、迅速かつ的確 

に被害状況等の情報収集、伝達活動を行う。（本章第8節「消防防災ヘリコ 

プターの活用等」参照） 

 イ（略） 

（５）～（８）（略） 

３ 収集すべき情報 

（略） 

（１）～（２）（略） 

（３）速報及び被害状況等の報告様式 

 ア～タ（略） 

 チ 避難指示 

 

 

 

 

 ツ（略） 

 災害（事故）緊急報告書（第 報）（略） 

 避難指示等の発令状況 
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現       行 修   正   案 備 考 

被害状況即報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）被害状況等の判定基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害状況即報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）被害状況等の判定基準 
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第７節 通信手段の確保 

 

 

 

１（略） 

２ 通信手段の利用方法等 

（略） 

（１）～（２）（略） 

（３）非常通信 

ア（略） 

イ 非常通信協議会 

   知事は、災害対策に必要と認めるときは、北陸地方非常通信協議会（事務 

  局：北陸総合通信局無線通信部陸上課）に対して、非常通信の取扱いについ 

  て要請する。なお、災害応急対策機関は、応急対策を円滑迅速に処理するた 

  め、北陸地方非常通信協議会と緊密な連携に努める。 

 

ウ～エ（略） 

（４）～（８）（略） 

３（略） 

 

第８節（略） 

 

第９節 災害広報 

１～２（略） 

３ 広報の内容 

（１）（略） 

（２）被災者に対する広報 

 

第７節 通信手段の確保 

 

 

 

１（略） 

２ 通信手段の利用方法等 

（略） 

（１）～（２）（略） 

（３）非常通信 

ア（略） 

イ 非常通信協議会 

   知事は、災害対策に必要と認めるときは、北陸地方非常通信協議会（事務 

  局：北陸総合通信局無線通信部陸上課）に対して、非常通信の取扱いについ 

  て要請する。なお、災害応急対策機関は、応急対策を円滑迅速に処理するた 

  め、北陸地方非常通信協議会と緊密に連携し、訓練等を通じて、実効性の確 

  保に努める。 

ウ～エ（略） 

（４）～（８）（略） 

３（略） 

 

第８節（略） 

 

第９節 災害広報 

１～２（略） 

３ 広報の内容 

（１）（略） 

（２）被災者に対する広報 
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現       行 修   正   案 備 考 

４ 広報手段等 

（１）（略） 

（２）各種情報提供 

県及び市町は、安否情報、交通情報、各種問い合わせ先等を随時入手した

いというニーズに応えるため、広く報道機関や情報関連会社等の協力を得

て、迅速に的確な情報が提供できるよう努める。 

   また、被災者のおかれている生活環境、居住環境等が多様であることに鑑

み、情報を提供する際に活用する媒体に配慮する。特に、避難所にいる被災

者は情報を得る手段が限られていることから、被災者生活支援に関する情報

については紙媒体でも情報提供を行うなど、適切に情報提供がなされるよう

努める。 

   なお、市町は、やむを得ず避難所に滞在することができない車中避難者を

含む避難所外避難者に対する情報提供にも努める。 

 ア（略） 

 イ インターネットの活用 

（新設） 

 

 

 

 ウ（略） 

 エ 紙媒体の活用 

オ～ク（略） 

（新設） 

５～６（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０節～第１１節（略） 

 

４ 広報手段等 

（１）（略） 

（２）各種情報提供 

県及び市町は、安否情報、交通情報、各種問い合わせ先等を随時入手した

いというニーズに応えるため、広く報道機関や情報関連会社等の協力を得

て、迅速に的確な情報を提供する。 

   また、被災者のおかれている生活環境、居住環境等が多様であることに鑑

み、情報を提供する際に活用する媒体に配慮する。特に、避難所にいる被災

者は情報を得る手段が限られていることから、被災者生活支援に関する情報

については紙媒体でも情報提供を行うなど、適切に情報提供がなされるもの

とする。 

   なお、市町は、やむを得ず避難所に滞在することができない車中避難者を

含む避難所外避難者に対する情報提供にも努める。 

 ア（略） 

 イ インターネットの活用 

   災害に係る情報発信等に関する協定 

 

 

 

 ウ（略） 

 エ 紙媒体の活用（チラシの張り出し、配布） 

オ～ク（略） 

ケ 広報車の活用 

５～６（略） 

７ ライフライン情報の提供等 

電気事業者は、停電時にインターネット等を使用できない被災者に対する被 

害情報等の伝達に係る体制の整備に努める。 

  また、電気通信事業者は、通信の仕組みや代替通信手段の提供等について利 

用者への周知に努めるとともに、通信障害が発生した場合の被災者に対する情 

報提供体制の整備を図る。 

  県、市町及びライフライン事業者は、住民等からの問い合わせ等に対応する 

体制について、あらかじめ計画しておくものとする。 

 

第１０節～第１１節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第１２節 避難誘導等 

１（略） 

２ 避難の勧告又は指示の実施及び基準 

    市町長等は、次の措置を講じる。 

（１）市町長（災害対策基本法第６０条及び第６１条の２） 

ア 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身 

体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するため特に必要があると認 

めるときは、市町長は必要と認める地域の居住者等に対し、避難のための立 

退きを勧告し、及び急を要すると認められるときは避難のための立退きを指 

示するとともに、必要があると認めるときは、その立退き先を指示する。市 

町長はこれらの指示を行ったときは、速やかに知事に報告する。 

また、避難の必要がなくなったときは、直ちにその旨を公示し、知事に報 

告する。 

イ 災害の発生により、市町長が実施すべき避難の指示等を実施できなくなっ

た場合、知事は、市町長に代わって、当該市町地域防災計画の定めるところ

により避難の指示を実施する。 

なお、知事は、市町長に代わって避難等の指示を実施したとき、又は避難

の必要がなくなったときは、直ちにその旨を公示する。 

ウ 災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、避難のた 

めの立退きを行うことによりかえって人の生命又は身体に危険が及ぶおそ 

れがあると認めるときは、市町長は、必要と認める地域の居住者等に対し、 

「屋内安全確保」を指示することができる。 

 

エ  市町長は、避難のための立ち退きを勧告し、若しくは指示し、又は「屋内 

安全確保」を指示しようとする場合において、必要があると認めるときは指 

定地方行政機関の長または知事に対し当該勧告又は指示に関する事項につ 

いて、助言を求めることができる。 

（２）指定地方行政機関の長又は知事（災害対策基本法第 61 条の２） 

     市町長から避難勧告または指示（緊急）に関する事項について助言を求め 

られた指定地方行政機関の長又は知事は、その所掌事務に関し、必要な助言 

をする。 

 

 

 

 

第１２節 避難誘導等 

１（略） 

２ 避難の指示の実施及び基準 

    市町長等は、次の措置を講じる。 

（１）市町長（災害対策基本法第６０条及び第６１条の２） 

ア 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身 

体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するため特に必要があると認 

めるときは、市町長は必要と認める地域の必要と認める居住者等に対し、避

難のための立退きを指示するとともに、必要があると認めるときは、その立

退き先を指示する。市町長はこれらの指示を行ったときは、速やかに知事に

報告する。 

また、避難の必要がなくなったときは、直ちにその旨を公示し、知事に報 

告する。 

イ 災害の発生により、市町長が実施すべき避難の指示を実施できなくなった

場合、知事は、市町長に代わって、当該市町地域防災計画の定めるところに

より避難の指示を実施する。 

なお、知事は、市町長に代わって避難等の指示を実施したとき、又は避難

の必要がなくなったときは、直ちにその旨を公示する。 

ウ 災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、避難のた 

めの立退きを行うことによりかえって人の生命又は身体に危険が及ぶおそ 

れがあり、かつ、事態に照らし緊急を要すると認めるときは、市町長は、必 

要と認める地域の必要と認める居住者等に対し、「緊急安全確保」を指示す

ることができる。 

エ  市町長は、避難のための立退きを指示し、又は「緊急安全確保」を指示 

しようとする場合において、必要があると認めるときは指定地方行政機関の 

長または知事に対し当該指示に関する事項について、助言を求めることがで 

きる。 

（２）指定地方行政機関の長又は知事（災害対策基本法第 61 条の 2） 

     市町長から避難の指示に関する事項について助言を求められた指定地方 

  行政機関の長又は知事は、その所掌事務に関し、必要な助言をする。 
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現       行 修   正   案 備 考 

（３）警察官、海上保安官（災害対策基本法第 61 条） 

前記（１）の市町長による避難のための立退き若しくは「屋内安全確保」

を指示することができないと認めるとき、又は市町長から要求があったと

き警察官又は海上保安官は、必要と認める地域の居住者等に避難のための

立退き又は「屋内安全確保」を指示することができる。 

    なお、避難のための立退きを指示する場合において、必要があると認めら 

れるときはその立退き先を指示する。立退き先を指示したときは、直ちに市 

町長に通知する。   

    また、災害の状況により特に急を要する場合には、警察官は、危害を受け 

るおそれのある者に対して避難等の措置をとる。 

（４）水防管理者（市町長、水防事務組合長）（水防法（昭和 24 年法律第 193

号）第 21 条） 

   溢水又は破堤により著しい危険が切迫していると認められるときは、必要

と認める地域の居住者に対して、避難のための立退きを指示する。この場合

には、直ちに管轄の警察署長に通知する。 

（５）知事又はその命を受けた職員（水防法第 21 条、地すべり等防止法（昭和

33 年法律第 30 号）第 25条） 

   溢水又は破堤、あるいは地すべりにより著しく危険が切迫していると認め

られるときは、必要と認める区域の居住者に対して避難のための立退きの指

示をする。この場合には、直ちに管轄の警察署長に通知する。 

（６）（略） 

（７）相互の連絡協力 

（１）から（５）に掲げる者は、それぞれの措置をとった場合は、相互 

に通知、報告するとともに、避難の措置が迅速、適切に実施されるよう協力 

する。 

また、県及び指定地方行政機関は、市町から求めがあった場合には、避 

難指示（緊急）又は避難勧告の対象地域、判断時期等について助言する。ま 

た、県は、時機を失することなく避難勧告等が発令されるよう、市町に積極 

的に助言する。 

 

 

 

 

 

 

（３）警察官、海上保安官（災害対策基本法第 61 条） 

前記（１）の市町長による避難のための立退き若しくは「緊急安全確保」

を指示することができないと認めるとき、又は市町長から要求があったと

き警察官又は海上保安官は、必要と認める地域の必要と認める居住者等に

避難のための立退き又は「緊急安全確保」を指示することができる。 

    なお、避難のための立退きを指示する場合において、必要があると認めら 

れるときはその立退き先を指示する。立退き先を指示したときは、直ちに市 

町長に通知する。   

    また、災害の状況により特に急を要する場合には、警察官は、危害を受け 

るおそれのある者に対して避難等の措置をとる。 

（４）水防管理者（市町長、水防事務組合長）（水防法（昭和 24 年法律第 193

号）第 21 条） 

   溢水又は破堤により著しい危険が切迫していると認められるときは、必要

と認める地域の必要と認める居住者等に対して、避難のための立退きを指示

する。この場合には、直ちに管轄の警察署長に通知する。 

（５）知事又はその命を受けた職員（水防法第 21 条、地すべり等防止法（昭和

33 年法律第 30 号）第 25条） 

   溢水又は破堤、あるいは地すべりにより著しく危険が切迫していると認め

られるときは、必要と認める区域の必要と認める居住者等に対して避難のた

めの立退きの指示をする。この場合には、直ちに管轄の警察署長に通知する。 

（６）（略） 

（７）相互の連絡協力 

（１）から（５）に掲げる者は、それぞれの措置をとった場合は、相互 

に通知、報告するとともに、避難の措置が迅速、適切に実施されるよう協力 

する。 

また、県及び指定地方行政機関は、市町から求めがあった場合には、避 

難指示等の対象地域、判断時期等について助言する。また、県は、時機を失 

することなく避難指示等が発令されるよう、市町に積極的に助言する。 
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現       行 修   正   案 備 考 

（８）避難勧告等の発令方法 

避難勧告等の発令に当たっては、住民が生命に係わる危険な状況である 

ことを認識できるように、危険の切迫性に応じて避難勧告等の伝達文の内

容を工夫すること、その対象者を明確にすること、対象者ごとにとるべき

避難行動がわかるように伝達することなど、具体的でわかりやすい内容で

発令するよう努める。 

なお、避難勧告等の解除に当たっては、十分に安全性の確認に努める。 

３ 避難の勧告又は指示の内容、時期及びその周知 

（１）避難の勧告又は指示の内容 

   避難の勧告又は指示をする場合、市町長等は、次の内容を明示する。 

（略） 

（２）避難勧告・指示（緊急）の時期 

市町長等は、避難の勧告又は指示を行う場合は、危険が切迫するまえに

十分な余裕を持って行うものとし、住民が自主的に家屋被害に対する対策、

衣類や食料品の準備等、最低限の措置を講じて避難場所等へ向かうことが

できるよう努める。なお、局所的な豪雨による急激な河川の水位上昇への

対応など、状況に即した早期発令に努める。 

また、避難勧告の発令の際には、避難場所を開放していることが望ましい 

が、避難のための時間が少ない局地的かつ短時間の豪雨の場合は、躊躇なく 

避難勧告を発令する。また、そのような事態が生じ得ることを住民にも周知 

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）避難指示等の発令方法 

避難指示等の発令に当たっては、住民が生命に係わる危険な状況である

ことを認識できるように、危険の切迫性に応じて避難指示等の伝達文の内

容を工夫すること、その対象者を明確にすること、対象者ごとにとるべき

避難行動がわかるように伝達することなど、具体的でわかりやすい内容で

発令するよう努める。 

なお、避難指示等の解除に当たっては、十分に安全性の確認に努める。 

３ 避難の指示の内容、時期及びその周知 

（１）避難の指示の内容 

   避難の指示をする場合、市町長等は、次の内容を明示する。 

（略） 

（２）避難指示の時期 

市町長等は、避難の指示を行う場合は、危険が切迫するまえに十分な余

裕を持って行うものとし、住民が自主的に家屋被害に対する対策、衣類や

食料品の準備等、最低限の措置を講じて避難場所等へ向かうことができる

よう努める。なお、局所的な豪雨による急激な河川の水位上昇への対応な

ど、状況に即した早期発令に努める。 

また、避難指示の発令の際には、避難場所を開放していることが望ましい 

が、避難のための時間が少ない局地的かつ短時間の豪雨の場合は、躊躇なく 

避難指示を発令する。また、そのような事態が生じ得ることを住民にも周知 

する。 
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現       行 修   正   案 備 考 

（３）住民への周知 

   市町長等は、避難の勧告又は指示を行う場合には、地域住民等に対して市

町防災行政無線（戸別受信機を含む。）、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬ

ＥＲＴ）、有線放送、広報車、サイレン、ケーブルテレビ、インターネット、

携帯電話、Ｌアラート（災害情報共有システム）等多様な情報伝達手段を使

用し、あるいは報道機関等を通じて、迅速かつ安全に避難できるよう周知徹

底を図る。 

また、市町は、発災時（災害が発生するおそれがある場合を含む。）には、

必要に応じ、避難準備・高齢者等避難開始の発令等とあわせて指定緊急避難

場所等を開放し、住民等に対し周知徹底を図る。 

   なお、避難勧告等が発令された場合の安全確保措置としては、指定緊急避

難場所への移動を原則とするものの、避難時の周囲の状況等により、指定緊

急避難場所への移動を行うことがかえって危険を伴う場合等やむを得ない

と住民等自身が判断する場合は、「近隣の安全な場所」への移動又は「屋内

安全確保」を行うべきことについて、住民等への周知徹底に努める。 

   台風による大雨発生など事前に予測が可能な場合においては、大雨発生が

予測されてから災害のおそれがなくなるまで、住民に対して分かりやすく適

切に状況を伝達することに努める。 

 

 

 

 

４ 避難準備・高齢者等避難開始の発令 

  市町長は、災害が発生するおそれがある場合において、一般住民に対して 

避難準備を呼びかけるとともに、避難行動要支援者等、特に避難行動に時間を

要する者や風水害による被害のおそれが高い区域の居住者等に対して、早めの

段階で自主的な避難行動を開始することを求める避難準備・高齢者等避難開始

を発令する。 

  また、市町は、避難勧告・避難指示（緊急）等を夜間に発令する可能性があ

る場合に、避難行動をとりやすい時間帯における避難準備・高齢者等避難開始

の提供に努める。 

  なお、避難準備・高齢者等避難開始の発令、内容及び周知については、上記

２及び３を準用する。 

 

５（略） 

（３）住民への周知 

   市町長等は、避難の指示を行う場合には、地域住民等に対して市町防災行

政無線（戸別受信機を含む。）、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、

有線放送、広報車、サイレン、ケーブルテレビ、インターネット、携帯電話、

Ｌアラート（災害情報共有システム）等多様な情報伝達手段を使用し、ある

いは報道機関等を通じて、迅速かつ安全に避難できるよう周知徹底を図る。 

   また、市町は、危険の切迫性に応じて避難指示等の伝達文の内容を工夫す

ること、その対象者を明確にすること、避難指示等に対応する警戒レベルを

明確にして対象者ごとに警戒レベルに対応したとるべき避難行動がわかる

ように伝達することなどにより、住民の積極的な避難行動の喚起に努める。 

さらに、市町は、発災時（災害が発生するおそれがある場合を含む。）に

は、必要に応じ、高齢者等避難の発令等とあわせて指定緊急避難場所等を開

放し、住民等に対し周知徹底を図る。 

   なお、避難指示等が発令された場合の避難行動としては、指定緊急避難場

所、安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等への避難を基本とするものの、ハ

ザードマップ等を踏まえ、自宅等で身の安全を確保することができる場合

は、住民みずからの判断で「屋内安全確保」を行うことや、避難時の周囲の

状況等により、指定緊急避難場所等への避難がかえって危険を伴う場合は、

「緊急安全確保」を行うべきことについて、住民等への周知徹底に努める。 

   台風による大雨発生など事前に予測が可能な場合においては、大雨発生が

予測されてから災害のおそれがなくなるまで、住民に対して分かりやすく適

切に状況を伝達することに努める。 

４ 高齢者等避難の発令 

  市町長は、避難指示のほか、避難行動要支援者等、特に避難行動に時間を要

する者に対して、その避難行動要支援対策と対応しつつ、早めの段階で避難行

動を求めるとともに、高齢者等以外の者に対して、必要に応じて、普段の行動

を見合わせ始めることや、自主的な避難を呼びかける高齢者等避難を発令す

る。 

  また、市町は、避難指示及び緊急安全確保を夜間に発令する可能性がある場

合に、避難行動をとりやすい時間帯における高齢者等避難の発令に努める。 

  なお、高齢者等避難の発令、内容及び周知については、上記２及び３を準用

する。 

 

 

５（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

６ 警戒区域設定の周知等 

（１）警戒区域の設定を行った者は、避難の勧告又は指示と同様に、住民への周 

知及び関係機関への連絡を行う。 

（２）（略） 

７ 避難者の誘導 

避難者の誘導は、警察官、市町の職員等が行うが、誘導に当たっては各地区

又は一集落の単位ごとの集団避難を心掛け、避難路等の安全を確認するととも

に、要配慮者に十分配慮する。 

  また、地域住民も可能な限り積極的に協力する。 

  県及び市町は、災害の実態に応じて、飼養者によるペット動物との同行避難

を呼びかける。 

 

 

８ 避難所の開設及び運営 

（１）市町 

ア 避難所の開設が必要となった場合は、市町地域防災計画及び避難所運営マ

ニュアルの定めるところにより、地元警察署等と十分連絡を図り、避難所を

開設する。 

   また、災害が発生していない場合であっても、住民が自主的に避難しよう

とする場合にあっては、速やかに避難所を開設するよう努める。なお、市町

のみでは困難なときは、県に応援を要請する。 

   また、二次災害の発生のおそれのある危険場所等の把握に努めるほか、避

難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶

による孤立が続くと見込まれる場合は、あらかじめ指定避難所に指定されて

いたとしても原則として開設しないものとする。 

 

 

 

 

イ 避難生活の対象者 

 

 

 

 

 

６ 警戒区域設定の周知等 

（１）警戒区域の設定を行った者は、避難の指示と同様に、住民への周知及び関 

係機関への連絡を行う。 

（２）（略） 

７ 避難者の誘導 

  避難者の誘導は、警察官、市町の職員等が行うが、誘導に当たっては各地区

又は一集落の単位ごとの集団避難を心掛け、避難路等の安全を確認するととも

に、要配慮者に十分配慮する。市町は、避難誘導に当たっては、避難場所及び

避難路や避難先、災害危険箇所等（浸水想定区域、土砂災害警戒区域等）の所

在、災害の概要その他の避難に資する情報の提供に努める。 

  また、地域住民も可能な限り積極的に協力する。 

  県及び市町は、災害の実態に応じて、飼養者によるペット動物との同行避難

を呼びかける。 

８ 避難所の開設及び運営 

（１）市町 

ア 避難所の開設が必要となった場合は、市町地域防災計画及び避難所運営マ

ニュアルの定めるところにより、地元警察署等と十分連絡を図り、避難所を

開設する。 

   災害が発生していない場合であっても、住民が自主的に避難しようとする

場合にあっては、速やかに避難所を開設するよう努める。なお、市町のみで

は困難なときは、県に応援を要請する。 

   避難所を開設する場合には、あらかじめ施設の安全性を確認する。 

   また、二次災害の発生のおそれのある危険場所等の把握に努めるほか、避

難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶

による孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に指定避難所を設置・維持

することの適否を検討する。 

   被災地において、感染症の発生、拡大が見られる場合は、防災部局と保健

福祉部局が連携して、感染対策として必要な措置を講じるよう努める。 

 

イ 避難生活の対象者 
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現       行 修   正   案 備 考 

ウ 避難所を設置したときは、直ちに次の事項を県に報告する。 

（略） 

 

エ～ケ（略） 

 コ 男女双方の視点の取り入れ 

   避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保や避難所の運営におけ

る女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等

に配慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品

・女性用下着の女性による配布、巡回警備や防犯ブザーの配布等による避難

所における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所

の運営に努める。 

 サ～シ（略） 

（新設） 

 

 

 

（２）県 

県は、市町からの報告により開設状況を把握するとともに必要に応じて支 

援及び調整を行う。 

   また、市町から避難所開設について応援の要請を受けたときは、警察に通 

知するとともに、被災市町に隣接する市町長に必要な応援等することを指示 

する。 

   市町から要配慮者の二次避難に関する応援の要請を受けたときは、「広域 

調整マニュアル」に基づき、二次避難の受入先や、介助員となる専門的人材 

の確保について、広域的な調整を行う。 

９ 広域避難対策  

（１）～（２）（略） 

（３）広域一時滞在 

 ア～ウ（略） 

 エ 市町は、避難所を指定する際に併せて広域一時滞在の用にも供することに

ついても定めるなど、他の市町村からの被災者を受け入れることができる施

設等をあらかじめ決定しておくよう努める。 

（４）（略） 

１０～１１（略） 

 

ウ 避難所を設置したときは、関係機関等による支援が円滑に講じられるよ 

う、直ちに次の事項を県に報告する。 

（略） 

エ～ケ（略） 

コ 男女双方の視点の取り入れ 

   避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保や避難所の運営におけ

る女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等

に配慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品

・女性用下着の女性による配布、巡回警備や防犯ブザーの配布等による避難

所における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所

の運営管理に努める。 

 サ～シ（略） 

 ス ペット動物の飼育場所の確保等 

   市町は、必要に応じて、ペット動物のための避難スペースの確保等に努め

るとともに、ペットの一時預かり等必要な支援を獣医師会や動物取扱業者等

から受けられるよう、連携に努める。 

（２）県 

県は、市町からの報告により開設状況を把握するとともに必要に応じて支 

援及び調整を行う。その際には、その情報を国に共有するよう努める。 

   また、市町から避難所開設について応援の要請を受けたときは、警察に通 

知するとともに、被災市町に隣接する市町長に必要な応援等することを指示 

する。 

   市町から要配慮者の二次避難に関する応援の要請を受けたときは、「広域 

調整マニュアル」に基づき、二次避難の受入先や、介助員となる専門的人材 

の確保について、広域的な調整を行う。 

９ 広域避難対策  

（１）～（２）（略） 

（３）広域一時滞在 

 ア～ウ（略） 

 エ 市町は、避難所を指定する際に併せて広域一時滞在の用にも供することに

ついても定めるなど、他の市町村からの被災住民を受け入れることができる

施設をあらかじめ決定しておくよう努める。 

（４）（略） 

１０～１１（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第１３節 要配慮者の安全確保 

１～４（略） 

５ 外国人に対する対策 

県及び市町は、災害時、迅速に外国人の安否確認に努めるとともに、外国人

が孤立しないよう各種情報の収集、提供ができる体制の整備等に努める。 

（１）市町は、広報車や防災無線等により、外国語による広報を行い、外国人の

安全かつ迅速な避難誘導に努める。また、相談窓口等を開設し、災害に関す

る外国人のニーズの把握に努める。 

（２）県は、テレビ、ラジオ、インターネット等を活用し、外国語による情報提

供に努める。また、隣接県や国際交流団体、大学等に通訳者、語学ボランテ

ィアの派遣の可否等を確認（言語、人員等）し、必要に応じて派遣要請を行

うとともに、市町へ派遣するなど、支援に努める。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１３節 要配慮者の安全確保 

１～４（略） 

５ 外国人に対する対策 

県及び市町は、災害時、迅速に外国人の安否確認に努めるとともに、外国人 

が孤立しないよう各種情報の収集、提供ができる体制の整備等に努める。 

（１）市町は、広報車や防災無線等により、外国語による広報を行い、外国人の 

安全かつ迅速な避難誘導に努める。また、災害多言語支援センターなどの相

談窓口等を開設し、災害に関する外国人のニーズの把握に努める。 

（２）県は、テレビ、ラジオ、インターネット等を活用し、外国語による情報提

供に努める。また、大規模な災害が発生し、多くの外国人が被災することが

見込まれる場合は、石川県災害多言語支援センターを設置し、隣接県や国際

交流団体、大学等に通訳者、語学ボランティアの派遣の可否等を確認（言語、

人員等）のうえ、必要に応じて派遣要請を行うとともに、市町へ派遣するな

ど、支援に努める。 

（３）県は、国が実施する研修を通じて、災害時に行政等から提供される災害や

生活支援等に関する情報を整理し、避難所等にいる外国人被災者のニーズと

のマッチングを行う災害時外国人支援情報コーディネーターの育成を図る。 
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第１４節 災害医療及び救急医療 

１（略） 

２ 情報収集・提供 

ア 県は、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）、衛星電話、災害時

優先電話、ＭＣＡ無線などにより、医療機関の稼働状況、医師・看護師等ス

タッフの状況、ライフラインの確保状況、医薬品等の保有状況、ＤＭＡＴ及

び医療救護班の活動状況等を把握し、公益社団法人石川県医師会等の医療関

係団体、医療関係機関（大学病院、独立行政法人国立病院機構、公的病院及

び日本赤十字社石川県支部等）への情報提供を行う。 

   なお、住民等への情報提供については、「第９節 災害広報」による。 

 イ 県は、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）、衛星電話、災害時

優先電話、ＭＣＡ無線などにより、ＤＭＡＴ及び医療救護班へ活動に必要な

情報を提供する。 

  広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ） 

 （略） 

 〇 システム参加機関 

 厚生労働省及び 47 都道府県 

 （石川県内参加機関） 

 医療機関  92、消防本部 11、医師会 10、保健福祉センター等 13 

 （略） 

３ ＤＭＡＴ・医療救護班派遣・受入体制 

（１）（略） 

（２）県 

ア（略） 

イ 県は、必要と認める場合、又は市町からの要請があった場合は、ＤＭＡＴ

を派遣するほか、医療救護班を派遣する。 

 

ウ（略） 

エ 医療救護班の派遣 

（ア）災害医療支援室は、地域の医療ニーズを的確に把握し、医療救護班の受

入れ・派遣について、派遣元の医療関係団体と被災地域等との調整を行う。 

 

 

（イ）～（オ）（略） 

オ～カ（略） 

第１４節 災害医療及び救急医療 

１（略） 

２ 情報収集・提供 

ア 県は、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）、衛星電話、災害時

優先電話、ＭＣＡ無線などにより、医療機関の稼働状況、医師・看護師等ス

タッフの状況、ライフラインの確保状況、医薬品等の保有状況、ＤＭＡＴ及

び医療救護班の活動状況等を把握し、公益社団法人石川県医師会等の医療関

係団体、医療関係機関（大学病院、独立行政法人国立病院機構、公的病院及

び日本赤十字社石川県支部等）への情報提供を行う。 

   なお、住民等への情報提供については、「第９節 災害広報」による。 

 イ 県は、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）、衛星電話、災害時

優先電話、ＭＣＡ無線などにより、ＤＭＡＴ及び医療救護班へ活動に必要な

情報を提供する。 

  広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ） 

 （略） 

 〇 システム参加機関 

 厚生労働省及び 47 都道府県 

 （石川県内参加機関） 

 医療機関  152、消防本部 11、医師会 10、保健福祉センター等 13 

 （略） 

３ ＤＭＡＴ・医療救護班派遣・受入体制 

（１）（略） 

（２）県 

ア（略） 

イ 県は、必要と認める場合、又は市町からの要請があった場合は、ＤＭＡＴ

を派遣するほか、医療救護班を派遣する。その際、災害医療コーディネータ

ー及び災害時小児周産期リエゾンから、適宜助言及び支援を受ける。 

ウ（略） 

エ 医療救護班の派遣 

（ア）災害医療支援室は、地域の医療ニーズを的確に把握し、医療救護班の受入

れ・派遣について、派遣元の医療関係団体と被災地域等との調整を行う。そ

の際、災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンから、適宜

助言及び支援を受ける。 

（イ）～（オ）（略） 

オ～カ（略） 
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（３）～（５）（略） 

（６）公益社団法人石川県医師会 

 ア  公益社団法人石川県医師会は、県から「災害時の医療救護に関する協定書」

に基づく医療救護班の派遣要請があったときは、被災地外の地区医師会に対

して、医療救護活動等を要請する。 

イ  要請を受けた地区医師会は、医療救護班を派遣し、医療救護活動を行う。 

   

災害時の医療救護に関する協定 

（略） 

（７）～（１０）（略） 

４（略） 

５ 災害時後方医療体制 

 ア 医療施設又は救護所では対応できない重症患者や特殊な医療を要する患

者については、災害拠点病院や大学病院等に搬送し、治療を行う。 

 

 

 イ（略） 

６ 重症患者等の搬送体制 

（１）搬送者及び搬送先の選定 

   搬送に当たっては、負傷の程度、患者の状態等を勘案し、搬送者及び搬送

先の適切な選定に留意して行う。 

 

（２）（略） 

７ 他県等からの傷病者の受入体制 

   県は、国、他県等から傷病者の受入要請があったときは、医療機関や消防

機関等の関係機関と調整の上、石川ＤＭＡＴを派遣するなど、国が選定した

広域搬送拠点における医療の確保を行うとともに、搬送されてきた傷病者の

医療機関への受入調整を行う。 

 

８ 医薬品等及び輸血用血液の供給体制 

（１）～（２）（略） 

 

 

 

 

（３）～（５）（略） 

（６）公益社団法人石川県医師会 

 ア  公益社団法人石川県医師会は、県から「災害時の医療救護に関する協定書」

に基づく医療救護班（ＪＭＡＴ）の派遣要請があったときは、被災地外の地

区医師会に対して、医療救護活動等を要請する。 

イ  要請を受けた地区医師会は、医療救護班（ＪＭＡＴ）を派遣し、医療救護活

動を行う。 

  災害時の医療救護に関する協定 

（略） 

（７）～（１０）（略） 

４（略） 

５ 災害時後方医療体制 

 ア 医療施設又は救護所では対応できない重症患者や特殊な医療を要する患

者については、災害拠点病院や大学病院等に搬送し、治療を行う。その際、

災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンから、適宜助言及

び支援を受ける。 

 イ（略） 

６ 重症患者等の搬送体制 

（１）搬送者及び搬送先の選定 

   搬送に当たっては、負傷の程度、患者の状態等を勘案し、搬送者及び搬送

先の適切な選定に留意して行う。その際、災害医療コーディネーター及び災

害時小児周産期リエゾンから、適宜助言及び支援を受ける。 

（２）（略） 

７ 他県等からの傷病者の受入体制 

   県は、国、他県等から傷病者の受入要請があったときは、医療機関や消防

機関等の関係機関と調整の上、石川ＤＭＡＴを派遣するなど、国が選定した

広域搬送拠点における医療の確保を行うとともに、搬送されてきた傷病者の

医療機関への受入調整を行う。その際、災害医療コーディネーター及び災害

時小児周産期リエゾンから、適宜助言及び支援を受ける。 

８ 医薬品等及び輸血用血液の供給体制 

（１）～（２）（略） 
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（３）県災害対策本部 

 ア 医薬品等 

   市町災害対策本部から医薬品等の要請を受けた場合は、備蓄医薬品等を供

給し、不足する場合は県内医薬品等卸業者に調達を要請する。 

   県内で調達できない場合は、広域応援県市や国に対して緊急輸送を要請す

る。 

 （ア）（略） 

 （イ）災害時における衛生材料の供給等に関する協定  

 

 

 

 

 

 （ウ）災害時における医療機器の供給等に関する協定  

 

 

 

 

 （エ）（略） 

 イ（略） 

９～１２（略） 

第１５節～第１７節（略） 

 

第１８節 災害救助法の適用 

１～４（略） 

５ 災害救助法に基づく救助の実施 

（１）～（３）（略） 

（４）知事は、「災害救助法による医療及び助産救助の委託協定書（昭和31年7 

月16日）」による救助が必要と認めた場合、日本赤十字社石川県支部に対し 

て必要事項を要請する。 

６～７（略） 

 

 

 

 

（３）県災害対策本部 

 ア 医薬品等 

   市町災害対策本部から医薬品等の要請を受けた場合は、備蓄医薬品等を供

給し、不足する場合は県内医薬品等卸業者に調達を要請する。 

   県内で調達できない場合は、広域応援県市や国に対して緊急輸送を要請す

る。 

 （ア）（略） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 （イ）災害時における医療機器及び衛生材料の供給等に関する協定  

 

 

 

 

 （ウ）（略） 

 イ（略） 

９～１２（略） 

第１５節～第１７節（略） 

 

第１８節 災害救助法の適用 

１～４（略） 

５ 災害救助法に基づく救助の実施 

（１）～（３）（略） 

（４）知事は、「災害救助法に基づく業務委託契約書（令和2年12月25日）」に 

よる救助が必要と認めた場合、日本赤十字社石川県支部に対して必要事項を 

要請する。 

６～７（略） 
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災害発生からの応急救助までのフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害発生から応急救助までのフロー 
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別紙  災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙  災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準について 
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第１９節 災害警備及び交通規制 

１（略） 

２災害警備体制 

（１）～（３）（略） 

（４） 災害警備対策 

 ア～イ（略） 

 ウ 現場措置等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３（略） 

 

 

第１９節（略） 

１（略） 

２災害警備体制 

（１）～（３）（略） 

（４） 災害警備対策 

 ア～イ（略） 

 ウ 現場措置等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３（略） 
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第２０節 行方不明者の捜索、遺体の収容、埋葬 

１～２（略） 

３ 遺体の検視（見分）及び処理 

 （略） 

（１） 遺体の検視（見分） 

 （略） 

 ア 警察官にあっては、検視規則（昭和 33 年国家公安委員会規則第 3 号）又

は死体取扱規則（昭和 33年国家公安委員会規則第 4号）の規定による。 

イ（略） 

（２）（略） 

４～６（略） 

７ 海上保安部の措置 

（１）  災害により県周辺海域に身元不明者が漂流する事態が発生した場合に

は、所属巡視船艇により捜索を実施する。 

（２）（略） 

８（略） 

 

第２１節 ライフライン施設の応急対策 

 

 

 

１ 基本方針 

  電力施設、通信施設、都市ガス施設、下水道施設のライフライン施設は、災 

害により被害を受けた場合、大きな混乱を招くほか、各種の応急対策上大きな 

障害となるおそれがある。 

  このため、これらの施設管理者及び関係機関は、応急措置を講ずるとともに、 

早期の復旧に努める。 

 

 

 

２ 電力施設 

  北陸電力株式会社は、被害状況を迅速かつ的確に把握し、事故の拡大を防止 

するとともに、応急復旧工事により電力の供給確保に努める。 

 

（１）～（４）（略） 

第２０節 行方不明者の捜索、遺体の収容、埋葬 

１～２（略） 

３ 遺体の検視（見分）及び処理 

 （略） 

（１） 遺体の検視（見分） 

 （略） 

 ア 警察官にあっては、検視規則（昭和 33 年国家公安委員会規則第 3 号）又

は死体取扱規則（平成 25年国家公安委員会規則第 4号）の規定による。 

イ（略） 

（２）（略） 

４～８（略） 

７ 海上保安部の措置 

（１）  災害により県周辺海域に身元不明者が漂流する事態が発生した場合に

は、所属巡視船艇等により捜索を実施する。 

（２）（略） 

８（略） 

 

第２１節 ライフライン施設の応急対策 

 

 

 

１ 基本方針 

  電力施設、通信施設、都市ガス施設、下水道施設のライフライン施設は、災 

害により被害を受けた場合、大きな混乱を招くほか、各種の応急対策上大きな 

障害となるおそれがある。 

  このため、これらの施設管理者及び関係機関は、発災後直ちに、専門技術を 

もつ人材を活用して、緊急点検を実施するとともに、これらの被害状況等を把 

握し、応急措置を講ずるとともに、早期の復旧に努める。 

 また、国が開催する現地作業調整会議において、実動部隊の詳細な調整を行 

い、ライフライン施設の速やかな応急復旧を図る。 

２ 電力施設 

  北陸電力株式会社及び北陸電力送配電株式会社は、被害状況を迅速かつ的確

に把握し、事故の拡大を防止するとともに、応急復旧工事により電力の供給確

保に努める。 

（１）～（４）（略） 
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（５）県、市町及び防災関係機関との協調 

  被害状況の把握や復旧体制への協力のため、必要に応じて県、市町及び防災 

関係機関へ要員を派遣して連携の緊密化を図る。 

   

 

 

 

 

 

（６）～（７）（略） 

（８）その他、上記以外の事項については、北陸電力株式会社防災業務計画の定 

めるところによる。 

３ 通信施設 

 ＮＴＴ西日本は、次の措置を講ずる。 

（１）～（２）（略） 

（新設） 

 

 

（３）応急措置 

（略） 

（４）応急復旧 

（略） 

（５）その他、上記以外の事項については、ＮＴＴ西日本等が定める防災業務計

画の定めによる。 

４～５（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）県、市町及び防災関係機関との協調 

  被害状況の把握や復旧体制への協力のため、必要に応じて県、市町及び防災 

関係機関へ要員を派遣して連携の緊密化を図る。 

  県は、大規模停電発生時には直ちに、あらかじめリスト化した官公庁や避 

難所など重要施設が保有する施設の非常用電源の設置状況等を踏まえ、これら 

の施設の非常用電源の稼働状況を確認の上、電源の確保が必要な施設の把握を 

行い、電源車等の配備先の候補案を作成するよう努める。 

  また、県は、国及び電気事業者等と調整を行い、電源車等の配備先を決定し、 

電気事業者等は、電源車等の配備に努める。 

（６）～（７）（略） 

（８）その他、上記以外の事項については、北陸電力株式会社及び北陸電力送配

電株式会社防災業務計画の定めるところによる。 

３ 通信施設 

 ＮＴＴ西日本は、次の措置を講ずる。 

（１）～（２）（略） 

（３）広報活動 

災害持における通信量の増加を抑制するため、災害時の不要不急な通信は控 

えるよう周知に努める。 

（４）応急措置 

（略） 

（５）応急復旧 

（略） 

（６）その他、上記以外の事項については、ＮＴＴ西日本等が定める防災業務計

画の定めによる。 

４～５（略） 
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第２２節 公共土木施設等の応急対策 

１（略） 

２ 道路施設 

（１）（略） 

（２）応急復旧 

被災した道路等が、食料、物資、復旧資材の運搬等に重要な緊急輸送道路ネ 

ットワーク等の路線で緊急に交通を確保しなければならないものについては、 

下記の協定等による協力を得て応急工事を施工する。 

    また、必要に応じて無人建設機械の導入・活用を図り、安全かつ迅速な応急 

復旧に努める。 

（ア）～（ウ）（略） 

（新設） 

 

 

 

（３）（略） 

３ 河川、海岸、港湾、漁港等施設 

（１）（略） 

（２）応急復旧 

   施設の管理者及び海上保安部等は、次の災害応急対策等を実施するととも

に、必要に応じて航行規制等の処置をとる。 

ア～ウ（略） 

 （ア）～（イ）（略） 

 （新設） 

 

 

 

４～９（略） 

 

第２３節（略） 

 

 

 

 

 

第２２節 公共土木施設等の応急対策 

１（略） 

２ 道路施設 

（１）（略） 

（２）応急復旧 

被災した道路等が、食料、物資、復旧資材の運搬等に重要な緊急輸送道路ネ 

ットワーク等の路線で緊急に交通を確保しなければならないものについては、 

下記の協定等による協力を得て応急工事を施工する。 

    また、必要に応じて無人建設機械の導入・活用を図り、安全かつ迅速な応急 

復旧に努める。 

（ア）～（ウ）（略） 

（エ）大規模災害時における土木施設調査の協定 

（３）（略） 

３ 河川、海岸、港湾、漁港等施設 

（１）（略） 

（２）応急復旧 

   施設の管理者及び海上保安部等は、次の災害応急対策等を実施するととも

に、必要に応じて航行規制等の処置をとる。 

ア～ウ（略） 

 （ア）～（イ）（略） 

 （ウ）大規模災害時における土木施設調査の協定 

４～９（略） 

 

第２３節（略） 
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第２４節 食料の供給 

 

 

１～２（略） 

３ 主食の供給 

（１）災害救助用米穀の確保 

ア 米穀の引渡し要請 

県及び市町は、米穀の調達・供給を緊急に行う必要が生じた場合には、そ

の供給必要量及び受入れ体制について、北陸農政局と十分な連絡を取りつ

つ、農林水産省生産局に引渡し要請を行う。 

 イ 受託事業体への引渡し指示 

   農林水産省生産局は、県及び市町から米穀の引渡し要請を受けたときは、 

受託事業体に対して、知事又は知事が指定する引渡人に災害救助用米穀を引

渡すよう指示する。 

 

災害等非常時における政府所有米穀の引渡要請の連絡先 

 
 

 

（２）～（３）（略） 

４～６（略） 

 

第２５節 生活必需品の供給 

１～２（略） 

３ 生活必需品等の確保 

（１）必要量の把握 

 ア 県及び市町は、被害に対応した必要物資を迅速に供給するよう、必要な品 

目ごとに必要量を把握するとともに、調達、確保先との連絡方法、輸送手段、 

輸送先（場所）について明確にし、確保する。 

 

 

 

 イ（略） 

 

第２４節 食料の供給 

 

 

１～２（略） 

３ 主食の供給 

（１）災害救助用米穀の確保 

ア 米穀の引渡し要請 

県及び市町は、米穀の調達・供給を緊急に行う必要が生じた場合には、そ

の供給必要量及び受入れ体制について、北陸農政局と十分な連絡を取りつ

つ、農林水産省政策統括官に引渡し要請を行う。 

 イ 受託事業体への引渡し指示 

   農林水産省政策統括官は、県及び市町から米穀の引渡し要請を受けたとき

は、受託事業体に対して、知事又は知事が指定する引渡人に災害救助用米穀

を引渡すよう指示する。 

 

災害等非常時における政府所有米穀の引渡要請の連絡先 

 

 

 

（２）～（３）（略） 

４～６（略） 

 

第２５節 生活必需品の供給 

１～２（略） 

３ 生活必需品等の確保 

（１）必要量の把握 

 ア 県及び市町は、大規模な災害発生のおそれがある場合、事前に物資調達・ 

輸送調整等支援システムを用いて備蓄状況の確認を行うほか、被害に対応し 

た必要物資を迅速に供給するよう、物資調達・輸送調整等支援システムを活 

用し情報共有を図り、必要な品目ごとに必要量を把握するとともに、調達、 

確保先との連絡方法、輸送手段、輸送先（場所）について明確にし、確保す 

る。 

 イ（略） 
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 ウ 県は、被災市町における備蓄物資等が不足するなど災害応急対策を的確に

行うことが困難であると認めるなど、その事態に照らし緊急を要し、被災市

町からの要請を待ついとまがないと認められるときは、要請を待たないで、

被災市町に対する物資を確保し輸送する。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ウ 県は、被災市町における備蓄物資等が不足するなど災害応急対策を的確に

行うことが困難であると認めるなど、その事態に照らし緊急を要し、被災市

町からの要請を待ついとまがないと認められるときは、要請を待たないで、

被災市町に対する物資を確保し輸送する。 

   また、被災市町が複数にまたがる場合には、必要に応じ、被災市町への燃

料の優先供給に係る調整に努める。 
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（２）情報の提供 

   県及び市町は、必要に応じて被災者に対し確保状況等の情報を提供する。 

生活必需品の確保に関する協定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

（新設） 

 

 

 

（２）情報の提供 

   県及び市町は、必要に応じて被災者に対し確保状況等の情報を提供する。 

生活必需品の確保に関する協定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 大規模災害発生時における炊き出し支援に関する協定 
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４ 物資の輸送拠点（配送）の確保と運営 

（１）（略） 

（新設） 

 

 

 

（２）県は広域物資輸送拠点を、市町は地域内輸送拠点を速やかに開設するとと 

もに、その周知徹底を図る。 

（３）県は、市町及び防災関係機関は、避難所と物資輸送拠点の情報連絡手段の 

確保及び輸送体制を確保する。 

５（略） 

 

第２６節 障害物の除去 

１～４（略） 

５ 障害物除去の方法 

（１）（略） 

（２）除去作業は、緊急な応急措置の実施上止むを得ない場合のほか、周囲の状

況等を考慮して、事後に支障の起こらないよう配慮して行う。 

 （略） 

 （新設） 

 

 

 

 

６～１０（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 物資の輸送拠点（配送）の確保と運営 

（１）（略） 

（２）県及び市町は、あらかじめ物資調達・輸送調整等支援システムに登録され 

ている物資の輸送拠点を速やかに開設できるよう、物資の輸送拠点の管理者 

の連絡先や開設手続を関係者間で共有するなど、速やかな物資支援のための 

準備に努める。 

（３）県は広域物資輸送拠点を、市町は地域内輸送拠点を速やかに開設するとと 

もに、その周知徹底を図る。 

（４）県は、市町及び防災関係機関は、避難所と物資輸送拠点の情報連絡手段の 

確保及び輸送体制を確保する。 

５（略） 

 

第２６節 障害物の除去 

１～４（略） 

５ 障害物除去の方法 

（１）（略） 

（２）除去作業は、緊急な応急措置の実施上止むを得ない場合のほか、周囲の状

況等を考慮して、事後に支障の起こらないよう配慮して行う。 

 （略） 

  災害時における建築物等の解体・撤去等に関する協定 

 

 

 

 

６～１０（略） 
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第２７節 輸送手段の確保 

１～３（略） 

４ 要員、物資輸送車両等の確保 

（１）（略） 

（２）陸路輸送 

（略） 

（新設） 

 

 

 

（３）～（７）（略） 

５～６（略） 

 

第２８節（略） 

 

第２９節 防疫、保健衛生活動 

１～３（略） 

４ 防疫用資材の備蓄、調達 

（１）～（２）（略） 

（３）防疫用資材の内容 

   逆性石けん、消毒用エタノール、両性界面活性剤、次亜塩素酸ナトリウム

等の消毒薬、消毒用噴霧器等 

５（略） 

６ ペット動物の保護対策 

（１）避難所におけるペット動物の適正な飼育 

県は、避難所を設置する市町、動物愛護ボランティア等と協力して、飼養 

者に同行したペット動物の飼育に関し、飼養者に適正飼育の指導を行い、動

物の愛護及び環境衛生の維持に努める。 

 

（２）ペット動物の保護 

県は、市町、獣医師会、動物愛護ボランティア等と協力して、負傷又は放 

し飼いのペット動物の保護、その他必要な措置を講ずる。 

   また、広域的な観点から市町における避難所でのペット動物の飼育状況を

把握し、資材の提供等について支援を行う。 

 

第２７節 輸送手段の確保 

１～３（略） 

４ 要員、物資輸送車両等の確保 

（１）（略） 

（２）陸路輸送 

（略） 

災害時におけるタクシー車両による緊急輸送に関する協定 

（３）～（７）（略） 

５～６（略） 

 

第２８節（略） 

 

第２９節 防疫、保健衛生活動 

１～３（略） 

４ 防疫用資材の備蓄、調達 

（１）～（２）（略） 

（３）防疫用資材の内容 

   10%塩化ベンザルコニウム（逆性石けん）、消毒用アルコール、次亜塩素

酸ナトリウム等の消毒薬、消毒用噴霧器等 

５（略） 

６ ペット動物の保護対策 

（１）避難所におけるペット動物の適正な飼育 

県は、避難所を設置する市町、獣医師会、動物愛護ボランティア等と協力 

して、飼養者に同行したペット動物に関し、飼養者に適正飼育及び動物由来

感染症等の予防の指導を行うなど、動物の愛護及び環境衛生の維持に努め

る。 

（２）ペット動物の保護 

県は、市町、獣医師会、動物愛護ボランティア等と協力して、負傷又は放 

し飼いのペット動物の保護、その他必要な措置を講ずる。 

   また、広域的な観点から市町における避難所でのペット動物の飼育状況を

把握し、資材の提供等について支援を行う。 

 



 - 88 - 

現       行 修   正   案 備 考 

（新設） 

 

 

 

 

７（略） 

 

第３０節 ボランティア活動の支援 

１（略） 

２ ボランティアの受け入れ 

（１）～（２）（略） 

（３）ボランティアとの連携・協働 

   ボランティア本部及びボランティア現地本部が設置されたときは、県及び

市町は、社会福祉協議会、地元や外部から被災地入りしているＮＰＯ・ＮＧ

Ｏ等のボランティア団体等と、情報を共有する場を設置するなどし、被災者

のニーズや支援活動の全体像を把握し、連携のとれた支援活動を展開するよ

う努める。 

 

 

 

 

（４）（略） 

３～６（略） 

 

第３１節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害時における被災動物救護活動に関する協定 

 

 

 

 

７（略） 

 

第３０節 ボランティア活動の支援 

１（略） 

２ ボランティアの受け入れ 

（１）～（２）（略） 

（３）ボランティアとの連携・協働 

   ボランティア本部及びボランティア現地本部が設置されたときは、県及び

市町は、社会福祉協議会、地元や外部から被災地入りしているＮＰＯ等との

連携を図るとともに、中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援や

活動調整を行う組織）を含めた連携体制の構築を図り、情報を共有する場を

設置するなどし、被災者のニーズや支援活動の全体像を把握するものとす

る。また、市町は災害の状況及びボランティアの活動予定を踏まえ、片付け

ごみなどの収集運搬を行うよう努める。これらの取組により、連携のとれた

支援活動を展開するよう努めるとともに、ボランティアの生活環境について

配慮する。 

（４）（略） 

３～６（略） 

 

第３１節（略） 
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第３２節 住宅の応急対策 

１（略） 

２ 実施体制 

（１）（略） 

（２）応急仮設住宅の建設（民間賃貸住宅の借上げによる設置を含む）及び運営 

管理 

  応急仮設住宅の建設は、市町長が実施する。ただし、災害救助法を適用した

ときは知事が行い、知事から委任されたとき、又は知事による救助のいとまが

ないときは、知事の補助機関として市町長が行う。必要戸数の算定にあたって

は、被災者予測人数もあらかじめ考慮し、算定する。 

  県及び市町は、応急仮設住宅の提供に必要な資機材の調達等が適正かつ円滑

に行われるよう、関係業界団体等との連絡調整を行うものとする。 

  また、設置及び運営管理に関しては、安心、安全を確保し、地域コミュニテ

ィ形成や心のケアを含めた健康面に配慮するとともに、女性の参画を推進し、

女性を始めとする生活者の意見の反映や、必要に応じて仮設住宅における家庭

動物の受け入れに配慮するほか、要配慮者に十分配慮し、優先的入居、高齢者、

障害者向け仮設住宅の設置等にも努める。 

  なお、応急仮設住宅を建設する場合には、二次災害に十分配慮する。 

（３）～（４）（略） 

３～４（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３２節 住宅の応急対策 

１（略） 

２ 実施体制 

（１）（略） 

（２）応急仮設住宅の建設（民間賃貸住宅の借上げによる設置を含む）及び運営 

管理 

  応急仮設住宅の建設は、市町長が実施する。ただし、災害救助法を適用した

ときは知事が行い、知事から委任されたとき、又は知事による救助のいとまが

ないときは、知事の補助機関として市町長が行う。必要戸数の算定にあたって

は、被災者予測人数もあらかじめ考慮し、算定する。 

  県及び市町は、応急仮設住宅の提供に必要な資機材の調達等が適正かつ円滑

に行われるよう、関係業界団体等との連絡調整を行うものとする。 

  また、設置及び運営管理に関しては、安心、安全を確保し、地域コミュニテ

ィ形成や心のケアを含めた健康面に配慮するとともに、女性の参画を推進し、

女性を始めとする生活者の意見の反映や、必要に応じて仮設住宅におけるペッ

ト動物の受け入れに配慮するほか、要配慮者に十分配慮し、優先的入居、高齢

者、障害者向け仮設住宅の設置等にも努める。 

  なお、応急仮設住宅を建設する場合には、二次災害に十分配慮する。 

（３）～（４）（略） 

３～４（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第３３節 文教対策 

 

１～１１（略） 

１２ 文化財対策 

 （略） 

（１）応急処置 

 ア（略） 

 イ  文化財に被害が発生した場合は、その所有者又は管理者は、被害状況を速

やかに調査し、その結果を市町教育委員会を経由して県教育委員会に報告す

る。 

 ウ  関係機関は、被災文化財の被害拡大を防ぐため、民間団体の協力を得て、

文化財の搬出、修復・保全、一時保管等の応急措置を講ずる。 

   その際、県教育委員会又は市町教育委員会は、必要に応じて、助言、指導

する。 

 エ（略） 

（２）～（３）（略） 

 

第３４節～第３６節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３３節 文教対策         

 

１～１１（略） 

１２ 文化財対策 

 （略） 

（１）応急処置 

 ア（略） 

 イ  文化財に被害が発生した場合は、その所有者又は管理者は、被害状況を速

やかに調査し、その結果を市町又は市町教育委員会を経由して県教育委員会

に報告する。 

 ウ  関係機関は、被災文化財の被害拡大を防ぐため、民間団体の協力を得て、

文化財の搬出、修復・保全、一時保管等の応急措置を講ずる。 

   その際、県教育委員会、市町又は市町教育委員会は、必要に応じて、助言、

指導する。 

 エ（略） 

（２）～（３）（略） 

 

第３４節～第３６節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 
 

第４章 復旧・復興計画 
 

第１節～第４節（略） 

 

第５節 被災者の生活確保のための緊急措置 

１～４（略） 

５ 罹災証明の交付 

  市町は、被災者の各種支援措置を早期に実施するため、災害発生後早期に罹

災証明の交付体制を確立し、被災者に罹災証明を交付する。 

  このため次の措置を講ずる。 

 

 

 

（１）～（２）（略） 

（新設） 

 

 

 

６～９（略） 

１０ 災害廃棄物の処理等 

（１） 市町等は、事前に策定した災害廃棄物処理計画に基づき、必要に応じて、

災害廃棄物の処理方法を確立するとともに、仮置き場、最終処分場を確保し、

計画的な収集、運搬及び処分方法を図ることにより、災害廃棄物の迅速かつ

適正な処理を行う。 

   また、一般廃棄物処理施設については、災害廃棄物を処理しつつ、電力供

給や熱供給等の拠点としても活用する。 

 

 

（２）市町は、損壊家屋の解体を実施する場合には、解体業者、産業廃棄物処理

業者、建設業者等と連携した解体体制を整備するとともに、必要に応じて速

やかに他の市町への協力要請を行う。 

 

第６節～第７節（略） 

 

 

第４章 復旧・復興計画 
 

第１節～第４節（略） 

 

第５節 被災者の生活確保のための緊急措置 

１～４（略） 

５ 罹災証明の交付 

  市町は、被災者の各種支援措置を早期に実施するため、災害発生後早期に罹

災証明の交付体制を確立し、被災者に罹災証明を交付する。 

なお、住家等の被害の程度を調査する際、必要に応じて、航空写真、被災者

が撮影した住家の写真、応急危険度判定の判定結果等を活用するなど、適切な

手法により実施する。 

  早期に罹災証明の交付体制を確立するため、次の措置を講ずる 

（１）～（２）（略） 

（３） 県は、発災後速やかに住家被害の調査や罹災証明書の交付に係る事務の

市町向け説明会を実施するとともに、その実施に当たっては、ビデオ会議シ

ステムを活用し、各市町に映像配信を行うなど、より多くの市町担当者の参

加が可能となるような工夫をするよう努める。 

６～９（略） 

１０ 災害廃棄物の処理等 

（１） 市町等は、事前に策定した災害廃棄物処理計画等に基づき、必要に応じ

て、災害廃棄物の処理方法を確立するとともに、仮置き場、最終処分場を確

保し、計画的な収集、運搬及び処分方法を図ることにより、災害廃棄物の適

正かつ円滑・迅速な処理を行う。加えて，ボランティア，ＮＰＯ等の支援を

得て災害廃棄物の処理を進める場合には，社会福祉協議会，ＮＰＯ等と連携

し，効率的に搬出を行う。 

   また、一般廃棄物処理施設については、災害廃棄物を処理しつつ、電力供

給や熱供給等の拠点としても活用する。 

（２）市町は、損壊家屋の解体を実施する場合には、解体業者、廃棄物処理業者、

建設業者等と連携した解体体制を整備するとともに、必要に応じて速やかに

他の市町への協力要請を行う。 

 

第６節～第７節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 

 

第５章 複合災害対策 
 

第１節（略） 

 

第２節 災害予防対策 

１ 情報の収集・連絡体制の整備 

（１） 県における通信連絡設備の整備 

ア  県と関係市町、防災関係機関及びオフサイトセンターの間を結ぶ衛星系 

及び地上系防災行政無線施設 

 イ（略） 

（２）（略） 

２～３（略） 

 

第３節～第４節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 複合災害対策 
 

第１節（略） 

 

第２節 災害予防対策 

１ 情報の収集・連絡体制の整備 

（１） 県における通信連絡設備の整備 

ア  県と関係市町、防災関係機関及びオフサイトセンターの間を結ぶ衛星系 

防災行政無線施設及びＩＭＳを活用した地上系通信施設 

 イ（略） 

（２）（略） 

２～３（略） 

 

第３節～第４節（略） 
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資料３－４ 

石川県地域防災計画（雪害対策編）修正 新旧対照表 

現       行 修   正   案 備 考 

 

 
 
 
                                

石川県地域防災計画 
 

雪害対策編 
 
 

（令和元年修正） 
 

                 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

                                                                       
                                                                
 
                                                                       

石川県地域防災計画 
 

雪害対策編 
                  
 

（令和３年修正） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 
 

第１章 総則 
 

第１節（略） 

 

第２節 性格及び基本理念 

１（略） 

２ 基本理念等 

（１）用語 

ア～イ（略） 

ウ 指定公共機関 

災害対策基本法第２条第５号に定める公共機関で、この計画では、次に定

める機関をいう。 

西日本旅客鉄道株式会社（金沢支社）、日本貨物鉄道株式会社（金沢支店）、

西日本電信電話株式会社（金沢支店）、ＫＤＤＩ株式会社（北陸総支社）、

エヌ・ティ・ティコミュニケーションズ株式会社（北陸営業支店）、株式会

社ＮＴＴドコモ（北陸支社）、日本銀行（金沢支店）、日本赤十字社（石川

県支部）、日本放送協会（金沢放送局）、日本通運株式会社（金沢支店）、

中日本高速道路株式会社（金沢支社）、日本郵便株式会社（北陸支社）、北

陸電力株式会社（石川支店）、ソフトバンク株式会社（地域総務部(北陸)）、

福山通運株式会社（金沢支店）、佐川急便株式会社（北陸支店）、ヤマト 

運輸株式会社（金沢主管支店）、イオン株式会社、ユニー株式会社、株式会

社セブン-イレブン・ジャパン、株式会社ローソン、株式会社ファミリーマ

ート、株式会社セブン＆アイ・ホールディングス 

エ～オ（略） 

（２）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 総則 
 

第１節（略） 

 

第２節 性格及び基本理念 

１（略） 

２ 基本理念等 

（１）用語 

ア～イ（略） 

ウ 指定公共機関 

災害対策基本法第２条第５号に定める公共機関で、この計画では、次に定

める機関をいう。 

西日本旅客鉄道株式会社（金沢支社）、日本貨物鉄道株式会社（金沢支店）、

西日本電信電話株式会社（金沢支店）、ＫＤＤＩ株式会社（北陸総支社）、

エヌ・ティ・ティコミュニケーションズ株式会社（北陸営業支店）、株式会

社ＮＴＴドコモ（北陸支社）、日本銀行（金沢支店）、日本赤十字社（石川

県支部）、日本放送協会（金沢放送局）、日本通運株式会社（金沢支店）、

中日本高速道路株式会社（金沢支社）、日本郵便株式会社（北陸支社）、北

陸電力株式会社（石川支店）及び北陸電力送配電株式会社（石川支社）、ソ

フトバンク株式会社（地域総務部(北陸)）、福山通運株式会社（金沢支店）、

佐川急便株式会社（北陸支店）、ヤマト運輸株式会社（金沢主管支店）、イ

オン株式会社、ユニー株式会社、株式会社セブン-イレブン・ジャパン、株

式会社ローソン、株式会社ファミリーマート、株式会社セブン＆アイ・ホー

ルディングス 

エ～オ（略） 

（２）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第３節   県、市町及び防災関係機関の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 

県、市町及び防災関係機関は、それぞれの所掌事務又は業務を通じて

石川県の地域に係る雪害に対する防災に寄与すべきものである。それぞ

れが雪害に関して処理すべき事務又は業務の大綱は、次のとおりとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３節   県、市町及び防災関係機関の責務と処理すべき事務又は業務の大綱 

県、市町及び防災関係機関は、それぞれの所掌事務又は業務を通じて

石川県の地域に係る雪害に対する防災に寄与すべきものである。それぞ

れが雪害に関して処理すべき事務又は業務の大綱は、次のとおりとする。 
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現       行 修   正   案 備 考 

第４節 本県の特質と既往雪害 

１～４（略） 

５ 社会的要因とその変化 

雪害は、気象、地形等の自然条件に起因するものに加えて、人口密集や都市

化等の社会的条件によっても被害が拡大する恐れがある。 

（１）～（６）（略） 

（新設） 

 

 

 

６～８（略） 

 
 

第２章 雪害予防計画 
 

第１節 防災知識の普及 

１～３（略） 

４ 住民に対する防災知識の普及 

（１）普及の方法 

 ア～イ（略） 

 ウ 広報媒体等による普及 

 （ア）～（イ）（略） 

 （ウ）防災に関するテキストやマニュアル等の印刷物による普及 

    

 

 

（エ）～（カ）（略） 

 エ（略） 

（２）（略） 

５～７（略） 

 

第２節 県民及び事業者等のとるべき措置 

１（略） 

 

 

第４節 本県の特質と既往雪害 

１～４（略） 

５ 社会的要因とその変化 

雪害は、気象、地形等の自然条件に起因するものに加えて、人口密集や都市

化等の社会的条件によっても被害が拡大する恐れがある。 

（１）～（６）（略） 

（７）新たな感染症への対策 

  令和２年における新型コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、避難所におけ 

る避難者の過密抑制など感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する 

必要がある。 

６～８（略） 

 

 

第２章 雪害予防計画 
 

第１節 防災知識の普及 

１～３（略） 

４ 住民に対する防災知識の普及 

（１）普及の方法 

 ア～イ（略） 

 ウ 広報媒体等による普及 

 （ア）～（イ）（略） 

 （ウ）防災に関するテキストやマニュアル等の印刷物による普及 

（削除） 

 

 

（エ）～（カ）（略） 

 エ（略） 

（２）（略） 

５～７（略） 

 

第２節 県民及び事業者等のとるべき措置 

１（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

２ 県民のとるべき措置 

（１）平素から次のことに留意し、雪害時に備えておく。 

 

 

（２）（略） 

 

 

 

 

 

２ 県民のとるべき措置 

（１）平素から次のことに留意し、雪害時に備えておく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

３ 事業者等のとるべき措置 

（１）（略） 

（２）雪害時には、次の事項に留意し、被害の拡大及び混乱の防止に努める。 

 

 

４（略） 

 

第３節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 事業者等のとるべき措置 

（１）（略） 

（２）雪害時には、次の事項に留意し、被害の拡大及び混乱の防止に努める。 

４（略） 

 

第３節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第４節 防災ボランティアの活動環境の整備 

１ 基本方針 

  雪害による被害の拡大を防止するため、県、市町及び関係機関の迅速かつ的

確な対応にあわせ、住民による自主的かつきめ細かな対応も必要である。 

  このため、県、市町及び関係機関は、ボランティアの防災活動が安全かつ円

滑に行われるよう活動環境の整備を図るとともに、ボランティアの自主性を尊

重しつつ、日本赤十字社、社会福祉協議会、ボランティア団体、ＮＰＯ、町会

（自治会）、民生委員、防災士、災害ボランティアコーディネーターなどとの

連携強化に努める。 

また、大規模・広域災害発生時においても、ボランティア活動が円滑かつ効

果的に行われるようコーディネート機能の強化を図るとともに、防災ボランテ

ィア活動に対する県民の理解促進のための広報活動に努める。 

 

（新設） 

 

 

 

 

２（略） 

３ 防災ボランティアの受入体制等 

（１）～（３）（略） 

（新設） 

 

 

 

 

４ 防災ボランティアの育成 

（１）県、市町及び関係機関は、平時より積極的に防災ボランティアとして支援

活動を行う上での知識や技術について講習会、研修会を開催するとともに、

地域における防災訓練等においても町会(自治会)、民生委員、防災士など地

域住民と一体となった訓練を実施する。 

（２）県及び市町は、防災ボランティア活動に関する普及啓発を行い、県民や学

生、企業、ＮＰＯ等に積極的に参加を呼びかける。 

（３）～（５）（略） 

 

第４節 防災ボランティアの活動環境の整備 

１ 基本方針 

（１）雪害による被害の拡大を防止するため、県、市町及び関係機関の迅速かつ

的確な対応にあわせ、住民による自主的かつきめ細かな対応も必要である。 

  このため、県、市町及び関係機関は、ボランティアの防災活動が安全かつ円

滑に行われるよう活動環境の整備を図るとともに、ボランティアの自主性を

尊重しつつ、日本赤十字社、社会福祉協議会、ＮＰＯ、町会（自治会）、民

生委員、防災士、災害ボランティアコーディネーターなどとの連携強化を図

るとともに、中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援や活動調整

を行う組織）を含めた連携体制の構築を図る。 

   また、大規模・広域災害発生時においても、ボランティア活動が円滑かつ

効果的に行われるようコーディネート機能の強化を図るとともに、防災ボラ

ンティア活動に対する県民の理解促進のための広報活動に努める。 

（２）県及び市町は、行政・ＮＰＯ・ボランティア等の三者で連携し、平常時の

登録、研修制度、災害時における防災ボランティア活動の受入れや調整を行

う体制、防災ボランティア活動の拠点の確保、活動上の安全確保、被災者ニ

ーズ等の情報提供方策等について意見交換を行う情報共有会議の整備・強化

を、研修や訓練を通じて推進する。 

２（略） 

３ 防災ボランティアの受入体制等 

（１）～（３）（略） 

（４）災害廃棄物等の撤去等に係る連絡体制の構築等 

  市町は、社会福祉協議会、ＮＰＯ等関係機関との間で、被災家屋からの災害

廃棄物、がれき、土砂の撤去等に係る連絡体制を構築するものとする。また、

市町は、地域住民やＮＰＯ・ボランティア等への災害廃棄物の分別・排出方法

等に係る広報・周知を進める。 

４ 防災ボランティアの育成 

（１）県、市町及び関係機関は、平時より積極的に防災ボランティアとして支援

活動を行う上での知識や技術について講習会、研修会を開催するとともに、

地域における防災訓練等においても町会(自治会)、民生委員、防災士、ＮＰ

Ｏ・ボランティアなど地域住民と一体となった訓練を実施する。 

（２）県及び市町は、防災ボランティア活動に関する普及啓発を行い、県民や学

生、企業、ＮＰＯ・ボランティア等に積極的に参加を呼びかける。 

（３）～（５）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第５節（略） 

 

第６節 防災体制の整備 

１ 基本方針 

  雪害時における応急、復旧対策を円滑に推進するには、平常時から防災に係

る組織体制の整備、充実に努めるとともに、各対策に必要な機能をできる限り

集約化していくことが必要である。このため、県及び市町は、応急復旧活動の

みならず、予防活動にも活用できる拠点として防災活動施設を整備する。 

また、県、市町及び防災関係機関は、雪崩災害の危険箇所等に配慮しつつ、

それぞれの機関の防災中枢機能を果たす施設・設備の充実に努めるとともに、

保有する施設・設備について、代替エネルギーシステムの活用を含め自家発電

設備、LP ガス災害用バルク、燃料貯蔵設備等の整備を図り、十分な期間の発

電が可能となるような燃料の備蓄等を行い、平常時から点検、訓練等に努める。 

さらに、地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により

地域の防災力向上を図るため、防災に関する政策・方針決定過程及び防災の現

場における女性や高齢者、障害者などの参画を拡大し、男女共同参画その他の

多様な視点を取り入れた防災体制の確立に努める。 

 

 

 

２ 県の活動体制 

（１）～（２）（略） 

（３）市町、防災関係機関等との緊急連絡体制等の構築 

ア～イ（略） 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

（４）（略） 

 

 

 

第５節（略） 

 

第６節 防災体制の整備 

１ 基本方針 

  雪害時における応急、復旧対策を円滑に推進するには、平常時から防災に係

る組織体制の整備、充実に努めるとともに、各対策に必要な機能をできる限り

集約化していくことが必要である。このため、県及び市町は、応急復旧活動の

みならず、予防活動にも活用できる拠点として防災活動施設を整備する。 

また、県、市町及び防災関係機関は、雪崩災害の危険箇所等に配慮しつつ、

それぞれの機関の防災中枢機能を果たす施設・設備の充実に努めるとともに、

保有する施設・設備について、代替エネルギーシステムや電動車の活用を含め

自家発電設備、LP ガス災害用バルク、燃料貯蔵設備等の整備を図り、十分な

期間（最低３日間）の発電が可能となるような燃料の備蓄等を行い、平常時か

ら点検、訓練等に努める。 

さらに、地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により

地域の防災力向上を図るため、防災に関する政策・方針決定過程及び防災の現

場における女性や高齢者、障害者などの参画を拡大し、男女共同参画その他の

多様な視点を取り入れた防災体制の確立に努めるほか、令和２年における新型 

コロナウイルス感染症の発生を踏まえ、避難所における避難者の過密抑制など 

感染症対策の観点を取り入れた防災対策を推進する。 

２ 県の活動体制 

（１）～（２）（略） 

（３）市町、防災関係機関等との緊急連絡体制等の構築 

ア～イ（略） 

ウ 県は、広域行政主体として、地域社会の迅速な復旧を図るため、多様なラ 

イフライン事業者を一堂に会して災害時の連携体制の確認等を行うなど相 

互協力体制を構築しておくよう努める。 

 エ 県は、大規模停電発生時に電源車の配備等、関係省庁、電気事業者等から 

円滑な支援を受けられるよう、あらかじめ、官公庁や避難所など重要施設が 

保有する施設の非常用電源の設置状況、最大燃料備蓄量、燃料確保先、給油 

口規格等を収集・整理し、リスト化を行うよう努める。 

（４）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

ア 県は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応援

の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生時

に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものとし、

協定締結などの連携強化にあたっては、実効性の確保に留意するものとす

る。なお、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらか

じめ、民間事業者との間で協定を締結しておくなど、協力体制を構築し、民

間事業者のノウハウや能力等を活用する。 

 

イ（略） 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（６）（略） 

（７）受援計画の策定等 

県は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の地方公共団体及び

防災関係機関から応援を受けることができるよう、受援先の指定、受援に関

する連絡・要請の手順、災害対策本部との役割分担・連絡調整体制、応援機

関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制等に

ついて必要な準備を整えるとともに関係機関との情報の共有に努める。 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

（８）～（１１）（略） 

（新設） 

 

 

 

 

（５）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

ア 県は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応援

の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生時

に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものとし、

協定締結などの連携強化にあたっては、訓練等を通じて、発災時の連絡先、

要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。なお、

民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじめ、民間

事業者との間で協定を締結しておくなど、協力体制を構築し、民間事業者の

ノウハウや能力等を活用する。 

イ（略） 

ウ 燃料については、あらかじめ、石油販売業者と、燃料の優先供給について 

協定の締結を推進するとともに、平時から受注機会の増大などに配慮するよ 

う努める。 

 エ 随意契約の活用による速やかな災害応急対策ができるよう、建設業団体等 

との災害協定の締結を推進するとともに、災害応急対策への協力が期待され 

る建設業団体等の担い手の確保・育成に取り組む。 

（６）（略） 

（７）受援計画の策定等 

ア 県は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の地方公共団体及び

防災関係機関から応援を受けることができるよう、受援先の指定、受援に関

する連絡・要請の手順、災害対策本部との役割分担・連絡調整体制、応援機

関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制等に

ついて必要な準備を整えるとともに関係機関との情報の共有に努める。 

イ 県は、国や他の地方公共団体等からの応援職員を迅速・的確に受け入れて 

情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内全 

体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務スペ 

ースの確保を行う。 

ウ 県は、訓練等を通じて、応急対策職員派遣制度を活用した応援職員の受け 

入れについて、活用方法の習熟、発災時における円滑な活用の促進に努める。 

（８）～（１１）（略） 

（１２）事業継続力強化支援計画の策定促進 

  県は、中小企業等による事業継続力強化計画に基づく取組等の防災・減災対

策の普及を促進するため、市町と商工会・商工会議所が連携して行う、事業継

続力強化支援計画の策定を促進する。 
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現       行 修   正   案 備 考 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

３ 市町の活動体制 

（１）（略） 

（２）国、県との連絡体制等の整備 

   市町は、避難勧告又は指示（緊急）を行う際に、国又は県に必要な助言を

求めることができるよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくとと

もに、連絡先の共有を徹底しておくなど、必要な準備を整えておく。 

（３）～（５）（略） 

（６）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

 ア（略） 

イ 市町は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応

援の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生

時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものと

し、協定締結などの連携強化にあたっては、実効性の確保に留意するものと

する。なお、相互応援協定の締結にあたっては、近隣の地方公共団体に加え

て、大規模な雪害等による同時被災を避ける観点から、遠方に所在する地方

公共団体との間の協定締結も考慮する。 

また、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじ

め、民間事業者との間で協定を締結しておくなど、民間事業者のノウハウや

能力等を活用する。 

 

 

 

 ウ（略） 

 

 

（１３）災害発生時の中小企業等の被害状況の把握 

県は、あらかじめ市町、商工会・商工会議所等と連携体制を構築するなど、

災害発生時に中小企業等の被害状況を迅速かつ適切に把握できる体制の整備

に努める。 

（１４）男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

県は、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害対応について

庁内及び避難所等における連絡調整を行い、また、男女共同参画センターが地

域における防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時における男女共

同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について，防災担当部局と男

女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努める。 

３ 市町の活動体制 

（１）（略） 

（２）国、県との連絡体制等の整備 

   市町は、避難指示を行う際に、国又は県に必要な助言を求めることができ

るよう、連絡調整窓口、連絡の方法を取り決めておくとともに、連絡先の共

有を徹底しておくなど、必要な準備を整えておく。 

（３）～（５）（略） 

（６）他の地方公共団体や民間事業者等との応援協定締結の推進等 

 ア（略） 

イ 市町は、応急活動及び復旧活動に関し、関係機関や企業等との間で相互応

援の協定を締結するなど、平常時より連携を強化することにより、災害発生

時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるよう努めるものと

し、協定締結などの連携強化にあたっては、訓練等を通じて、発災時の連絡 

先、要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保に留意するものとする。な

お、災害時に自らのみでは迅速かつ十分な対応が困難な場合に、他の地方公 

共団体からの物資の提供、人員の派遣、廃棄物処理等、相互に連携・協力し 

速やかに災害対応を実施できるよう、相互応援協定の締結に努めるものとす 

る。その際、近隣の地方公共団体に加えて、大規模な雪害等による同時被災

を避ける観点から、遠方に所在する地方公共団体との協定締結も考慮する。 

また、民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務については、あらかじ

め、民間事業者との間で協定を締結しておくなど、民間事業者のノウハウや

能力等を活用する。 

 ウ（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（７）受援計画の策定等 

市町は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の地方公共団体及

び防災関係機関から応援を受けることができるよう、受援先の指定、受援に

関する連絡・要請の手順、災害対策本部との役割分担・連絡調整体制、応援

機関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制等

について必要な準備を整えるとともに関係機関との情報の共有に努める。 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

（８）～（１２）（略） 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

４（略） 

エ 燃料については、あらかじめ、石油販売業者と、燃料の優先供給について 

協定の締結を推進するとともに、平時から受注機会の増大などに配慮するよ 

う努める。 

 オ 随意契約の活用による速やかな災害応急対策ができるよう、建設業団体等 

との災害協定の締結を推進するとともに、災害応急対策への協力が期待され 

る建設業団体等の担い手の確保・育成に取り組む。 

（７）受援計画の策定等 

ア 市町は、災害の規模や被災地のニーズに応じて円滑に他の地方公共団体及

び防災関係機関から応援を受けることができるよう、受援先の指定、受援に

関する連絡・要請の手順、災害対策本部との役割分担・連絡調整体制、応援

機関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・輸送体制等

について必要な準備を整えるとともに関係機関との情報の共有に努める。 

イ 市町は、国や他の地方公共団体等からの応援職員を迅速・的確に受け入れ 

て情報共有や各種調整等を行うための受援体制の整備に努める。特に、庁内 

全体及び各業務担当部署における受援担当者の選定や応援職員等の執務ス 

ペースの確保を行う。 

ウ 市町は、訓練等を通じて、応急対策職員派遣制度を活用した応援職員の受 

け入れについて、活用方法の習熟、発災時における円滑な活用の促進に努め 

る。 

（８）～（１２）（略） 

（１３）事業継続力強化支援計画の策定 

  市町は、中小企業等による事業継続力強化計画に基づく取組等の防災・減災

対策の普及を促進するため，商工会・商工会議所と連携して、事業継続力強化

支援計画の策定に努める。 

（１４）災害発生時の中小企業等の被害状況の把握 

市町は、あらかじめ商工会・商工会議所等と連携体制を構築するなど、災害

発生時に中小企業等の被害状況を迅速かつ適切に把握できる体制の整備に努

める。 

（１５）男女共同参画の視点を取り入れた防災体制 

市町は、男女共同参画の視点から、男女共同参画担当部局が災害対応につい

て庁内及び避難所等における連絡調整を行い、また、男女共同参画センターが

地域における防災活動の推進拠点となるよう、平常時及び災害時における男女

共同参画担当部局及び男女共同参画センターの役割について、防災担当部局と

男女共同参画担当部局が連携し明確化しておくよう努める。 

４（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

（新設） 

 

 

 

 

第７節（略） 

 

第８節 通信及び放送施設災害予防 

１ 基本方針 

  豪雪等によりアンテナが破損するなどの通信施設の被害により住民等が災

害の各種情報が得られなくなるおそれがあり、また、防災関係機関相互間の情

報伝達も確保できなくなることが予想されるので、県、市町及び防災関係機関

は、情報通信設備の安全性の確保に努めるとともに、多ルート化の整備等必要

な措置を講ずる。特に、耐災害性に優れている衛星系ネットワークは、大規模

災害発生時における輻輳の回避に留意しつつ、一体的な整備を図る。 

なお、要配慮者、災害により孤立化する危険のある地域の被災者、在宅での

避難者、応急仮設住宅として供与される賃貸住宅への避難者、所在が把握でき

る広域避難者、帰宅困難者等情報が入手困難な被災者等に対しても、確実に情

報伝達できるよう必要な体制の整備を図る。 

２ 通信用施設設備の整備 

（１）（略） 

（２）市町の整備 

ア 市町は、住民等に対する雪害時の情報を迅速かつ的確な収集、伝達を図る

ため、地域の実情に応じて、防災行政無線（戸別受信機を含む。）、携帯端

末の緊急速報メール機能、ソーシャルメディア、ワンセグ放送、Ｌアラート

（災害情報共有システム）等の整備促進を図り、通信の確保に努める。 

また、ヘリコプター映像等の外部からの被災情報を入手するため、防災行

政無線衛星系（VSAT）の活用を図る。 

さらに、孤立化が懸念される山間地集落等には、衛星携帯電話等の災害に

強い通信機器の配備に努める。 

 

 イ（略） 

（３）～（５）（略） 

 

 

５ 人材確保方策 

  県、市町及びライフライン事業者は、発災後の円滑な応急対応、復旧・復興 

のため、災害対応経験者をリスト化するなど、災害時に活用できる人材を確保 

し、即応できる体制の整備に努める。 

 

第７節（略） 

 

第８節 通信及び放送施設災害予防 

１ 基本方針 

  豪雪等によりアンテナが破損するなどの通信施設の被害により住民等が災

害の各種情報が得られなくなるおそれがあり、また、防災関係機関相互間の情

報伝達も確保できなくなることが予想されるので、県、市町及び防災関係機関

は、情報通信設備の安全性の確保に努めるとともに、多ルート化の整備等必要

な措置を講ずる。特に、地域衛星通信ネットワーク等の耐災害性に優れている

衛星系ネットワークについて、一体的な整備を図る。 

なお、要配慮者、災害により孤立化する危険のある地域の被災者、在宅での

避難者、応急仮設住宅として供与される賃貸住宅への避難者、所在が把握でき

る広域避難者、帰宅困難者等情報が入手困難な被災者等に対しても、確実に情

報伝達できるよう必要な体制の整備を図る。 

２ 通信用施設設備の整備 

（１）（略） 

（２）市町の整備 

ア 市町は、住民等に対する雪害時の情報を迅速かつ的確な収集、伝達を図る

ため、地域の実情に応じて、防災行政無線（戸別受信機を含む。）、携帯端

末の緊急速報メール機能、ソーシャルメディア、ワンセグ放送、Ｌアラート

（災害情報共有システム）等の整備促進を図り、通信の確保に努める。 

また、ＩＰ通信網やケーブルテレビ網等のほか、ヘリコプター映像等の外

部からの被災情報を入手するため、防災行政無線衛星系（VSAT）の活用を図

る。 

さらに、孤立化が懸念される山間地集落等には、衛星携帯電話等の災害に

強い通信機器の配備に努める。 

 イ（略） 

（３）～（５）（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

３ 石川県総合防災情報システム 

  県は、災害時の災害情報を共有し、的確な意思決定を図るため、県庁内防災

関係課、出先機関、市町、消防本部、国等の防災関係機関（各防災拠点）をネ

ットワークで結んだ「石川県総合防災情報システム」を整備し、災害情報の収

集、伝達に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４～６（略） 

 

第９節～第１０節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 石川県総合防災情報システム 

  県は、災害時の災害情報を共有し、的確な意思決定を図るため、県庁内防災

関係課、出先機関、市町、消防本部、国等の防災関係機関（各防災拠点）をネ

ットワークで結んだ「石川県総合防災情報システム」を整備し、災害情報の収

集、伝達に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４～６（略） 

 

第９節～第１０節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第１１節 避難体制の整備 

１ 基本方針 

市町は、雪害による建物倒壊及び出火、延焼等に備えて、被災者が避難生活

を送るための指定避難所及び避難路をあらかじめ指定し、町内会、自主防災組

織等を通じて住民に周知徹底を図るとともに、防災に関する諸活動の推進に当

たり、公共用地の有効活用を図る。 

また、避難所については、救護所及び仮設トイレの設置など生活環境の整備

のほか要配慮者にも配慮した施設等の整備に努める。 

さらに、あらかじめ自助、共助による運営を基本とした避難所運営マニュア

ルを作成し、普及に努める。 

この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避難所を運営でき

るように配慮するよう努める。 

なお、市町は、地域住民等の事前避難が必要と判断される場合には、必要に

応じ、住民等が避難するための施設を開放し、住民等に対し周知徹底を図るも

のとする。 

 

 

 

 

２ 指定避難所、避難路の指定等 

（略） 

（１）指定避難所 

 ア～カ（略） 

 キ 生活必需品等の供給 

   避難所には長時間滞在することも予想されるので、指定された避難所又は

その近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、医薬品等避難生

活に必要な物資等の備蓄に努めること。 

   また、避難所において、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、

マット、簡易ベッド、備蓄倉庫、非常用電源（再生可能エネルギーによる発

電や蓄電池の活用を含む。）、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、

洋式トイレなど高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等の要配慮者にも配慮した

施設・設備や相談等の支援を受けることができる体制の整備に努めること。 

 

  （略） 

 

第１１節 避難体制の整備 

１ 基本方針 

市町は、雪害による建物倒壊及び出火、延焼等に備えて、被災者が避難生活

を送るための指定避難所及び避難路をあらかじめ指定し、町内会、自主防災組

織等を通じて住民に周知徹底を図るとともに、防災に関する諸活動の推進に当

たり、公共用地の有効活用を図る。 

また、避難所については、救護所及び仮設トイレの設置など生活環境の整備

のほか要配慮者にも配慮した施設等の整備に努める。 

さらに、あらかじめ自助、共助による運営を基本とした避難所運営マニュア

ルを作成し、普及に努める。 

この際、住民等への普及に当たっては、住民等が主体的に避難所を運営でき

るように配慮するよう努める。 

なお、市町は、地域住民等の事前避難が必要と判断される場合には、必要に

応じ、住民等が避難するための施設を開放し、住民等に対し周知徹底を図るも

のとする。 

また、指定緊急避難場所や避難所に避難したホームレスについて、住民票の 

有無等に関わらず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情 

等について勘案しながら、あらかじめ受け入れる方策について定めるよう努め 

る。 

２ 指定避難所、避難路の指定等 

（略） 

（１）指定避難所 

 ア～カ（略） 

 キ 生活必需品等の供給 

   避難所には長時間滞在することも予想されるので、指定された避難所又は

その近傍で地域完結型の備蓄施設を確保し、食料、飲料水、医薬品、マスク、

消毒液等避難生活に必要な物資等の備蓄に努めること。 

   また、避難所において、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マンホールトイレ、

マット、簡易ベッド、備蓄倉庫、非常用電源（再生可能エネルギーによる発

電や蓄電池の活用を含む。）、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、

洋式トイレなど高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等の要配慮者にも配慮した

施設・設備や相談等の支援を受けることができる体制の整備し、必要に応じ

指定避難所の電力容量の拡大に努めること。 

  （略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 （新設） 

 

 

 

 

ク～ス（略） 

（新設） 

 

 

（２）（略） 

 

３ 二次避難支援体制の整備 

  高齢者や障害者等は一般の避難所では健康の維持・確保が困難な要素が多い

ことから、市町は、地区ごとの福祉避難所の指定など受入・支援体制の整備を

図る。 

  また、県の二次避難支援の指針を踏まえ、二次避難支援マニュアルを作成し、

関係団体との連携により、要配慮者の一般の避難所から福祉避難所への避難、

または、社会福祉施設への緊急入所、もしくは、医療機関への緊急入院を円滑

に行う体制の確保に努める。 

４～７（略） 

 

 

第１２節 要配慮者対策 

１（略） 

２ 在宅の要配慮者への配慮 

（１）～（８）（略） 

（９）福祉避難所の指定 

   市町は、高齢者や障害者等は一般の避難所では健康の維持・確保が困難な

要素が多いことから、地区ごとの福祉避難所の指定を進める。 

 

 

 

 

 

 

  災害時における段ボール製品の調達等に関する協定 

 

 

 

 

ク～ス（略） 

セ 新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策について、感染症患者が発生 

した場合の対応を含め、平常時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携 

して、必要な場合には、ホテルや旅館等の活用も含めて検討するよう努める。 

（２）（略） 

 

３ 二次避難支援体制の整備 

  高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持・確保が困

難な要素が多いことから、市町は、地区ごとの福祉避難所の指定など受入・支

援体制の整備を図る。 

  また、被災者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サービ

ス面での支援を行う県の災害派遣福祉チームの受け入れや関係団体との連携

により、要配慮者の避難所内の一般避難スペースから福祉避難所への避難、ま

たは、社会福祉施設への緊急入所、もしくは、医療機関への緊急入院を円滑に

行う体制の確保に努める。 

４～７（略） 

 

第１２節 要配慮者対策 

１（略） 

２ 在宅の要配慮者への配慮 

（１）～（８）（略） 

（９）福祉避難所の指定 

   市町は、高齢者や障害者等は避難所内の一般避難スペースでは健康の維持

・確保が困難な要素が多いことから、地区ごとの福祉避難所の指定を進める。 

ア 要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられていること。 

イ 災害が発生した場合において要配慮者が相談等の支援を受けることが

できる体制が整備されていること。 

ウ 主として要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保さ

れていること。 
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（１０）二次避難支援体制の整備 

   県は、市町の二次避難支援（要配慮者を一般の避難所から福祉避難所への

避難、または、社会福祉施設への緊急入所、もしくは、医療機関への緊急入

院の実施）に係る指針を作成するとともに、要配慮者の広域的な受入れや、

介助員等の広域的な供給体制の確保のためのマニュアル（以下、「広域調整

マニュアル」という。）を作成し、関係団体との協力体制の構築を図る。 

   市町は、県の二次避難支援の指針を踏まえ、二次避難支援マニュアルを作

成し、関係団体との連携により、福祉避難所への避難、緊急入所や緊急入院

の必要な要配慮者の受入体制の確保に努める。 

（１１）（略） 

３ 社会福祉施設等の管理、保全対策 

（１）～（２）（略） 

（新設） 

 

 

 

４（略） 

 

第１３節 緊急輸送体制の整備 

１～４（略） 

５ 民間事業者等の活用 

（１）（略） 

（２）県及び市町は、物資の調達・輸送に必要となる情報項目・単位の整理によ

る発注方法の標準化、物資の輸送拠点となる施設への非常用電源や非常用通

信設備の設置の推進、緊急通行車両等への優先的な燃料供給等、環境整備に

努める。 

（３）（略） 

 

第１４節 医療体制の整備 

１（略） 

 

 

 

 

 

（１０）二次避難支援体制の整備 

   県は、被災者の生活改善や相談対応、福祉避難所への誘導など、福祉サー

ビス面での支援を行う災害派遣福祉チームを派遣する体制を整備し、関係団

体や市町との協力体制の構築を図る。 

   市町は、国の福祉避難所の確保・運営ガイドラインを踏まえ、福祉避難所

マニュアルを作成し、関係団体との連携により、福祉避難所への避難、緊急

入所や緊急入院の必要な要配慮者の受入体制の確保に努める。 

 

 

（１１）（略） 

３ 社会福祉施設等の管理、保全対策 

（１）～（２）（略） 

（３）防災設備等の整備 

   社会福祉施設等の管理者は、発災後７２時間の事業継続が可能となる非常 

用電源（再生可能エネルギーによる発電や蓄電池の活用を含む）を確保する 

よう努め、その設置場所を工夫する。 

４（略） 

 

第１３節 緊急輸送体制の整備 

１～４（略） 

５ 民間事業者等の活用 

（１）（略） 

（２）県及び市町は、物資の調達・輸送に必要となる情報項目・単位の整理によ

る発注方法の標準化、物資の輸送拠点となる施設への非常用電源、燃料貯蔵

設備及び非常用通信設備の設置の推進、緊急通行車両等への優先的な燃料供

給等、環境整備に努める。 

（３）（略） 

 

第１４節 医療体制の整備 

１（略） 
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２ 医療救護体制の整備 

（１）～（６）（略） 

（新設） 

 

 

 

３ 情報連絡体制 

（１）（略） 

（２）広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）（注１）による連絡体制 

ア  県は、災害時において、医療機関の稼働状況、医師・看護師等スタッフの

状況、ライフラインの確保状況、医薬品等の保有状況などの災害時医療に係

る総合的な情報収集及び提供を行う広域災害・救急医療情報システム（ＥＭ

ＩＳ）が有効に機能するよう体制を整備しておく。 

 イ 広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）に参加する医療機関は、当

該システムに迅速で確実な情報の入力を行うため、複数の担当者を定め、入

力内容や操作などの研修・訓練を定期的に行っておく。 

（注１）広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ） 

（略） 

◯ システム参加機関 

  厚生労働省及び 47 都道府県 

  （石川県内参加機関） 

  医療機関  92、消防本部 11、医師会 10、保健福祉センター等 13 

（略） 

（３）（略） 

４～５（略） 

 

第１５節～第１６節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

２ 医療救護体制の整備 

（１）～（６）（略） 

（７）災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾン 

災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンは、県が災害時

における医療提供体制及び関係団体等との連携を構築する際、県に対して適

宜助言を行う。 

３ 情報連絡体制 

（１）（略） 

（２）広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）（注１）による連絡体制 

ア  県は、災害時において、医療機関の稼働状況、医師・看護師等スタッフの

状況、ライフラインの確保状況、医薬品等の保有状況などの災害時医療に係

る総合的な情報収集及び提供を行う広域災害・救急医療情報システム（ＥＭ

ＩＳ）が有効に機能するよう体制を整備しておく。 

 イ 広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）に参加する医療機関は、当

該システムに迅速で確実な情報の入力を行うため、複数の担当者を定め、入

力内容や操作などの研修・訓練を定期的に行っておく。 

（注１）広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ） 

（略） 

◯ システム参加機関 

  厚生労働省及び 47 都道府県 

  （石川県内参加機関） 

  医療機関  152、消防本部 11、医師会 10、保健福祉センター等 13 

（略） 

（３）（略） 

４～５（略） 

 

第１５節～第１６節（略） 
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第１７節 食料・飲料水及び生活必需品等の確保 

１ 基本方針 

雪害時には、ライフラインの損壊や道路交通の途絶等により、流通機能は一

時的あるいは長期間にわたり麻痺状態になることが予想され、この場合には、

被災者への生活救援物資の迅速な供給が必要である。 

このため、県及び市町は、豪雪等に伴う都市機能の阻害及び交通の途絶によ

る集落の孤立が起きた場合の被害及び外部支援の時期を想定し、孤立が想定さ

れるなど地域の地理的条件等も踏まえて、発災直後から被災者に対して円滑に

食料・飲料水及び生活物資の供給が行われるよう物資の備蓄・調達・輸送体制

の整備を図る。なおこの際、要配慮者への配慮及び食料の質の確保に留意する。 

また、女性の視点に立った支援物資の備蓄・供給（生理用品など）等の取り

組みを一層推進する。 

 

 

２（略） 

３ 食料及び生活物資の確保 

（１）県は、市町の備蓄を補完するため、非常食等の備蓄に努める。 

なお、備蓄食料については、栄養や食事形態など要配慮者に配慮したもの

となるよう留意する。 

また、栄養や食事形態など要配慮者に配慮した、避難者に必要とされる食

料等の調達を行うための具体的方法を検討し、災害発生時に迅速かつ適切に

対処できるよう調達体制を整備するとともに、それらの供給確保に努める。 

そのため、他の都道府県との災害援助協定の締結、事業者団体等との燃料

等の物資支援協定の締結、物資搬送体制の構築を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１７節 食料・飲料水及び生活必需品等の確保 

１ 基本方針 

雪害時には、ライフラインの損壊や道路交通の途絶等により、流通機能は一

時的あるいは長期間にわたり麻痺状態になることが予想され、この場合には、

被災者への生活救援物資の迅速な供給が必要である。 

このため、県及び市町は、豪雪等に伴う都市機能の阻害及び交通の途絶によ

る集落の孤立が起きた場合の被害及び外部支援の時期を想定し、孤立が想定さ

れるなど地域の地理的条件等も踏まえて、発災直後から被災者に対して円滑に

食料、飲料水、生活必需品、燃料、ブルーシート、土のう袋その他の物資の供

給が行われるよう物資の備蓄・調達・輸送体制の整備を図るとともに、物資調

達・輸送調整等支援システムを活用し、あらかじめ、備蓄物資や物資の拠点の

登録に努める。なおこの際、要配慮者への配慮及び食料の質の確保に留意する。 

また、女性の視点に立った支援物資の備蓄・供給（生理用品など）等の取り

組みを一層推進する。 

２（略） 

３ 食料及び生活物資の確保 

（１）県は、市町の備蓄を補完するため、非常食等の備蓄に努める。 

なお、備蓄食料については、栄養や食事形態など要配慮者に配慮したもの

となるよう留意する。 

また、栄養や食事形態など要配慮者に配慮した、避難者に必要とされる食

料等の調達を行うための具体的方法を検討し、災害発生時に迅速かつ適切に

対処できるよう調達体制を整備するとともに、それらの供給確保に努める。 

そのため、他の都道府県との災害援助協定の締結、事業者団体等との燃料等

の物資支援協定の締結、物資搬送体制の構築を図り、平時から、訓練等を 

通じて、物資の備蓄状況や輸送手段の確認を行うとともに、災害協定を締結 

した事業者団体等の発災時の連絡先、要請手続等の確認を行うよう努める。 
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（２）市町は、非常食の備蓄に努める。 

また、備蓄を行うにあたって、大規模な雪害が発生した場合には、物資の

調達や輸送が平常時のようには実施できないという認識に立って、初期の対

応に十分な量の物資を備蓄するほか、物資の性格に応じ、集中備蓄又は避難

所の位置を勘案した分散備蓄を行うなどの観点に対しても配慮するととも

に、要配慮者向けの粉ミルクや柔らかい食品の備蓄、洋式仮設トイレなどの

避難所生活に必要な物資が適時・適切に配備されるよう、要配慮者に対する

備蓄物資を拡充する。 

さらに、非常食の備蓄を補完するとともに、栄養や食事形態など要配慮者

に配慮した、避難者に必要とされる食料等の調達方法を具体的に検討し、関

係業界等とあらかじめ協定を締結するなど、災害発生時に迅速かつ適切に対

処できるようそれらの供給体制を整備する。 

 

 

４～１０（略） 

 

第１８節～第２１節（略） 

 

第２２節 建築物等災害予防 

１（略） 

２ 防災上重要な公共建築物等の雪害予防 

（１）（略） 

（２）災害対策は、迅速かつ的確な情報伝達と適切な行動への指示が要求される

これらの活動を円滑に進めるため、県及び市町等は、次の公共建築物等につ

いては、一層の耐雪害性等の強化を図る。 

また、イに揚げる建築物等については、要配慮者にも配慮した構造、設備

の確保を図る。 

ア 避難誘導、情報伝達及び救助等の防災業務の中心となる公共建築物等 

イ 雪害時の緊急救護所、被災者の避難所となる学校、社会福祉施設等の公

共建築物等 

 

 

３（略） 

４ 文化財雪害予防 

 （略） 

（２）市町は、非常食の備蓄に努める。 

また、備蓄を行うにあたって、大規模な雪害が発生した場合には、物資の

調達や輸送が平常時のようには実施できないという認識に立って、初期の対

応に十分な量の物資を備蓄するほか、物資の性格に応じ、集中備蓄又は避難

所の位置を勘案した分散備蓄を行うなどの観点に対しても配慮するととも

に、要配慮者向けの粉ミルクや柔らかい食品の備蓄、洋式仮設トイレなどの

避難所生活に必要な物資が適時・適切に配備されるよう、要配慮者に対する

備蓄物資を拡充する。 

さらに、非常食の備蓄を補完するとともに、栄養や食事形態など要配慮者

に配慮した、避難者に必要とされる食料等の調達方法を具体的に検討し、関

係業界等とあらかじめ協定を締結するなど、災害発生時に迅速かつ適切に対

処できるようそれらの供給体制を整備し、平時から、訓練等を通じて、物資 

の備蓄状況や輸送手段の確認を行うとともに、災害協定を締結した事業者団 

体等の発災時の連絡先、要請手続等の確認を行うよう努める。 

４～１０（略） 

 

第１８節～第２１節（略） 

 

第２２節 建築物等災害予防 

１（略） 

２ 防災上重要な公共建築物等の雪害予防 

（１）（略） 

（２）災害対策は、迅速かつ的確な情報伝達と適切な行動への指示が要求される

これらの活動を円滑に進めるため、県及び市町等は、次の公共建築物等につ

いては、一層の耐雪害性等の強化を図る。 

また、イに揚げる建築物等については、要配慮者にも配慮した構造、設備

の確保を図る。 

ア 避難誘導、情報伝達及び救助等の防災業務の中心となる公共建築物等 

イ 雪害時の緊急救護所、被災者の避難所となる学校、社会福祉施設等の公

共建築物等 

 さらに、県は平時から、公共建築物等の管理者に対して，あらかじめ，料 

備蓄の補給状況等，災害に備えた事前の準備状況の確認を行うよう努める。 

３（略） 

４ 文化財雪害予防 

 （略） 
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（１）～（５）（略） 

（６）事前対策 

ア（略） 

イ 防災対策の意識啓発と予防対策 

   県教育委員会及び市町教育委員会は、文化財の災害からの保護を図るた

め、必要な計画を立てるとともに、所有者、管理者に対して、防災対策の必

要性を啓発する。 

   県教育委員会は、自らが管理する文化財の防災対策をとるほか、文化財の

保存管理が万全に行われるように指導、助言する。 

   文化財については、火災による焼失被害を防止するために、消防機関と連

携しながら所要の防火上の措置を講ずる。 

 ウ  民間団体との連携 

   県教育委員会又は市町教育委員会は、文化財保護のため、平常時から、民

間団体等との連携を強化する。 

 
第２３節 公共施設災害予防 

１ 基本方針 

  道路、海岸、港湾、漁港、河川、公園、上水道、下水道、電力、電信電話、

鉄道等の公共施設は、住民の日常生活及び社会、経済活動に欠くことのできな

いものであり、また、災害発生後の災害復旧のための重要な使命を担っている。 

このため、雪害に強いまちづくりを行うに当たっては、これらの公共施設の

強化及び被害軽減のための諸施策を実施するとともに、主要な鉄道、道路、港

湾、空港、通信局舎などの交通・通信施設間の連携強化を図るなど、大規模災

害発生時の輸送・通信手段を確保し、雪害時の被害を最小限にとどめるよう予

防措置に努める。特に、３次医療機関等の人命に関わる重要施設に対しては、

早期に復旧できるよう体制等を強化する。 

２（略） 

３ 電力施設の整備対策 

電力供給事業者は、雪害時における電力の供給を確保するため、電力施設の

強化を図るとともに、平常時から電力設備の防護対策に努める。 

 

 

 

 

 

（１）～（５）（略） 

（６）事前対策 

ア（略） 

イ 防災対策の意識啓発と予防対策 

   県教育委員会及び市町又は市町教育委員会は、文化財の災害からの保護を

図るため、必要な計画を立てるとともに、所有者、管理者に対して、防災対

策の必要性を啓発する。 

   県教育委員会は、自らが管理する文化財の防災対策をとるほか、文化財の

保存管理が万全に行われるように指導、助言する。 

   文化財については、火災による焼失被害を防止するために、消防機関と連

携しながら所要の防火上の措置を講ずる。 

 ウ  民間団体との連携 

   県教育委員会、市町又は市町教育委員会は、文化財保護のため、平常時か

ら、民間団体等との連携を強化する。 

 
第２３節 公共施設災害予防 

１ 基本方針 

  道路、海岸、港湾、漁港、河川、公園、上水道、下水道、電力、電信電話、

鉄道等の公共施設は、住民の日常生活及び社会、経済活動に欠くことのできな

いものであり、また、災害発生後の災害復旧のための重要な使命を担っている。 

このため、雪害に強いまちづくりを行うに当たっては、これらの公共施設の

強化及び被害軽減のための諸施策を実施するとともに、主要な鉄道、道路、港

湾、空港、通信局舎などの交通・通信施設間の連携強化を図るなど、大規模災

害発生時の輸送・通信手段を確保し、雪害時の被害を最小限にとどめるよう予

防措置に努める。特に、３次医療機関等の人命に関わる重要施設、電気、通信

等のライフライン施設については、早期に復旧できるよう体制等を強化する。 

２（略） 

３ 電力施設の整備対策 

電力供給事業者は、雪害時における電力の供給を確保するため、電力施設の

強化を図るとともに、平常時から電力設備の防護対策に努める。 

また、県，電力供給事業者及び電気通信事業者は、倒木等により電力供給網

に支障が生じることへの対策として、地域性を踏まえつつ、事前伐採等による

予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた、相互の連携の拡大に努める。

なお、事前伐採等の実施に当たっては，市町との協力に努める。 
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４ 通信施設の整備対策 

雪害時における通信機能の確保は、社会的な混乱の防止、災害対策を迅速か

つ的確に実施する上からも極めて重要であり、電信電話、専用通信、放送等の

施設設備の安全性の確保及び耐火並びに多ルート化に努める。 

 

 

 

 

 

（１）～（５）（略） 

５～６（略） 

第２４節（略） 

 
 

第３章 雪害応急対策計画 
 

第１節 初動体制の確立 

１～８（略） 

９ 災害応急対策の総合調整 

（１）総合調整 

ア 県は、国が非常災害現地対策本部又は緊急災害現地対策本部を設置した場

合、相互に連絡調整を図りつつ、応急対策を円滑に実施する。 

 

 

イ～エ（略） 

（２）（略） 

１０ 受援体制の確立 

（略） 

（１）～（５）（略） 

（６）各種団体に対する応援要請 

知事は、災害応急対策を実施するため必要があると認めるときは、次の応援協

定に基づき、各種団体に対して、応援を要請する。 

ア～カ（略） 

 

 

４ 通信施設の整備対策 

雪害時における通信機能の確保は、社会的な混乱の防止、災害対策を迅速か

つ的確に実施する上からも極めて重要であり、非常用電源の整備等による通信

設備の防災対策、電信電話、専用通信、放送等の安全な設置場所の確保などに

よる施設設備の安全性の確保及び耐火並びに多ルート化に努める。 

また、県、電力供給事業者及び電気通信事業者は、倒木等により電力供給網

に支障が生じることへの対策として、地域性を踏まえつつ、事前伐採等による

予防保全や災害時の復旧作業の迅速化に向けた、相互の連携の拡大に努める。

なお、事前伐採等の実施に当たっては、市町との協力に努める。 

（１）～（５）（略） 

５～６（略） 

第２４節（略） 

 
 

第３章 雪害応急対策計画 
 

第１節 初動体制の確立 

１～８（略） 

９ 災害応急対策の総合調整 

（１）総合調整 

ア 県は、国が非常災害現地対策本部又は緊急災害現地対策本部を設置した場

合、相互に連絡調整を図りつつ、応急対策を円滑に実施する。 

また、国が現地において連絡会議及び調整会議を開催した場合、応急措置 

状況や被災市町を通じて把握した被災地の状況等を関係省庁等と共有する。 

イ～エ（略） 

（２）（略） 

１０ 受援体制の確立 

（略） 

（１）～（５）（略） 

（６）各種団体に対する応援要請 

知事は、災害応急対策を実施するため必要があると認めるときは、次の応援協

定に基づき、各種団体に対して、応援を要請する。 

ア～カ（略） 
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キ 災害時における衛生材料の供給等に関する協定 

（本章第 15 節「災害医療及び救急医療」参照） 

 

 

 

ク 災害時における医療機器の供給等に関する協定 

（本章第 15 節「災害医療及び救急医療」参照） 

 

 

 

 

ケ 災害時における医療用ガスの供給等に関する協定 

（本章第 15 節「災害医療及び救急医療」参照） 

（略） 

 コ 災害救助犬の出動に関する協定書（本章第 17節「救助・救急活動」参照） 

（略） 

 サ 災害時における交通誘導及び地域安全の確保等の業務に関する協定 

（本章第 19 節「災害警備」参照） 

（略） 

 シ 災害時における棺等葬祭用品の供給および遺体の搬送等に関する協定 

（本章第 20 節「行方不明者の捜索、遺体の収容・埋葬」参照） 

（略） 

ス 災害時における応急対策工事に関する基本協定 

（略） 

セ 災害時における応援業務に関する協定 

（略） 

（新設） 

 

 

 
 

ソ～チ（略） 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

キ 災害時における医療機器及び衛生材料の供給等に関する協定 

（本章第 15 節「災害医療及び救急医療」参照） 

 

 

 

 

ク 災害時における医療用ガスの供給等に関する協定 

（本章第 15 節「災害医療及び救急医療」参照） 

（略） 

 ケ 災害救助犬の出動に関する協定書（本章第 17節「救助・救急活動」参照） 

（略） 

 コ 災害時における交通誘導及び地域安全の確保等の業務に関する協定 

（本章第 19 節「災害警備」参照） 

（略） 

 サ 災害時における棺等葬祭用品の供給および遺体の搬送等に関する協定 

（本章第 20 節「行方不明者の捜索、遺体の収容・埋葬」参照） 

（略） 

シ 災害時における応急対策工事に関する基本協定 

（略） 

ス 災害時における応援業務に関する協定 

（略） 

セ 大規模災害時における土木施設調査の協定 

（本章第 22 節「公共土木施設等の応急対策」参照） 

ソ～チ（略） 
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（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 ツ 地震等大規模災害時における公共建築物の清掃及び消毒等に関する協定 

（本章第 24 節「防疫、保健衛生活動」参照） 

（略） 

 テ 災害時の応援業務に関する協定 

（本章第 24 節「防疫、保健衛生活動」参照） 

（略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

ト 災害ボランティア活動への支援に関する協定 

（本章第 25 節「ボランティア活動の支援」参照） 

（略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

チ 大規模災害発生時における炊き出し支援に関する協定 

（本章第 22 節「生活必需品の供給」参照） 

 

ツ 災害時における建築物等の解体・撤去等に関する協定 

 

 

 

 

テ 地震等大規模災害時における公共建築物の清掃及び消毒等に関する協定 

（本章第 24 節「防疫、保健衛生活動」参照） 

（略） 

 ト 災害時の応援業務に関する協定 

（本章第 24 節「防疫、保健衛生活動」参照） 

（略） 

 

ナ 災害時における被災動物救護活動に関する協定 

（本章第 24 節「防疫、保健衛生活動」参照） 

 

 

 

 

ニ 災害ボランティア活動への支援に関する協定 

（本章第 25 節「ボランティア活動の支援」参照） 

（略） 

 

ヌ 災害時におけるタクシー車両による緊急輸送に関する協定 

（本章第 29 節「輸送手段の確保」参照） 
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ナ 災害時等における海上緊急輸送業務に関する協定 

（本章第 29 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 

 ニ 災害時における応急仮設住宅の建設に関する基本協定 

（本章第 27 節「住宅の応急対策」参照） 

（略） 

 ヌ 災害時における民間賃貸住宅等の提供等に関する協定 

（本章第 27 節「住宅の応急対策」参照） 

（略） 

 ネ 災害応急対策用貨物自動車による物資の緊急・救護輸送等に関する協定書 

（本章第 29 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 

 ノ 災害応急対策用物資の保管等に関する協定書 

（本章第 29 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 

（７）～（８）（略） 

１１ 広域応援協力体制の確立 

県及び市町は、大規模な災害等が発生し、県下市町又は他の都道府県等が

被災した場合には、速やかに必要な応援体制を確立する。なお、職員を派遣

する場合は、地域や災害の特性を考慮した職員の選定に努める。 

（１）県 

知事は、県下市町はもとより、広域応援県市、又は他の被災都道府県等に

対し、速やかに広域応援協力が図れるよう次の措置を講ずる。 

ア～ウ（略） 

（新設） 

 

 

 

 

（２）（略） 

１２（略） 

 

第２節（略） 

 

 

ネ 災害時等における海上緊急輸送業務に関する協定 

（本章第 29 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 

 ノ 災害時における応急仮設住宅の建設に関する基本協定 

（本章第 27 節「住宅の応急対策」参照） 

（略） 

 ハ 災害時における民間賃貸住宅等の提供等に関する協定 

（本章第 27 節「住宅の応急対策」参照） 

（略） 

 ヒ 災害応急対策用貨物自動車による物資の緊急・救護輸送等に関する協定書 

（本章第 29 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 

 フ 災害応急対策用物資の保管等に関する協定書 

（本章第 29 節「輸送手段の確保」参照） 

（略） 

（７）～（８）（略） 

１１ 広域応援協力体制の確立 

県及び市町は、大規模な災害等が発生し、県下市町又は他の都道府県等が

被災した場合には、速やかに必要な応援体制を確立する。なお、職員を派遣

する場合は、地域や災害の特性を考慮した職員の選定に努める。 

（１）県 

知事は、県下市町はもとより、広域応援県市、又は他の被災都道府県等に

対し、速やかに広域応援協力が図れるよう次の措置を講ずる。 

ア～ウ（略） 

エ 被災地の状況把握 

 県職員は、被災市町に赴いた際には、災害対応の進捗状況等を的確に把 

握するとともに、その状況に応じて、被災市町から積極的に人的支援ニー 

ズを把握し、関係省庁及び都道府県との情報共有を図り、必要な職員の応援 

が迅速に行われるよう努める。 

（２）（略） 

１２（略） 

 

第２節（略） 
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第３節 雪に関する防災気象情報 

１～２（略） 

３ 雪に関する特別警報・警報・注意報の種類及び発表基準 

（１）特別警報・警報・注意報 

 （略） 

 ア 特別警報・警報・注意報の種類と概要 

 

 イ 警報等の基準 

  （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 雪に関する防災気象情報 

１～２（略） 

３ 雪に関する特別警報・警報・注意報の種類及び発表基準 

（１）特別警報・警報・注意報 

 （略） 

 ア 特別警報・警報・注意報の種類と概要 

 イ 警報等の基準 

  （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 
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４ 降雪量予想 

金沢地方気象台は、降雪に対する防災効果を上げるため、１２月１日～３月３

１日までの期間、県内を対象にした「降雪量予想」を発表する。ただし、この期

間以外でも降雪が予想される場合には臨時に発表する。 

※降雪量予想の修正発表はしないため、警報、注意報、気象情報が発表された場

合には、警報、注意報、気象情報の予想を優先する。 

また、最低気温の予想は１７時発表の天気予報で変更となる場合がある。 

金沢地方気象台ホームページ 

石川県降雪量予想http://www.jmanet.go.jp/kanazawa/yohou/yukiyosou.html 

（新設） 

 

 

 

（１）発表時刻及び内容 

ア ０６時：当日の０６時から当日の１８時までの１２時間の降雪量予想及び

当日の１８時から翌日の０６時までの１２時間の降雪量予想 

イ １６時：当日の１８時から翌日の０６時までの１２時間の降雪量予想及び

翌日の０６時から翌日の１８時までの１２時間の降雪量予想並びに輪島、金

沢の翌日の００時から０９時までの予想最低気温 

 

 

 

 

（２）地域区分（市町をまとめた地域の名称を使用） 

ア 能登北部平地、能登北部山地 

イ 能登南部平地、能登南部山地 

ウ 加賀北部平地、加賀北部山地 

エ 加賀南部平地、加賀南部山地、加賀南部山地（500m 以上） 

 

 

 

 

 

（３） 地域区分地図 

 ア～イ（略） 

４ 降雪量予想 

金沢地方気象台は、降雪に対する防災効果を上げるため、県内を対象にした「降

雪量予想」を発表する。 

石川県降雪量予想https://www.data.jma.go.jp/kanazawa/shosai/yukiyosou.html 

 

 

 

 

 

（１）発表期間 

  １２月１日～３月３１日 

   ただし、この期間以外でも積雪となるような降雪が予想される場合には臨 

時に発表する。 

（２）発表時刻と予想項目 

 

（３）地域細分 

（４） 地域区分地図 

 ア～イ（略） 
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（４）発表形式 

（略） 

（５）（略） 

５ 天気分布予報（降雪量） 

（１）実施期間：１２月１日～翌年の３月３１日 

（２）発表時刻：０５時、１１時、１７時 

（３）予報期間：６時間降雪量分布（４コマ）を２４時間先まで予想 

（４）予報形式：約２０ｋｍ格子の分布予報 

（５）予報表現：格子内の平均的な６時間降雪量を「なし」、「２ｃｍ以下」、 

「３～５ｃｍ」、「６ｃｍ以上」の４階級で表示 

（６）対象地域：北陸地方（西部） 

 

第４節（略） 

 

第５節 災害予警報別の伝達 

１～３（略） 

４ 知事、市町長、その他の機関が行う警告等の伝達 

気象警報等により予想される雪害に対処するため、知事が発する通知又は要請

のうち市町長及び市町を通じての関係機関への伝達は、気象警報の伝達体制に準

ずることができる。 

また、関係機関へ直接伝達するものについては、一般の通信施設等による。 

市町長が予測される雪害に対処するため発する警告の伝達体制は、市町地域防

災計画に定めるところによる。知事が発する通知、要請、市町長が発する警告に

ついて必要がある場合は、放送機関に放送を要請する。この場合における市町長

の放送要請は、県を通じて行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

（５）（略） 

５ 天気分布予報（降雪量） 

（１）実施期間：１２月１日～翌年の３月３１日 

（２）発表時刻：０５時、１１時、１７時 

（３）予報期間：翌日２４時間まで 

（４）予報形式：５ｋｍ格子の分布予報 

（５）予報表現：格子内の平均３時間降雪量を「降雪量なし」、「１～２ｃｍ」、 

「３～５ｃｍ」、「６ｃｍ以上」の４階級で表示 

（削除） 

 

第４節（略） 

 

第５節 災害予警報別の伝達 

１～３（略） 

４ 知事、市町長、その他の機関が行う警告等の伝達 

（１） 気象警報等により予想される雪害に対処するため、知事が発する通知又 

は要請のうち市町長及び市町を通じての関係機関への伝達は、気象警報の

伝達体制に準ずることができる。 

また、関係機関へ直接伝達するものについては、一般の通信施設等によ

る。 

（２） 市町長が予測される雪害に対処するため発する警告の伝達体制は、市町

地域防災計画に定めるところによる。 

（３） 知事が発する通知、要請、市町長が発する警告について必要がある場合

は、放送機関に放送を要請する。この場合における市町長の放送要請は、

県を通じて行う。 

（４） 道路管理者は、降雪予測等から通行規制範囲を広域的に想定して、でき

るだけ早く通行規制に関する情報を発表する。その際、当該情報が入手しや

すいよう多様な広報媒体を活用し、通行規制に関する情報を広報する。 
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◇気象警報等各種伝達系統について◇ 

別図１ 金沢地方気象台が発表する気象警報等伝達系統図 

 

 

 

別図２～４（略） 

 

 

 

 

◇気象警報等各種伝達系統について◇ 

別図１ 金沢地方気象台が発表する気象警報等伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図２～４（略） 
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第６節 雪害情報の収集・伝達 

１（略） 

２ 情報収集体制及び伝達系統の確立 

（１）被害規模に関する概括的情報の収集、伝達 

 ア 県 

   県は、市町等から情報を収集するとともに、119番通報に係る状況等の情

報を含めて、災害規模に関する概括的情報を把握し、特に、市町が報告を行

うことができなくなったときは、被災地への職員派遣、ヘリコプター等の機

材や各種通信手段の効果的活用等により、あらゆる手段を尽くして積極的に

情報収集を行い、次の被害規模の雪害については、消防庁に報告する。また、

必要に応じ、関係省庁及び関係地方公共団体に連絡する。 

（ア）なだれ等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

（イ）道路の凍結又はなだれ等により、孤立集落を生じたもの 

（２）（略） 

（３）災害情報収集に係る各機関の実施事項等 

ア 県等 

（ア）県（本庁）・県教育委員会 

a～ｃ（略） 

ｄ 被害状況等の情報収集は、市町から行うことを原則とするが、緊急に現

地の被害状況を把握する必要がある場合は、消防救急無線等を利用し、情

報を収集する。 

また、区域内の市町において通信手段の途絶等が発生し、被害情報等の

報告が十分なされていないと判断する場合等にあっては、調査のための職

員派遣、ヘリコプター等の機材や各種通信手段の効果的活用等により、あ

らゆる手段を尽くして被害情報等の把握に努める。 

なお、収集した情報は、内容に応じて市町に伝達する。 

e （略） 

（イ）（略） 

イ～エ（略） 

 

 

 

 

 

 

第６節 雪害情報の収集・伝達 

１（略） 

２ 情報収集体制及び伝達系統の確立 

（１）被害規模に関する概括的情報の収集、伝達 

 ア 県 

   県は、市町等から情報を収集するとともに、119番通報に係る状況等の情

報を含めて、災害規模に関する概括的情報を把握し、特に、市町が報告を行

うことができなくなったときは、被災地への職員派遣、ヘリコプター、無人

航空機等の機材や各種通信手段の効果的活用等により、あらゆる手段を尽く

して積極的に情報収集を行い、次の被害規模の雪害については、消防庁に報

告する。また、必要に応じ、関係省庁及び関係地方公共団体に連絡する。 

（ア）なだれ等により、人的被害又は住家被害を生じたもの 

（イ）道路の凍結又はなだれ等により、孤立集落を生じたもの 

（２）（略） 

（３）災害情報収集に係る各機関の実施事項等 

ア 県等 

（ア）県（本庁）・県教育委員会 

a～ｃ（略） 

ｄ 被害状況等の情報収集は、市町から行うことを原則とするが、緊急に現

地の被害状況を把握する必要がある場合は、消防救急無線等を利用し、情

報を収集する。 

また、区域内の市町において通信手段の途絶等が発生し、被害情報等の

報告が十分なされていないと判断する場合等にあっては、調査のための職

員派遣、ヘリコプター、無人航空機等の機材や各種通信手段の効果的活用

等により、あらゆる手段を尽くして被害情報等の把握に努める。 

なお、収集した情報は、内容に応じて市町に伝達する。 

e （略） 

（イ）（略） 

イ～エ（略） 
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オ 関係機関等の協力関係 

   県、市町、指定地方行政機関、指定公共機関及び指定地方公共機関並びに

防災上重要な施設の管理者は、災害事態についての認識を一致させ、迅速な

意思決定を行うために、相互で連絡する手段や体制を確保し、被害状況の調

査及び報告に当たって緊密に連絡をとること、関係機関で連絡調整のための

職員を相互に派遣すること、災害対策本部長の求めに応じて情報の提供、意

見の表明を行うことなどにより、情報共有を図るよう努める。 

   道路等の途絶によるいわゆる孤立集落については、早期解消の必要がある

ことから、国、指定公共機関、県及び市町は、それぞれの所管する道路のほ

か、通信、電気、ガス、上下水道等のライフラインの途絶状況を把握すると

ともに、その復旧状況と併せて、県及び市町に連絡する。また、県及び市町

は、当該地域における備蓄の状況、医療的援助が必要な者など要配慮者の有

無の把握に努める。 

 

 

 カ（略） 

（４）航空機等による被害状況の把握 

 ア 県は、消防防災ヘリコプター及び県警察ヘリコプターの活用により、迅速

かつ的確に被害状況等の情報収集、伝達活動を行う。 

本章第８節「消防防災ヘリコプターの活用等」参照 

 イ（略） 

（５）～（８）（略） 

３ 収集すべき情報 

（略） 

（１）～（２）（略） 

（３）速報及び被害状況等の報告様式 

 ア～タ（略） 

 チ 避難勧告・指示（緊急） 

 

 

 

 

  

ツ（略） 

 

オ 関係機関等の協力関係 

   県、市町、指定地方行政機関、指定公共機関及び指定地方公共機関並びに

防災上重要な施設の管理者は、災害事態についての認識を一致させ、迅速な

意思決定を行うために、相互で連絡する手段や体制を確保し、被害状況の調

査及び報告に当たって緊密に連絡をとること、関係機関で連絡調整のための

職員を相互に派遣すること、災害対策本部長の求めに応じて情報の提供、意

見の表明を行うことなどにより、情報共有を図るよう努める。 

   道路等の途絶によるいわゆる孤立集落については、早期解消の必要がある

ことから、国、指定公共機関、県及び市町は、それぞれの所管する道路のほ

か、通信サービス、電気、ガス、上下水道等のライフラインの途絶状況を把

握するとともに、その復旧状況と併せて、県及び市町に連絡する。また、県

及び市町は、当該地域における備蓄の状況、医療的援助が必要な者など要配

慮者の有無の把握に努める。 

県及び電気事業者等は、それぞれが所有する電源車、発電機等の現時点の

配備状況等を確認の上、リスト化するよう努めるものとする。 

 カ（略） 

（４）航空機等による被害状況の把握 

 ア 県は、消防防災ヘリコプター、県警察ヘリコプター及び無人航空機の活用

により、迅速かつ的確に被害状況等の情報収集、伝達活動を行う。 

本章第８節「消防防災ヘリコプターの活用等」参照 

 イ（略） 

（５）～（８）（略） 

３ 収集すべき情報 

（略） 

（１）～（２）（略） 

（３）速報及び被害状況等の報告様式 

 ア～タ（略） 

 チ 避難指示 

 

 

 

 

  

ツ（略） 
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 災害（事故）緊急報告書（第 報）（略） 

避難勧告等の発令状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害状況即報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 災害（事故）緊急報告書（第 報）（略） 

避難指示等の発令状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害状況即報 
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（４）被害状況等の判定基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７節 通信手段の確保 

 

 

 

１（略） 

２ 通信手段の利用方法等 

（略） 

（１）（略） 

（２）非常通信 

ア（略） 

イ 非常通信協議会 

   知事は、災害対策に必要と認めるときは、北陸地方非常通信協議会（事務  

  局：北陸総合通信局無線通信部陸上課）に対して、非常通信の取扱いについ 

て要請する。なお、災害応急対策機関は、応急対策を円滑迅速に処理するた 

め、北陸地方非常通信協議会と緊密な連携に努める。 

 

ウ～エ（略） 

（３）～（８）（略） 

３（略） 

 

第８節（略） 

 

 

 

（４）被害状況等の判定基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７節 通信手段の確保 

 

 

 

１（略） 

２ 通信手段の利用方法等 

（略） 

（１）（略） 

（２）非常通信 

ア（略） 

イ 非常通信協議会 

   知事は、災害対策に必要と認めるときは、北陸地方非常通信協議会（事務  

  局：北陸総合通信局無線通信部陸上課）に対して、非常通信の取扱いについ 

て要請する。なお、災害応急対策機関は、応急対策を円滑迅速に処理するた 

め、北陸地方非常通信協議会と緊密に連携し、訓練等を通じて、実効性の確 

保に努める。 

ウ～エ（略） 

（３）～（８）（略） 

３（略） 

 

第８節（略） 
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第９節 災害広報 

１～２（略） 

３ 広報の内容 

（１）（略） 

（２）被災者に対する広報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）～（４）（略） 

４ 広報手段等 

（１）（略） 

（２）各種情報提供 

県及び市町は、安否情報、交通情報、各種問い合わせ先等を随時入手した

いというニーズに応えるため、広く報道機関や情報関連会社等の協力を得

て、迅速に的確な情報が提供できるよう努める。 

   また、被災者のおかれている生活環境、居住環境等が多様であることに鑑

み、情報を提供する際に活用する媒体に配慮する。特に、避難所にいる被災

者は情報を得る手段が限られていることから、被災者生活支援に関する情報

については紙媒体でも情報提供を行うなど、適切に情報提供がなされるよう

努める。 

   なお、市町は、やむを得ず避難所に滞在することができない車中避難者を

含む避難所外避難者に対する情報提供にも努める。 

 ア（略） 

 イ インターネットの活用 

（新設） 

 

 

 

 ウ（略） 

第９節 災害広報 

１～２（略） 

３ 広報の内容 

（１）（略） 

（２）被災者に対する広報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）～（４）（略） 

４ 広報手段等 

（１）（略） 

（２）各種情報提供 

県及び市町は、安否情報、交通情報、各種問い合わせ先等を随時入手した

いというニーズに応えるため、広く報道機関や情報関連会社等の協力を得

て、迅速に的確な情報を提供する。 

   また、被災者のおかれている生活環境、居住環境等が多様であることに鑑

み、情報を提供する際に活用する媒体に配慮する。特に、避難所にいる被災

者は情報を得る手段が限られていることから、被災者生活支援に関する情報

については紙媒体でも情報提供を行うなど、適切に情報提供がなされるもの

とする。 

   なお、市町は、やむを得ず避難所に滞在することができない車中避難者を

含む避難所外避難者に対する情報提供にも努める。 

 ア（略） 

 イ インターネットの活用 

   災害に係る情報発信等に関する協定 

 

 

 

 ウ（略） 
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 エ 紙媒体の活用 

 オ～ク（略） 

（新設） 

５～６（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０節 道路等の交通確保対策 

１（略） 

２ 道路の除雪 

（１）～（２）（略） 

（３）北陸自動車の確保 

   北陸自動車道の冬期間における道路交通の確保を図るため、毎年１１月１

５日から翌年の４月１５日まで雪氷対策期間とし、除雪作業は「中日本高速

道路㈱金沢支社雪氷対策要領」及び「金沢（保）雪氷対策要領」に基づき実

施する。 

ア 除雪体制 

雪氷対策期間中における雪氷作業班の体制は、（財）日本気象協会の気象

予測及び管内関連資料等により総合的に判断し、平常体制、警戒体制、緊急

体制、非常体制の４体制とする。 

 イ～ウ（略） 

３～４（略） 

 

第１１節～第１２節（略） 

 

 

 

 

 

 エ 紙媒体の活用（チラシの張り出し、配布） 

 オ～ク（略） 

 ケ 広報車の活用 

５～６（略） 

７ ライフライン情報の提供等 

電気事業者は、停電時にインターネット等を使用できない被災者に対する被 

害情報等の伝達に係る体制の整備に努める。 

  また、電気通信事業者は、通信の仕組みや代替通信手段の提供等について利 

用者への周知に努めるとともに、通信障害が発生した場合の被災者に対する情 

報提供体制の整備を図る。 

  県、市町及びライフライン事業者は、住民等からの問い合わせ等に対応する 

体制について、あらかじめ計画しておくものとする。 

 

第１０節 道路等の交通確保対策 

１（略） 

２ 道路の除雪 

（１）～（２）（略） 

（３）北陸自動車の確保 

   北陸自動車道の冬期間における道路交通の確保を図るため、毎年１１月１

５日から翌年の４月１５日まで雪氷対策期間とし、除雪作業は「中日本高速

道路㈱金沢支社雪氷対策要領」及び「金沢（保）雪氷対策要領」に基づき実

施する。 

ア 除雪体制 

雪氷対策期間中における雪氷作業班の体制は、気象予想事業者による気象

予測及び管内関連資料等により総合的に判断し、平常体制、警戒体制、緊急

体制、非常体制の４体制とする。 

 イ～ウ（略） 

３～４（略） 

 

第１１節～第１２節（略） 
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第１３節 避難誘導等 

１（略） 

２ 避難の勧告又は指示の実施 

  市町長等は、次の措置を講ずる。 

（１）市町長（災害対策基本法第60条及び第61条の2） 

ア 雪害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身

体を雪害から保護し、その他災害の拡大を防止するため特に必要があると認

めるときは、市町長は、必要と認める地域の居住者等に対し、避難のための

立退きを勧告し、及び急を要すると認められるときは避難のための立退きを

指示するとともに、必要があると認めるときは、その立退き先を指示する。

市町長はこれらの指示等を行ったときは、速やかに知事に報告する。 

また、避難の必要がなくなったときは、直ちにその旨を公示し、知事に報

告する。 

イ 雪害の発生により、市町長が実施すべき避難の指示等を実施できなくなっ

た場合、知事は、市町長に代わって、当該市町地域防災計画の定めるところ

により避難の指示等を実施する。 

なお、知事は、市町長に代わって避難等の指示等を実施したとき、又は避

難の必要がなくなったときは、直ちにその旨を公示する。 

ウ 市町長は、避難のための立ち退きを勧告し、若しくは指示し、又は「屋内

安全確保」を指示しようとする場合において、必要があると認めるときは指

定地方行政機関の長または知事に対し当該勧告又は指示に関する事項につ

いて、助言を求めることができる。 

（２）指定地方行政機関の長又は知事（災害対策基本法第61条の2） 

市町長から避難勧告または指示（緊急）に関する事項について助言を求め

られた指定地方行政機関の長又は知事は、その所掌事務に関し、必要な助言

をする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１３節 避難誘導等 

１（略） 

２ 避難の指示の実施 

  市町長等は、次の措置を講ずる。 

（１）市町長（災害対策基本法第60条及び第61条の2） 

ア 雪害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身

体を雪害から保護し、その他災害の拡大を防止するため特に必要があると認

めるときは、市町長は、必要と認める地域の必要と認める居住者等に対し、

避難のための立退きを指示するとともに、必要があると認めるときは、その

立退き先を指示する。市町長はこれらの指示を行ったときは、速やかに知事

に報告する。 

また、避難の必要がなくなったときは、直ちにその旨を公示し、知事に報

告する。 

イ 雪害の発生により、市町長が実施すべき避難の指示を実施できなくなった

場合、知事は、市町長に代わって、当該市町地域防災計画の定めるところに

より避難の指示を実施する。 

なお、知事は、市町長に代わって避難等の指示を実施したとき、又は避難

の必要がなくなったときは、直ちにその旨を公示する。 

ウ 市町長は、避難のための立退きを指示し、又は「緊急安全確保」を指示し

ようとする場合において、必要があると認めるときは指定地方行政機関の長

または知事に対し当該指示に関する事項について、助言を求めることができ

る。 

（２）指定地方行政機関の長又は知事（災害対策基本法第61条の2） 

市町長から避難の指示に関する事項について助言を求められた指定地方

行政機関の長又は知事は、その所掌事務に関し、必要な助言をする。 
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（３）警察官、海上保安官（災害対策基本法第61条） 

前記（１）の市町長による避難のための立退き若しくは「屋内安全確保」

を指示することができないと認めるとき、又は市町長から要求があったとき

警察官又は海上保安官は、必要と認める地域の居住者等に避難のための立退

き又は「屋内安全確保」を指示することができる。 

なお、避難のための立退きを指示する場合において、必要があると認めら

れるときはその立退き先を指示する。立退き先を指示したときは、直ちに市

町長に通知する。 

また、雪害の状況により特に急を要する場合には、警察官は、危害を受け

るおそれのある者に対して避難等の措置をとる。 

（４）（略） 

（５）相互の連絡協力 

（１）から（２）に掲げる者は、それぞれの措置をとった場合は、相互に 

通知、報告するとともに、避難の措置が迅速、適切に実施されるよう協力す

る。 

また、県及び指定地方行政機関は、市町から求めがあった場合には、避難

指示（緊急）又は避難勧告の対象地域、判断時期等について助言する。また、

県は、時機を失することなく避難勧告等が発令されるよう、市町に積極的に

助言する。 

（６）避難勧告等実施責任者の代理規程の整備 

ア 市町は、首長不在時における発災に備え、避難勧告等発令に係る代理規程

を整備する。 

イ 市町は、躊躇なく避難勧告等を発令できるよう、平常時から災害時におけ

る優先すべき業務を絞り込むとともに、当該業務を遂行するための役割を分

担するなど、全庁をあげた体制の構築に努める。 

ウ 県は、市町に対し、避難勧告等の発令基準の策定を支援するなど、国とと

もに、市町の防災体制確保に向けた支援を行う。 

（７）避難勧告等の発令方法 

避難勧告等の発令に当たっては、住民が生命に係わる危険な状況であるこ

とを認識できるように、危険の切迫性に応じて避難勧告等の伝達文の内容を

工夫すること、その対象者を明確にすること、対象者ごとにとるべき避難行

動がわかるように伝達することなど、具体的でわかりやすい内容で発令する

よう努める。 

なお、避難勧告等の解除に当たっては、十分に安全性の確認に努める。 

 

（３）警察官、海上保安官（災害対策基本法第61条） 

前記（１）の市町長による避難のための立退き若しくは「緊急安全確保」

を指示することができないと認めるとき、又は市町長から要求があったとき

警察官又は海上保安官は、必要と認める地域の必要と認める居住者等に避難

のための立退き又は「緊急安全確保」を指示することができる。 

なお、避難のための立退きを指示する場合において、必要があると認めら

れるときはその立退き先を指示する。立退き先を指示したときは、直ちに市

町長に通知する。 

また、雪害の状況により特に急を要する場合には、警察官は、危害を受け

るおそれのある者に対して避難等の措置をとる。 

（４）（略） 

（５）相互の連絡協力 

（１）から（２）に掲げる者は、それぞれの措置をとった場合は、相互に 

通知、報告するとともに、避難の措置が迅速、適切に実施されるよう協力す

る。 

また、県及び指定地方行政機関は、市町から求めがあった場合には、避難

指示等の対象地域、判断時期等について助言する。また、県は、時機を失す

ることなく避難指示等が発令されるよう、市町に積極的に助言する。 

 

（６）避難指示等実施責任者の代理規程の整備 

ア 市町は、首長不在時における発災に備え、避難情報発令に係る代理規程を

整備する。 

イ 市町は、躊躇なく避難指示等を発令できるよう、平常時から災害時におけ

る優先すべき業務を絞り込むとともに、当該業務を遂行するための役割を分

担するなど、全庁をあげた体制の構築に努める。 

ウ 県は、市町に対し、避難指示の発令基準の策定を支援するなど、国ととも

に、市町の防災体制確保に向けた支援を行う。 

（７）避難指示等の発令方法 

避難指示等の発令に当たっては、住民が生命に係わる危険な状況であるこ

とを認識できるように、危険の切迫性に応じて避難情報の伝達文の内容を工

夫すること、その対象者を明確にすること、対象者ごとにとるべき避難行動

がわかるように伝達することなど、具体的でわかりやすい内容で発令するよ

う努める。 

なお、避難指示等の解除に当たっては、十分に安全性の確認に努める。 
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３ 避難の勧告又は指示の内容、時期及びその周辺 

（１）避難の勧告又は指示の内容 

避難の勧告又は指示をする場合、市町長等は、次の内容を明示する。 

（略） 

（２）避難勧告・指示（緊急）の時期 

市町長等は、避難の勧告又は指示を行う場合は、危険が切迫する前に十分

な余裕を持って行うものとし、住民が自主的に家屋被害に対する対策、衣類

や食料品の準備等、最低限の措置を講じて避難所へ向かうことができるよう

努める。 

また、避難行動要支援者に対しては、支援者等の手配や避難に時間を要す

ることから、更に余裕を持って行う。 

（３）住民への周知 

市町長等は、避難の勧告又は指示を行う場合には、地域住民等に対して市

町防災行政無線（戸別受信機を含む。）、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬ

ＥＲＴ）、有線放送、広報車、サイレン、ケーブルテレビ、インターネット、

携帯電話、Ｌアラート（災害情報共有システム）等多様な情報伝達手段を使

用し、あるいは報道機関等を通じて、迅速かつ安全に避難できるよう周知徹

底を図る。 

４（略） 

５ 警戒区域設定の周知等 

（１）警戒区域の設定を行った者は、避難の勧告又は指示と同様に、住民への周

知及び関係機関への連絡を行う。 

（２）（略） 

６ 避難者の誘導 

  避難者の誘導は、警察官、市町の職員等が行うが、誘導に当たっては各地区

又は一集落の単位ごとの集団避難を心掛け、避難路等の安全を確認するととも

に、要配慮者に十分配慮する。 

また、地域住民も可能な限り積極的に協力する。 

県及び市町は、災害の実態に応じて、飼養者によるペット動物との同行避難

を呼びかける。 

 

 

 

 

 

３ 避難の指示の内容、時期及びその周辺 

（１）避難の指示の内容 

避難の指示をする場合、市町長等は、次の内容を明示する。 

（略） 

（２）避難指示の時期 

市町長等は、避難の指示を行う場合は、危険が切迫する前に十分な余裕を

持って行うものとし、住民が自主的に家屋被害に対する対策、衣類や食料品

の準備等、最低限の措置を講じて避難所へ向かうことができるよう努める。 

また、避難行動要支援者に対しては、支援者等の手配や避難に時間を要す

ることから、高齢者等避難を発令する。 

 

（３）住民への周知 

市町長等は、避難の指示を行う場合には、地域住民等に対して市町防災行

政無線（戸別受信機を含む。）、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）、

有線放送、広報車、サイレン、ケーブルテレビ、インターネット、携帯電話、

Ｌアラート（災害情報共有システム）等多様な情報伝達手段を使用し、ある

いは報道機関等を通じて、迅速かつ安全に避難できるよう周知徹底を図る。 

 

４（略） 

５ 警戒区域設定の周知等 

（１）警戒区域の設定を行った者は、避難の指示と同様に、住民への周知及び関

係機関への連絡を行う。 

（２）（略） 

６ 避難者の誘導 

  避難者の誘導は、警察官、市町の職員等が行うが、誘導に当たっては各地区

又は一集落の単位ごとの集団避難を心掛け、避難路等の安全を確認するととも

に、要配慮者に十分配慮する。市町は、避難誘導に当たっては、避難場所及び

避難路や避難先、雪崩危険箇所等の所在、災害の概要その他の避難に資する情

報の提供に努める。 

また、地域住民も可能な限り積極的に協力する。 

県及び市町は、災害の実態に応じて、飼養者によるペット動物との同行避難

を呼びかける。 
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７ 避難所の開設及び運営 

（１）市町 

ア 避難所の開設が必要な場合は、市町地域防災計画及び避難所運営マニュア

ルの定めるところにより、地元警察署等と十分連絡を図り、避難所を開設す

る。 

   また、災害が発生していない場合であっても、住民の自主避難に応じ、速

やかに避難所を開設するよう努める。 

   なお、市町のみでは困難なときは、県に応援を要請する。 

また、二次災害の発生のおそれのある危険場所等の把握に努めるほか、避

難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶

による孤立が続くと見込まれる場合は、あらかじめ指定避難所に指定されて

いたとしても原則として開設しないものとする。 

 

 

 

 

イ 避難生活の対象者 

 

 

 

 

 

ウ 避難所を設置したときは、直ちに次の事項を県に報告する。 

（略） 

 

エ～ケ（略） 

コ 男女双方の視点の取り入れ 

避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保や避難所の運営における

女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等に

配慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品・

女性用下着の女性による配布、巡回警備や防犯ブザーの配布等による避難所

における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所の

運営に努める。 

サ～シ（略） 

 

７ 避難所の開設及び運営 

（１）市町 

 ア 避難所の開設が必要な場合は、市町地域防災計画及び避難所運営マニュア

ルの定めるところにより、地元警察署等と十分連絡を図り、避難所を開設す

る。 

   また、災害が発生していない場合であっても、住民の自主避難に応じ、速

やかに避難所を開設するよう努める。 

   なお、市町のみでは困難なときは、県に応援を要請する。 

避難所を開設する場合には、あらかじめ施設の安全性を確認するものとす

る。 

また、二次災害の発生のおそれのある危険場所等の把握に努めるほか、避

難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や、道路の途絶

による孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に指定避難所を設置・維持

することの適否を検討するものとする。 

被災地において、感染症の発生、拡大が見られる場合は、防災部局と保健

福祉部局が連携して、感染対策として必要な措置を講じるよう努める。 

イ 避難生活の対象者 

 

 

 

 

 

ウ 避難所を設置したときは、関係機関等による支援が円滑に講じられるよ 

う、直ちに次の事項を県に報告する。 

（略） 

エ～ケ（略） 

コ 男女双方の視点の取り入れ 

避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保や避難所の運営における

女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等に

配慮する。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や生理用品・

女性用下着の女性による配布、巡回警備や防犯ブザーの配布等による避難所

における安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した避難所の

運営管理に努める。 

サ～シ（略） 
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（新設） 

 

 

 

（２）県 

   県は、市町からの報告により避難所の開設状況を把握するとともに必要に

応じて、支援及び調整を行う。 

また、市町から避難所開設について応援の要請を受けたときは、警察に通

知するとともに、被災市町に隣接する市町長に必要な応援等を指示する。 

市町から要配慮者の二次避難に関する応援の要請を受けたときは、「広域

調整マニュアル」に基づき、二次避難の受入先や、介助員となる専門的人材

の確保について、広域的な調整を行う。 

 

８ 広域避難対策 

（１）～（２）（略） 

（３）広域一時滞在 

 ア～ウ（略） 

 エ 市町は、避難所を指定する際に併せて広域一時滞在の用にも供することに

ついても定めるなど、他の市町村からの被災者を受け入れることができる施

設等をあらかじめ決定しておくよう努める。 

（４）（略） 

９～１０（略） 

 

第１４節 要配慮者の安全確保 

１～４（略） 

５ 外国人に対する対策 

県及び市町は、雪害時に迅速に外国人の安否確認に努めるとともに、外国

人が孤立しないよう、各種情報の収集、提供ができる体制の整備等に努める。 

（１） 市町は、広報車や防災無線等により外国語による広報を行い外国人の安

全かつ迅速な避難誘導に努める。 

また、相談窓口等を開設し、災害に関する外国人のニーズの把握に努める。 

 

 

 

 

ス ペット動物の飼育場所の確保等 

   市町は、必要に応じて、ペット動物のための避難スペースの確保等に努め

るとともに、ペットの一時預かり等必要な支援を獣医師会や動物取扱業者等

から受けられるよう、連携に努める。 

（２）県 

   県は、市町からの報告により避難所の開設状況を把握するとともに必要に

応じて、支援及び調整を行う。その際には、その情報を国に共有するよう努

める。 

また、市町から避難所開設について応援の要請を受けたときは、警察に通

知するとともに、被災市町に隣接する市町長に必要な応援等を指示する。 

市町から要配慮者の二次避難に関する応援の要請を受けたときは、「広域

調整マニュアル」に基づき、二次避難の受入先や、介助員となる専門的人材

の確保について、広域的な調整を行う。 

８ 広域避難対策 

（１）～（２）（略） 

（３）広域一時滞在 

 ア～ウ（略） 

 エ 市町は、避難所を指定する際に併せて広域一時滞在の用にも供することに

ついても定めるなど、他の市町村からの被災住民を受け入れることができる

施設をあらかじめ決定しておくよう努める。 

（４）（略） 

９～１０（略） 

 
第１４節 要配慮者の安全確保 

１～４（略） 

５ 外国人に対する対策 

県及び市町は、雪害時に迅速に外国人の安否確認に努めるとともに、外国

人が孤立しないよう、各種情報の収集、提供ができる体制の整備等に努める。 

（１） 市町は、広報車や防災無線等により外国語による広報を行い外国人の安

全かつ迅速な避難誘導に努める。 

また、災害多言語支援センターなどの相談窓口等を開設し、災害に関する

外国人のニーズの把握に努める。 
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（２）県は、テレビ、ラジオ、インターネット等を活用し、外国語による情報提

供に努める。 

また、隣接県や国際交流団体、大学等に通訳者、語学ボランティアの派遣

の可否等を確認（言語、人員等）し、必要に応じて派遣要請を行うとともに、

市町へ派遣するなど、支援に努める。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

第１５節 災害医療及び救急医療 

１（略） 

２ 情報収集・提供 

ア 県は、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）、衛星電話、災害時

優先電話、ＭＣＡ無線などにより、医療機関の稼働状況、医師・看護師等ス

タッフの状況、ライフラインの確保状況、医薬品等の保有状況、ＤＭＡＴ及

び医療救護班の活動状況等を把握し、公益社団法人石川県医師会等の医療関

係団体、医療関係機関（大学病院、独立行政法人国立病院機構、公的病院及

び日本赤十字社石川県支部等）への情報提供を行う。 

   なお、住民等への情報提供については、「第９節 災害広報」による。 

 イ 県は、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）、衛星電話、災害時

優先電話、ＭＣＡ無線などにより、ＤＭＡＴ及び医療救護班へ活動に必要な

情報を提供する。 

  広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ） 

 （略） 

 〇 システム参加機関 

 厚生労働省及び 47 都道府県 

 （石川県内参加機関） 

 医療機関  92、消防本部 11、医師会 10、保健福祉センター等 13 

 （略） 

 

３ ＤＭＡＴ・医療救護班派遣・受入体制 

（１）（略） 

（２）県は、テレビ、ラジオ、インターネット等を活用し、外国語による情報提

供に努める。 

また、大規模な災害が発生し、多くの外国人が被災することが見込まれる

場合は、石川県災害多言語支援センターを設置し、隣接県や国際交流団体、

大学等に通訳者、語学ボランティアの派遣の可否等を確認（言語、人員等）

のうえ、必要に応じて派遣要請を行うとともに、市町へ派遣するなど、支援

に努める。 

（３）県は、国が実施する研修を通じて、災害時に行政等から提供される災害や

生活支援等に関する情報を整理し、避難所等にいる外国人被災者のニーズと

のマッチングを行う災害時外国人支援情報コーディネーターの育成を図る。 

 

第１５節 災害医療及び救急医療 

１（略） 

２ 情報収集・提供 

ア 県は、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）、衛星電話、災害時

優先電話、ＭＣＡ無線などにより、医療機関の稼働状況、医師・看護師等ス

タッフの状況、ライフラインの確保状況、医薬品等の保有状況、ＤＭＡＴ及

び医療救護班の活動状況等を把握し、公益社団法人石川県医師会等の医療関

係団体、医療関係機関（大学病院、独立行政法人国立病院機構、公的病院及

び日本赤十字社石川県支部等）への情報提供を行う。 

   なお、住民等への情報提供については、「第９節 災害広報」による。 

 イ 県は、広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）、衛星電話、災害時

優先電話、ＭＣＡ無線などにより、ＤＭＡＴ及び医療救護班へ活動に必要な

情報を提供する。 

  広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ） 

 （略） 

 〇 システム参加機関 

 厚生労働省及び 47 都道府県 

 （石川県内参加機関） 

 医療機関  152、消防本部 11、医師会 10、保健福祉センター等 13 

 （略） 

 

３ ＤＭＡＴ・医療救護班派遣・受入体制 

（１）（略） 
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（２）県 

ア（略） 

イ 県は、必要と認める場合、又は市町からの要請があった場合は、ＤＭＡＴ

を派遣するほか、医療救護班を派遣する。 

 

ウ（略） 

エ 医療救護班の派遣 

（ア）災害医療支援室は、地域の医療ニーズを的確に把握し、医療救護班の受

入れ・派遣について、派遣元の医療関係団体と被災地域等との調整を行う。 

 

 

（イ）～（オ）（略） 

オ～カ（略） 

（３）～（５）（略） 

（６）公益社団法人石川県医師会 

 ア  公益社団法人石川県医師会は、県から「災害時の医療救護に関する協定書」

に基づく医療救護班の派遣要請があったときは、被災地外の地区医師会に対

して、医療救護活動等を要請する。 

イ  要請を受けた地区医師会は、医療救護班を派遣し、医療救護活動を行う。 

   

災害時の医療救護に関する協定 

（略） 

（７）～（１０）（略） 

４（略） 

５ 災害時後方医療体制 

 ア 医療施設又は救護所では対応できない重症患者や特殊な医療を要する患

者については、災害拠点病院や大学病院等に搬送し、治療を行う。 

 

 

 イ（略） 

６ 重症患者等の搬送体制 

（１）搬送者及び搬送先の選定 

   搬送に当たっては、負傷の程度、患者の状態等を勘案し、搬送者及び搬送

先の適切な選定に留意して行う。 

 

（２）県 

ア（略） 

イ 県は、必要と認める場合、又は市町からの要請があった場合は、ＤＭＡＴ

を派遣するほか、医療救護班を派遣する。その際、災害医療コーディネータ

ー及び災害時小児周産期リエゾンから、適宜助言及び支援を受ける。 

ウ（略） 

エ 医療救護班の派遣 

（ア）災害医療支援室は、地域の医療ニーズを的確に把握し、医療救護班の受

入れ・派遣について、派遣元の医療関係団体と被災地域等との調整を行う。

その際、災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンから、適

宜助言及び支援を受ける。 

（イ）～（オ）（略） 

オ～カ（略） 

（３）～（５）（略） 

（６）公益社団法人石川県医師会 

 ア  公益社団法人石川県医師会は、県から「災害時の医療救護に関する協定書」

に基づく医療救護班（ＪＭＡＴ）の派遣要請があったときは、被災地外の地

区医師会に対して、医療救護活動等を要請する。 

イ  要請を受けた地区医師会は、医療救護班（ＪＭＡＴ）を派遣し、医療救護

活動を行う。 

  災害時の医療救護に関する協定 

（略） 

（７）～（１０）（略） 

４（略） 

５ 災害時後方医療体制 

 ア 医療施設又は救護所では対応できない重症患者や特殊な医療を要する患

者については、災害拠点病院や大学病院等に搬送し、治療を行う。その際、

災害医療コーディネーター及び災害時小児周産期リエゾンから、適宜助言及

び支援を受ける。 

 イ（略） 

６ 重症患者等の搬送体制 

（１）搬送者及び搬送先の選定 

   搬送に当たっては、負傷の程度、患者の状態等を勘案し、搬送者及び搬送

先の適切な選定に留意して行う。その際、災害医療コーディネーター及び災

害時小児周産期リエゾンから、適宜助言及び支援を受ける。 
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（２）（略） 

７ 他県等からの傷病者の受入体制 

   県は、国、他県等から傷病者の受入要請があったときは、医療機関や消防

機関等の関係機関と調整の上、石川ＤＭＡＴを派遣するなど、国が選定した

広域搬送拠点における医療の確保を行うとともに、搬送されてきた傷病者の

医療機関への受入調整を行う。 

 

８ 医療品等及び輸血用血液の供給体制 

（１）～（２）（略） 

（３）県災害対策本部 

 ア 医薬品等 

   市町災害対策本部から医薬品等の要請を受けた場合は、備蓄医薬品等を供

給し、不足する場合は県内医薬品等卸業者に調達を要請する。 

   県内で調達できない場合は、広域応援県市や国に対して緊急輸送を要請す

る。 

 （ア）（略） 

 （イ）災害時における衛生材料の供給等に関する協定 

 

 

 

 （ウ）災害時における医療機器の供給等に関する協定 

 

 

 

 

 （エ）（略） 

 イ（略） 

９～１２（略） 

 

第１６節～第１７節（略） 

 

第１８節 災害救助法の適用 

１～４（略） 

５ 災害救助法に基づく救助の実施 

（１）～（３）（略） 

（２）（略） 

７ 他県等からの傷病者の受入体制 

   県は、国、他県等から傷病者の受入要請があったときは、医療機関や消防

機関等の関係機関と調整の上、石川ＤＭＡＴを派遣するなど、国が選定した

広域搬送拠点における医療の確保を行うとともに、搬送されてきた傷病者の

医療機関への受入調整を行う。その際、災害医療コーディネーター及び災害

時小児周産期リエゾンから、適宜助言及び支援を受ける。 

８ 医療品等及び輸血用血液の供給体制 

（１）～（２）（略） 

（３）県災害対策本部 

 ア 医薬品等 

   市町災害対策本部から医薬品等の要請を受けた場合は、備蓄医薬品等を供

給し、不足する場合は県内医薬品等卸業者に調達を要請する。 

   県内で調達できない場合は、広域応援県市や国に対して緊急輸送を要請す

る。 

 （ア）（略） 

（削除） 

 

 

 

 （イ）災害時における医療機器及び衛生材料の供給等に関する協定 

 

 

 

 

 （ウ）（略） 

 イ（略） 

９～１２（略） 

 

第１６節～第１７節（略） 

 

第１８節 災害救助法の適用 

１～４（略） 

５ 災害救助法に基づく救助の実施 

（１）～（３）（略） 
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（４）知事は、「災害救助法による医療及び助産救助の委託協定書（昭和31年7 

月16日）」による救助が必要と認めた場合、日本赤十字社石川県支部に対し 

て必要事項を要請する。 

 

災害発生からの応急救助までのフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６～７（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）知事は、「災害救助法に基づく業務委託契約書（令和2年12月25日）」に 

よる救助が必要と認めた場合、日本赤十字社石川県支部に対して必要事項を 

要請する。 

 

災害発生からの応急救助までのフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６～７（略） 
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別紙  災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙  災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準について 
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第１９節 災害警備 

１（略） 

２ 災害警備体制 

（１）～（３）（略） 

（４） 災害警備体制 

 ア～イ（略） 

 ウ 現場措置等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１９節（略） 

１（略） 

２ 災害警備体制 

（１）～（３）（略） 

（４） 災害警備体制 

 ア～イ（略） 

 ウ 現場措置等 
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第２０節 行方不明者の捜索、遺体の収容、埋葬 

１～２（略） 

３ 遺体の検視（見分）及び処理 

（略） 

（１） 遺体の検視（見分） 

 （略） 

 ア 警察官にあっては、検視規則（昭和 33 年国家公安委員会規則第 3 号）又

は死体取扱規則（昭和 33年国家公安委員会規則第 4号）の規定による。 

イ（略） 

（２）（略） 

４～７（略） 

 

第２１節 飲料水・食料の供給 

 

 

 

１～３（略） 

４ 主食の供給 

（１）災害救助用米穀の確保 

ア 米穀の引渡し要請 

県及び市町は、米穀の調達・供給を緊急に行う必要が生じた場合には、そ

の供給必要量及び受入れ体制について、北陸農政局と十分な連絡を取りつ

つ、農林水産省生産局に引渡し要請を行う。 

 イ 受託事業体への引渡し指示 

   農林水産省生産局は、県及び市町から米穀の引渡し要請を受けたときは、

受託事業体に対して、知事又は知事が指定する引渡人に災害救助用米穀を引

渡すよう指示する。 

 

災害等非常時における政府所有米穀の引渡要請の連絡先 

 

 

 

（２）～（３）（略） 

第２０節 行方不明者の捜索、遺体の収容、埋葬 

１～２（略） 

３ 遺体の検視（見分）及び処理 

（略） 

（１） 遺体の検視（見分） 

 （略） 

 ア 警察官にあっては、検視規則（昭和 33 年国家公安委員会規則第 3 号）又

は死体取扱規則（平成 25年国家公安委員会規則第 4号）の規定による。 

イ（略） 

（２）（略） 

４～７（略） 

 

第２１節 飲料水・食料の供給 

 

 

 

１～３（略） 

４ 主食の供給 

（１）災害救助用米穀の確保 

ア 米穀の引渡し要請 

県及び市町は、米穀の調達・供給を緊急に行う必要が生じた場合には、そ

の供給必要量及び受入れ体制について、北陸農政局と十分な連絡を取りつ

つ、農林水産省政策統括官に引渡し要請を行う。 

 イ 受託事業体への引渡し指示 

   農林水産省政策統括官は、県及び市町から米穀の引渡し要請を受けたとき

は、受託事業体に対して、知事又は知事が指定する引渡人に災害救助用米穀

を引渡すよう指示する。 

 

災害等非常時における政府所有米穀の引渡要請の連絡先 

 

 

 

（２）～（３）（略） 
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５～８（略） 

 

第２２節 生活必需品の供給 

１～２（略） 

３ 生活必需品等の確保 

（１）必要量の把握 

 ア 県及び市町は、被害に対応した必要物資を迅速に供給するよう、必要な品

目ごとに必要量を把握するとともに、調達、確保先との連絡方法、輸送手段、

輸送先（場所）について明確にし、確保する。 

 

 

 イ（略） 

 ウ 県は、被災市町における備蓄物資等が不足するなど災害応急対策を的確に

行うことが困難であると認めるなど、その事態に照らし緊急を要し、被災市

町からの要請を待ついとまがないと認められるときは、要請を待たないで、

被災市町に対する物資を確保し輸送する。 

 

 

（２）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５～８（略） 

 

第２２節 生活必需品の供給 

１～２（略） 

３ 生活必需品等の確保 

（１）必要量の把握 

 ア 県及び市町は平時から、物資調達・輸送調整等支援システムを用いて備蓄

状況の確認を行うほか、被害に対応した必要物資を迅速に供給するよう、物

資調達・輸送調整等支援システムを活用し情報共有を図り、必要な品目ごと

に必要量を把握するとともに、調達、確保先との連絡方法、輸送手段、輸送

先（場所）について明確にし、確保する。 

 イ（略） 

 ウ 県は、被災市町における備蓄物資等が不足するなど災害応急対策を的確に

行うことが困難であると認めるなど、その事態に照らし緊急を要し、被災市

町からの要請を待ついとまがないと認められるときは、要請を待たないで、

被災市町に対する物資を確保し輸送する。 

   また、被災市町が複数にまたがる場合には、必要に応じ、被災市町への燃

料の優先供給に係る調整に努める。 

（２）（略） 
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生活必需品の確保に関する協定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

生活必需品の確保に関する協定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

大規模災害発生時における炊き出し支援に関する協定 

 



 - 51 - 

現       行 修   正   案 備 考 

４ 物資の輸送拠点（配送）の確保と運営 

（１）（略） 

（新設） 

 

 

 

（２）県は広域物資輸送拠点を、市町は地域内輸送拠点を速やかに開設するとと

もに、その周知徹底を図る。 

（３）県、市町及び防災関係機関は、避難所と物資輸送拠点間の情報連絡手段の

確保及び輸送体制を確保する。 

５（略） 

 

第２３節（略） 

 

第２４節 防疫、保健衛生活動 

１～３（略） 

４ 防疫用資材の備蓄、調達 

（１）～（２）（略） 

（３）防疫用資材の内容 

   逆性石けん、消毒用エタノール、両性界面活性剤、次亜塩素酸ナトリウム

等の消毒薬、消毒用噴霧器等 

５（略） 

６ ペット動物の保護対策 

（１）避難所におけるペット動物の適正な飼育 

県は、避難所を設置する市町、動物愛護ボランティア等と協力して、飼養 

者に同行したペット動物の飼育に関し、飼養者に適正飼育の指導を行い、動

物の愛護及び環境衛生の維持に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 物資の輸送拠点（配送）の確保と運営 

（１）（略） 

（２）県及び市町は、あらかじめ物資調達・輸送調整等支援システムに登録され 

ている物資の輸送拠点を速やかに開設できるよう、物資の輸送拠点の管理者 

の連絡先や開設手続を関係者間で共有するなど、速やかな物資支援のための 

準備に努める。 

（３）県は広域物資輸送拠点を、市町は地域内輸送拠点を速やかに開設するとと

もに、その周知徹底を図る。 

（４）県、市町及び防災関係機関は、避難所と物資輸送拠点間の情報連絡手段の

確保及び輸送体制を確保する。 

５（略） 

 

第２３節（略） 

 

第２４節 防疫、保健衛生活動 

１～３（略） 

４ 防疫用資材の備蓄、調達 

（１）～（２）（略） 

（３）防疫用資材の内容 

   10%塩化ベンザルコニウム（逆性石けん）、消毒用アルコール、次亜塩素

酸ナトリウム等の消毒薬、消毒用噴霧器等 

５（略） 

６ ペット動物の保護対策 

（１）避難所におけるペット動物の適正な飼育 

県は、避難所を設置する市町、獣医師会、動物愛護ボランティア等と協力 

して、飼養者に同行したペット動物に関し、飼養者に適正飼育及び動物由来

感染症等の予防の指導を行うなど、動物の愛護及び環境衛生の維持に努め

る。 
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（２）ペット動物の保護 

県は、市町、獣医師会、動物愛護ボランティア等と協力して、負傷又は放 

し飼いのペット動物の保護、その他必要な措置を講ずる。 

   また、広域的な観点から市町における避難所でのペット動物の飼育状況を

把握し、資材の提供等について支援を行う。 

（新設） 

 

 

 

 

７（略） 

 

第２５節 ボランティア活動の支援 

１（略） 

２ ボランティアの受け入れ 

（１）～（２）（略） 

（３）ボランティアとの連携・協働 

   ボランティア本部及びボランティア現地本部が設置されたときは、県及び

市町は、社会福祉協議会、地元や外部から被災地入りしているＮＰＯ・ＮＧ

Ｏ等のボランティア団体等と、情報を共有する場を設置するなどし、被災者

のニーズや支援活動の全体像を把握し、連携のとれた支援活動を展開するよ

う努める。 

 

 

 

 

（４）（略） 

３～６（略） 

 

第２６節（略） 

 

 

 

 

 

（２）ペット動物の保護 

県は、市町、獣医師会、動物愛護ボランティア等と協力して、負傷又は放 

し飼いのペット動物の保護、その他必要な措置を講ずる。 

   また、広域的な観点から市町における避難所でのペット動物の飼育状況を

把握し、資材の提供等について支援を行う。 

災害時における被災動物救護活動に関する協定 

 

 

 

 

７（略） 

 

第２５節 ボランティア活動の支援 

１（略） 

２ ボランティアの受け入れ 

（１）～（２）（略） 

（３）ボランティアとの連携・協働 

   ボランティア本部及びボランティア現地本部が設置されたときは、県及び

市町は、社会福祉協議会、地元や外部から被災地入りしているＮＰＯ等との

連携を図るとともに、中間支援組織（ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援や

活動調整を行う組織）を含めた連携体制の構築を図り、情報を共有する場を

設置するなどし、被災者のニーズや支援活動の全体像を把握するものとす

る。また、市町は災害の状況及びボランティアの活動予定を踏まえ、片付け

ごみなどの収集運搬を行うよう努める。これらの取組により、連携のとれた

支援活動を展開するよう努めるとともに、ボランティアの生活環境について

配慮する。 

（４）（略） 

３～６（略） 

 

第２６節（略） 
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第２７節 住宅の応急対策 

１（略） 

２ 実施体制 

（１）応急仮設住宅の建設（民間賃貸住宅の借上げによる設置を含む）及び運営 

管理 

  応急仮設住宅の建設は、市町長が実施する。ただし、災害救助法を適用した

ときは知事が行い、知事から委任されたとき、又は知事による救助のいとまが

ないときは、知事の補助機関として市町長が行う。必要戸数の算定にあたって

は、被災者予測人数もあらかじめ考慮し、算定する。 

  県及び市町は、応急仮設住宅の提供に必要な資機材の調達等が適正かつ円滑

に行われるよう、関係業界団体等との連絡調整を行うものとする。 

  また、設置及び運営管理に関しては、安心、安全を確保し、地域コミュニテ

ィ形成や心のケアを含めた健康面に配慮するとともに、女性の参画を推進し、

女性を始めとする生活者の意見の反映や、必要に応じて仮設住宅における家庭

動物の受け入れに配慮するほか、要配慮者に十分配慮し、優先的入居、高齢者、

障害者向け仮設住宅の設置等にも努める。 

  なお、応急仮設住宅を建設する場合には、二次災害に十分配慮する。 

（２）（略） 

３～４（略） 

 
第２８節 ライフライン施設の応急対策 

 

 

 

１ 基本方針 

  電力施設、通信施設、都市ガス施設、水道施設、下水道施設のライフライン

施設は、近年、住民の依存度が著しく高まっている。 

雪害により被害を受けた場合、大きな混乱を招くほか、各種の応急対策上大

きな障害となるおそれがある。 

このため、これらの施設管理者及び関係機関は、応急措置を講ずるとともに、

早期の復旧に努める。 

 

 

 

第２７節 住宅の応急対策 

１（略） 

２ 実施体制 

（１）応急仮設住宅の建設（民間賃貸住宅の借上げによる設置を含む）及び運営 

管理 

  応急仮設住宅の建設は、市町長が実施する。ただし、災害救助法を適用した

ときは知事が行い、知事から委任されたとき、又は知事による救助のいとまが

ないときは、知事の補助機関として市町長が行う。必要戸数の算定にあたって

は、被災者予測人数もあらかじめ考慮し、算定する。 

  県及び市町は、応急仮設住宅の提供に必要な資機材の調達等が適正かつ円滑

に行われるよう、関係業界団体等との連絡調整を行うものとする。 

  また、設置及び運営管理に関しては、安心、安全を確保し、地域コミュニテ

ィ形成や心のケアを含めた健康面に配慮するとともに、女性の参画を推進し、

女性を始めとする生活者の意見の反映や、必要に応じて仮設住宅におけるペッ

ト動物の受け入れに配慮するほか、要配慮者に十分配慮し、優先的入居、高齢

者、障害者向け仮設住宅の設置等にも努める。 

  なお、応急仮設住宅を建設する場合には、二次災害に十分配慮する。 

（２）（略） 

３～４（略） 

 

第２８節 ライフライン施設の応急対策 

 

 

 

１ 基本方針 

  電力施設、通信施設、都市ガス施設、水道施設、下水道施設のライフライン

施設は、近年、住民の依存度が著しく高まっている。 

雪害により被害を受けた場合、大きな混乱を招くほか、各種の応急対策上大

きな障害となるおそれがある。 

このため、これらの施設管理者及び関係機関は、発災後直ちに、専門技術を 

もつ人材を活用して、緊急点検を実施するとともに、これらの被害状況等を把 

握し、応急措置を講ずるとともに、早期の復旧に努める。 

また、国が開催する現地作業調整会議において、実動部隊の詳細な調整を 

行い、ライフライン施設の速やかな応急復旧を図る。 
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現       行 修   正   案 備 考 

２ 電力施設 

北陸電力株式会社は、被害状況を迅速かつ的確に把握し、事故の拡大を防止

するとともに、応急復旧工事により電力の供給確保に努める。 

 

（１）～（４）（略） 

（５）県、市町及び防災関係機関との協調 

被害状況の把握や復旧体制への協力のため、必要に応じて県、市町及び防

災関係機関へ要員を派遣して連携の緊密化を図る。 

 

 

 

 

 

 

（６）～（７）（略） 

（８）その他、上記以外の事項については、北陸電力株式会社防災業務計画の定

めるところによる。 

３ 通信施設 

 ＮＴＴ西日本は、次の措置を講ずる。 

（１）～（２）（略） 

（新設） 

 

 

（３）応急措置 

（略） 

（４）応急復旧 

（略） 

（５）その他、上記以外の事項については、ＮＴＴ西日本等が定める防災業務計

画の定めによる。 

４～６（略） 

 

 

 

 

 

２ 電力施設 

北陸電力株式会社及び北陸電力送配電株式会社は、被害状況を迅速かつ的確

に把握し、事故の拡大を防止するとともに、応急復旧工事により電力の供給確

保に努める。 

（１）～（４）（略） 

（５）県、市町及び防災関係機関との協調 

被害状況の把握や復旧体制への協力のため、必要に応じて県、市町及び防

災関係機関へ要員を派遣して連携の緊密化を図る。 

県は、大規模停電発生時には直ちに、あらかじめリスト化した官公庁や避 

難所など重要施設が保有する施設の非常用電源の設置状況等を踏まえ、これ 

 らの施設の非常用電源の稼働状況を確認の上、電源の確保が必要な施設の把握 

 を行い、電源車等の配備先の候補案を作成するよう努める。 

  また、県は、国及び電気事業者等と調整を行い、電源車等の配備先を決定し、 

電気事業者等は、電源車等の配備に努める。 

（６）～（７）（略） 

（８）その他、上記以外の事項については、北陸電力株式会社及び北陸電力送配

電株式会社防災業務計画の定めるところによる。 

３ 通信施設 

 ＮＴＴ西日本は、次の措置を講ずる。 

（１）～（２）（略） 

（３）広報活動 

災害持における通信量の増加を抑制するため、災害時の不要不急な通信は控 

えるよう周知に努める。 

（４）応急措置 

（略） 

（５）応急復旧 

（略） 

（６）その他、上記以外の事項については、ＮＴＴ西日本等が定める防災業務計

画の定めによる。 

４～６（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第２９節 輸送手段の確保 

１～３（略） 

４ 要員、物資輸送車両等の確保 

（１）（略） 

（２）陸路輸送 

（略） 

（新設） 

 

 

 

（３）～（７）（略） 

５～６（略） 

 

第３０節 文教対策 

 

 

１～１２（略） 

１３ 文化財対策 

 （略） 

（１）応急処置 

 ア（略） 

 イ  文化財に被害が発生した場合は、その所有者又は管理者は、被害状況を速

やかに調査し、その結果を市町教育委員会を経由して県教育委員会に報告す

る。 

 ウ  関係機関は、被災文化財の被害拡大を防ぐため、民間団体の協力を得て、

文化財の搬出、修復・保全、一時保管等の応急措置を講ずる。 

   その際、県教育委員会又は市町教育委員会は、必要に応じて、助言、指導

する。 

 エ（略） 

（２）～（３）（略） 

 

第３１節～第３２節（略） 

 
 
 

第２９節 輸送手段の確保 

１～３（略） 

４ 要員、物資輸送車両等の確保 

（１）（略） 

（２）陸路輸送 

（略） 

 災害時におけるタクシー車両による緊急輸送に関する協定 

（３）～（７）（略） 

５～６（略） 

 

第３０節 文教対策 

 

 

１～１２（略） 

１３ 文化財対策 

 （略） 

（１）応急処置 

 ア（略） 

 イ  文化財に被害が発生した場合は、その所有者又は管理者は、被害状況を速

やかに調査し、その結果を市町又は市町教育委員会を経由して県教育委員会

に報告する。 

 ウ  関係機関は、被災文化財の被害拡大を防ぐため、民間団体の協力を得て、

文化財の搬出、修復・保全、一時保管等の応急措置を講ずる。 

   その際、県教育委員会、市町又は市町教育委員会は、必要に応じて、助言、

指導する。 

 エ（略） 

（２）～（３）（略） 

 

第３１節～第３２節（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 
 

第４章 復旧・復興計画 
 

第１節～第６節 

 

第７節 被災者の生活確保のための緊急措置 

１～４（略） 

５ 罹災証明の交付 

  市町は、被災者の各種支援措置を早期に実施するため、災害発生後早期に罹

災証明の交付体制を確立し、被災者に罹災証明を交付する。 

  このため次の措置を講ずる。 

 

 

 

（１）～（２）（略） 

（新設） 

 

 

 

６～９（略） 

 

第８節～第９節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 復旧・復興計画 
 

第１節～第６節 

 

第７節 被災者の生活確保のための緊急措置 

１～４（略） 

５ 罹災証明の交付 

  市町は、被災者の各種支援措置を早期に実施するため、災害発生後早期に罹

災証明の交付体制を確立し、被災者に罹災証明を交付する。 

  なお、住家等の被害の程度を調査する際、必要に応じて、航空写真、被災者

が撮影した住家の写真、応急危険度判定の判定結果等を活用するなど、適切な

手法により実施するものとする。 

  早期に罹災証明の交付体制を確立するため、次の措置を講ずる 

（１）～（２）（略） 

（３） 県は、発災後速やかに住家被害の調査や罹災証明書の交付に係る事務の

市町向け説明会を実施するとともに、その実施に当たっては、ビデオ会議シ

ステムを活用し、各市町に映像配信を行うなど、より多くの市町担当者の参

加が可能となるような工夫をするよう努める。 

６～９（略） 

 

第８節～第９節（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 57 - 

現       行 修   正   案 備 考 

 

 

第５章 複合災害対策 
 

第１節（略） 

 

第２節 災害予防対策 

１ 情報の収集・連絡体制の整備 

（１） 県における通信連絡設備の整備 

ア  県と関係市町、防災関係機関及びオフサイトセンターの間を結ぶ衛星系 

及び地上系防災行政無線施設 

 イ（略） 

（２）（略） 

２～３（略） 

 

第３節～第４節（略） 

 

 

第５章 複合災害対策 
 

第１節（略） 

 

第２節 災害予防対策 

１ 情報の収集・連絡体制の整備 

（１） 県における通信連絡設備の整備 

ア  県と関係市町、防災関係機関及びオフサイトセンターの間を結ぶ衛星系 

防災行政無線施設及びＩＭＳを活用した地上系通信施設 

 イ（略） 

（２）（略） 

２～３（略） 

 

第３節～第４節（略） 

 



 - 1 -

資料３－５ 

石川県地域防災計画（事故災害対策編）修正（案） 新旧対照表 

現       行 修   正   案 備 考 

 

 
 
 
                                

石川県地域防災計画 
 

事故災害対策編 
 
 

（令和元年修正） 
 

                 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

                                                                       
                                                                
 
                                                                       

石川県地域防災計画 
 

事故災害対策編 
                  
 

（令和３年修正） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 

第１章 海上災害対策計画 
 
Ⅰ 海難対策計画 

 

第１節～第２節（略） 

 

第３節 災害応急対策 

１～４（略） 

５ 救助・救急活動 

（略） 

◎実施事項 
（１）海上保安部 

 ア（略） 

 イ 海上保安庁以外の者で、海上において人命、積荷及び船舶の救助を行うも 

のの監督を行う。 

 ウ  必要に応じて民間救助組織等と連携する。 

（２）～（４）（略） 

６～１１（略） 

 

Ⅱ 油流出等防除対策計画 

 

第１節（略） 

 

第２節 

（略） 

１（略） 

２ 各行政機関の個別の実施事項 

（１） 海上保安部 

 ア～ウ（略） 

 エ 海事関係法令の遵守の徹底を図るため、日常業務において一般船舶、特に

タンカー及び危険物積載船舶等に対する立入検査を実施して、海難の未然防

止に努める。 

（２）～（５）（略） 

３（略） 

 

第１章 海上災害対策計画 
 

Ⅰ 海難対策計画 

 

第１節～第２節（略） 

 

第３節 災害応急対策 

１～４（略） 

５ 救助・救急活動 

（略） 

◎実施事項 
（１）海上保安部 

 ア（略） 

イ 海上保安庁以外の者で、海上において人命及び船舶の救助を行うものの指

導を行う。 

（削除） 
（２）～（４）（略） 

６～１１（略） 
 
Ⅱ 油流出等防除対策計画 

 

第１節（略） 

 

第２節 

（略） 

１（略） 

２ 各行政機関の個別の実施事項 

（２） 海上保安部 

 ア～ウ（略） 

 エ 海事関係法令の遵守の徹底を図るため、日常業務において一般船舶、特に

タンカー等危険物積載船舶に対し立入検査を実施する等して、海難の未然防

止に努める。 

（２）～（５）（略） 

３（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

第３節（略） 

 
 
 

第２章（略） 
 

 
第３章 鉄道災害対策計画 

 

第１節 基本方針 

  鉄軌道における列車の衝突等により多数の死傷者を伴う大規模な事故（以下

「鉄道災害」という）が発生し、又は発生するおそれがある場合に、早期に初動

体制を確立して、災害の拡大を防止し、被害の軽減を図るなど、各種の予防、応

急対策を実施する。 

 

  計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第３節（略） 

 
 
 

第２章（略） 
 

 

第３章 鉄道災害対策計画 
 

第１節 基本方針 

  鉄道における列車の衝突等により多数の死傷者を伴う大規模な事故（以下

「鉄道災害」という）が発生し、又は発生するおそれがある場合に、早期に初動

体制を確立して、災害の拡大を防止し、被害の軽減を図るなど、各種の予防、応

急対策を実施する。 

 

  計画の体系 
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現       行 修   正   案 備 考 

 

第２節 災害予防対策 

（略） 

◎ 実施事項 

 

１ 北陸信越運輸局 

（１） 職員の非常参集体制、応急活動のためのマニュアルの作成等、災害応急 
体制を整備する。 

 (２)  実践的な防災訓練を実施し、災害時の活動手順、関係機関との連携等に 

    ついて周知徹底を図るとともに、体制の改善等など必要な措置を講ずる。 
 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 
 
 
 

 

第２節 災害予防対策 

（略） 

◎ 実施事項 

１ 北陸信越運輸局 

 

（１） 鉄道事業者に対し、発災後の速やかな職員の非常参集体制、応急活動の 

ためのマニュアルの作成等、災害応急体制を整備するよう指導する。 

 

（２） 鉄道事業者に対し、事故災害の発生を想定した情報伝達訓練を実施する 

よう努めるとともに、災害時の活動手順、関係機関との連携等について体 

制の改善等など必要な措置を講ずるよう指導する。 

（３） 鉄道事業者に対し、事故災害の発生に際して、迅速かつ適切な措置を講 

ずることができるよう保安設備の点検等の運行管理体制の充実に努めるよ

う指導する。 

（４） 鉄道事業者に対し、自然災害等からの鉄道の保全を図るため、施設の点 

検等の防災体制の確認を行うよう努めるとともに、災害等により列車の運

転に支障が生ずるおそれのあるときには、当該線路の監視等に努めるよう

指導する。 

（５） 緊急自動車の通行に支障を及ぼさないよう、優先して開放する踏切の指 

定に向けた関係者間の協議や災害後の踏切の状況等に関する情報共有のた

めの緊急連絡体制などを整備する。 

（６） 被災した鉄道線路の早期運転再開に向け、道路・河川等関係者と連携し 

た取組を行うための体制を整備する。 

（７） 鉄道事業者に対し、大型の台風が接近・上陸する場合など、気象状況に 

より列車の運転に支障が生ずるおそれが予測されるときは、必要により計

画的に列車の運転を休止するなど、安全の確保に努めるよう指導する。ま

た、利用者への情報提供のあり方については、国土交通省において作成し

たモデルケースを参考に各鉄道事業者において情報提供タイムラインをあ

らかじめ作成しておくよう指導する。 

（８） 駅間等で停車した列車からの乗客の安全避難のため、車両への避難はし 

ごの搭載、津波による浸水の可能性がある区間をハザードマップ等に基づ

き指定、マニュアル等に基づく教育・訓練の実施など、鉄道事業者に対し、

対応策を指導する。 
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現       行 修   正   案 備 考 

（３）踏切事故を防止するため、鉄軌道事業者とともに広報活動に努める。 

 
２ 鉄軌道事業者 

（１）～（７）（略） 

 

第３節 災害応急対策 

１ 情報通信 

（略） 

（１）情報通信連絡系統 

   情報通信連絡系統は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）（略） 

２ 災害広報 

（略） 

（１）実施機関 

鉄軌道事業者、県、警察、市町（消防機関） 

（２）（略） 

３（略） 

４ 救助・救急活動 

（略） 

 ◎ 実施事項 

鉄軌道事業者は、災害発生直後における救助・救急活動を行うとともに、 

救助・救急活動を実施する関係機関に対して可能な限り協力する。 

 

 

 

（９） 踏切事故を防止するため、全国交通安全運動等の機会を捉えて、鉄道事 

業者とともに広報活動に努める。 

２ 鉄道事業者 

（１）～（７）（略） 

 

第３節 災害応急対策 

１ 情報通信 

（略） 

（１）情報通信連絡系統 

   情報通信連絡系統は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）（略） 

２ 災害広報 

（略） 

（１）実施機関 

鉄道事業者、県、警察、市町（消防機関） 

（２）（略） 

３（略） 

４ 救助・救急活動 

（略） 

 ◎ 実施事項 

鉄道事業者は、災害発生直後における救助・救急活動を行うとともに、救

助・救急活動を実施する関係機関に対して可能な限り協力する。 
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現       行 修   正   案 備 考 

５ 医療救護活動 

（略） 

◎ 実施事項（鉄軌道事業者、県、市町、消防機関） 

   死傷者が発生した場合、医療機関、保健所等で編成するＤＭＡＴ又は医療

班を現地に派遣し、応急措置を施した後、あらかじめ指定した医療機関に搬

送する。 

   また、鉄軌道事業者は、災害発生直後における救護活動を行うとともに、

医療救護活動を実施する関係機関に対して可能な限り協力する。 

６ 消火活動 

 ◎ 実施事項 

（１）鉄軌道事業者 

   鉄道災害による火災の発生直後における初期消火活動を行うとともに、消

火活動を実施する関係機関に対して可能な限り協力する。 

（２）（略） 

７～８（略） 

９ 代替交通機関の確保 

  鉄軌道事業者は、鉄道災害が発生した場合には、他の路線への振り替え輸送、 

バス代行輸送等の代替交通手段の確保に努める。 

１０～１２（略） 

１３ 災害復旧 

   鉄軌道事業者は、迅速に被災施設及び車両の復旧に努めるとともに、可能

な限り復旧予定時期を明確にするよう努める。 

 （新設） 

 

 

 

 

 

第４章（略） 
 

 

 

 

 

 

５ 医療救護活動 

（略） 

◎ 実施事項（鉄道事業者、県、市町、消防機関） 

   死傷者が発生した場合、医療機関、保健所等で編成するＤＭＡＴ又は医療

班を現地に派遣し、応急措置を施した後、あらかじめ指定した医療機関に搬

送する。 

   また、鉄道事業者は、災害発生直後における救護活動を行うとともに、医

療救護活動を実施する関係機関に対して可能な限り協力する。 

６ 消火活動 

 ◎ 実施事項 

（１）鉄道事業者 

   鉄道災害による火災の発生直後における初期消火活動を行うとともに、消

火活動を実施する関係機関に対して可能な限り協力する。 

（２）（略） 

７～８（略） 

９ 代替交通機関の確保 

鉄道事業者は、鉄道災害が発生した場合には、他の路線への振り替え輸送、 

バス代行輸送等の代替交通手段の確保に努める。 

１０～１２（略） 

１３ 災害復旧 

（１） 鉄道事業者は、迅速に被災施設及び車両の復旧に努めるとともに、可能 

な限り復旧予定時期を明確にするよう努める。 

（２） 北陸信越運輸局は、被災鉄道等の早期復旧のため、「鉄道等の災害復旧 

に係る事業間連携に関する地方連絡調整会議」等を通じて、鉄道事業者及

び道路や河川等の関連する事業を施行する者が相互に連携・協力するよう

調整する。 

 

 

第４章（略） 
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現       行 修   正   案 備 考 

 

第５章 危険物等災害対策計画 
 

第１節～第２節（略） 

 

第３節 災害予防対策 

危険物等災害の発生を未然に防止するため、危険物等の貯蔵、取扱い等を行

う事業者（以下「事業者」という。）及び関係機関がとるべき対応は、次のと

おりとする。 

 

 

 

 

１～５（略） 

 

 

第６章～第７章（略） 
 

 

 

第５章 危険物等災害対策計画 
 

第１節～第２節（略） 

 

第３節 災害予防対策 

危険物等災害の発生を未然に防止するため、危険物等の貯蔵、取扱い等を行

う事業者（以下「事業者」という。）及び関係機関がとるべき対応は、次のと

おりとする。 

なお、事業者は、危険物等関係施設が所在する地域の浸水想定区域及び土砂

災害警戒区域等の該当性並びに被害想定の確認を行うとともに、確認の結果、

風水害により危険物等災害の確認が想定される場合は、防災のため必要な措置

の検討や、応急対策にかかる計画の作成等の実施に努めるものとする。 

１～５（略） 

 

 

第６章～第７章（略） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料 ４－１
石川県地域防災計画（原子力防災計画編）修正 新旧対照表

現 行 修 正 案 備 考

石川県地域防災計画 石川県地域防災計画

原子力防災計画編 原子力防災計画編

（令和元年修正） （令和３年修正）



石川県地域防災計画（原子力防災計画編）修正 新旧対照表

現 行 修 正 案 備 考

目 次 目 次

第１章 総 則・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1 第１章 総 則・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1
(略) (略)

第２章 原子力災害予防計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 25 第２章 原子力災害予防計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 25
第１節～第７節 (略) 第１節～第７節 (略)
第８節 緊急時医療体制の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 39 第８節 原子力災害医療体制の整備・・・・・・・・・・・・・・・・ 39
第９節～第１８節 (略) 第９節～第１８節 (略)

第３章 原子力災害応急対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 51 第３章 原子力災害応急対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 51
(略) (略)

第４章 原子力災害復旧計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 107 第４章 原子力災害復旧計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 107
(略) (略)

第５章 複合災害対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 113 第５章 複合災害対策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 113
(略) (略)
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現 行 修 正 案 備 考 

第１章  総  則       

 

第１節～第２節 (略) 

                                                                   

第３節  原子力災害対策指針に基づく方針 

 

１ (略) 

 

２ 想定される発電所からの放射性物質又は放射線の放出形態 

  (略) 

 (1) 放射性物質又は放射線の放出       

 原子炉施設においては、多重の物理的防護壁が設けられているが、これ

らの防護壁が機能しない場合は、放射性物質が周辺環境に放出される。そ

の際、大気へ放出の可能性がある放射性物質としては、気体状のクリプト

ンやキセノン等の放射性希ガス、揮発性の放射性ヨウ素、気体中に浮遊す

る微粒子（以下「エアロゾル」という。）等がある。 これらは、気体状又

は粒子状の物質を含んだ空気の一団（以下「プルーム」という。）となり、

移動距離が長くなる場合は拡散により濃度は低くなる傾向があるものの、

風下方向の広範囲に影響が及ぶ可能性がある。また、特に降雨雪がある場

合には、地表に沈着し長期間留まる可能性が高い。さらに、土壌やがれき

等に付着する場合や冷却水に溶ける場合があり、それらの飛散や流出には

特別な留意が必要である。 

 したがって、事故による放出形態は必ずしも単一的なものではなく、複

合的であることを十分考慮する必要がある。 

 (2) (略)        

 

３ 緊急事態における防護措置実施の基本的考え方 

 (1)  (略)                                                  

(2) 緊急事態の初期対応段階における防護措置の考え方 

 (略) 

ア 緊急事態区分及び緊急時活動レベル（ＥＡＬ） 

（ｱ）基本的な考え方 

(略) 

【警戒事態】 

その時点では公衆への放射線による影響やそのおそれが緊急の

ものではないが、原子力施設における異常事象の発生又はそのお

それがあるため、情報収集や、緊急時モニタリング（放射性物質 

第１章  総  則       

 

第１節～第２節 (略) 

                                                                   

第３節  原子力災害対策指針に基づく方針 

 

１ (略) 

 

２ 想定される発電所からの放射性物質又は放射線の放出形態 

  (略) 

 (1) 放射性物質又は放射線の放出       

 原子炉施設においては、多重の物理的防護壁が設けられているが、これ

らの防護壁が機能しない場合は、放射性物質が周辺環境に放出される。そ

の際、大気へ放出の可能性がある放射性物質としては、気体状のクリプト

ンやキセノン等の放射性希ガス、揮発性の放射性ヨウ素、気体中に浮遊す

る微粒子（以下「エアロゾル」という。）等がある。 これらは、気体状又

は粒子状の物質を含んだ空気の一団（以下「プルーム」という。）となり、

移動距離が長くなる場合は拡散により濃度は低くなる傾向があるものの、

風下方向の広範囲に影響が及ぶ可能性がある。また、特に降雨雪がある場

合には、地表に沈着し長期間とどまる可能性が高い。さらに、土壌やがれ

き等に付着する場合や冷却水に溶ける場合があり、それらの飛散や流出に

は特別な留意が必要である。 

 したがって、事故による放出形態は必ずしも単一的なものではなく、複

合的であることを十分考慮する必要がある。 

 (2) (略)        

 

３ 緊急事態における防護措置実施の基本的考え方 

 (1)  (略)                                                  

(2) 緊急事態の初期対応段階における防護措置の考え方 

 (略) 

ア 緊急事態区分及び緊急時活動レベル（ＥＡＬ） 

（ｱ）基本的な考え方 

(略) 

【警戒事態】 

その時点では公衆への放射線による影響やそのおそれが緊急の

ものではないが、原子力施設における異常事象の発生又はそのお

それがあるため、情報収集や、緊急時モニタリング（放射性物質 
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現 行 修 正 案 備 考 

若しくは放射線の異常な放出又はそのおそれがある場合に実施す

る環境放射線モニタリングをいう。以下同じ。）の準備、施設敷地

緊急事態要避難者（避難の実施に通常以上の時間がかかり、かつ、

避難の実施により健康リスクが高まらない要配慮者（高齢者、障

害者、乳幼児その他の特に配慮を要する者をいう。以下同じ。）、安

定ヨウ素剤を事前配布されていない者及び安定ヨウ素剤の服用が

不適切な者のうち、施設敷地緊急事態において早期の避難等の防

護措置の実施が必要な者をいう。 以下同じ。）の避難等の防護措

置の準備を開始する必要がある段階である。 

 この段階では、国、県、志賀町は、原子力施設の近傍のＰＡＺ内

において、実施に比較的時間を要する防護措置の準備に着手しな

ければならない。 

【施設敷地緊急事態】 

(略) 

【全面緊急事態】 

(略) 

この段階では、国、県及び市町は、ＰＡＺ内において、基本的

に全ての住民等を対象に避難や安定ヨウ素剤の服用等の予防的防

護措置を講じなければならない。また、ＵＰＺ内においては、屋

内退避を実施するとともに、事態の規模、時間的な推移に応じ

て、ＰＡＺ内と同様、避難等の予防的防護措置を講じることも必

要である。 

(略) 

 

(ｲ) (略)  

 

若しくは放射線の異常な放出又はそのおそれがある場合に実施す

る環境放射線モニタリングをいう。以下同じ。）の準備、原子力

災害対策指針で規定される施設敷地緊急事態要避難者の避難等の

防護措置の準備を開始する必要がある段階である。 

  

 

 

 

 

この段階では、国、県、志賀町は、原子力施設の近傍のＰＡＺ内

において、実施に比較的時間を要する防護措置の準備に着手しな

ければならない。 

【施設敷地緊急事態】 

 (略)   

【全面緊急事態】 

 (略) 

 この段階では、国、県及び市町は、ＰＡＺ内において、基本的

に全ての住民等を対象に避難や安定ヨウ素剤の服用等の予防的防

護措置を講じなければならない。また、ＵＰＺ内においては、屋

内退避を実施するとともに、事態の規模、時間的な推移に応じ

て、ＰＡＺ内と同様、避難等の予防的防護措置を講ずることも必

要である。 

 (略) 

      

 (ｲ) (略)  
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現 行 修 正 案 備 考 

緊急事態区分とＥＡＬについて 
 

志賀原子力発電所におけるＥＡＬ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ (略) 

緊急事態区分とＥＡＬについて 
 

志賀原子力発電所におけるＥＡＬ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ (略) 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ (略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ (略) 
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現 行 修 正 案 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ (略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ (略) 
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現 行 修 正 案 備 考 

イ 運用上の介入レベル（ＯＩＬ） 

 (ｱ)基本的な考え方 

全面緊急事態に至った場合には、住民等への被ばくの影響を回避する観

点から、基本的には施設の状況に基づく判断により、避難等の予防的防護

措置を講じることが極めて重要であるが、放射性物質の放出後は、その拡

散により比較的広い範囲において空間放射線量率等の高い地点が発生す

る可能性がある。 

このような事態に備え、国、県、関係市町及び原子力事業者は、緊急時

モニタリングを迅速に行い、その測定結果を防護措置を実施すべき基準に

照らして、必要な措置の判断を行い、これを実施することが必要となる。 

放射性物質の放出後、継続的に高い空間放射線量率が計測された地域に

おいては、地表面からの放射線等による被ばくの影響をできる限り低減す

る観点から、数時間から１日以内に住民等について避難等の緊急防護措置

を講じなければならない。また、それと比較して低い空間放射線量率が計

測された地域においても、無用な被ばくを回避する観点から、１週間以内

に一時移転等の早期防護措置を講じるようにしなければならない。 

これらの措置を講じる場合には、国からの指示に基づき、避難住民等に

対し、防護措置を実施すべき基準以下であるか否かを確認する検査（以下

「避難退域時検査」という。）の結果から簡易除染（着替え、拭き取り、

簡易除染剤やシャワーの利用等）等の措置を講じるようにしなければなら

ない。 

さらに、経口摂取等による内部被ばくを回避する観点から、一時移転等

を講じる地域では、地域生産物の摂取を制限しなければならない。また、

飲食物中の放射性核種濃度の測定を開始すべき範囲を数日以内に空間放

射線量率に基づいて特定するとともに、当該範囲において飲食物中の放射

性核種濃度の測定を開始し、その濃度に応じて飲食物摂取制限を継続的に

講じなければならない。 

イ 運用上の介入レベル（ＯＩＬ） 

 (ｱ)基本的な考え方 

全面緊急事態に至った場合には、住民等への被ばくの影響を回避する観

点から、基本的には施設の状況に基づく判断により、避難等の予防的防護

措置を講ずることが極めて重要であるが、放射性物質の放出後は、その拡

散により比較的広い範囲において空間放射線量率等の高い地点が発生す

る可能性がある。 

このような事態に備え、国、県、関係市町及び原子力事業者は、緊急時

モニタリングを迅速に行い、その測定結果を防護措置を実施すべき基準に

照らして、必要な措置の判断を行い、これを実施することが必要となる。 

放射性物質の放出後、継続的に高い空間放射線量率が計測された地域に

おいては、地表面からの放射線等による被ばくの影響をできる限り低減す

る観点から、数時間から１日以内に住民等について避難等の緊急防護措置

を講じなければならない。また、それと比較して低い空間放射線量率が計

測された地域においても、無用な被ばくを回避する観点から、１週間以内

に一時移転等の早期防護措置を講じなければならない。 

これらの措置を講ずる場合には、国からの指示に基づき、避難住民等に

対し、防護措置を実施すべき基準以下であるか否かを確認する検査（以下

「避難退域時検査」という。）の結果から簡易除染（着替え、拭き取り、

簡易除染剤やシャワーの利用等）等の措置を講ずるようにしなければなら

ない。 

さらに、経口摂取等による内部被ばくを回避する観点から、一時移転等

を講ずる地域では、地域生産物の摂取を制限しなければならない。また、

飲食物中の放射性核種濃度の測定を開始すべき範囲を数日以内に空間放

射線量率に基づいて特定するとともに、当該範囲において飲食物中の放射

性核種濃度の測定を開始し、その濃度に応じて飲食物摂取制限を継続的に

講じなければならない。 
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(ｲ) (略) 

 

第４節 防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

  発電所に係る原子力防災に関して、県、関係市町及び防災関係機関が処理す

べき事務又は業務の大綱は、次のとおりとする。 

 

 １ 石川県 ～ ８ 消防機関 (略) 

 ９ 指定地方行政機関   

 

機  関  名 処理すべき事務又は業務の大綱 

中部近畿産業保安

監督部 

高圧ガス、液化石油ガス、火薬類等所掌に係る危

険物又はその施設、鉱山施設、電気施設、都市ガス

施設の保安の確保に必要な監督又は指導に関する

こと。 

 

１０ 自衛隊 (略) ～ １４ 原子力事業者 (略) 

 

 

第５節 (略) 

 

(ｲ) (略) 

 

第４節 防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

発電所に係る原子力防災に関して、県、関係市町及び防災関係機関が処理す

べき事務又は業務の大綱は、次のとおりとする。 

 

 １ 石川県 ～ ８ 消防機関 (略) 

 ９ 指定地方行政機関 

 

機関名 処理すべき事務又は業務の大綱 

中部近畿産業保安監

督部 

高圧ガス、液化石油ガス、火薬類、コンビナ

ート、鉱山、電気、ガス等所掌に係る施設の保

安の確保に必要な監督又は指導に関すること。 

 

 

１０ 自衛隊 (略) ～ １４ 原子力事業者 (略) 

 

 

第５節 (略) 
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第２章 原子力災害予防計画 第２章 原子力災害予防計画

第１節 発電所における予防措置等の責務等 第１節 発電所における予防措置等の責務等

１ （略） １ （略）

２ 発電所の保安管理 ２ 発電所の保安管理
（1）（略） （1）（略）
（2）原子力保安検査官は、発電所の運転状況、設備の保全状況、保安規定の （2）原子力運転検査官は、発電所の運転状況、設備の保全状況、保安規定の
遵守状況等について、巡視、検査等を行い、発電所の安全性の確保に努め 遵守状況等について、巡視、検査等を行い、発電所の安全性の確保に努め
ることとされている。 ることとされている。

（3）（略） （3）（略）

３～６ （略） ３～６ （略）

第２節 原子力防災体制等の整備 第２節 原子力防災体制等の整備

１～１２ （略） １～１２ （略）

１３ 新型コロナウイルス感染症を含む感染症流行下における防護措置
(1)県及び市町は、令和２年における新型コロナウイルス感染症の発生を踏ま
え、避難所における避難者の過密抑制など感染症対策の観点を取り入れた
防災対策を推進するものとする。

(2)市町は、避難所となる施設については、必要に応じ、良好な生活環境を確
保するために、換気、照明等の施設の整備に努めるとともに、新型コロナ
ウイルス感染症を含む感染症対策について、感染症患者が発生した場合の
対応を含め、平常時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、必
要な場合には、ホテルや旅館等の活用も含めて検討するよう努める。

第３節 原子力防災知識の普及 第３節 原子力防災知識の普及

県は、原子力災害の特殊性を踏まえて、日頃から関係機関と連携して、原子 県は、原子力災害の特殊性を踏まえて、平常時から関係機関と連携して、原
力防災知識の普及に努める。 子力防災知識の普及に努める。

１ (略) １ (略)

２ 住民等に対する原子力防災に関する知識の普及及び啓発 ２ 住民等に対する原子力防災に関する知識の普及及び啓発
(略) (略)

(1) 関係市町住民に対する対応 (1) 関係市町住民に対する対応
（略） (略)
ア (略) ア （略）
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イ 普及及び啓発の内容 イ 普及及び啓発の内容
(ｱ)～(ｷ) （略） (ｱ)～(ｷ) （略）
(ｸ) 安定ヨウ素剤の予防服用に関すること。 (ｸ) 安定ヨウ素剤の服用に関すること。
(ｹ)～(ｺ) (略) (ｹ)～(ｺ) （略）

(2) (略) (2) (略)

３ (略) ３ (略)

第４節 ～ 第７節 (略) 第４節 ～ 第７節 (略)

第８節 原子力災害医療体制の整備 第８節 原子力災害医療体制の整備

(略) (略)

１ 原子力災害医療体制の整備 １ 原子力災害医療体制の整備
(1)県は、国が示す施設要件に基づき、原子力災害拠点病院を指定するとと (1) 県は、国が示す施設要件に基づき、原子力災害拠点病院を指定するとと
もに、原子力災害医療協力機関を登録する。 もに、原子力災害対策に協力できる原子力災害医療機関を登録する。

(2)～(3) (略) (2)～(3) (略)

(4) 県は、国と連携して、高度被ばく医療支援センター、原子力災害医療・
総合支援センター、原子力災害拠点病院等の診療状況等の情報を迅速に把
握するために、原子力災害医療に係る情報システムの整備に努めるものと
する。

(4) 県は、国、高度被ばく医療支援センター、原子力災害医療・総合支援セ (5) 高度被ばく医療支援センター、原子力災害医療・総合支援センター、原
ンター及び原子力災害拠点病院と連携して、原子力災害医療に関係する者 子力災害拠点病院等は、原子力災害医療に係る情報システムの活用に努め
に対する研修・訓練を実施する。 る。

(6)県は、国、高度被ばく医療支援センター、原子力災害医療・総合支援セ
ンター及び原子力災害拠点病院と連携して、原子力災害医療に関係する者
に対する研修・訓練を実施する。

２ (略) ２ (略)

３ 安定ヨウ素剤の事前配布及び備蓄等 ３ 安定ヨウ素剤の事前配布及び備蓄等
(1) ＰＡＺにおける事前配布 (1) ＰＡＺ内における事前配布

県は、放射性ヨウ素による甲状腺被ばくを予防するため、安定ヨウ素剤 県は、放射性ヨウ素による甲状腺被ばくを予防するため、原子力災害対
を購入し、公共施設等で保管する。 策指針を参考に、安定ヨウ素剤を購入し、公共施設等で保管する。
また、県及び志賀町は、互いに連携し、原子力災害対策重点区域のうち また、県及び志賀町は、互いに連携し、原子力災害対策重点区域のうち
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ＰＡＺにおいて、平時から事前に住民に対し、説明会を開催したうえで、 ＰＡＺ内において、平常時から事前に住民に対し、説明会を開催したうえ
原則、医師により、配布目的、予防効果、服用指示の手順、保管方法、副 で、原則、医師により、配布目的、予防効果、服用指示の手順、保管方法、
作用等を説明し、それらを記載した説明書とともに安定ヨウ素剤を配布し 副作用等を説明し、それらを記載した説明書とともに安定ヨウ素剤を配布
ておく。 しておく。
(略) (略)

(2) ＰＡＺ外における備蓄等 (2) ＰＡＺ外における備蓄等
県は、緊急時に備え、安定ヨウ素剤を購入し、避難等の際に配布できる 県は、緊急時に備え、原子力災害対策指針を参考に、安定ヨウ素剤を購

よう避難経路近傍等の適切な場所に備蓄する。 入し、避難等の際に配布できるよう避難経路近傍等の適切な場所に備蓄す
(略) る。

(略)
４～６ (略) ４～６ (略)

第９節 (略) 第９節 (略)

第10節 救助・救急及び消火活動用資機材の整備等 第10節 救助・救急及び消火活動用資機材の整備等

１ （略） １ （略）

２ 救助・救急活動体制の整備 ２ 救助・救急活動体制の整備
(1）（略） (1）（略）
(2）県及び消防機関等は、原子力事業者による被ばく患者の搬送、受入れに (2）県及び消防機関等は、原子力事業者による放射性物質による汚染や被ば
ついての通信連絡について、国や各防災関係機関と同様に、緊密な関係を くを伴う傷病者等（それらの疑いのある者を含む。以下「被ばく傷病者等」
維持するよう努める。 という。）の搬送、受入れについての通信連絡について、国や各防災関係機

関と同様に、緊密な関係を維持するよう努める。

３ (略) ３ (略)

第11節 避難計画の策定 第11節 避難計画の策定

１～７ (略) １～７ (略)
８ 住民等の避難状況の確認体制の整備 ８ 住民等の避難状況の確認体制の整備

関係市町は、屋内退避又は避難のための立退き勧告又は指示等を行った場 関係市町は、屋内退避又は避難のための立退き指示等を行った場合におい
合において、住民等の避難状況を的確に確認するための体制をあらかじめ整 て、住民等の避難状況を的確に確認するための体制をあらかじめ整備してお
備しておく。 く。

９ 避難所・避難方法等の周知の徹底 ９ 避難所・避難方法等の周知の徹底
関係市町は、屋内退避の方法、避難所の所在地・避難方法、安定ヨウ素剤 関係市町は、屋内退避の方法、避難所の所在地・避難方法、安定ヨウ素剤

配布の場所及び避難退域時検査の場所・方法について、日頃から住民等への 配布の場所及び避難退域時検査の場所・方法について、平常時から住民等へ
周知徹底に努める。 の周知徹底に努める。

10～11 (略) 10～11 (略)

第12節～第18節 (略) 第12節～第18節 (略)
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第３章 原子力災害応急対策計画 第３章 原子力災害応急対策計画

第１節 通報連絡体制 第１節 通報連絡体制

１ (略) １ (略)

２ 警戒事態発生時の通報連絡体制 ２ 警戒事態発生時の通報連絡体制
（略） （略）

(1) 発電所の通報連絡 (1)発電所の通報連絡
原子力防災管理者は、警戒事態発生後又は発生の通報を受けた場合、直 原子力防災管理者（発電所長）は、警戒事態発生後又は発生の通報を受

ちに原子力規制委員会に連絡するものとする。 けた場合、直ちに原子力規制委員会に連絡するものとする。
(2) ～(3) （略） (2)～(3) （略）

３ 施設敷地緊急事態等発生時の通報連絡体制 ３ 施設敷地緊急事態等発生時の通報連絡体制
施設敷地緊急事態等(施設敷地緊急事態又は全面緊急事態をいう。以下、本 施設敷地緊急事態等(施設敷地緊急事態又は全面緊急事態をいう。以下、本

節において同じ)の発生時において、国、県、関係市町、防災関係機関及び北 節において同じ)の発生時において、国、県、関係市町、防災関係機関及び北
陸電力は、災害応急対策活動を実施するために必要な情報の収集、把握及び伝 陸電力は、災害応急対策活動を実施するために必要な情報の収集、把握及び伝
達のために、次の通報連絡系統により相互に通報連絡を行う。 達のために、次の通報連絡系統により相互に通報連絡を行う。

事故通報（第１報「原災法第10条第１項に基づく通報」）通報連絡系統図 事故通報（第１報「原災法第10条第１項に基づく通報」）通報連絡系統図
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(1)～(2) (略) (1)～(2) (略)
(3) 原子力防災専門官、原子力保安検査官の通報連絡 (3) 原子力防災専門官、原子力運転検査官の通報連絡
原子力防災専門官及び原子力保安検査官は、原子力防災管理者（発電所長） 原子力防災専門官及び原子力運転検査官は、原子力防災管理者（発電所長）

から施設敷地緊急事態等の発生について通報を受けた場合は、直ちに発電所の から施設敷地緊急事態等の発生について通報を受けた場合は、直ちに発電所の
状況等を確認し、その結果等を、知事をはじめ原子力規制委員会、志賀町長に 状況等を確認し、その結果等を、知事をはじめ原子力規制委員会、志賀町長に
通報連絡することとなっている。 通報連絡することとなっている。
(4)～(8) (略) (4)～(8) (略)
(9) 県の環境放射線観測局で施設敷地緊急事態等の発生の通報を行うべき数値 (9) 県の環境放射線観測局で施設敷地緊急事態等の発生の通報を行うべき数
の検出を発見した場合の通報連絡 値の検出を発見した場合の通報連絡
ア 知事は、原子力防災管理者（発電所長）から通報がない状態において、 ア 知事は、原子力防災管理者（発電所長）から通報がない状態において、
県が設置している環境放射線観測局により、施設敷地緊急事態等の発生 県が設置している環境放射線観測局により、施設敷地緊急事態等の発生
の通報を行うべき数値を検出した場合は、原子力防災専門官及び上席放 の通報を行うべき数値を検出した場合は、原子力防災専門官及び上席放
射線専門官に通報連絡するとともに、発電所の状況等の確認に努める。 射線防災専門官に通報連絡するとともに、発電所の状況等の確認に努め

る。
イ～ウ （略） イ～ウ （略）
エ 原子力防災管理者（発電所長）は、イの結果が施設敷地緊急事態等に エ 原子力防災管理者（発電所長）は、イの結果が施設敷地緊急事態等に
該当していた場合は、直ちに施設敷地緊急事態等の発生について原子力 該当していた場合は、直ちに施設敷地緊急事態等の発生について原子力

事業者防災業身計画第３章第１節３（１）に基づき通報連絡を行う。 事業者防災業務計画第３章第１節３（１）に基づき通報連絡を行う。

４ 応急対策活動情報等の連絡 ４ 応急対策活動情報等の連絡
国、県、関係市町、防災関係機関及び北陸電力は、災害応急対策活動情報等 国、県、関係市町、防災関係機関及び北陸電力は、災害応急対策活動情報等

の収集、把握及び伝達のために、次の通報連絡系統により相互に通報連絡を行 の収集、把握及び伝達のために、次の通報連絡系統により相互に通報連絡を行
う。 う。
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事故通報（第２報以降）通報連絡系統図 事故通報（第２報以降）通報連絡系統図

(略) (略)

第２節～第６節 (略) 第２節～第６節 (略)

第７節 屋内退避、退避等の防護対策 第７節 屋内退避、退避等の防護対策

１ 屋内退避、避難等の防護対策について １ 屋内退避、避難等の防護対策について
原子力施設の周辺に放射性物質もしくは放射線の異常な放出又はそのおそれ 原子力施設の周辺に放射性物質もしくは放射線の異常な放出又はそのおそれ

がある場合には、以下に示す屋内退避、避難等の防護対策を実施する。 また、 がある場合には、以下に示す屋内退避、避難等の防護対策を実施する。 また、
複合災害が発生した場合においても人命の安全を第一とし、自然災害による人 複合災害が発生した場合においても人命の安全を第一とし、自然災害による人
命への直接的なリスクが極めて高い場合等には、自然災害に対する避難行動を 命への直接的なリスクが極めて高い場合等には、自然災害に対する避難行動を
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とり、自然災害に対する安全が確保された後に、原子力災害に対する避難行動をと とり、自然災害に対する安全が確保された後に、原子力災害に対する避難行動
ることを基本とする。 をとることを基本とする。

なお、感染症の流行下における屋内退避、避難等の防護措置については、被
ばくによるリスクとウイルスの感染拡大によるリスクの双方から、住民の生命
・健康を守ることを最優先として、感染拡大・予防対策を十分考慮した上で、
防護措置を実施するものとする。

２ 防護対策の決定 ２ 防護対策の決定
(1) 国等の屋内退避、避難等の勧告・指示等の指示・要請 (1) 国等の屋内退避、避難等の指示・要請
ア (略) ア (略)
イ 原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同対策本部は、施設敷地緊急 イ 原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同対策本部は、施設敷地緊急
事態が発生した場合は、県及び志賀町に対し、施設敷地緊急事態要避難 事態が発生した場合は、県及び志賀町に対し、施設敷地緊急事態要避難
者の避難や、施設敷地緊急事態要避難者以外の住民の避難等の防護措置 者の避難や、施設敷地緊急事態要避難者以外の住民の避難等の防護措置
の準備（避難先や輸送手段の確保等）を行うよう要請することとなって の準備（避難先や輸送手段の確保等）を行うよう要請することとなって
いる。 いる。
また、県及び関係市町に対し、屋内退避等の防護措置の準備を行うよ また、県及び関係市町に対し、屋内退避等の防護措置の準備を行うよ

う要請するとともに、県及びＵＰＺ外の市町に対し、避難した施設敷地 う要請するとともに、県及びＵＰＺ外の市町に対し、避難した施設敷地
緊急事態要避難者の受入れ及び施設敷地緊急事態要避難者以外の住民の 緊急事態要避難者の受入れ及び施設敷地緊急事態要避難者以外の住民の
避難等の防護措置の準備（避難先や輸送手段の確保等）に協力するよう 避難等の防護措置の準備（避難先や輸送手段の確保等）に協力するよう
要請することとなっている。 要請することとなっている。

要請内容の判断のため、原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同警
戒本部等は、県及び志賀町より事前の状況把握等を行うとともに、要請
後においても、防護措置の実施状況等の共有を図るなど、国、県、志賀
町は、それぞれが実施する対策について相互に協力することとなってい
る。
・施設敷地緊急事態要避難者の数および内訳並びに避難の方針
・避難ルート、避難先の概要
・移動手段の確保見込み
・その他必要な事項

ウ 内閣総理大臣又は国の原子力災害対策本部長は、全面緊急事態に至っ ウ 内閣総理大臣又は国の原子力災害対策本部長は、全面緊急事態に至っ
たときは、原子力緊急事態宣言を発出するとともに、人命の安全を第一 たときは、原子力緊急事態宣言を発出するとともに、人命の安全を第一
に、県及び志賀町に対し速やかに避難及び安定ヨウ素剤の服用等の必要 に、県及び志賀町に対し速やかに避難及び安定ヨウ素剤の服用等の必要
な防護措置に関する指示を行うこととなっている。 な防護措置に関する指示を行うこととなっている。

指示内容の判断のため、原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同対
策本部等は、県及び関係市町より事前の状況把握等を行うとともに、指
示後においても、防護措置の実施状況等の共有を図るなど、国、県、関
係市町は、それぞれが実施する対策について相互に協力することとなっ
ている。
・ＰＡＺ内の避難者の数及び避難の方針
・ＵＰＺ内の屋内退避の対象者の数と屋内退避の方針
・避難ルート、避難先の概要
・移動手段の確保見込み
・その他必要な事項
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原子力災害対策本部は、県及び関係市町に対し、屋内退避の実施やＯ 原子力災害対策本部は、県及び関係市町に対し、屋内退避の実施やＯ
ＩＬに基づく防護措置の準備（避難・一時移転先、輸送手段、避難退域 ＩＬに基づく防護措置の準備（避難・一時移転先、輸送手段、避難退域
時検査場所の確保等）を行うよう要請するとともに、県及びＵＰＺ外の 時検査場所の確保等）を行うよう要請するとともに、県及びＵＰＺ外の
市町に対し、避難してきた住民等の受入れや、関係市町が行う防護措置 市町に対し、避難してきた住民等の受入れや、関係市町が行う防護措置
の準備への協力を要請することとなっている。 の準備への協力を要請することとなっている。

エ 放射性物質が放出された後は、原子力災害対策本部は、県及び関係市 エ 放射性物質が放出された後は、原子力災害対策本部は、県及び関係市
町に対し、緊急事態の状況により、ＯＩＬに基づき緊急時モニタリング 町に対し、緊急事態の状況により、ＯＩＬに基づき緊急時モニタリング
等の結果に応じて関係市町が行う避難、一時移転等の緊急事態応急対策 等の結果に応じて関係市町が行う避難、一時移転等の緊急事態応急対策
の実施について、指示、助言等を行うこととなっている。 の実施について、指示、助言等を行うこととなっている。

指示内容の判断のため、原子力災害合同対策協議会等は、県及び関係
市町より事前の状況把握等を行うとともに、指示後においても、防護措
置の実施状況等の共有を図るなど、国、県、関係市町は、それぞれが実
施する対策について相互に協力することとなっている。
・ＵＰＺ内の避難・一時移転の対象区域及び対象者の数並びに避難・
一時移転の方針

・避難ルート、避難先の概要
・移動手段の確保見込み
・その他必要な事項

オ （略） オ （略）
(2) 県の屋内退避、避難等の指示・要請の伝達等 (2) 県の屋内退避、避難等の指示・要請の伝達等
ア～イ (略) ア～イ (略)
ウ 県は、全面緊急事態に至った場合は、内閣総理大臣若しくは原子力災 ウ 県は、全面緊急事態に至った場合は、内閣総理大臣若しくは原子力災
害対策本部長からの防護措置に関する指示又は独自の判断により、志賀 害対策本部長からの防護措置に関する指示又は自らの判断により、志賀
町に対し、速やかにＰＡＺ内の避難及び安定ヨウ素剤の服用等の必要な 町に対し、速やかにＰＡＺ内の避難及び安定ヨウ素剤の服用等の必要な
防護措置に関する指示についての連絡を行うとともに、住民避難の支援 防護措置に関する指示についての連絡を行うとともに、住民避難の支援
が必要な場合には志賀町と連携し国に要請を行う。 が必要な場合には志賀町と連携し国に要請を行う。
また、県は、国の指示若しくは要請又は独自の判断により、関係市町 また、県は、国の指示若しくは要請又は自らの判断により、関係市町

に対し、屋内退避の実施やＯＩＬに基づく防護措置の準備を行うよう要 に対し、屋内退避の実施やＯＩＬに基づく防護措置の準備を行うよう要
請するとともに、ＵＰＺ外の市町に対し、避難してきた住民等の受入れ 請するとともに、ＵＰＺ外の市町に対し、避難してきた住民等の受入れ
や、関係市町が行う防護措置の準備への協力を要請する。 や、関係市町が行う防護措置の準備への協力を要請する。

エ (略) エ (略)
オ 原子力災害対策本部が避難等の緊急事態応急対策の実施について指示 オ 原子力災害対策本部が避難等の緊急事態応急対策の実施について指示
を行うに当たり、国から事前に指示案を伝達された場合、県本部長（知 を行うに当たり、国から事前に指示案を伝達された場合、県本部長（知
事）は、当該指示案に対し速やかに意見を述べる。 事）は、当該指示案に対し速やかに意見を述べる。
また、県は、市町から求めがあった場合には、国による助言以外にも、 また、県は、市町から求めがあった場合には、国による助言以外にも、

避難指示又は避難勧告の対象地域、判断時期等について助言を行う。 避難指示の対象地域、判断時期等について助言を行う。
(3) 関係市町の長の屋内退避、避難等の勧告・指示 (3) 関係市町の長の屋内退避、避難等の指示
ア (略) ア (略)
イ 志賀町は、施設敷地緊急事態が発生した場合は、国若しくは県の要請 イ 志賀町は、施設敷地緊急事態が発生した場合は、国若しくは県の要請
又は独自の判断により、施設敷地緊急事態要避難者に対して避難等の勧 又は独自の判断により、施設敷地緊急事態要避難者に対して避難等の指
告又は指示を行うとともに、ＰＡＺ内の施設敷地緊急事態要避難者以外 示を行うとともに、ＰＡＺ内の施設敷地緊急事態要避難者以外の住民等
の住民等の防護措置の準備を行う。 の防護措置の準備を行う。
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関係市町は、施設敷地緊急事態が発生した場合は、国若しくは県の要 関係市町は、施設敷地緊急事態が発生した場合は、国若しくは県の要
請又は独自の判断により、ＵＰＺ内住民等の屋内退避等の防護措置の準 請又は独自の判断により、ＵＰＺ内住民等の屋内退避等の防護措置の準
備を行う。 備を行う。

ウ 志賀町長は、全面緊急事態に至った場合は、国若しくは県の指示、要 ウ 志賀町長は、全面緊急事態に至った場合は、国若しくは県の指示、要
請又は独自の判断により、直ちにＰＡＺ内の施設敷地緊急事態要避難者 請又は独自の判断により、直ちにＰＡＺ内の施設敷地緊急事態要避難者
以外の住民等に対して避難及び安定ヨウ素剤の服用等の防護措置の勧告 以外の住民等に対して避難及び安定ヨウ素剤の服用等の防護措置の指示
又は指示を行う。 を行う。
関係市町の長は、全面緊急事態に至った場合は、国若しくは県の指示、 関係市町の長は、全面緊急事態に至った場合は、国若しくは県の指示、

要請又は独自の判断により、ＵＰＺ内住民の屋内退避等の防護措置の勧 要請又は独自の判断により、ＵＰＺ内住民の屋内退避等の防護措置の指
告又は指示を行うとともに、ＯＩＬに基づく防護措置の準備を行う。 示を行うとともに、ＯＩＬに基づく防護措置の準備を行う。

エ～カ (略) エ～カ (略)
キ 関係市町の長は、事態の推移に応じ、住民等の屋内退避等の必要があ キ 関係市町の長は、事態の推移に応じ、住民等の屋内退避等の必要があ
ると認める場合は、原子力防災専門官、国派遣の専門家又は国の原子力 ると認める場合は、原子力防災専門官、国派遣の専門家又は国の原子力
災害現地対策本部長の指導・助言を得て、県本部長（知事）と協議の上、 災害現地対策本部長の指導・助言を得て、県本部長（知事）と協議の上、
直ちに住民等に対して屋内退避等の勧告又は指示を行うとともに、原子 直ちに住民等に対して屋内退避等の指示を行うとともに、原子力防災専
力防災専門官又は国の原子力災害現地対策本部長、消防長及び警察署長 門官又は国の原子力災害現地対策本部長、消防長及び警察署長に連絡す
に連絡する。 る。

ク (略) ク (略)
(4) (略) (4) (略)

３ 屋内退避 ３ 屋内退避
(1) 県のとるべき措置 (1)県のとるべき措置

県本部長（知事）は、関係市町の長が屋内退避の勧告又は指示をするこ 県本部長（知事）は、関係市町の長が屋内退避の指示をすることとした
ととした場合は、本章第５節「住民等に対する広報及び指示伝達」の定め 場合は、本章第５節「住民等に対する広報及び指示伝達」の定めるところ
るところにより、住民等に次の情報を提供し、周知を図る。 により、住民等に次の情報を提供し、周知を図る。
ア～カ (略) ア～カ (略)

(2) 関係市町のとるべき措置 (2) 関係市町のとるべき措置
関係市町の長は、屋内退避の勧告又は指示をする場合は、防災行政無線、 関係市町の長は、屋内退避の指示をする場合は、防災行政無線、広報
広報車等のあらゆる広報手段により、住民に対して(1)アからカの事項 車等のあらゆる広報手段により、住民に対して(1)アからカの事項を迅速
を迅速かつ的確に広報し、周知を図る。 かつ的確に広報し、周知を図る。

(3) (略) (3) (略)

４ 避難等 ４ 避難等
(1) 県のとるべき措置 (1) 県のとるべき措置

県本部長（知事）は、関係市町の長が避難等の勧告又は指示をすること 県本部長（知事）は、関係市町の長が避難等の指示をすることとした場
とした場合は、本章第５節「住民等に対する広報及び指示伝達」の定めるとこ 合は、本章第５節「住民等に対する広報及び指示伝達」の定めるところに
ろにより、住民等に３の(1)ア～カ情報を提供し、周知を図る。 より、住民等に３の(1)ア～カ情報を提供し、周知を図る。
(2) 関係市町のとるべき措置 (2) 関係市町のとるべき措置
ア 住民等への指示伝達 ア 住民等への指示伝達

関係市町の長は、避難等の勧告又は指示をする場合は、発電所との方 関係市町の長は、避難等の指示をする場合は、発電所との方位、距離
位、距離その他の条件を考慮の上、避難先やその経路、集合場所、避難 その他の条件を考慮の上、避難先やその経路、集合場所、避難退域時検
退域時検査の場所その他必要な事項を決定し、住民に対して、これらの 査の場所その他必要な事項を決定し、住民に対して、これらの事項及び
事項及び３の(1)アからカの事項を指示し、避難等の措置を講ずる。 ３の(1)アからカの事項を指示し、避難等の措置を講ずる。
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イ～カ (略) イ～カ (略)
(3) その他 (3) その他

ア～ウ (略) ア～ウ (略)
エ 感染症対策
県及び市町は、原子力災害時において、感染症の発生、拡大が見られる

場合は、防災部局と保健福祉部局が連携して、感染対策として必要な措置
を講じるよう努めるものとする。

５ (略) ５ (略)

６ 避難等の誘導 ６ 避難等の誘導
(1) (略) (1) (略)
(2) 学校等施設における避難誘導 (2) 学校等施設における避難誘導

学校等施設において、生徒等の在校時に原子力災害が発生し、避難の勧 学校等施設において、生徒等の在校時に原子力災害が発生し、避難の指
告・指示等があった場合は、あらかじめ定めた避難計画等に基づき、迅速 示等があった場合は、あらかじめ定めた避難計画等に基づき、迅速かつ安
かつ安全に生徒等の避難を行うものとする。なお、生徒等を避難させた場 全に生徒等の避難を行うものとする。なお、生徒等を避難させた場合及び
合及びあらかじめ定めたルールに基づき生徒等を保護者へ引き渡した場合 あらかじめ定めたルールに基づき生徒等を保護者へ引き渡した場合は、県
は、県又は市町に対し速やかにその旨を連絡する。 又は市町に対し速やかにその旨を連絡する。

(3) 不特定多数の者が利用する施設における避難誘導 (3) 不特定多数の者が利用する施設における避難誘導
地下街、劇場等の興行場、駅、その他不特定多数の者が利用する施設の 地下街、劇場等の興行場、駅、その他不特定多数の者が利用する施設の

管理者は、原子力災害が発生し避難の勧告・指示等があった場合は、あら 管理者は、原子力災害が発生し避難の指示等があった場合は、あらかじめ
かじめ定めた避難計画等に基づき施設利用者等の避難を行う。 定めた避難計画等に基づき施設利用者等の避難を行う。

７ (略) ７ (略)

８ 立入制限の措置 ８ 立入制限の措置
(1) 関係市町のとるべき措置 (1) 関係市町のとるべき措置

関係市町の長は、防災業務関係者以外の者に対して、避難等の勧告又は 関係市町の長は、防災業務関係者以外の者に対して、避難等の指示を行
指示を行った区域及び警戒区域への立入を制限し、又は禁止する。 った区域及び警戒区域への立入を制限し、又は禁止する。

(2) 警察本部及び金沢海上保安部のとるべき措置 (2) 警察本部及び金沢海上保安部のとるべき措置
県本部長（知事）及び関係市町の長は、警察本部長又は警察署長及び関 県本部長（知事）及び関係市町の長は、警察本部長又は警察署長及び関

係する海上保安部長に対して、避難等の勧告又は指示を行った区域及び警 係する海上保安部長に対して、避難等の指示を行った区域及び警戒区域に
戒区域について、避難等の勧告若しくは指示又は立入の制限又は禁止の実 ついて、避難等の指示又は立入の制限又は禁止の実効をあげるために交通
効をあげるために交通規制及び航行規制の実施等に必要な措置をとるよう 規制及び航行規制の実施等に必要な措置をとるよう要請する。
要請する。 また、立入制限の措置が長期化し、避難住民等の警戒区域への一部立入
また、立入制限の措置が長期化し、避難住民等の警戒区域への一部立入 が行われるときは、あわせて関係機関の調整を図り、その安全な実施に必

が行われるときは、あわせて関係機関の調整を図り、その安全な実施に必 要な支援を要請する。
要な支援を要請する。

９ 治安の確保及び火災の予防 ９ 治安の確保及び火災の予防
県本部長(知事)は、緊急事態応急対策実施区域及びその周辺(海上を含む。) 県本部長(知事)は、緊急事態応急対策実施区域及びその周辺(海上を含む。)

における治安の確保、火災の防止等について、警察本部長及び関係する海上 における治安の確保、火災の防止等について、警察本部長及び関係する海上
保安部長の治安当局のほか関係防災機関と協議し、万全を期する。 保安部長の治安当局のほか関係防災機関と協議し、万全を期する。
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特に、避難等の勧告又は指示を行った区域については、速やかな治安の確 特に、避難等の指示を行った区域については、速やかな治安の確保、火
保、火災の防止等に努める。 災の防止等に努める。

10～11 (略) 10～11 (略)

12 要配慮者への配慮 12 要配慮者への配慮
(1) (略) (1) (略)
(2) 医療機関、社会福祉施設は、避難の勧告・指示等があった場合には、搬 (2) 医療機関、社会福祉施設は、避難の指示等があった場合には、搬送に伴
送に伴うリスクを勘案すると、早急に避難することが適当ではなく、移送 うリスクを勘案すると、早急に避難することが適当ではなく、移送先の受
先の受入準備が整うまで、一時的に施設等に屋内退避を続けることが有効 入準備が整うまで、一時的に施設等に屋内退避を続けることが有効な放射
な放射線防護措置であることに留意し、避難の判断を行う。なお、避難の 線防護措置であることに留意し、避難の判断を行う。なお、避難の実施に
実施については、あらかじめ機関ごとに定めた避難計画等に基づき、職員 ついては、あらかじめ機関ごとに定めた避難計画等に基づき、職員等の指
等の指示・引率のもと、迅速かつ安全に、施設利用者等を避難又は他の施 示・引率のもと、迅速かつ安全に、施設利用者等を避難又は他の施設へ移
設へ移送させるものとする。 送させるものとする。

13～14 (略) 13～14 (略)

第８節 (略) 第８節 (略)

第９節 飲食物の摂取制限に関する措置 第９節 飲食物の摂取制限に関する措置

県本部長及び市町長は、原子力災害対策指針、国の指導、助言、指示に基づ 県本部長及び市町長は、原子力災害対策指針、国の指示及び要請に基づき、
き、又は独自の判断により、応急食料の供給等に配慮しつつ、飲食物の出荷制 飲食物の放射性核種濃度測定及び必要な出荷制限、摂取制限並びにこれらの解
限、摂取制限及びこれらの解除の措置を講じる。 除の措置を講ずる。

１ 飲食物の摂取制限 １ 飲食物の摂取制限
(1) 国のとる措置 (1) 国のとる措置

国は、ＯＩＬに基づき、緊急時モニタリングの結果に応じて、飲食物の 国は、ＯＩＬに基づき、緊急時モニタリングの結果により、飲食物の放
放射性核種濃度の測定を行うべき地域を特定し、都道府県における検査計 射性核種濃度の測定を行うべき地域を特定し、都道府県に検査計画の策定
画・検査実施、飲食物の出荷制限等について関係機関に要請するとともに、 ・検査の実施を指示・要請することとされている。また、国は、当該検査
状況に応じて、摂取制限も措置することとされている。 の結果を取りまとめ、その結果に基づき、ＯＩＬの基準等を踏まえ飲食物

の接種制限及び出荷制限の要請について都道府県等に指示することとされ
ている。

（2）～（3） (略) （2）～（3） (略)

２ (略) ２ (略)

第10節 (略) 第10節 (略)

第11節 救助・救急、消火活動等 第11節 救助・救急、消火活動等

１ 救助・救急活動 １ 救助・救急活動



- 19 -

現 行 修 正 案 備 考

(1) 北陸電力のとる措置 (1) 北陸電力のとる措置
原子力防災管理者（発電所長）は、発災現場における救助・救急活動を 原子力防災管理者（発電所長）は、発災現場における救助・救急活動を

自ら行うとともに、国、地方公共団体が行う救助・救急活動に対し、防災 自ら行うとともに、国、地方公共団体が行う救助・救急活動に対し、防災
資機材の貸与等必要な協力を行うものとする。 資機材の貸与等必要な協力を行うものとする。
また、汚染・被ばく患者や被ばく傷病者等を原子力災害医療機関に搬送 また、被ばく傷病者等を医療機関に搬送する際、汚染の状況を確認し、

する際、汚染の状況を確認し、傷病の状態を勘案して、できる限り汚染の 傷病の状態を勘案して、できる限り汚染の拡大防止措置を講じた上で、放
拡大防止措置を講じた上で、放射線管理要員（放射性物質や放射線に対す 射線管理要員（放射性物質や放射線に対する知識を有し、線量評価や汚染
る知識を有し、線量評価や汚染の拡大防止措置が行える者）を随行させる の拡大防止措置が行える者）を随行させるものとする。ただし、放射線管
ものとする。ただし、放射線管理要員がやむを得ず、患者等に随行できな 理要員がやむを得ず、患者等に随行できない場合には、事故の状況、患者
い場合には、事故の状況、患者等の被ばく・汚染状況を説明し、汚染の拡 等の被ばく・除染状況を説明し、汚染の拡大措置が行える者を随行させる
大防止措置が行える者を随行させるものとする。 ものとする。

(2) 県及び関係市町のとる措置 (2) 県及び関係市町のとる措置
県及び関係市町は、救助・救急活動を行うほか、被害状況の早急な把握に 県及び関係市町は、被ばく傷病者等となる住民等の原子力災害拠点病院等

努め、必要に応じ、現地災害対策本部、他の地方公共団体、原子力事業者等 への搬送等の救助・救急活動を行うほか、被害状況の早急な把握に努め、必
に対して応援を要請するものとする。 要に応じ、現地災害対策本部、他の地方公共団体、原子力事業者等に対して

応援を要請するものとする。
また、汚染・被ばく患者や被ばく傷病者等の処置を行った原子力災害医療 また、被ばく傷病者等の処置を行った原子力災害拠点病院等の求めに応じ

機関の求めに応じて、速やかに、放射性物質による汚染のないことを確認し、 て、速やかに、放射性物質による汚染のないことを確認し、その結果を公表
その結果を公表するとともに、その医療機関や原子力事業者と協力し、情報 するとともに、その医療機関や原子力事業者と協力し、情報の集約や管理を
の集約や管理を行い、周辺住民、報道関係者等に的確に情報を提供するもの 行い、周辺住民、報道関係者等に的確に情報を提供するものとする。
とする。
(3)～(4) (略) (3)～(4) (略)

２～３ (略) ２～３ (略)

第12節 原子力災害医療措置 第12節 原子力災害医療措置

１ 原子力災害医療体制 １ 原子力災害医療体制
(1) (略) (1) (略)
(2) 関係機関等への協力要請 (2) 関係機関等への協力要請
ア 県本部長（知事）は、原子力災害医療班の設置に当たり、国の原子力 災 ア 県本部長（知事）は、原子力災害医療班の設置に当たり、必要に応じ
害対策本部長に対して、国の原子力災害医療に係る医療チームの派遣 を要請 て、速やかに原子力災害医療・総合支援センター又は原子力災害現地対
するとともに、その受け入れに係る調整や活動場所の確保を行う ものとする。 策本部に対し、原子力災害医療派遣チーム等の派遣を要請するとともに、

また、日本赤十字社石川県支部（以下「日赤」という。）、石川県医師会（地 その受け入れに係る調整や活動場所の確保を行うものとする。
域医師会を含む。以下同じ。）、原子力災害拠点病院及 び原子力災害医療協 また、日本赤十字社石川県支部（以下「日赤」という。）、石川県医師会
力機関等の地域医療機関に対して、医療要員の派遣 及び資機材の提供を要 （地域医師会を含む。以下同じ。）、原子力災害拠点病院及び原子力災害医療
請する。 協力機関等の地域医療機関に対して、医療要員の派遣及び資機材の提供を要

請する。
原子力災害拠点病院は、原子力災害医療の中心となって機能し、被ばく傷病

者等を受け入れ、適切な診療等を行うものとする。また、原子力災害医療協力
機関は、地方公共団体や原子力災害拠点病院が行う原子力災害対策に協力する
ものとする。

(略） (略）
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イ （略） イ （略）
(3)～(4) (略) (3)～(4) (略)

２ 原子力災害医療措置の実施 ２ 原子力災害医療措置の実施
(略) (略)

(1) (略) (1) (略)
(2) 原子力災害医療の実施 (2) 原子力災害医療の実施

原子力災害医療協力機関チーム及び原子力災害拠点病院チームは、汚染 原子力災害医療協力機関チーム及び原子力災害拠点病院チームは、汚染
や被ばくのおそれのある傷病者に対して、初期対応段階における医療処 や被ばくのおそれのある傷病者に対して、初期対応段階における医療処置
置（トリアージ、救急処置、汚染検査、簡易除染等）を円滑に行う。 （トリアージ、救急処置、汚染検査、簡易除染等）を円滑に行う。

また、原子力災害以外の災害の発生状況等を勘案しつつ、原子力災害拠
点病院を中心として医療活動を行う。その際、災害拠点病院やＤＭＡＴ等
が行う災害医療活動と緊密に連携するものとする。

(3)～(5) (略) (3)～(5) (略)

３～４ （略） ３～４ （略）

第13節 応援協力活動 第13節 応援協力活動

１～５ (略) １～５ (略)

６ 原子力被災者生活支援チームとの連携 ６ 原子力被災者生活支援チームとの連携
(1)原子力災害対策本部長は、必要に応じて、原子力災害対策本部の下に、被 (1)原子力災害対策本部長は、原子力災害対策本部の下に、被災者の生活支援
災者の生活支援のために、環境大臣及び原子力利用省庁の担当大臣を長とする のために、環境大臣及び原子力利用省庁の担当大臣を長とする原子力被災者生
原子力被災者生活支援チームを設置することとなっている。 活支援チームを設置することとなっている。
(2)県は、初期対応段階における避難区域の住民避難完了後の段階において、 (2)原子力被災者生活支援チームは、県庁舎等へ原子力利用省庁副大臣（又は
国が設置する原子力被災者生活支援チームと連携し、子ども等をはじめと 原子力利用省庁大臣政務官）及び必要な要員を派遣し、住民等の状況把握及び

する健康管理調査等の推進、環境放射線モニタリングの総合的な推進、適 切 生活支援等に関する県、関係市町との連絡・調整を行うものとする。
な役割分担の下、汚染廃棄物の処理や除染等を推進する。 (3)県は、原子力被災者生活支援チームと連携し、子ども等をはじめとする健

康管理調査等の推進、環境放射線モニタリングの総合的な推進、適切な役割分
担の下、汚染廃棄物の処理や除染等を推進する。

第14節 第14節

１ 県は、庁舎の所在地が避難のための立ち退きの勧告又は指示を受けた地域 １ 県は、庁舎の所在地が避難のための立ち退きの指示を受けた地域に含まれ
に含まれる場合、あらかじめ定めた退避先へ退避するとともに、その旨を住 る場合、あらかじめ定めた退避先へ退避するとともに、その旨を住民等へ周
民等へ周知する。なお、行政機関の退避については、住民等の避難、学校等 知する。なお、行政機関の退避については、住民等の避難、学校等において
においては生徒等の避難を優先したうえで実施する。 は生徒等の避難を優先したうえで実施する。

２ (略) ２ (略)
３ 県は、応急対策実施区域を含む市町の区域内の一部が避難のための立ち退 ３ 県は、応急対策実施区域を含む市町の区域内の一部が避難のための立ち退
きの勧告又は指示を受けた地域に含まれ、かつ庁舎等が当該地域に含まれる きの指示を受けた地域に含まれ、かつ庁舎等が当該地域に含まれる場合、当
場合、当該市町に対し、当該勧告又は指示を受けていない地域内の適切な施 該市町に対し、当該指示を受けていない地域内の適切な施設において必要な
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現 行 修 正 案 備 考

設において必要な業務を継続するための支援を行う。 業務を継続するための支援を行う。

第15節 (略) ～第15節 (略)



- 22 -

現 行 修 正 案 備 考

第４章 原子力災害復旧計画 第４章 原子力災害復旧計画

第１節～第４節 (略) 第１節～第４節 (略)

第５節 損害賠償の請求に必要な資料の作成等 第５節 損害賠償の請求に必要な資料の作成等

１～10 （略） １～10 （略）

11 北陸電力の措置 11 北陸電力の措置
(1) (略) (1) (略)
(2)相談窓口の設置 (2)相談窓口の設置
北陸電力は、相談窓口を設置する等、原子力緊急事態解除宣言が発出され 北陸電力は、相談窓口を設置する等、原子力緊急事態解除宣言前であって

た後、速やかに被災者の損害賠償請求等に対応するために必要な体制を整備 も、可能な限り速やかに被災者の損害賠償請求等に対応するために必要な体
する。 制を整備する。
(3) （略） (3)（略）

12～13 （略） 12～13 （略）
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現 行 修 正 案 備 考

第５章 複合災害対策 第５章 複合災害対策

第１節 基本方針 (略) 第１節 基本方針 (略)

第２節 災害予防対策 第２節 災害予防対策
１ 情報の収集・連絡体制の整備 １ 情報の収集・連絡体制の整備
(1) 県における通信連絡設備の整備 (1) 県における通信連絡設備の整備
ア 県と国、関係市町及び防災関係機関の間を結ぶ電話・ファクシミリ等 ア 県と国、関係市町及び防災関係機関の間を結ぶ電話・ファクシミリ等
の専用回線網 の専用回線網

イ 県と関係市町、防災関係機関及びオフサイトセンターの間を結ぶ衛星 イ 県と関係市町、防災関係機関及びオフサイトセンターの間を結ぶ衛星
系及び地上系防災行政無線施設 系防災行政無線施設及びＩＭＳを活用した地上系通信施設

ウ その他携帯電話、衛星電話等の移動通信機器 ウ その他携帯電話、衛星電話等の移動通信機器

(2) (略) (2) (略)

２ (略) ２ (略)

第３節～第４節 (略) 第３節～第４節 (略)



資料４－２ 

 
石川県地域防災計画（原子力防災計画編）の修正案に対する 

パブリックコメントの結果について 
 

１ 募集期間：令和３年４月２３日（金）～令和３年５月２２日（土） 

２ 寄せられたご意見：３件（１通） 

 

No ご意見 左記に対する県の考え方 

１ 

原子力災害時の避難先については、収
容人数の他、駐車スペースも考慮し、確
保すべき。 

 
 
 
 
 
 

ご指摘の避難等の防護措置について
は、国が設置する地域原子力防災協議会
において、原子力災害時の緊急時対応と
して取りまとめられるものであり、参考
とさせて頂きます。 
また、その取りまとめ内容について

は、今回ご指摘の石川県避難計画要綱に
も反映することとなります。 
 

２ 

避難行動要支援者に関する個別避難計
画の策定を推進すべき。 

個別避難計画（避難支援プラン）につ
いては、石川県地域防災計画に記載済み
であり、県では、市町に対し個別避難計
画の策定に向け必要な助言を行い支援
してまいります。 

３ 

ホームページに掲載されている石川県
避難計画要綱の一部が、機械可読形式の
ファイルになっていないため修正すべ
き。 

ご指摘のあった箇所については、掲載
ファイルを機械可読形式のファイルに
修正いたしました。 
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